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会議録目次（その２）




○　上程案件処理結果







　６月１０日（初日）

○　出欠議員氏名

○　市町村自治法第６１条による出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開会

○　黙禱

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　会期の決定

○　常任委員の所属変更について

○　市政方針

　　　￮ 市長

○　提案理由の説明

　（議案第３４号　那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　（議案第３５号　那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

　（議案第３６号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について）

　（議案第３７号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

　（議案第３８号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　（議案第３９号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　（議案第４０号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　（議案第４１号　財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　（議案第４２号　資金前渡及び前金払に関する条例を廃止する条例制定について）

　（議案第４３号　議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例制定について）

　（議案第４４号　工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について）

　（議案第４５号　那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定について）

　（議案第４６号　那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について）

　（議案第４７号　那覇市行政財産使用料条例制定について）

　（議案第４８号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

　（議案第４９号　那覇市排水設備資金貸付基金条例制定について）

　（議案第５０号　泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について）

　（議案第５１号　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について）

　（議案第５２号　那覇市公営企業の契約の方法に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　（議案第５３号　那覇市特別会計条例制定について）

　（議案第５４号　１９７２年度那覇市一般会計予算）

　（議案第５５号　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出更正予算）

　（議案第５６号　１９７２年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算）

　（議案第５７号　１９７２年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算）

　（議案第５８号　１９７２年度那覇市小禄地区土地区画整理事業特別会計予算）

　（議案第５９号　１９７２年度那覇市下水道事業特別会計予算）

　（議案第６０号　１９７２年度那覇市水道事業会計予算）

　（議案第６１号　那覇市指定金融機関の指定について）

　（議案第６２号　議決内容の一部変更について）

　（議案第６３号　議決内容の一部変更について）

　（議案第６４号　町界の一部変更について）

　（議案第６５号　土地売却契約について）

　（議案第６６号　財産の処分について）

　（議案第６７号　土地買収契約について）

　（議案第６８号　土地買収契約について）

　（議案第６９号　土地買収契約について）

　（議案第７０号　工事請負契約について）

　（議案第７１号　工事請負契約について）

　（議案第７２号　専決処分の承認を求めることについて）

　（議案第７３号　専決処分の承認を求めることについて）

　（議案第７４号　専決処分の承認を求めることについて）

　（議案第７５号　１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算）

　（議案第７６号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について）

　（議案第７７号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について）

　（議案第７８号　教育区債を起こすことについて）

　（議案第７９号　所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて）

○　散会







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







　６月１２日（２日目）

○　出欠議員氏名

○　市町村自治法第６１条による出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　議案上程

　　（議案第４１号　財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第６１号　那覇市指定金融機関の指定について）

　￮ 　表決

　　（議案第３４号　那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３５号　那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３６号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３７号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３８号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第３９号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第４０号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第４２号　資金前渡及び前金払に関する条例を廃止する条例制定について）

　　（議案第４３号　議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例制定について）

　　（議案第４４号　工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について）

　　（議案第４５号　那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定について）

　　（議案第４６号　那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第４７号　那覇市行政財産使用料条例制定について）

　　（議案第４８号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第４９号　那覇市排水設備資金貸付基金条例制定について）

　　（議案第５０号　泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第５１号　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第５２号　那覇市公営企業の契約の方法に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第５３号　那覇市特別会計条例制定について）

　　（議案第５４号　１９７２年度那覇市一般会計予算）

　　（議案第５５号　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出更正予算）

　　（議案第５６号　１９７２年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算）

　　（議案第５７号　１９７２年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算）

　　（議案第５８号　１９７２年度那覇市小禄地区土地区画整理事業特別会計予算）

　　（議案第５９号　１９７２年度那覇市下水道事業特別会計予算）

　　（議案第６０号　１９７２年度那覇市水道事業会計予算）

　　（議案第６２号　議決内容の一部変更について）

　　（議案第６３号　議決内容の一部変更について）

　　（議案第６４号　町界の一部変更について）

　　（議案第６５号　土地売却契約について）

　　（議案第６６号　財産の処分について）

　　（議案第６７号　土地買収契約について）

　　（議案第６８号　土地買収契約について）

　　（議案第６９号　土地買収契約について）

　　（議案第７０号　工事請負契約について）

　　（議案第７１号　工事請負契約について）

　　（議案第７２号　専決処分の承認を求めることについて）

　　（議案第７３号　専決処分の承認を求めることについて）

　　（議案第７４号　専決処分の承認を求めることについて）

　　（議案第７５号　１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算）

　　（議案第７６号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について）

　　（議案第７７号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について）

　　（議案第７８号　教育区債を起こすことについて）

　　（議案第７９号　所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて）

　￮ 　質疑

　　￮ 　仲村正治議員

　　　　総務部長

　　￮ 　又吉久正議員

　　　　総務部長

　　￮ 　金城重正議員

　　　　市長公室長

　　　　市長

　　￮ 　上原綱正議員

　　　　市長公室長

　　￮ 　宮里敏慶議員

　　　　市長公室長

　　　　市長

　　￮ 　又吉久正議員

　　　　市長

　　　　市長公室長

　　￮ 　金城重正議員

　　　　財政部長

　　　　市長公室長

　　￮ 　平良信一議員

　　　　財政部長

　　￮ 　宮城武議員

　　　　総務部長

　　￮ 　仲村正治議員

　　　　財政部長

　　　　建設部長

　　￮ 　金城重正議員

　　　　建設部長

　　￮ 　仲村正治議員

　　　　総務部長

　　￮ 　又吉久正議員

　　　　財政部長

　　￮ 　宮城武議員

　　　　財政部長

　　￮ 　又吉久正議員

　　　　財政部長

　　￮ 　真栄城嘉園議員

　　　　建設部長

　　￮ 　宮里敏慶議員

　　　　建設部長

　　￮ 　金城重正議員

　　　　水道局長

　　￮ 　又吉久正議員

　　　　建設部長

　　￮ 　真栄城嘉園議員

　　　　建設部長

　　￮ 　宮城武議員

　　　　市長

　　￮ 　平良信一議員

　　　　建設部長

　　￮ 　又吉久正議員

　　　　総務部長

　　　　建設部長

　　￮ 　金城重正議員

　　　　総務部長

　　￮ 　宮城武議員

　　　　建設部長

　　　　教育長

　　￮ 　宮里敏慶議員

　　　　教育長

　￮ 委員会付託

○（認定第１号　１９７０年度那覇市歳入歳出決算の一部訂正について）

○　諸般の報告

○　散会




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




　６月１１日（３日目）

○　出欠議員氏名

○　市町村自治法第６１条による出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　会議録署名議員の指名

○　施政方針に対する質疑

　￮ 　喜舎場盛一議員

　　　市長

　￮ 　宮城武議員

　　　市長

　￮ 　仲村正治議員

　　　市長

　￮ 　金城重正議員

　　　市長

　￮ 　中村昌信議員

　　　市長

　￮ 　島袋宗康議員

　　　市長

　￮ 　大浜長弘議員

　　　市長

　￮ 　瀬長フミ議員

　　　市長

　￮ 　黒潮隆議員

　　　市長

○　散会




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




　６月１５日（４日目）

○　出欠議員氏名

○　市町村自治法第６１条による出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　会議録署名議員の指名

○　一般質問

　￮ 　(社大)国吉辰雄議員

　　　市長

　￮ 　金城甚松議員

　　　総務部長

　￮ 　中村昌信議員

　　　経済民生部長

　　　財政部長

　￮ 　金城吾郎議員

　　　経済民生部長

　　　建設部長

　　　土木部長

　￮ 　島袋宗康議員

　　　建設部長

　　　経済民生部長

　￮ 　(人民)国吉辰雄議員

　　　第一助役

　　　経済民生部長

　　　土木部長

　　　総務部長

　￮ 　瀬長フミ議員

　　　経済民生部長

　　　教育長

　　　土木部長

　￮ 　久高友敏議員

　　　経済民生部長

　　　第一助役

　　　建設部長

　　　市長

　￮ 　黒潮隆議員

　　　財政部長

　￮ 　玉城栄一議員

　　　総務部長

　　　経済民生部長

　　　第一助役

　　　第二助役

　　　建設部長

　￮ 　大浜長弘議員

　　　市長

　　　市長公室長

　　　教育長

　　　建設部長

○　散会







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







　６月１６日（５日目）

○　出欠議員氏名

○　市町村自治法第６１条による出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議・諸般の報告

○　会議録署名議員の指名 

○　一般質問

　￮ 　又吉久正議員

　　　建設部長

　　　市長公室長

　　　第二助役

　　　市長

　　　建設部長

　￮ 　比嘉佑直議員

　　　第一助役

　￮ 　宮里敏慶議員

　　　市長

　　　水道局長

　　　市長公室長

　　　教育長

　　　水道局長

　　　市長公室長

　￮ 　高良文雄議員

　　　教育長

　￮ 　金城重正議員

　　　市長

　　　第二助役

　　　水道局長

　　　第二助役

　　　水道局長

　　　市長

　　　水道局長

　　　教育長

　　　市長

　　　第二助役

　　　水道局長

　　　建設部長

　　　市長

　　　第二助役

　￮ 　平良信一議員

　　　教育長

　￮ 　宮城武議員

　　　教育長

　　　第一助役

　　　教育長

　　　第一助役

　　　教育長

　￮ 　喜舎場盛一議員

　　　土木部長

　　　建設部長

　　　教育長

　　　建設部長

○　散会







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







　６月２１日（６日目）

○　出欠議員氏名

○　市町村自治法第６１条よる出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　各常任委員会審査報告書

○　開議

○　黙禱

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　議事録削除がた願い（市長）

○　議案上程・提案理由の説明

　（議案第８０号　１９７１年度那覇市一般会計予算の繰越使用について）

　（議案第８１号　土地売却契約について）

　￮ 　委員会付託

○　委員会審査報告

　　総務委員長（議案第４２号　資金前渡および前金払に関する条例を廃止する条例制定について）

　　　　　　　（議案第６２号　議決内容の一部変更について）

　　　　　　　（議案第６４号　町界の一部変更について）

　　　　　　　（議案第６８号　土地買収契約について）

　　　　　　　（議案第６９号　土地買収契約について）

　　　　　　　（議案第７２号　専決処分の承認を求めることについて）

　　　　　　　（議案第７３号　専決処分の承認を求めることについて）

　￮ 　表決

○　委員会審査報告

　　建設委員長（議案第６３号　議決内容の一部変更について）

　　　　　　　（議案第５５号　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出更正予算）

　￮ 　表決

○　委員会審査報告

　　経済民生教育委員長（議案第６７号　土地買収契約について）

　　　　　　　　　　　（１９７２年度那覇市一般会計予算（議案第５４号）の一部訂正について）

　￮ 　表決

○　諸般の報告

○　散会







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







　６月２８日（７日目）

○　出欠議員氏名

○　市町村自治法第６１条による出席者

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　各常任委員会審査報告書

○　開議・諸般の報告

　　金城吾郎議員（解放地の復元補償並びに関係地主の保護措置）に関する要請決議報告

○　会議録署名議員の指名

○　委員会審査報告

　　総務委員長（議案第３４号　那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第３５号　那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第３６号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第３７号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第３８号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第３９号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第４０号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第４３号　議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第４４号　工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について）

　　　　　　　（議案第４５号　那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定について）

　　　　　　　（議案第４６号　那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第４７号　那覇市行政財産使用料条例制定について）

　　　　　　　（議案第５０号　泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第５３号　那覇市特別会計条例制定について）

　　　　　　　（議案第６５号　土地売却契約について）

　　　　　　　（議案第６６号　財産の処分について）

　　　　　　　（議案第７９号　所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて）

　　　　　　　（議案第８０号　１９７１年度那覇市一般会計予算の繰越使用について）

　　　　　　　（議案第８１号　土地売却契約について）

　　　　　　　（議案第５４号　１９７２年度那覇市一般会計予算）

○　動議提出（修正）

　　￮ 　宮城武議員

　￮ 　質疑

　　￮ 　中村昌信議員

　￮ 　討論

　　￮ 　宮城武議員

　　￮ 　玉城栄一議員

　　￮ 　人民国吉辰雄議員

　　￮ 　真栄城嘉園議員

　　￮ 　又吉久正議員

　　￮ 　中村昌信議員（議案第４６号、議案第５４号）

　　￮ 　金城重正議員

　￮ 　表決

○　委員会審査報告（省略）

　　（議案第４８号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第７０号　工事請負契約について）

　　（議案第７１号　工事請負契約について）

　　（議案第５６号　１９７２年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算）

　　（議案第７４号　専決処分の承認を求めることについて）

　　（議案第５７号　１９７２年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算）

　　（議案第５８号　１９７２年度那覇市小禄地区土地区画整理事業特別会計予算）

　　（議案第４９号　那覇市排水設備資金貸付基金条例制定について）

　　（議案第５９号　１９７２年度那覇市下水道事業特別会計予算）

　　（議案第５１号　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第５２号　那覇市公営企業の契約の方法に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　（議案第６０号　１９７２年度那覇市水道事業会計予算）

　￮ 　表決

○　委員会審査報告

　　経済民生教育委員長

　　（議案第７６号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について）

　　（議案第７８号　教育区債を起こすことについて）

　　（議案第７７号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について）

　　（議案第７５号　１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算）

　￮ 　質疑

　　￮ 　金城重正議員

　　　　経済民生教育委員長

　　　　教育長

　　￮ 　宮城武議員

　　　　経済民生教育委員長

　　　　教育長

　￮ 　討論

　　￮ 　喜舎場盛一議員

　　￮ 　久高友敏議員

　　￮ 　仲村正治議員

　￮ 　表決

○　委員会審査報告

　　総務委員長（認定第１号　１９７０年度那覇市歳入歳出決算の認定について）

　￮ 　討論

　　￮ 　中村昌信議員

　　￮ 　宮城武議員

　￮ 　表決

○　委員会審査報告（省略）

　　　　　　　（認定第　２号　１９７０年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算の認定について）

○　委員会審査報告（省略）

　　　　　　　（認定第　３号　１９７０年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出決算の認定について）

○　委員会審査報告（省略）

　　　　　　　（認定第　４号　１９７０年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出決算の認定について）

○　委員会審査報告（省略）

　　　　　　　（認定第　５号　１９７０年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について）

　￮ 　表決

○　委員会審査報告（省略）

○　委員会審査報告（省略）

　　　　　　　（陳情第１２号　沖繩人権協会に対する負担金の予算計上方についての陳情）

　　　　　　　（陳情第３２号　ガーナー森の一部使用（遊園地）についての陳情）

　　　　　　　（陳情第３０号　首里儀保町内道路路面補修工事並びに側溝設置方について）

　　　　　　　（陳情第３２号　石嶺町内の排水路浚せつについて（陳情））

　　　　　　　（陳情第　６号　高良地内道路改修工事について）

　　　　　　　（陳情第　７号　ＣＭ８号線上間本部落入口の急カーブの道路改修について）

　　　　　　　（陳情第　５号　待遇改善に関する陳情）

　　　　　　　（陳情第２０号　補助金予算計上方御協力依頼について（陳情））

　　　　　　　（陳情第３８号　農業関係補助金の復活並びに増額要求に関する陳情）

　￮ 　表決

○　継続審査申出について

　￮ 　表決

○　閉会




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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第１２９回那覇市議会（定例会）処理結果

開会年月日　　１９７１年６月１０日～６月２８日

会期　　　　　１９日間　　　　　　　　　　　　






	１９７１年６月１０日（１日目）
	（午前１０時２７分　開会）



	（午後　２時０３分　散会）







１．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり


	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			71
			6
			10
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			５番議員
６番議員
	

	
			〃
			〃
			〃
			

			会期の決定
			〃
			１９日間
	

	
			〃
			〃
			〃
			

			常任委員の所属変更について
			〃
			

	

	
			〃
			〃
			〃
			

			施政方針
			市長
			説明聴取
	

	
			〃
			〃
			〃
			

			議案第３４号～第７９号
			市長
			〃
	






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






	１９７１年６月１２日（２日目）
	（午前１０時１０分　開議）



	（午後　２時２５分　散会）







２．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり


	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			71
			6
			12
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			７番議員
８番議員
	

	
			〃
			〃
			〃
			41
			財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する
条例制定について
			市長
			原案可決
	

	
			〃
			〃
			〃
			61
			那覇市指定金融機関の指定に
ついて
			〃
			同意
	








	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			71
			6
			12
			34
			那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定に
ついて
			市長
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			35
			那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例
制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			36
			那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			37
			那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			38
			那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定
について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			39
			那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制
定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			40
			那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条
例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			42
			資金前渡及び前金払に関する条例を廃止する条例制定につ
いて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			43
			議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に
関する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			44
			工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			45
			那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定に
ついて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			46
			那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			47
			那覇市行政財産使用料条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			48
			那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			建設委員会
付託
	








	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			12
			49
			那覇市排水設備資金貸付基金条例制定について
			市長
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			50
			泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定につ
いて
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			51
			那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条
例の一部を改正する条例制定
について
			〃
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			52
			那覇市公営企業の契約の方法に関する条例の一部を改正す
る条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			53
			那覇市特別会計条例制定について
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			54
			１９７２年度那覇市一般会計予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			55
			１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出更正予算
			〃
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			56
			１９７２年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			57
			１９７２年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			58
			１９７２年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			59
			１９７２年度那覇市下水道事業特別会計予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			60
			１９７２年度那覇市水道事業会計予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			62
			議決内容の一部変更について
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			63
			議決内容の一部変更について
			〃
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			64
			町界の一部変更について
			〃
			総務委員会
付託
	









	
			提　　　出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			12
			65
			土地売却契約について
			市長
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			66
			財産の処分について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			67
			土地買収契約について
			〃
			経済民生教育
委員会付託
	

	
			

			

			

			68
			土地買収契約について
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			69
			土地買収契約について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			70
			工事請負契約について
			〃
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			71
			工事請負契約について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			72
			専決処分の承認を求めることについて
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			73
			専決処分の承認を求めることについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			74
			専決処分の承認を求めることについて
			〃
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			75
			１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算
			〃
			経済民生教育
委員会付託
	

	
			

			

			

			76
			那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			77
			那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			78
			教育区債を起こすことについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			79
			所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			認１
			１９７０年度那覇市歳入歳出決算の一部訂正について
			〃
			

	







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～













	１９７１年６月１４日（３日目）
	（午前１０時３０分　開議）



	（午後　４時４２分　散会）








３．　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり


	
			提出
			件名
			提案者　結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			71
			6
			14
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			　９番議員
１０番議員
	

	
			

			

			

			

			施政方針に対する質疑
			質疑
	







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






	１９７１年６月１５日（４日目）
	（午前１０時３２分　開議）



	（午後　４時５８分　散会）







４．　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者　結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			71
			6
			15
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１１番議員
１３番議員
	

	
			

			

			

			

			一般質問
			質問
	







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






	　１９７１年６月１６日（５日目）
	（午前１０時２２分　開議）



	（午後　５時２２分　散会）







５．　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者　結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			71
			6
			16
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１４番議員
１５番議員
	

	
			

			

			

			

			一般質問
			質問
	










	１９７１年６月２１日（６日目）
	（午前１０時２４分　開議）



	（午前１０時５４分　散会）







６．　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			71
			6
			21
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１６番議員
１７番議員
	

	
			

			

			

			80
			１９７１年度那覇市一般会計予算の繰越使用について
			市長
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			81
			土地売却契約について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			42
			資金前渡および前金払に関する条例を廃止する条例制定につい
て
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			62
			議決内容の一部変更について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			64
			町界の一部変更について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			68
			土地買収契約について
			〃
			同意
	

	
			

			

			

			69
			土地買収契約について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			72
			専決処分の承認を求めることに
ついて
			〃
			承認
	

	
			

			

			

			73
			専決処分の承認を求めることについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			63
			議決内容の一部変更について
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			55
			１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出更正予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			67
			土地買収契約について
			〃
			同意
	

	
			

			

			

			

			１９７２年度那覇市一般会計予算（議案第５４号）の一部訂正
について
			〃
			承認
	







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	１９７１年６月２８日（７日目）
	（午前１１時００分　開議）



	（午後　６時０７分　閉会）







７．　本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			71
			6
			28
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１８番議員
１９番議員
	

	
			

			

			

			34
			那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定につい
て
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			35
			那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定
について
			〃
			修正可決
	

	
			

			

			

			36
			那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			37
			那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			修正可決
	

	
			

			

			

			38
			那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定につ
いて
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			39
			那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定に
ついて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			40
			那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制
定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			43
			議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関す
る条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			44
			工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			45
			那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定につい
て
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			46
			那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	










	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			71
			6
			28
			47
			那覇市行政財産使用料条例制定
について
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			50
			泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			53
			那覇市特別会計条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			65
			土地売却契約について
			〃
			同意
	

	
			

			

			

			66
			財産の処分について
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			79
			所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			80
			１９７１年度那覇市一般会計予算の繰越使用について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			81
			土地売却契約について
			〃
			同意
	

	
			

			

			

			54
			１９７２年度那覇市一般会計予
算
			〃
			修正可決
	

	
			

			

			

			48
			那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定に
ついて
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			70
			工事請負契約について
			〃
			同意
	

	
			

			

			

			71
			工事請負契約について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			56
			１９７２年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			74
			専決処分の承認を求めることについて
			〃
			承認
	

	
			

			

			

			57
			１９７２年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			58
			１９７２年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			49
			那覇市排水設備資金貸付基金条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			59
			１９７２年度那覇市下水道事業特別会計予算
			〃
			〃
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			71
			6
			28
			51
			那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の
一部を改正する条例制定につい
て
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			52
			那覇市公営企業の契約の方法に関する条例の一部を改正する条例
制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			60
			１９７２年度那覇市水道事業会計予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			76
			那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正す
る規則制定について
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			78
			教育区債を起こすことについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			77
			那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する
規則制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			75
			１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			認１
			１９７０年度那覇市歳入歳出決算の認定について
			〃
			認定
	

	
			

			

			

			認２
			１９７０年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算の
認定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			〃３
			１９７０年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳
出決算の認定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			〃４
			１９７０年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計歳入歳
出決算の認定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			〃５
			１９７０年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定に
ついて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			報１３
			専決処分の報告について
			〃
			報告
	










	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			71
			6
			28
			報１４
			専決処分の報告について
			市長
			報告
	

	
			

			

			

			〃１５
			専決処分の報告について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			陳１２
			沖繩人権協会に対する負担金の予算計上方についての陳情
			

			採択
	

	
			

			

			

			陳３２
			ガーナー森の一部使用（遊園地）についての陳情
			

			〃
	

	
			

			

			

			〃３０
			首里儀保町内道路路面補修工事並びに側溝設置方について
			

			〃
	

	
			

			

			

			〃３２
			石嶺町内の排水路浚せつについて（陳情）
			

			〃
	

	
			

			

			

			〃６
			高良地内道路改修工事について
			

			〃
	

	
			

			

			

			〃７
			ＣＭ８号線上間本部落入口の急カーブの道路改修について
			

			〃
	

	
			

			

			

			〃５
			待遇改善に関する陳情
			

			〃
	

	
			

			

			

			〃２０
			補助金予算計上方御協力依頼について（陳情）
			

			〃
	

	
			

			

			

			〃３８
			農業関係補助金の復活並びに増額要求に関する陳情
			

			〃
	

	
			

			

			

			

			継続審査申出について
			

			承認
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第129回那覇市議会会議録







定例会







６月１０日（初日・木曜日）



















１９７１年第１２９回那覇市議会会議録（定例会）






	○　６月１０日（初日）
	（午前１０時２７分開会）



	（午後　２時０３分散会）










○　出席議員（２８名）






　　１番(社大)国吉辰雄君　　　　　１６番　　高良文雄君

　　２番　　中村昌信君　　　　　　　１７番　　又吉久正君

　　３番　　瀬長フミ君　　　　　　　１８番　　仲本安一君

　　４番　　辺野喜英興君　　　　　　１９番　　金城吾郎君

　　５番　　喜舎場盛一君　　　　　　２０番　　黒潮隆君

　　６番　　仲村正治君　　　　　　　２１番　　久高友敏君

　　７番　　平良玄昌君　　　　　　　２２番　　喜久山朝重君

　　８番　　上原綱正君　　　　　　　２３番　　宮城武君

　　９番　　金城甚松君　　　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　１０番　　島袋宗康君　　　　　　　２５番　　比嘉佑直君

　１１番(人民)国吉辰雄君　　　　　２６番　　安見福寿君

　１２番　　欠員　　　　　　　　　　２７番　　玉城栄一君

　１３番　　平良信一君　　　　　　　２８番　　欠員

　１４番　　宮里敏慶君　　　　　　　２９番　　椿秀義君

　１５番　　金城重正君　　　　　　　３０番　　大浜長弘君




○　市町村自治法第６１条による出席者

　　　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　　第二助役　　　　　　　　前田武行君

　　　　収入役　　　　　　　　　呉屋永得君

　　　　公室長　　　　　　　　　平良清安君

　　　　秘書課長　　　　　　　　赤嶺宗一君

　　　　企画課長　　　　　　　　篠原英一君

　　　　人事課長　　　　　　　　宮平洋君

　　　　復帰対策室長　　　　　　伊礼孝君

　　　　総務部長　　　　　　　　親泊康晴君

　　　　総務課長　　　　　　　　石川源三君

　　　　行政管理課長　　　　　　楚南兼秀君

　　　　用度管財課長　　　　　　阿波連宗政君

　　　　市民課長　　　　　　　　金城勇君

　　　　土地課長　　　　　　　　富山嘉新君

　　　　市史編集室長　　　　　　外間政彰君

　　　　泊港務所長　　　　　　　高嶺朝恭君

　　　　首里支所長　　　　　　　中村幸永君

　　　　真和志支所長　　　　　　仲里徳男君

　　　　小祿支所長　　　　　　　小橋川秀義君

　　　　財政部長　　　　　　　　伊波静男君

　　　　財政課長　　　　　　　　上原繁栄君

　　　　市民税課長　　　　　　　高江洲康次郎君

　　　　資産税課長　　　　　　　渡口精雄君

　　　　納税課長　　　　　　　　宮城信君

　　　　経済民生部長　　　　　　備瀬政太郎君

　　　　商工観光課長　　　　　　大嶺真雄君

　　　　農林水産課長　　　　　　上原義広君

　　　　民生課長　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　　年金課長　　　　　　　　久高暁君

　　　　年金課主幹　　　　　　　平山登君

　　　　保育課長　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　　　保健衛生課長　　　　　　新垣弘君

　　　　労政課長　　　　　　　　糸数昌秀君

　　　　清掃工場長　　　　　　　糸数昭男君

　　　　市民会館長　　　　　　　宮平勝哉君

　　　　建設部長　　　　　　　　水間平君

　　　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　　　公園緑地課長　　　　　　渡久地敬正君

　　　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　　　土木部長　　　　　　　　内間安春君

　　　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　　　道路管理課長　　　　　　赤嶺幸信君

　　　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　　　港湾建設事務所長　　　　上原一男君

　　　　会計課長　　　　　　　　平田つる子君

　　　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　　総務課長　　　　　　　　又吉盛弘君

　　　　企画調査課長　　　　　　安田秀夫君

　　　　経理課長　　　　　　　　宮平亀一君

　　　　業務課長　　　　　　　　波平徳一君

　　　　給水課長　　　　　　　　国吉長成君

　　　　工務課長　　　　　　　　原国政浩君

　　　　浄水課長　　　　　　　　吉田朝昌君

　　　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　　　教育長　　　　　　　　　譜久山朝直君

　　　　教育次長　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君

　　　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　　　選挙管理委員会事務局長　内間安秀君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　事務局出席者

　　　　事務局長　　　　　　　　義永栄善君

　　　　庶務課長　　　　　　　　玉城三郎君

　　　　議事課長　　　　　　　　新垣襄二君

　　　　議事係長　　　　　　　　永山盛広君




　　　　記録係長　　　　　　　　山城正信君

　　　　主事　　　　　　　　　　徳村政保君

　　　　主事　　　　　　　　　　上原洋子君

　　　　主事　　　　　　　　　　山川恵美子君
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１９７１年第１２９回那覇市議会定例会議事日程第１号




１９７１年６月１０日（木曜）午前１０時開議







第１　会議録署名議員の指名

第２　会期の決定

第３　常任委員の所属変更について

第４　施政方針

第５　議案第３４号　那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３５号　那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３６号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３７号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３８号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３９号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４０号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について　　　　　（市長提出）

　　　議案第４１号　財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について　　　　（市長提出）

　　　議案第４２号　資金前渡及び前金払に関する条例を廃止する条例制定について　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４３号　議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例制定について　（市長提出）

　　　議案第４４号　工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について　　（市長提出）

　　　議案第４５号　那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４６号　那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４７号　那覇市行政財産使用料条例制定について　（市長提出）

　　　議案第４８号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４９号　那覇市排水設備資金貸付基金条例制定について　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５０号　泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５１号　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について　（市長提出）

　　　議案第５２号　那覇市公営企業の契約の方法に関する条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５３号　那覇市特別会計条例制定について　　　　（市長提出）

　　　議案第５４号　１９７２年度那覇市一般会計予算　　　　（市長提出）

　　　議案第５５号　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出更正予算　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５６号　１９７２年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５７号　１９７２年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５８号　１９７２年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５９号　１９７２年度那覇市下水道事業特別会計予算　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６０号　１９７２年度那覇市水道事業会計予算　　（市長提出）

　　　議案第６１号　那覇市指定金融機関の指定について　　　（市長提出）

　　　議案第６２号　議決内容の一部変更について　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６３号　議決内容の一部変更について　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６４号　町界の一部変更について　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６５号　土地売却契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６６号　財産の処分について　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６７号　土地買収契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６８号　土地買収契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６９号　土地買収契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第７０号　工事請負契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第７１号　工事請負契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第７２号　専決処分の承認を求めることについて　　（市長提出）

　　　議案第７３号　専決処分の承認を求めることについて　　（市長提出）

　　　議案第７４号　専決処分の承認を求めることについて　　（市長提出）

　　　議案第７５号　１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算　　（市長提出）

　　　議案第７６号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について　（市長提出）

　　　議案第７７号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について　　（市長提出）

　　　議案第７８号　教育区債を起こすことについて　　　　　（市長提出）

　　　議案第７９号　所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて　　（市長提出）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○会議に付した事件

　　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　これより、１９７１年第１２９回那覇市議会定例会を開会いたします。これより、本日の会議を開きます。







○　議会議員　儀間真祥殿は、５月２２日沖繩赤十字病院において急逝されました。儀間議員は、１９５８年２月当選以来連続４期１３年余市議会議員として在職されその間、総務、経済民生教育常任委員を歴任し、建設常任委員会副委員長として活躍中の急逝であります。

　　儀間議員は、温厚篤実その卓越した識見はひとしく各位の認めるところであります。１３年余り市政につくされた功労は多大なものがあり、多くの人々から、その将来を期待されておりましたが、ここに卒然としてゆかれましたことは誠に悲しみにたえず惜別の思いを禁じ得ません。

　　謹んでご冥福をお祈り申し上げるため議場にご出席の各位と共に黙禱を捧げたいと思います。

　　ご起立願います。







○　議長（辺野喜英興君）

　　　　　　　黙禱







○　議長（辺野喜英興君）

　　ありがとうございました。

　諸般の報告をいたします。６月３日付、「陳情の処理経過ならびに結果報告について」および６月７日付、「議案の送付について」市長から、文書が送付されておりました。６月９日付、議員瀬長フミ君から「委員会所属変更申出書」が提出されておりました。

　　去った３月定例議会において決議した「那覇市の都市建設事業推進に関する要請決議」を直接日本政府関係各機関に対し、本議会を代表して議長ほか各派の代表が要請いたしましたが、その経過の報告はお手元に配布いたしてありますので　それにより　ご了承願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、喜舎場盛一君、仲村正治君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、会期の決定を議題といたします。おはかりいたします。今期、定例会の会期は、本日から６月２８日までの１９日間といたしたいと思います。これに、ご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって、会期は、１９日間と決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　おはかりいたします。委員会審査等議事の都合により、６月１１日、１７日から１９日、２１日、２２日、２４日から２６日まで計９日間は休会いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって６月１１日、１７日から１９日、２１日、２２日、２４日から２６日まで計９日間は、休会することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、常任委員の所属変更についてを議題といたします。経済民生教育常任委員の瀬長フミ君から建設常任委員に委員会の所属を変更されたい旨の申出があります。おはかりいたします。瀬長フミ君から申出のとおり、委員会の所属を変更することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって、委員会の所属を変更することに決しましました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第４、施政方針市長の施政方針を聴取いたします。







○　市長（平良良松君）

　　第１２９回那覇市議会定例会にのぞみ、１９７２年度予算案など重要議案の上程に先だち、１９７２年度における私の施政方針を申しあげます。

　　ご存じのように、新年度は戦後長期にわたり日本国との平和条約第３条により、米国がとり続けてきた沖繩の軍事統治がおわり、沖繩が日本本土へ返還される年であります。

　　すなわち、敗戦につぐ占領行政から米国大統領行政命令に基づき米軍が展開した政治が終る年であります。見方をかえ沖繩住民の側からは、司法、行政、立法の基本権が制限され、地方自治が真の意味で保証されていない軍事優先の時代がおわり、復帰とともに日本国憲法に基づく地方自治が開始される年であります。

　　沖繩にとりましては、歴史の転換期ともいうべきこの重大な時期に、私が那覇市長として市政を担当していることは、私にとりまして誠に光栄に存ずる次第でありますが、同時に責任の重大さを一層強く感ずるものであります。

　　また、議員各位にとりましても、今年度は米国統治下における最後の職責を果されることになり　復帰とともに日本国憲法に基づく地方自治の新たな担い手としてご活躍されることになり、感慨の深いものがあろうかと思います。

　　私はここに、那覇市５０年の歴史を全市民とともに回顧し、あらゆる苦難を克服して那覇市の今日の発展をかちとった強じんな市民精神を受け継ぎ、近づく本土復帰を新たな跳躍台として百年目をめざす市政の新段階に対処する決意であります。

　　さて、日米共同声明に基づく１９７２年沖繩返還協定は、日米政府間の調整もほぼ完了し、この６月には調印の運びとなっているのであります。

　　申し上げるまでもなく、この返還協定は、沖繩県民が長期にわたって求め続けてきた本土復帰の方式を決定し、復帰後の政治、経済はもちろん、産業、教育、市民生活など各面のあり方を決めるものであり、その内容如何は沖繩の将来を左右するものとして、全県民が斉しく注目しているところであります。

　　沖繩の本土復帰につきましては、私も戦後一貫して早期復帰を主張し、とくに核基地撤去による反戦平和、基本的人権の確立と、住民自治の拡大を強調してきたのでありますが、とくに那覇市長といたしましては、那覇市民の戦争体験および戦後の基地による都市建設の障害、原潜による放射能汚染、人権問題など、市民の戦後体験に基づき、平和で安心して住める都市を建設するため、軍用地の全面的開放を要求し、さらに自衛隊の配備反対をも申し入れてきたわけであります。

　　また、１９７２年沖繩返還に対する具体的な措置といたしましても、地方自治の民主的な確立、都市建設を促進するための対策、市民福祉の本土並み達成をはかるよう本土政府、琉球政府に要請すると同時に、琉球政府の復帰対策県民会議に参加し、県民本位の復帰が実現できますよう努力いたしてきたわけであります。

　　ところで、沖繩県民各層、各団体の懸命の要求にもかかわらず　すでに二次にわたって明らかにされた本土政府の復帰対策要綱や返還協定に関する報道をみますと、１９７２年返還はすでに論評されていますように　沖繩県民にとりましてはきわめてきびしいものになると予想されているのであります。

　　このような重大な時期におきまして、しかも施政権者がかわり　政治、経済などすべての体制が米国から日本へ移行するこの変動過程に対処しつつ、一方では市民生活や都市の現実が要請している諸問題とも対応しなければなりません。実はそこに１９７２年度の市政の課題があり、例年とは異なるところがあると考える次第であります。私はこの過度期に対処した市政の方針行政課題といたしまして、つぎの三つをとりあげたわけであります。

　　まず一つには、那覇市が復帰にともない真に県都としての都市建設ができる体制の整備をはかること、二つには、本土の制度へ行政移行するに当り、市民生活を守り、民主的な自治の確立をめざす行財政上の対策を確立すること、三つには、ご提案申しあげている予算案でもってこれまで同様市民の生活と福祉、教育の向上をめざす諸事業を効率的に執行することであります。

　　第一の県都としての都市建設ができる体制についてでありますが、それは基地問題の解決、都市問題の処理により、那覇市が近代的都市として市民生活と産業活動が調和し、真に新沖繩の政治、経済、教育文化の中心都市となる条件をつくりだすことをいうわけであります。

　　ご存じのように、都市政策は本来先行的、計画的なものでなければなりません。しかるに那覇市の場合、市域内に広大な軍用地をかかえこれが障害となって都市の郊外への発展を不自然なものとし、都市の内部に超過密な部分をかかえるという事態に至っております。

　　しかも都市計画区域内における都市建設に対しましても財政上の措置が充分とられてないために、財政的にも無秩序に拡大する地域へ後追い投資をせざるを得ない状態にあるわけであります。

　　那覇飛行場を中心とする軍用地、与儀ガソリンタンク地域、天久米人住宅地域、マーニング社占有地など、各地に散在する広大な軍用地にはさまれ、都市郊外への拡大が事実上この軍用地にはばまれている那覇市が、残された２５平方キロメートルの土地に、道路、公園、学校、住宅、保育所をつくり、ごみ処理場などの公共施設を配置するということは、すでに至難のわざといわなければなりません。

　　今日すでに本土各都市におきましても行政の広域化が要請され、都市間の協力によって広域行政が実施されている段階にありますが、那覇市におきましても、市内の軍用地を早急に開放させ、県都としての整備、隣接市町村をふくめた広域行政、さらには中核都市圏の拠点としてこれを有効に処理しなければならないと考えているわけであります。

　　私はすでに那覇市がその方向に向って踏みだしていると申しあげられるのであります。

　　すなわち、那覇新港が開港し、その背後地の都市計画と１９７２年復帰記念国体と関連して環状２号線を結合し、都市幹線道路と隣接市町村への交通網を結び国体関係施設を配置することになると、市政はどうしても広域化せざるを得なくなり、そのためにはぜひとも軍用地の開放が必要とされるのであります。

　　私は反戦平和の立場からだけでなく、那覇市の都市問題を解決し、将来の広域行政に対処するという観点から軍用地の開放を一層強力に促進し、同時に軍用地内における国県有地を都市建設のため提供するよう要求し、同地域の開発を地主の協力を得て促進していく考えであります。

　　つぎに第二の市民生活を守り、民主的な自治の確立をめざす行財政上の対策を確立するということでありますが、これは結論的にいいますと、第一の県都としての都市建設が可能な主体的条件をつくることにあります。

　　すでに指摘されていますように、日本における地方自治は、政治行政の中央集権化により三割自治だといわれていますが、復帰に際し沖繩の特殊事情や施政権分離により沖繩県民が独自で築きあげてきた制度をすべて本土制度に平準化いたしますと、市民生活に多大な影響をおよぼし、自治が後退することも予想されるのであります。

　　すなわち、教育委員の公選制、公務員労働者の既得権についてはこれを尊重存続させ、市民生活における許認可事項も自動認可させ、さらには地域開発、都市建設のための権限を大幅に移譲し、いやしくも自治の低下をきたすことのないよう市民の立場から対処していくことにいたしたいのであります。

　　さらに復帰にともなう財政上の対応策でありますが、これには、特別措置法に基づく大幅な財政支出と交付税の特例措置をもとめるとともに、施政権分離のため沖繩の市町村がやむなく実施した国家的事業については、これを国の負担として肩替りするよう要求する考えであります。

　　ご存じのように、那覇市の財政は、土地処分などの臨時収入と起債により成り立ってきたといいましても過言ではありません。

　　財産処分が限界にきており、起債についてもすでに自己財源からの繰り出しなどで償還せざるを得ない状態にあり、ここで財政のあり方を再検討せざるを得ない事態にあります。

　　そのことは琉球政府をはじめ、各市町村が直面している問題でありこれを解決しないことには、今後増大する本土政府の復帰対策費に対応できないばかりか、財政硬直化をきたし、独自の政策をうち出す予算編成ができない状態になると危惧する次第であります。

　　よって、那覇市の対策といたしましては、先程も触れましたとおり財政上の特別措置を講ずるとともに、那覇市が起債で実施した国家的事業については、未償還額の政府への肩替り、本土の融資制度への切替え、政府による利子補給を要求し、さらには基地提供市町村としての特別助成措置をそ及して実施してもらうよう考慮している次第であります。

　　最後に、第三の諸事業の効率的執行ということでありますが、私はまず復帰に対処するため本土制度に応じた行政機構を設置し、企画部門の一層の強化、市民福祉と都市清掃の拡充、公共用地確保、公害、都市災害対策等を重点に施策していくことにいたしました。とくに公害を防止するための対策をたてるとともに、相つぐ災害から市民の生命を守るための救急センターを設置する考えであります。

　　さて、具体的な事業でありますが、１９７２年度予算編成の方針といたしまして、「那覇市建設計画」（１９７１～１９７５）の内容を充分検討の上(1)都市計画事業の推進、(2)生活環境の整備拡充、(3)産業基盤の整備に重点をおき、予算配分をいたしたのでありますが、とくに次の新規事業を計画いたしたのであります。

　　まず、安謝橋～首里儀保間および松川ポンプ場～農業試験場間の道路およびその他道路新設改良など１１本、計４百万ドル、希望か丘公園、辻緑地公園および児童公園（７か所）など公園整備費２４万ドル、公営住宅（第１種１５０戸、第２種１５０戸）、保育所建設費７４万ドル、ごみ焼却炉建設、ロードパツカーおよび衛生パトロール車購入費４２万ドル、那覇新港上屋倉庫建設費３０万ドル、第４次埋立地整備１８万ドル、農業振興費２万５千ドル、福祉対策費１３万ドル、諸調査費９万７千ドル、住民基本台帳整備費６万ドル、那覇大綱引補助金２万ドルであります。

　　１９７２年度は、本土政府の復帰対策費が増額する反面、琉球政府の財政硬直化による補助金の減額、米国政府援助の減少などきわめてきびしい財政環境にありながら、これらの新規事業をふくめ一般会計において２９,１４７,７２４ドル、水道、区画整理、下水道などの特別会計で５,９０２,８８２ドル合計３５,０５０,６０６ドルの当初予算を編成することができ、市政と教育行政を引続き前進させる見通しがついたのであります。

　　具体的な事業および予算額については、ご提案申しあげています予算案でご検討され、議員各位のご協力をあおぐことにしたいのであります。

　　以上、復帰にともない那覇市が対処すべき市政の重点課題について申しあげましたが、新年度におきましてもなお一層のご協力を賜わり新しい県都那覇の誕生を全市民とともに期待しつつ私の施政方針といたします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第５、議案第３４号、那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３５号、那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について。議案第３６号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について。議案第３７号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について。議案第３８号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３９号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第４０号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第４１号、財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第４２号、資金前渡及び前金払に関する条例を廃止する条例制定について。議案第４３号、議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例制定について。議案第４４号、工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について。議案第４５号、那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定について。議案第４６号、那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について。議案第４７号、那覇市行政財産使用料条例制定について。議案第４８号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について。議案第４９号、那覇市排水設備資金貸付基金条例制定について。議案第５０号、泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について。議案第５１号、那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について。議案第５２号、那覇市公営企業の契約の方法に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第５３号、那覇市特別会計条例制定について。議案第５４号、１９７２年度那覇市一般会計予算。議案第５５号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出更正予算。議案第５６号、１９７２年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算。議案第５７号、１９７２年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算。議案第５８号、１９７２年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算。議案第５９号、１９７２年度那覇市下水道事業特別会計予算。議案第６０号、１９７２年度那覇市水道事業会計予算。議案第６１号、那覇市指定金融機関の指定について。議案第６２号、議決内容の一部変更について。議案第６３号、議決内容の一部変更について。議案第６４号、町界の一部変更について。議案第６５号、土地売却契約について。議案第６６号、財産の処分について。議案第６７号、土地買収契約について。議案第６８号、土地買収契約について。議案第６９号、土地買収契約について。議案第７０号、工事請負契約について。議案第７１号、工事請負契約について。議案第７２号、専決処分の承認を求めることについて。議案第７３号、専決処分の承認を求めることについて。議案第７４号、専決処分の承認を求めることについて。議案第７５号、１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算。議案第７６号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について。議案第７７号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について。議案第７８号、教育区債を起こすことについて。議案第７９号、所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて。までの事件を一括して上程し、順次提案理由の説明を求めます。







○　市長公室長（平良清安君）

　　議案第３４号、「那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について」の提案理由をご説明いたします。これまで市町村自治法上監査委員の設置につきましては、任意制でありましたが、今回の自治法の改正によりまして、これが必置制になり、同時に監査委員内部の事務処理についての権限を行使する代表監査委員の制度が設けられる等監査委員制度が全面的に改善されたことに伴いまして、代表監査委員の選任方法を条例に規定する必要があるほか条文を整備するために条例を改正するものであります。

　　よろしくご審議のほどお願いいたします。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第３５号那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について、提案理由をご説明いたします。

　　本案は、行政事務の増加に伴って、本市の経営にかかる事業管理および出納その他の事務の執行監査の充実強化を図るため、監査委員事務局職員１人を増員するためのものであります。よろしくご審議のほどお願いします。

　　議案第３６号那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について、ならびに議案第３７号那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定については、それぞれ関連しますので一括して提案理由をご説明いたします。本案は事務分掌条例にあっては現行の１室５部を７部に、職員定数条例にあっては、市長事務部局の職員１２４人、水道事業職員５人、消防職員８人、計１３７人を増員するものであります。その理由は明７２年本土復帰に伴って復帰と同時に諸制度はほとんど本土と同じようになります。

　　このことから琉球政府から一部行政事務が市町村に移管されることになっており、市町村の行政事務は大幅に増大し、かつ行政需要はますます複雑、多岐化することが予想されます。

　　即ち、国民健康保険法の即時適用、福祉事務所の設置および沖繩特別国体の開催に伴う特別事業等にあっては、莫大な予算と大規模の陣容を要することは勿論のことでありますが、他面事業そのものがタイムリミツトとの関係もあり早急に着手しなければならないものがあります。また、近年における市民の生活水準は急激に上昇し、行政に対する住民要求は年々増加の一途をたどっております。

　　特に、保育行政、環境衛生事業、水道事業および消防力の充実強化等緊急を要するものがあります。そこで、復帰に向けての諸準備態勢の確立と内部態勢の充実強化を図り、行政事務を合理的、能率的に運用し、もって住民の福祉増進を図るため、本案を提出した次第であります。よろしくご審議くださいますようお願い申しあげます。







○　市長公室長（平良清安君）

　　議案第３８号那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明いたします。

　　改正の内容といたしましては次の三点であります。

　　第一点は一般職員の給与を引き上げるため給料表の別表第２を改正するものであります。

　　年々上昇の傾向にある消費物価やそれに伴う生計費の増大、官公庁および民間の給与等を考慮にいれて、一般職員の給与の改善を図ることにしたのであります。

　　ちなみに、今回の給与改定は平均２０ドル、率にして平均１３.３％であります。これにより一般職員の平均給は１６９ドル９９セントになります。第二点は市町村自治法の改正に伴い、新しく扶養手当を支給するためであります。扶養手当については扶養親族を有する職員の生計費を補塡する目的で現行の琉球政府の基準に準じて支給いたしたいと思います。

　　第三点は、用人の給与については、この条例の適用からはずし市長の定める基準により、別に規則で制定できるよう各任命権者に委任しようとするものであります。よろしくご審議くださるよう願いいたします。

　　議案第３９号那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明いたします。

　　改正の内容といたしましては、まず、特殊勤務手当の種類としてあらたに技術職員手当、守衛手当、下水道使用料等滞納整理手当を設けることと現行手当の間には支給額手当を受ける者の範囲および支給方法に均衡を欠いている点がありますので、このような不合理を是正するため、危険、不快、不健康等の諸要素を基準に徴税手当のほか３種の手当について、改善するとともに、用人の特殊勤務手当については、この条例の適用からはずし、市長の定める基準により別に規則で制定できるよう各任命権者に委任しようとするものであります。よろしくご審議くださるようお願いいたします。

　　議案第４０号那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明いたします。

　　改正の内容といたしましては次の四点であります。

　　第一点は、現在期末手当を支給する場合の算定基礎といたしましては基準日現在の給料月額に支給率を乗じて算出していますが新しく算定基礎に扶養手当を加えることであります。

　　第二点は、８月１０日に支給される期末手当を現行の１００分の１８０プラス１０ドルを１００分の２００プラス２５ドルに引き上げるものであります。これは年々上昇の傾向にある消費物価やそれに伴う生計費の増大、官公庁および民間等の期末手当の支給状況を考慮に入れて、月々の生計費の赤字を補塡し、盆における臨時的支出にこたえるための改定であります。

　　第三点は、期末手当支給の際の在職期間の算定について必要な事項は市長に委任しようとするものであります。

　　第四点は、用人の期末手当については、この条例の適用からはずし、市長の定める基準により別に規則で制定できるよう各任命権者に委任しようとするものであります。よろしくご審議くださるようお願いいたします。







○　財政部長（伊波静男君）

　　議案第４１号、財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定についてご説明申しあげます。本案は該条例の第１条に市町村自治法の適用条文をうたってありますが去った、市町村自治法の一部改正に伴うものであります。

　　現行の条例は適用条文が第１７７条第１項となっているのを第１７９条の２２に改めるため提出したのであります。以上簡単に説明を終ります。よろしくご審議のほどお願い申しあげます。

　　議案第４２号、資金前渡及び前金払に関する条例を廃止する条例制定について、ご説明申しあげます。該条例は市町村自治法施行規則に掲げられた資金前渡および前金払に関する経費以外で特に市町村で必要とするものについて、議会の議決を経て条例制定をしたものでありますが、去った、１９７０年７月の市町村自治法施行規則の一部改正により、これらの経費が市町村の規則で定めて支出することが出来るよう改められたので、同条例を廃止するため本案を提出したのであります。以上簡単に説明を終ります。よろしくご審議のほどお願い申しあげます。







○　市長公室長（平良清安君）

　　議案第４３号「議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例制定について」の提案理由をご説明いたします。財産の取得および処分ならびに契約の締結に関する議会の関与につきましては、従来「条例で定めるもの」とされておりまして、いかなる範囲の財産の取得および処分ならびに契約を議決事項として条例で定めるかは、法令にその基準が示されてなく、もっぱら当該市町村の判断に委ねられていまして、各市町村によってその規定はまちまちで統一を欠いていたのでありますが、今回の市町村自治法の改正によりまして、条例で定める場合の最低基準が法令で明示されることになったのであります。即ち、契約につきましては、工事または製造の請負の２種類で予定価格が市にあっては８３,３３３ドルとされ、財産の取得および処分につきましては、不動産または動産の買い入れまたは売り払い（土地については、その面積が１件５,０００平方メートルに係るものに限られます。）でその予定価格が市にあっては５５,５５５ドルとされております。従いまして、この条例案は、市町村自治法第３６条第１項の一部改正に伴い、同条第５号および第７号に規定する議会の議決事項となる契約および財産の取得および処分に関する基準を定めるものでありますが、その基準額の設定にあたりまして、現行条例に規定する額を考慮に入れまして、法令で示された額の端数を整理いたしまして、その基準を若干上回る額を定めたものであります。よろしくご審議のほどお願いいたします。

　　議案第４４号「工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について」の提案理由をご説明いたします。契約に関しましては、今回の市町村自治法の改正によりまして、契約締結の方法として一般競争入札のほか、指名競争入札、随意契約またはせり売りによることが法定され、また、競争入札の場合の落札者の決定の方法も定められ、最低制限価格制度が採用できるようになっております。さらに、契約の適正な履行を確保するための監督と給付の完了を確認するための検査についても義務づけられる等、契約に関する基本的規定が整備されましたので、工事その他の請負契約条例を廃止するものであります。よろしくご審議のほどお願いいたします。

　　議案第４５号「財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定について」の提案理由をご説明いたします。この条例案は、市町村自治法第１７９条の６第２項の規定に基づいて普通財産（行政財産は除かれる。）の交換ならびに適正な価格によらない財産の譲渡および貸付けの範囲等に関しまして、一般的な事項を規定するものであります。市町村自治法第１７９条の６第２項および同法第３６条第１項第６号の規定によりまして財産を交換し、出資の目的とし、または支払の手段として使用すること。および財産を適正な対価なくして譲渡し、または貸付けることは条例で定める場合のほかは、議会の議決によらなければならないことになっておるのであります。従いましてこの条例案では一般的に取扱いできるものとして、普通財産の交換ができる場合（第２条）、普通財産の譲与または減額譲渡ができる場合（第３条）、普通財産の無償貸付または減額貸付ができる場合（第４条）、物品の交換ができる場合（第５条）、物品の譲与または減額譲渡ができる場合（第６条）物品の無償貸付または減額貸付ができる場合（第７条）について、政府から示された条例準則の内容をそっくり取り入れ規定したものであります。規定されている事項は、公共性、公益性のあるもの、その他財産と特別な関係の存在するものに限られております。よろしくご審議のほどお願いいたします。







○　財政部長（伊波静男君）

　　議案第４６号「那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について」の提案理由をご説明申し上げます。去る３月に「市町村税法の一部を改正する立法」が公布になりましたので、それにともない市税賦課徴収条例の一部を改める必要がありますので提案したわけであります。主なる改正点をご説明申し上げます。

　①従来の「徴税令書」を「納税通知書」というふうに改めたのであります。②従来市の徴収金は、市町村税、督促手数料、延滞金滞納処分費のみでありましたが改正により過少申告加算金、不申告加算金、重加算金等が課されるようになったのであります。③市税の減免は従来「議会の議決を経て」減免することができたわけですが改正によりまして「当該市町村の条例の定めるところにより」減免することができるようになったので条例に規定したのであります。④障害者、未成年者、老年者、または寡婦の非課税範囲の限度額を７００ドルから８８０ドルに引上げたのであります。⑤市民税の申告について簡素化されたのであります。その内容として所得税の確定申告を提出した者及び給与所得のみの者で雇用主から給与支払報告書が提出されている者は、市民税の申告をしなくてもよいようになったのであります。⑥均等割の税率が改正されました。個人については７２年度分は８０セントで従来のままですが、７３年度分は９５セント、７４年度以降は１ドル１０セントというふうに改正され、法人については資本金３万ドル以上の法人及び相互会社は７２年度８ドル７０セント、７３年度９ドル９０セント、７４年度１１ドルに改められ、資本金３万ドル未満の法人については、７２年度５ドル２０セント、７３年度５ドル９０セント、７４年度６ドル５０セントと改められたのであります。⑦個人所得割の税率が改正されました。この税率改正は本土並に３ケ年で近づけるという改正であり、７２年度は本土税率の６０％、７３年度は本土税率の８０％、７４年度以降においては本土並という改正であります。⑧法人税割の税率が改められました。７２年度は１４.３％、７３年度は１１.６％、７４年度は８.９％と改めるわけであります。

　⑨個人市民税の特別徴収制度が設けられました。従来市民税は全部普通徴収であったのが改正により給与所得者は毎年９月から翌年の６月までの１０回で給与から天引きして雇用主が市の指定金融機関へ払込むようになったのであります。⑩退職所得の現年度分離課税制度が設けられ税率が改正されました。従来の退職所得は、退職した年度の翌年度課税で税率もほかの所得と同じであったが、改正により退職金の支払を受けるときに課税し、特別徴収することになりました。税率についても、ほかの所得に対する税率と同じであるが、当分の間その税額から１０％を控除するように改められたわけです。

　⑪固定資産税の免税点が引上げられました。従来の免税点は土地が８ドル４０セント、家屋又は償却資産についてはそれぞれ２５ドルでありましたが改正により土地が２２０ドル、家屋が１４０ドル、償却資産が８３０ドルに改められたのであります。⑫個人事業税の事業主控除が現行の４８０ドルに対し７２年度は６１０ドル、７３年度は７５０ドル、７４年度は８８０ドルというふうに改められたのであります。⑬個人事業税のうち、助産婦業、はり、あんま、きゆうを行なう事業、装蹄士業については従来１００分の５の税率であったが１００分の３に改められたのであります。

　⑭個人事業税の申告についても簡素化され、所得税の確定申告を提出した場合市町村には申告しなくてもよいように改められたのであります。⑮不動産取得税の税率が改められたのであります。従来の１００分の１.５を、７２年度は１００分の２、７３年度は１００分の２.５、７４年度以降は１００分の３と改められたのであります。⑯不動産取得税の免税点が改められました。従来の不動産取得税の免税点は、土地の取得が８０ドル、家屋の取得のうち建築に係るものには１戸につき２５０ドルその他のもの１戸につき１３０ドルであったが、土地の取得は７２年度が１００ドル、７３年度は１２０ドル、７４年度以降は１４０ドルに改められ、家屋の取得のうち建築に係るもの１戸につき７２年度は３００ドル、７３年度は３５０ドル、７４年度以降は４１０ドルに改め、その他のものは１戸につき７２年度は１６０ドル、７３年度は１９０ドル、７４年度以降は２２０ドルに改められたのであります。

　⑰この条例は公布の日から施行し、１９７２年度分の市税から適用するものであります。

　　以上簡単に提案理由のご説明を申し上げましたが、よろしくご審議下さるようお願いいたします。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第４７号「那覇市行政財産使用料条例制定について」ご説明いたします。

　　本案は市町村自治法の一部改正に伴い、本市の行政財産をその用途または目的を妨げない限度において使用させるにあたって、使用料等を規定したものであります。使用料の算出基礎については現行徴収額を勘案して規定づけ減免措置　徴収の方法等を規定いたしております。よろしくご審議くださいますようお願いいたします。







○　建設部長（水間平君）

　　議案第４８号「那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について」ご説明いたします。

　　今度の改正点は次の４点であります。

　まず第１点は収入基準の改正であります。公営住宅法施行規則が去った４月に改正され、収入基準のひきあげがありましたのでこれに伴って条例を改正いたします。

　　第２点はあき家住宅の取扱の改正であります。現行条例ではあき家住宅が生じたときは公募を行なわないで入居申込みを随時受付け抽せんによって入居者を決定することになっていますが、公平をかくおそれもありますので、公募を行ない入居決定の手続きを容易かつ明瞭に行なえるよう改正いたします。

　　第３点は入居者と市の費用負担区分を明らかにするために、こまかい具体的なことは規則に委任できるように改正いたします。

　　第４点は市が共益費の徴収ができる根拠をつくるために新らしく条を加えました。よろしくご審議をお願いいたします。







○　土木部長（内間安春君）

　　議案第４９号「那覇市排水設備資金貸付基金条例の制定について」ご説明申し上げます。

　　現在、排水設備の貸付については、排水設備資金貸付条例にもとづいて運営いたしておりますが、去った３月の定例議会において排水設備の貸付を行なうため基金を設置したのであります。

　　これら基金につきましては、市町村自治法第１７９条の１７の規定に基づいて、基金の設置の目的、その他貸付方法等も含めて条例を制定しなければならないことになっております。したがいまして、これら基金を円滑に運営し、なお一層排水設備の普及を促進するために、この条例を制定するものであります。なにとぞ、よろしくご審議のほどお願いいたします。







○　総務部長（親泊安晴君）

　　議案第５０号について、提案理由をご説明いたします。泊港港湾施設管理使用条例第２条では泊港における港湾施設を列挙してありますが、これらの施設の中に従来水道局の管理でありました給水施設がこのたび港湾管理者へ移管されましたので、あらたに給水施設を挿入し、更に別表２中５項に給水施設使用料を挿入し、条例の改正をいたしたいとおもって本案を提出したのであります。よろしくご審議のほどお願いいたします。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　議案第５１号「那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について」提案理由を説明いたします。

　　市町村自治法第１３９条第２項の改正により扶養手当が追加されております。この扶養手当につきましては、さきに上程されました議案第３８号那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について、と同じ理由でありますが、官公庁および民間等の扶養手当の支給状況を考慮し、支給する必要があるので提案した次第であります。よろしくご審議のほどお願いいたします。

　　議案第５２号「那覇市公営企業の契約の方法に関する条例の一部を改正する条例制定について」提案理由を説明いたします。市町村自治法第１７５条および同法施行規則第８６条～第９３条の９までの条文が追加されましたので、これに伴ない、市長事務部局の(1)市有財産の取得管理および処分条例、(2)工事その他の請負契約条例が廃止されることになりました。しかし契約の方法について　これ等２条例から数か条をこの条例が準用しておりますので、そのままの内容で、その数か条を抜き取り、この条例の２条以下に適当に配列したものでありまして、全く形式的な改正であります。市有財産の取得管理および処分条例の第６条、第１３条、第２０条をそれぞれこの条例の第２条、第３条、第４条に、工事その他の請負契約条例の第３条、第４条をそれぞれこの条例の第５条、第６条に移した。以上よろしくご審議のほどお願い申し上げます。







○　財政部長（伊波静男君）

　　議案第５３号「那覇市特別会計条例制定について」ご説明申し上げます。特別会計の設置については、これまで議会の議決を経て設置していましたが、このたびの市町村自治法の一部改正により条例で制定して特別会計を設置するよう改められたので、那覇市下水道事業特別会計、那覇市土地区画整理事業特別会計、那覇市山下地区区画整理事業特別会計および那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計を設置するため本案を提出したのであります。よろしくご審議のほどお願い申しあげます。







○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　議案第５４号１９７２年度那覇市一般会計予算について、ご説明申しあげます。１９７０年７月の市町村自治法の一部改正により財務関係が大巾に改正されまして、特に予算につきましては収入支出の見積りだけでなく、従来単独議決を経ました継続費、繰越明許費、債務負担行為、市町村債、一時借入金および歳出予算の項の流用を含めて予算内容とすることになり、その様式についても文言形式に改められました。また、予算の款項の区分および予算計上方法についても人件費、物件費を含めて事業毎に区分計上されることになりまして、１９７２年度の予算案は新らしい様式にもとづいて調製いたしました。それでは１９７２年度一般会計予算の内容についてご説明いたします。まず１９７２年度の予算編成にあたりましては、1.都市計画事業の推進、2.生活環境の整備拡充、3.産業基盤の整備、4.執行体制の強化を重点にして予算を編成いたしました。その結果、予算総額は歳入歳出とも２９,１４７,７２４ドルとなりました。これを前年度と比較いたしますと７,２６１,６６７ドルの増となっております。本予算案の内容についてはまず歳出予算の方から款を追って説明いたします。第１款は議会費でありますがこれは従来の議会費と同様、議員および事務局職員の給料、その他議会活動に要する経費として２４２,１２３ドルを計上しております。前年度より２２,９５５ドルの増でありますが、これは職員待遇改善のための給与改定および扶養手当の新設等が主なものであります。第２款の総務費は役所費に相当するもので、新らしく徴税費と選挙費がこの款に計上されることになりました。この款には、三役および事業費支弁以外の一般職員の人件費庁舎および一般車輛の維持ならびに一般事務費、社会教育関係事業、自治組織、各種団体への負担金および補助金等１,２０５,４４９ドル、市史編集、市民の友、その他広報活動費、文書および例規に要する経費として９３,３０６ドル市有財産の管理費１１,３６３ドル、市庁舎建設債の償還金に充当するための減債基金積立４０,０００ドル、各支所の経費２９,２２５ドル、職員の退職金１２６,４５５ドル、市民会館の管理運営費１８０,１９６ドル、その他諸費２５,０００ドル、計１,７１０,９９４ドルの総務管理費と市税の賦課徴収に要する経費６６４,５４３ドル、戸籍住民登録に要する経費４４１,７５６ドル、選挙管理委員会の委員および事務局職員の人件費および一般事務費の選挙費が７０,９５９ドル、それに監査委員費として委員および事務局職員の人件費、物件費で２０,７２４ドルを計上してありまして、款の合計では２,９０８,９７６ドルとなっております。この款では、職員待遇改善に伴う経費、機構改革に伴う増員等の人件費と市税賦課徴収の台帳整備および収納事務と戸籍住民登録事務の充実をはかるための経費を増額計上したのでありますが、前年度において完了した市民会館建設事業７６８,４１２ドルの減によりまして款全体として６,７２０ドルの減となっております。第３款の民生費には、社会福祉関係事業として身体障害者および老人福祉、援護事務等に要する経費１６３,５６４ドル、国民年金事務に要する経費１４１,１９３ドル、新規事業として国民健康保険の実施準備の調査事務１０１,４１６ドルを計上してあります。


　児童福祉関係事業としては、児童手当および児童借置費、母子福祉費、さらに市が設置いたしました１３か所の保育所の管理運営費と保育所２とうの建設費、子供の遊び場設置補助金等をあわせまして９３７,４０７ドルを計上してあります。生活保護関係事業としては、被扶助者の慰問、愛生寮の管理と新規事業として、福祉事務所の移管に伴う準備費等をあわせて７８,０１０ドルを計上してあります。

　その他災害救助費として５００ドルを計上してあります。民生費の総額は、１,４２２,０９１ドルとなっておりまして前年度よりも３５７,３５０ドルの増であります。

　　次に第４款の衛生費に移ります。この款には、各種伝染病の予防、そ族昆虫の駆除、公害調査費、その他納骨堂の管理費等の保健衛生事業に要する経費として８１,４９２ドルとごみ収集および処理、し尿処理、さらに従来土木費に計上してありました道路の清掃費等の清掃事業費として１,２１５,７５１ドル、それに新らしくこの款に計上されることになりました特別会計への繰出金として下水道特別会計へ２１２,７２８ドルと水道会計へ６,２５８ドル、合計１,５１６,２２９ドルを計上してあります。

　　新規事業としては清掃事業強化のため、ごみ焼却炉の新設とごみ収集のロードパツカー２台の購入費を計上してありまして、職員待遇改善と増員等の人件費の増をあわせて前年度より４９６,３３９ドルと大巾な増となっております。第５款の労働費には、失業対策事業に要する経費として１２１,９６１ドルと職業訓練に要する経費として２４,７１３ドルあわせて１４６,６７４ドル計上してありまして、人件費と失業対策事業の増額計上によりまして３０,２２８ドルの増となっております。第６款農林水産業費は、農林関係事業費としては農道工事２本維持費、家畜の防疫その他農業振興のための各種補助金および人件費をあわせて１１１,７３９ドルを計上してあります。林業関係事業は従来は苗ほの管理と街路樹植栽事業を主としておりましたが新年度からは、これを公園費と都市計画の街路事業費に計上いたしましたのでこの款では費目存置にしてあります。水産関係事業としては人件費および水産業の振興費と漁港管理に要する経費として３０,０６０ドルを計上してありまして款の合計では１４１,８０１ドルとなっておりまして前年度より１,８８３ドルの増であります。第７款の商工費には従来の商工観光費と市場費を計上してあります。商工観光関係事業としては産業観光展示会、観光宣伝事業および各種団体の育成と新規事業として商工業の実態調査と大綱引きの行事に対する補助、それに人件費をあわせて１０６,２０７ドルを計上してあります。市場費としては各公設市場の管理費と前年度からの継続事業である第一牧志公設市場建設費として３０１,７３７ドル、合計４０７,９４４ドルを計上してありますが、市場建設事業費の減によりまして、前年度より９３３,４２０ドルと大巾に減となっております。第８款の土木費に移ります。この款には従来の土木費のほかに新らしく港湾管理費、公園および住宅の管理と建設費が計上されることになりまして総額１３,５３９,３３９ドルを計上してあります。前年度と比較いたしますと、前年度において事業完了した第４次泊、安謝間埋立事業の２,７６５,４６６ドルの減があったにもかかわらず２,５７２,２９０ドルと大巾な増となっております。予算内容としては、土木管理関係職員の人件費、事務費８６,０４０ドル、道路橋りよう関係事業は道路新設工事として７２年度分１２本、７１年度政府補助事業の繰越分４本で３５０,３２３ドル橋りよう新設２本２６,２１４ドル、交通安全施設事業９,０４７ドルその他維持費および人件費をあわせて１,１３３,０８２ドル、河川費には人件費と河川工事１本、排水路工事３本、事業計画策定のための調査、その他事務費等で１９２,７７５ドル、港湾関係事業としては泊港の管理運営に要する経費２３８,１００ドルと那覇新港の建設費３,６０１,６０４ドル、計３,８３９,７０４ドルを計上してありまして、新港建設事業のなかには自己財源による事業として上屋建設に要する経費を計上してあります。都市計画関係では都計幹線街路事業新規分２本と７１年度からの繰越分４本、事業計画に必要な測量調査その他街路事業費として５,１６８,５２６ドル、希望が丘ほか６か所の建設工事と各公園の整理事業、前年度から繰越となった納骨堂建設等の今園事業費に３６８,４９８ドル、埋立関係では第４次埋立地の整備のための舗装工事２８７,４１３ドル、区画整理関係事業としては、山下および小祿地区、特別会計への繰出金と寄宮地区の調査費２０３,１３９ドル、そのほか人件費および事務費をあわせて合計６,３６２,４２９ドルを計上してあります。住宅関係事業としては各市営及び公営住宅の管理費として１６６,７１７ドルと７１年度からの継続事業分２６２戸と７２年度新規分の３００戸、計５６２戸の公営住宅建設費が１,５０９,３７７ドルそれに石嶺町の住宅用地購入費２４９,２１５ドルあわせて１,９２５,３０９ドルを計上いたしました。以上で土木費は終り次は第９款の消防費に移ります。この款には消防活動に要する経費６３７,６９０ドルを計上いたしましたが、これには新らしく水道会計への消火栓設置および維持に要する経費も含まれております。この款では消防活動を強化するため８人の増員と消防車１台、連絡車２台、防火水そう新設の経費を計上したこと、また人件費の増額等によって前年度より１４８,８６９ドルの増となっております。第１０款は教育費負担金でありますが、教育委員会法第５４条にもとづく教育費の市負担分として前年度より３５０,５５１ドル増額して２,９３２,０００ドルを計上してあります。第１１款の災害復旧費は従来、土木費または産業経済費等に計上されておりました、施設災害復旧費がこの款に計上されることになったもので新年度においては、土木施設３本の災害復旧工事費として３２,５０８ドル、その他費目存置４ドルをあわせて３２,５１２ドルを計上してあります。第１２款の公債費は、既往債の元利償還金と新規起債の手形利子および那覇市債証券の償還事務費として５,２１０,３４３ドルを計上しまして前年度より４,２２９,９８８ドルと大巾に増となっております。これは第４次泊安謝間埋立債を期限前に繰上げ償還する計画で予算計上したことによるものであります。第１３款の諸支出金は、普通財産取得に要する経費および公営企業貸付金をこの款に計上するのでありますが新年度においてはいづれも費目存置であります。第１４款は予備費でありまして前年度と同様１０,０００ドルを計上してあります。以上で歳出を終り歳入に移ります。

　　歳入につきましては、自己財源で１８,８７８,３５０ドル、依存財源で１０,２６９,３７４ドル、となっておりまして、自己財源は前年度より７,３０８,４４３ドルの増となっております。自己財源の主なものを説明いたしますと、

　　まず、市税収入は負担の区分および税率と市民税の特別徴収制度の新設の税法改正がありまして、これと所得の伸びまた、これまでの実績を勘案いたしまして７,１５８,９８０ドルを見込み、前年度より７７６,２７３ドルを増額して計上してあります。特別とん譲与税と市町村交付税につきましても、これまでの実績を勘案いたしまして、特別とん譲与税が９３,２２４ドル、市町村交付税を３,０００,０００ドル見込んでおります。この市町村交付税につきましては政府地方課と協議いたしまして見込んでありますが前年度より３３２,０５０ドルの増となっております。

　　分担金及び負担金につきましては、従来の保育所使用料と私立保育所入所児童の保護者負担分を新年度からは児童福祉法第５７条にもとづく徴収金としてこの款に１７２,３５０ドルを見込んで計上いたしました。使用料及び手数料につきましては、各施設の使用料として１,０５４,０５６ドル、戸籍住民登録関係、その他の手数料として１０４,５３８ドル、計１,１５８,５９４ドルを計上してありますが、使用料関係で牧志第一公設市場と公営住宅関係の施設の増加による分、その他実績増等を見込みまして、前年度より１５４,３４３ドルの増となっております。

　　財産収入につきましては、土地貸付収入、利子及び配当金奨学基金の利子収入等で２１３,３６８ドルと不動産売払収入６,０９７,２８４ドル、その他７,７１０ドル、計６,３１８,３６２ドルを計上してありまして前年度と比べて５,５１６,２９５ドルと大巾な増となっておりますが、これは不動産売払収入に第４次泊、安謝間埋立地の処分収入５,９１０,０００ドルを計上しました。これの充当事業は、同埋立起債の元利償還のほか都市計画事業、港湾および公営住宅建設事業等の政府補助事業の対応費等の投資的事業に充当してあります。

　　繰入金４０,０００ドルは庁舎建設のための那覇市債証券の減債基金からの繰入金であります。繰越金は５５５,７７０ドルを見込んでありますが、これは１９７１年度事業で政府補助事業の都市計画事業、一般土木事業、保育所建設、その他自己財源による分等をあわせて１,６８２,１６２ドルの未執行事業を１９７２年度に再計上したことに伴い自己財源負担分のうち４４８,５４７ドルと１９７１年度決算見込みの剰余金１０７,２２３ドルであります。諸収入は従来の雑収入に相当するものでありまして、これの主なものは市税等の延滞金等１２１,９８１ドル、軍用地の無地番賃貸料１９６,５８９ドル、預金利子雑入、その他６４,４００ドル、計３８２,９７０ドルを見込みまして前年度より５３,５７８ドルの増となっております。次に依存財源の方は政府支出金を前年度より３,９２０,１８３ドル増の８,８５０,３４５ドルを見込んであります。保育所の建設、児童保育措置費、老人および国民健康保険等の政府負担金３３３,２００ドル、都市計画事業、港湾建設　公営住宅建設、衛生施設設置、失業対策、その他政府補助金８,４２６,７４９ドル、国民年金事務その他の政府委託金９０,３９６ドルとなっております。

　寄附金は費目存置であります。市債につきましては、前年度からの継続事業であります。第一牧志公設市場と１９７１年度公営住宅建設それに事業未執行による再計上となりました識名納骨堂の各事業に充当する分５７０,１００ドルと新規起債の８４７,０２８ドルで計１,４１７,１２８ドルを見込んであります。新規起債事業といたしましては、ごみ焼却炉建設事業１９７２年度分の那覇新港建設および公営住宅建設事業、希望が丘公園建設事業と首里石嶺町に先行取得を計画している公営住宅用地購入第３次分の各事業であります。以上で１９７２年度那覇市一般会計予算の説明を終ります。よろしくご審議のほどをお願い申しあげます。







○　土木部長（内間安春君）

　　議案第５５号１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出更正予算についてご説明申し上げます。今回の更正予算は、今定例会に提案してあります議案第６３号議決内容の一部変更に伴う更正であります。

　更正予算の総額は４５５,１８５ドルで、その内訳を申し上げますと、歳入では政府補助金４１４,２１２ドル、一般会計繰入金２,００５ドル　資金運用部から借入れて実施する予定でありました下水道事業債３８,９６８ドルで、計４５５,１８５ドルの減額となっております。次に歳出では、１９７１年度下水道工事は政府補助金の減額ならびに補助指令の交付の遅れにより、当初予算で５５０,４８５ドルの支出を見込んでおりましたが、年度末までに９５,３００ドルの支出しか見込まれませんので、下水道建設費４５５,１８５ドルの減額となっております。従いまして、１９７１年度下水道事業特別会計予算総額は１,３１１,０８４ドルとなるのであります。よろしくご審議のほどお願いいたします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　昼食のため休憩いたします。

（午前１１時５８分　休憩）

（午後　１時　５分　再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　建設部長（水間平君）

　　議案第５６号「１９７２年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算について」ご説明いたします。この案は第一地区ならびに美栄橋地区の土地区画整理事業に要する経費でありまして、工事は殆んど完了し、最終業務である換地処分ならびに登録事務、そして清算事務に要する予算であります。内容といたしましては、才入は第１款替費地処分収入１ドル、第２款使用料及び手数料７５ドル、第３款清算徴収金１７,００６ドル、第４款繰越金２０,０００ドル、第５款諸収入３０２ドル、才入合計３７,３８４ドル、才出の方では第１款土地区画整理費は、この地区に従事する人件事務費ならびに事業費、清算金等に３５,３８４ドル計上し、第２款は予備費２,０００ドル計上してあります。よろしくご審議のほどお願いいたします。

　議案第５７号１９７２年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算についてご説明いたします。この案は山下地区土地区画整理事業に要する経費でありまして、１９７２年度は、道路工事と排水工事ならびに移転補償業務を実施するための予算であります。

　内容といたしましては、才入は、第１款政府支出金７２,８０７ドル、第２款繰入金１００,１０６ドル、第３款替費地処分収入５２,０００ドル、第４款清算徴収金１ドル、才入合計２２４,９１４ドル、才出の方では、第１款土地区画整理費は、人件事務費ならびに事業費等に２２４,８１３ドル計上し、第２款清算費は１ドルの費目存置、第３款は予備費１００ドル計上してあります。よろしくご審議のほどお願いいたします。

　議案第５８号「１９７２年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算について」ご説明いたします。この案は小祿地区土地区画整理事業に要する経費でありまして、１９７２年度は道路工事と排水工事を実施するための予算であります。内容としましては、才入は、第１款政府支出金１００,０００ドル、第２款繰入金８６,８８４ドル、第３款替費地処分収入１ドル、第４款清算徴収金１ドル、才入合計１８６,８８６ドル、才出の方では、第１款土地区画整理費は人件、事務費ならびに事業費等に１８６,７８５ドル計上し、第２款清算費は１ドルの費目存置、第３款は予備費１００ドル計上してあります。よろしくご審議のほどお願いいたします。







○　土木部長（内間安春君）

　　議案第５９号「１９７２年度那覇市下水道事業特別会計予算について」ご説明申し上げます。１９７０年７月１日立法第９０号により財務会計制度の大巾な改正に伴いまして予算編成は議案第５４号で一般会計予算で説明がありましたとおりの方式で行なっております。

　　１９７２年度の予算編成にあたりましては、１９７１年度からの継続事業として施工中の栄町準幹線のほか１２ケ所の工事を引き続き行なうとともに１９７２年度におきまして、その延長を全体計画に副って重点的に整備拡充を図って参りたいと計画いたしております。また、工事の完了した供用開始地域におきましては、極力、市民のご理解と、ご協力を得まして、排水設備の普及促進に努め、公共水域の汚濁防止と環境衛生の向上発展に寄与し、明るく住みよい近代的な都市づくりに尚一層の努力を傾注して参りたいと考えております。予算を総括的にご説明いたします。第１条は、歳入歳出予算の総額を定めたのでありまして、本年度の予算総額は１,２０７,１６８ドルとなっております。第２条は、市町村債にかかる事項でありまして、本年度の下

　水道建設工事の対応費を市債で充当するために、その事項を定めたもので、具体的な内容につきましては、第２表のとおり定めたのであります。第３条は、下水道特別会計の諸経費に対する支払がその時期において歳計現金が不足する場合２００,０００ドルを最高限度として一時借入ができるように定めたものであります。第４条は、歳出予算の流用項目でありますが、各項に計上した人件費関係に係る予算額に過不足が生じた場合、同一款内でのこれら経費が流用できるように定めたのであります。次に本年度予算を財源別と経費別にご説明いたしますと、財源別では、自己財源が８２,５７２ドル、６.８％、依存財源が１,１２４,５９６ドル、９３.２％となっております。経費別では、人件費１４４,７９２ドル、１２％、共済費７,９８０ドル、０.７％、物件費１３,５３１ドル、１.１％、公債費３１,９２６ドル、２.６％、維持管理費５,５１０ドル、０.５％、建設事業費９６０,６３０ドル、７９.６％、その他の経費４２,７９９ドル、３.５％となっております。次に予算内容について、ご説明申し上げます。まず歳入について申し上げますと、下水道使用料をはじめとする自己財源の収入は８２,５７２ドルでありまして、前年度と比較いたしますと４,４９８ドルの増となっております。自己財源の主なるものは、下水道使用料であります、市民生活の近代化による水道需要の上昇と供用開始地域の拡大、さらにこれまでの実績等を充分勘案し本年度は７４,７３３ドルを計上いたしました。前年度より２６,８６９ドルの増となっております。手数料は、排水設備工事指定店および主任技術者の登録手数料、主任技術者の試験手数料等で、８６３ドル計上いたしました。前年度より７０８ドルの増となっております。諸収入につきましては、排水設備貸付金収入と雑入の預金利子６,９７６ドルでありまして、前年度より２２,３７２ドルの減となっております。これは、排水設備貸付元利収入の減額でありまして従来、排水設備に対する貸付事業は、琉球政府資金運用部からの起債により貸付けを行って参りましたが、本年度からは基金でもって貸付けいたしますので、これに伴う減であります。次に、依存財源の政府支出金は８３３,６６８ドル、繰入金２１２,７２８ドル市債７８,２００ドル、計１,１２４,５９６ドル計上いたしました。前年度と比較いたしますと５０９,０４６ドルの減となっております。

　　政府支出金は、下水道事業補助金でありますが、前年度より３６７,０９０ドルの減額となっております。繰入金につきましては、前年度より５,５５６ドルの減となっております。市債につきましては、前年度からの継続工事分４５,４００ドルと本年度工事分３２,８００ドル、計７８,２００ドルでありまして、前年度より１３６,４００ドルの減となっております。減額の理由は、排水設備貸付事業債、下水道建設事業債の減額に伴うものであります。次に歳出について申し上げますと、人件費は、事業運営に要する職員の給料、職員手当、用人の賃金等１４４,７９２ドル計上いたしました。今回、職員の待遇改善による給与改訂に伴う増額分、さらに新たに扶養手当、技術職手当、下水道使用料滞納整理手当等の支給に伴う経費を計上いたしてありまして、前年度より１９,０８９ドルの増となっております。

　　共済費は、人件費に伴う各種の負担金等でありまして７,９８０ドル計上いたしました。前年度より９９７ドルの増となっております。物件費につきましては、一般事務経費として１３,５３５ドル計上いたしまして、前年度より３,１５９ドルの増となっております。維持管理費は、下水道管布設工事の完了した地域の下水道施設の維持管理に要する経費として５,５１０ドル計上いたしました。前年度より５９０ドルの増となっております。公債費は、既応債の元利償還金と新規起債の手形利子でありまして３１,９２６ドル計上いたしました。前年度より５,０２２ドルの増となっております。

　　次に、事業費について申し上げますと、本年度は９６０,６３０ドル計上いたしました。前年度に比べますと、３９９,３１１ドルの減となっております。その内容は継続事業１３件５３１,５１０ドルと本年度工事７件３８４,６２０ドル、計９１６,１３０ドルを市財源による汚水桝工事４,５００ドル、設計見積に伴う諸調査費４０,０００ドルを計上いたしてあります。その他の経費として、下水道使用料徴収委託料７,０６７ドル、下水道公社への汚水処理料３２,５３６ドル、その他、職員研修旅費、交際費、予備費等３,１９６ドル、計４２,７９９ドルを計上いたしました。前年度と比較いたしますと１３４,０９４ドルの減額となっておりますが、歳入のところで申し上げましたとおり排水設備に対する資金貸付は、本年度から基金でもって運営することになっておりまして、これに伴う減額であります。以上、１９７２年度下水道事業特別会計予算の総括的な説明といたします。よろしくご審議のほどお願いいたします。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　議案第６０号「１９７２年度那覇市水道事業会計予算」についてご説明申し上げます。水道需要量の増加は人口の都市集中化と衛生設備の普及により此々数年著しく上昇の一途を辿っておりまして、１９７２年度における予定配水量は前年度のそれに比較いたしまして、１１パーセントも上廻わる２,７２６万７千立方メートルに達しました。しかしながら那覇市の自己水源は周辺に建築物の増加や軍施設内から流出する廃水によって水質は低下する傾向にあり、当年度の自己水源取水量は１日８千立方メートル、前年度に比べ２千立方メートルの減となったのであります。従いまして、水道公社からの受水は年を追って増加し、当年度においては３５３万４千立方メートル増加し２,４３３万９千立方メートル、金額にして２１万１千６４２ドル増加し、１２６万３千２３ドルとなったのであります。収益的収入および支出につきまして収入の部から順を追ってご説明申し上げますと、水道使用料、量水器使用料を大綱といたします。営業収益と受取利息、負担金および土地物件収益等の営業外収益に分類されます。営業収益につきましては、需要栓数増加見込３,６００栓と１栓当りの使用量が平均２.３６立方メートルの延びを勘案いたしまして３２０万８千７７６ドルとなり前年度に比較いたしまして４１万２千７３６ドルの増加となっております。営業外収益につきましては、前年度より１万６千３ドル増加して４万７千９９６ドルとなっておりますが、これは消火栓に要する経費の一般会計負担の増加分７千５５９ドル、導水管用地の売却差益および日本水道協会九州支部沖繩総会に係る参加費等の雑収益の分が見越まれております。支出につきましては、原水の取水から末端の需要者への給水の費用、料金の調定から徴収に至る業務関係の費用、一般庶務の関連費および減価償却費等の営業費用と支払利息および雑支出等の営業外費用に大別されます。営業費用につきましては、前年度２５０万９千３３０ドルに対し、当年度は２９７万８千２７８ドルとなり４６万８千９４８ドル、約１８.７パーセントの増加でありますが、これは先に述べましたとおり受水費が２１万１千６４２ドルの増加と人件費の増加および通勤、扶養、技術職手当等の新設ならびに減価償却費の増加、諸物価の高騰によるものであります。

　　営業外費用につきましては、前年度の１４万４千４０３ドルに対し当年度は、１５万７千３１６ドルで１万２千９１３ドルの増加となっておりますが、これは約手利息および不納欠損処分等の増加によるものであります。水道事業収益３２５万６千７７２ドルから水道事業費用３１３万８千５９４ドルを差引いた１１万８千１７８ドルが当年度の純利益となります。当年度純利益のうち減債積立金に６千ドル、建設改良積立金に１１万２千ドルを処分したい旨予算書第７条に計上してあります。

　　次に資本的収入につきましては、当年度は政府補助金および資金運用部からの企業債が見込まれず、建設改良資金は市中銀行から期限１０年、利率年７.５パーセント以内で９６万７千ドルを借入れることになっております。その他資本収入といたしましては、一般会計からの消火栓の設置に伴なう出資金２万１千９６０ドル、固定資産売却代金７９５ドル、併わせて９８万９千　７５８ドルを計上したのであります。これは前年度の１７万８千２１６ドルに比較して８１万１千５４２ドルの大巾な増加となっております。次に資本的支出につきましては、配水設備が石嶺配水系統の送配水管布設、配水池およびポンプ場の新設工事に６４万２千８０ドル、安謝埋立地配管工事に２２万２千ドル、市内一円の配水管整備に１２万６千５１５ドルその他関連費を併せて１０３万８千７３６ドルを計上したのであります。

　浄水設備といたしましては、浄水場道路舗装、外灯工事塵芥焼却炉に３千７３０ドルを計上したのであります。営業設備費としましては、石嶺配水池・ポンプ場用地および集積所用地の購入のため、土地購入費１４万２千２９０ドルを計上したのであります。機械器具購入費といたしましては、給配水管の良好な維持管理を行うため諸機械器具の取得および漏水の迅速な補修を実施するため無線機の購入等に１万８千４７８ドルを計上したのであります。また量水器購入費といたしましては、新規および除却取替用予備数量を含めて５千８４０個金額にして４万９千５５１ドルを計上したのであります。車両購入費が５千２９９ドル、その他科目存置併せて営業設備費は２２万１９４ドルで建設改良費の合計は、１２６万２千６６３ドルであります。次に企業債償還金１１万９千７１５ドルを計上し資本的支出の合計は１３８万２千３８０ドルとなったのでありますが、先の資本的収入９８万９千７５８ドルにその不足額が３９万２千６２２ドルとなりますので現金の支出を伴わない減価償却費、資産減耗費の損益勘定留保資金２８万６２２ドルと利益剰余金の処分額１１万２千ドルで補てんすることにしてあります。よろしくご審議のほどお願いいたします。







○　収入役（呉屋栄得君）

　　議案第６１号那覇市指定金融機関の指定について、提案の理由をご説明いたします。先ず、指定金融機関制度を実施する理由といたしまして市町村の現金の出納は、収入役が掌るのが建前でありますが、当市の財政規模は近年増高の傾向にありまして、それに伴い取扱う金額及び件数も増大いたしまして、収入役のもとですべての出納事務を取扱うことは極めて困難な状態にあることであります。

　　２つ目には、公金の取扱いの効率的運用と正確、安全を図るためには、現金の取扱いに最も熟達している金融機関をして、その出納事務を取扱わせた方が適切であること。

　　３つ目に現金の取扱いを金融機関に委ねることによって収入役の最も重要な職務権限である収支事務の審査に力を注ぐことができることであります。

　４つ目に市民が納税その他、市に対する納付金をおのおのの居住所の近くの金融機関を利用することによって市民の利便に資するものであることであります。次に琉球銀行を指定金融機関として指定したいということにつきましては、住民から委託された公金の取扱いは、正確、安全にして慎重に対処しなければならないことは私が申し上げるまでもありませんが、その取扱い先につきましては最も信用度の高いことが要求されるものであります。その点に関しまして現在の沖繩における金融機関につきまして検討いたしましたところその内容において最も充実している琉球銀行が妥当であると判断いたしたものであります。

　　なお琉球銀行につきましては、従来から当市との取引関係がございまして、その取引高のほとんどが琉球銀行で占められている現状でありますので今までの実績、また果して来た役割、貢献度等を鑑みるとき、社会通念上からしても、又道義的にもこれを尊重すべきであると判断いたしたものであります。

　　以上、申し上げました理由によりまして那覇市の指定金融機関として琉球銀行を指定したいということで提案いたしている次第であります。よろしくご審議のほどをお願いいたします。







○　財政部長（伊波静男君）

　　議案第６２号議決内容の一部変更について、ご説明申しあげます。本案は１９７０年６月に議決を経た議案第５１号、継続費を設定することについてのうち１９７１年度公営住宅建設事業費継続年期および支出方法書の一部を変更するため提案したものであります。１９７１年度公営住宅建設事業は、１９７１年度から１９７２年度までの２か年継続事業として現在執行中で当初住宅配分戸数が３１０戸の予定で措置しましたが、年度中途で２６２戸に減らされたこと、また建設場所も首里大名から石嶺に変更したため、事業費総額および年割額を変更する必要が生じたのであります。以上簡単に説明を終ります。よろしくご審議のほどお願いします。







○　土木部長（内間安春君）

　　議案第６３号、議決内容の一部変更についてご説明申し上げます。本案は第１２１回定例会におきまして議決を経ました下水道建設費を継続費とすることについての支出方法書の年度割額を変更するための議案であります。

　１９７１年度下水道建設工事につきましては、１９７１年度から１９７２年度までの２か年継続事業として施工中でありますが、政府補助金の減額ならびに補助指令の交付が遅れたため、既決の支出予定額の変更を余儀なくされたので、本案を提出いたしました。よろしくご審議くださるようお願いいたします。







○　建設部長（水間平君）

　　議案第６４号「町界の一部変更について」ご説明致します。１９７０年６月定例議会の議決を得て告示した（１９７０年１０月２５日付）旧市街地の町界町名整理事業は、実施準備を進めている段階で、現在の高橋町１丁目と崇元寺町２丁目および字上之屋の一部地域について、いろいろ調査検討したところこの地域の選挙区・学校区・自治会等、行政上および市民感情の点から新たに泊１・２丁目に編入したほうがよいということで那覇市町界町名整理審議会の答申のもとに、町界の一部を変更したいのであります。よろしくご審議のほどをお願い致します。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第６５号について、ご説明申し上げます。この案の処分議決については、１９７１年４月２日に「議決内容の一部変更について」の同意議決を得たものであります。

　　この案の土地売却については、現賃借人である第一食糧株式会社との間にさる６月５日に売買交渉がまとまり仮契約を締結することが出来ましたので提案した次第であります。よろしくご審議くださいますようお願いいたします。

　議案第６６号についてご説明申し上げます。この案は、安謝第４次埋立事業債の償還および１９７２年度各種都市計画関係事業の対応費に充当するため、処分するものであります。処分の方法を申し上げますと、「安謝第３次埋立地の一部および第４次埋立地」については、現在、土地購入者の応募を行なつていますが、「港湾に関連する事業で公害発生のおそれのない事業を営む者を対象に、処分地域により業種および業者を選定して、随意、指名、一般公入札により処分する考えであります。

　「鏡原町１丁目７４番」の土地については、文教局から小祿高校敷地を拡張するためぜひ売却してくれとの強い要請がありましたので、高校教育の発展という観点からやむを得ないということで処分することに決定した次第であります。よろしくご審議くださいますようお願いいたします。







○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　議案第６７号土地買収契約について提案理由をご説明いたします。本件は、１９７２年度における保育所建設計画に基き、字宇栄原に１２０人収容の大型保育所を建設するための用地３８４坪のうちの一部１９７坪を取得するためのものであります。この土地につきましては議案の添付資料としてお手許に配付してありますように地主との間では売買についての仮契約ずみでございます。なお、この建設用地の買収価格につきましては、市の財産評価委員会の評価額を勘案し決定いたしました。以上のとおりであります。よろしくご審議下さるようお願いいたします。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第６８号および第６９号、土地買収契約については関連いたしますので一括してご説明いたします。

　　この案は小祿支所用地として確保するために、用地の買収交渉をすすめてきましたところ、最近になって交渉がまとまりましたので、お手許に配布してあります議案のとおり１９７１年６月１日仮契約を締結したのであります。なお、用地の買収価格につきましては、財産評価委員会の評価を勘案しまして買収決定しました。よろしくご審議くださいますようお願いいたします。







○　土木部長（内間安春君）

　　議案第７０号と議案第７１号の工事請負契約議案につきましては、関連しますので一括して説明いたします。

　　那覇新港の建設工事は、１９６９年度を初年度として工事を着手し、今年度も前年度に引き続き岸壁工事－１１メートル岸壁３６６.６メートルの鋼矢板打込みと７０年度施工ヵ所－７.５メートル岸壁のエプロン舗装工６,４３２平方メートルを施工する計画で１９７２年３月２０日までの竣工期限で請負金額１,０９８,０００ドルで国場組代表者国場幸太郎が落札決定しております。次に防波堤工事につきましては、外海から浸入する波浪を防ぎ、港内を静穏にするための施設でありますが、７０年度施工４５０メートルに引き続き６３１,１１メートルを施工する計画であります。構造は、消波ブロツク式工法の防波堤で、工期は１９７２年３月３１日までの竣工期限で請負金額１,１６８,８８０ドルで小波津組代表者、小波津選良が落札決定しております。以上２件の工事請負については、お手元に配布してあります各議案のとおり仮契約を締結いたした次第でありますが、議会の同意を得るため、この案を提出したのであります。よろしくご審議をお願いいたします。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第７２号「専決処分の承認を求めることについて」説明申しあげます。

　本件訴訟は、１９６４年７月の初回の訴え提起から今回までに３回にわたって判決があり、１９６５年９月および１９６８年５月の判決でそれぞれ原告の請求はいづれも棄却されて被告本市の勝訴となっております。その後、原告から市長あて、和解のきざしもありましたが、その線まで達せずして、みたび訴訟に持込まれ、今回の判決では本市が敗訴してありますが、上告の可否について検討するため、資料の収集、整備、確認等に時間を要し、上告期限間際に上告を決定いたしましたために、議会を招集してご審議を願う暇がなく市長において専決処分いたしましたので、よろしくご審議のうえご承認のほど、お願いいたします。

　　議案第７３号「専決処分の承認を求めることについて」ご説明申しあげます。本件土地は１９６７年９月３０日に部落有地の一部を琉生住宅株式会社が買受け、その後、那覇市が公営住宅建設用地として、これを買収し、登記したのでありますが、１９６９年１２月２２日に原告から所有権の訴えにより、係争中のところ、補助参加人の琉生住宅株式会社が土地の売買代金を負担することを認め、三者間において和解が成立し、担当裁判所においても事件の早期処理を図ったのであります。そのために、議会を招集してご審議願う暇がなく、市長において専決処分をいたしましたので、ご承認を求めるため、提案いたしました。よろしくご承認のほどお願いいたします。







○　建設部長（水間平君）

　　議案第７４号専決処分の承認を求めることについてご説明いたします。この案は、１９７１年度山下地区土地区画整理事業における排水工事ならびに道路および宅地造成工事は２１７日および２４２日の工期を要しますが年度内に執行の見込みがなく、支払いが翌年度にまたがる工事でありますので市町村自治法第１１４条第１項の規定に基いて専決処分をいたしました。これを報告し、承認を求めるためにこの案を提案したしだいです。よろしくご審議のほどお願いいたします。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　議案第７５号、１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算についてご説明を申し上げます。１９７２年度の予算編成にあたりましては、本土復帰を目前にして較差是正のため学校の施設、設備、備品等、教育環境の整備充実、過密現象対策として学校新設、職員の待遇改善として勧奨退職制度の実施と職員の給与改正等を主要施策として予算を編成いたしました。その結果、予算総額は歳入歳出とも１２,８１４,８０５ドルとなり、これは前年度予算１１,２８８１６６ドルに対し１,５２６,６３９ドル１３.５％の増加となっております。本予算案の財源別、経費別について説明いたします。まず財源別では自己財源が１３８,９５５ドル、１.１％依存財源９,７４３,８４８ドル、７６％となっております。一方歳出の経費別では人件費、学校維持管理費、学校給食、校地借地料等の消費的経費１０,３７５,９７３ドル８１％、学校建設、学校施設維持費等の建設的経費２,３３７,４０９ドル１８.２％で公債費償還金１０１,４２３ドル０.８％となっております。では予算の内容について款を追って説明いたします。まず歳入の第１款市負担金については市が負担すべき教育費負担金と本年度から費目存置となった教育税収入で２,９３２,００２ドル計上してあり、１９７１年度と比較して３４８,０５２ドルの増となっております。これを財源として委員会職員の人件費各学校の管理運営費その他一般事務費に要する経費等の消費的経費と公債償還金、建設的経費に対する政府補助の対応費等に充当されております。第２款の分担金および負担金について沖繩学校安全会法にもとづいて学校管理下における児童生徒等の負傷、疾病、または死亡等に給付される経費で児童生徒が負担する共済掛金２,６４２ドル計上し、前年度より５４ドルの増となっております。第３款の政府支出金につきまして、本款は教職員の給与、手当等の人件費、および校舎建築費等の政府負担金として９,０８１,８９８ドル、学校備品購入費その他教育奨励補助金、社会教育活動費および幼稚園教諭に対する人件費として３５５,４９４ドル、合計９,４３７,３９２ドルを計上し前年度より１,１８６,８７８ドルの大巾な増となっておりますが、これは主として人件費の給与改正と校舎建築費負担金の増加のためであります。

　第４款の使用料および手数料について、本款は委員会の自己財源に分類される収入でありますが教育委員会の規則にもとづいて幼稚園授業料と入園料および義務教育修了者の補習学級の授業料収入計１１４,４６０ドルを計上してあります。

　第５款諸収入につきましては、浦添高等学校敷地の財産売却収入として１,８５４ドルで１,３５１ドルの増となっております。

　第６款の繰越金につきましては、１９７１年度決算見込みによる剰余金として２０,０００ドルを計上しました。

　第７款の教育区債につきましては、政府補助による屋内運動場、水泳プール建設費の対応費と継続事業費分も含んで３０６,４５５ドル計上してあります。以上で歳入を終り歳出に移ります。

　　第１款教育総務費について、この款は教育委員報酬および費用弁償と事務局職員の人件費と一般事務経費および補習学級に要する経費等で２９１,２３８ドルを計上しまして前年度に比較しますと５１,２６５ドルの増となっております。これは給与改正に伴なう人件費と教育委員の報酬および費用弁償の増と補習学級教諭３人の勧奨退職金の増によるものであります。

　　第２款学校教育費について、この款には各小中学校の教職員と学校給食の職員等の人件費と学校管理運営費、備品設備および学校建設費、幼稚園教職員の人件費と管理運営費等の学校教育に必要な経費として１２,３１５,６００ドルと歳出予算総額の９６.１％にあたる予算を計上してあり、前年度に比較すると１,５００,９１１ドルの増となっております。なお増になった主な内容について申し上げますと給与改訂に伴なう教職員の給与７,４５７,１３１ドル区負担による学校職員の給与および幼稚園教諭６人の勧奨退職金１,３６６,６４８ドルと学校施設維持費２９９,５０６ドルとなっております。

　　第３款の社会教育費に移ります。この款は社会教育法にもとづいて青少年および成人に一対する教育活動と文化的教養を高めるために必要な経費として社会教育総務費２８,８７７ドル、公民館活動に要する経費６,８８１ドル、社会体育の振興費として２,６１３ドル、計３８,３７１ドルを計上してありまして前年度に比べ１,３８０ドルの増となっております。

　　第４款諸支出金では那覇連合教育区に対する負担金６７,３２３ドル、教育区債元利償還金９４,４２３ドル等が主なもので前年度に比較して２６,９１７ドルの減となっております。

　　第５款予備費は６,０００ドル計上してあります。以上で１９７２年度那覇

　教育区歳入歳出予算について説明を終ります。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。

　議案第７６号那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定についてご説明申し上げます。改正の内容としましては、職員の給与を引き上げるため給料表の別表第１を改正するものであります。ご承知のように、最近の一般市民の生計費に占める消費支出の割合や諸物価の上昇は厳しいものがあり、このため標準生計費も年々増大しつつあります。かかる経済事情を背景として、政府や他市町村及び民間給与の上昇等も考慮することにより、職員の給与の改善を図ることにしたのであります。今回の改正で平均１７ドル上昇することになり、配分についても職員数の比較的多い階層も考慮に入れつつ適正な配分措置を講じてあります。よろしくご審議をお願い申し上げます。

　議案第７７号那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定についてご説明申し上げます。

　今回の改正内容は、教育委員の期末手当と教育委員及び学校々医の報酬引き上げの件であります。まず、教育委員の期末手当ですが、去った１９６９年６月の教育委員会法第４１条第３項の一部改正により、支給が可能となり、その以来、那覇教育区を除く全琉の教育区で教育委員に対して期末手当が支給されてきておりますが、今回、このような諸般の状況を顧みて那覇教育区

　においても教育委員に対して期末手当を支給できるようにしたいということであります。次に教育委員の報酬を５０ドル引き上げたいということであります。

　現在、沖繩問題は重要な転換期にあり、かかる時期において教育諸問題の解決に努力する教育委員の職務の遂行を保障することは、この意味においてきわめて大切であります。

　教育委員の報酬引き上げについては、以前から市町村議会議員なみに引き上げるべきだという動きがあるということは、すでにご承知のことと思いますし、また、他教育区と比較考慮した場合においても、那覇教育区の現行の１００ドルは、ぜひ１５０ドルに引き上げたいということであります。

　最後に学校々医の報酬を４０ドル引き上げたいということであります。現在那覇教育区の各学校に配置されております学校々医には報酬として年額５０ドルが支給されておりますが、１９７２年度地方交付税の算定基礎が９０ドルになりますので、これにより現行の５０ドルを９０ドルに引き上げたいということであります。以上で説明を終ります。よろしくご審議をお願い申し上げます。

　　議案第７８号教育区債を起こすことについてご説明申し上げます。本案は屋内運動場、水泳プールおよび便所等の施設の建設費を教育区債で充当するため教育委員会法第５５条にもとづいて提案したのであります。今回の建設計画を説明しますと屋内運動場２棟で前島小学校と城北小学校へ水泳プールは１基で泊小学校へ便所は壺屋小学校外４校へ建設する計画であります。その財源といたしまして、政府補助金１７７,７００ドル区負担が２６７,３００ドルでありますが、このような多額の資金を一時に捻出するのは困難でありますので、区負担のうち２３８,０００ドルを教育区債を起こして充当したいため本案を提出したのであります。よろしくご審議くださるようお願い申し上げます。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第７９号「所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて」の提案理由をご説明申し上げます。この案は港湾計画に基づき、那覇市安謝義理地原地先に港湾施設用地並びに、これに附帯する商工業用地、その他住宅用地として、１９６０年３月１５日及び１９６５年２月１日の２回にわたり埋立免許を取得しましたもののうち、今回、埋立工事を完了した１１,１８７.９３平方メートル及び５５０,４５９.８７平方メートルの分につきまして本市の行政区域に編入するため、市町村自治法第３条第１項および第３項の規定に基づき提案した次第であります。よろしくご審議下さいますようお願いします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　以上で本日の日程は全部終了いたしました。６月１２日午前１０時会議を開きます。

（午後２時０３分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







　　上会議録を調整し署名する。







　　　　１９７１年６月１０日







議長　　　　　辺野喜英興　　㊞







署名議員　　　喜舎場盛一　　㊞







署名議員　　　仲村正治　　　㊞
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	○　６月１２日（２日目）　　　　　　
	（午前１０時１０分　開議）



	（午後　２時２５分　散会）










○　出席議員（２８名）




　　　１番(社大)国吉辰雄君　　　　　１６番　　高良文雄君

　　　２番　　中村昌信君　　　　　　　１７番　　又吉久正君

　　　３番　　瀬長フミ君　　　　　　　１８番　　仲本安一君

　　　４番　　辺野喜英興君　　　　　　１９番　　金城吾郎君

　　　５番　　喜舎場盛一君　　　　　　２０番　　黒潮隆君

　　　６番　　仲村正治君　　　　　　　２１番　　久高友敏君

　　　７番　　平良玄昌君　　　　　　　２２番　　喜久山朝重君

　　　８番　　上原綱正君　　　　　　　２３番　　宮城武君

　　　９番　　金城甚松君　　　　　　　２４番　　真栄城嘉園君

　　１０番　　島袋宗康君　　　　　　　２５番　　比嘉佑直君

　　１１番(人民)国吉辰雄君　　　　　２６番　　安見福寿君

　　１２番　　欠員　　　　　　　　　　２７番　　玉城栄一君

　　１３番　　平良信一君　　　　　　　２８番　　欠員

　　１４番　　宮里敏慶君　　　　　　　２９番　　椿秀義君

　　１５番　　金城重正君　　　　　　　３０番　　大浜長弘君




○　市町村自治法第６１条による出席者

　　　市長　　　　　　　　　　　　平良良松君

　　　第一助役　　　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　第二助役　　　　　　　　　　前田武行君

　　　収入役　　　　　　　　　　　呉屋永得君

　　　公室長　　　　　　　　　　　平良清安君

　　　秘書課長　　　　　　　　　　赤嶺宗一君

　　　企画課長　　　　　　　　　　篠原英一君

　　　人事課長　　　　　　　　　　宮平洋君

　　　復帰対策室長　　　　　　　　伊礼孝君

　　　総務部長　　　　　　　　　　親泊康晴君

　　　総務課長　　　　　　　　　　石川源三君

　　　行政管理課長　　　　　　　　楚南兼秀君

　　　用度管財課長　　　　　　　　阿波連宗政君

　　　市民課長　　　　　　　　　　金城勇君

　　　土地課長　　　　　　　　　　富山嘉新君

　　　市史編集室長　　　　　　　　外間政彰君

　　　泊港務所長　　　　　　　　　高嶺朝恭君

　　　首里支所長　　　　　　　　　中村幸永君

　　　真和志支所長　　　　　　　　仲里徳男君

　　　小祿支所長　　　　　　　　　小橋川秀義君

　　　財政部長　　　　　　　　　　伊波静男君

　　　財政課長　　　　　　　　　　上原繁栄君

　　　市民税課長　　　　　　　　　高江洲康次郎君

　　　資産税課長　　　　　　　　　渡口精雄君

　　　納税課長　　　　　　　　　　宮城信君

　　　経済民生部長　　　　　　　　備瀬政太郎君

　　　商工観光課長　　　　　　　　大嶺真雄君

　　　農林水産課長　　　　　　　　上原義広君

　　　民生課長　　　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　年金課長　　　　　　　　　　久高暁君

　　　年金課主幹　　　　　　　　　平山登君

　　　保育課長　　　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　　保健衛生課長　　　　　　　　新垣弘君

　　　労政課長　　　　　　　　　　糸数昌弘君

　　　清掃工場長　　　　　　　　　糸数昭男君

　　　市民会館長　　　　　　　　　宮平勝哉君

　　　建設部長　　　　　　　　　　水間平君

　　　建設庶務課長　　　　　　　　照屋建勇君

　　　都市計画課長　　　　　　　　嘉手納是敏君

　　　公園緑地課長　　　　　　　　渡久地敬正君

　　　建築課長　　　　　　　　　　金城幸男君

　　　住宅課長　　　　　　　　　　知念盛信君

　　　区画整理課長　　　　　　　　上原武信君

　　　土木部長　　　　　　　　　　内間安春君

　　　土木課長　　　　　　　　　　宮城光徳君

　　　工事課長　　　　　　　　　　久高俊雄君

　　　道路管理課長　　　　　　　　赤嶺幸信君

　　　下水道業務課長　　　　　　　屋良利彦君

　　　下水道建設課長　　　　　　　稲福英男君

　　　港湾建設事務所長　　　　　　上原一男君

　　　会計課長　　　　　　　　　　平田つる子君

　　　水道局長　　　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　総務課長　　　　　　　　　　又吉盛弘君

　　　企画調査課長　　　　　　　　安田秀夫君

　　　経理課長　　　　　　　　　　宮平亀一君

　　　業務課長　　　　　　　　　　波平徳一君

　　　給水課長　　　　　　　　　　国吉長成君

　　　工務課長　　　　　　　　　　原国政浩君

　　　浄水場長　　　　　　　　　　吉田朝昌君

　　　消防長　　　　　　　　　　　具志清一君

　　　消防次長　　　　　　　　　　西原太郎君

　　　消防総務課長　　　　　　　　比嘉雅由君

　　　教育長　　　　　　　　　　　譜久山朝直君

　　　教育次長　　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　総務課長　　　　　　　　　　浦崎直信君

　　　選挙管理委員長　　　　　　　赤嶺正一君

　　　選挙管理委員会事務局長　　　内間安秀君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　事務局出席者

　　　事務局長　　　　　　　　　　義永栄善君

　　　庶務課長　　　　　　　　　　玉城三郎君

　　　議事課長　　　　　　　　　　新垣襄二君

　　　議事係長　　　　　　　　　　永山盛広君













　　　記録係長　　　　　　　　　　山城正信君

　　　主事　　　　　　　　　　　　徳村政保君

　　　主事　　　　　　　　　　　　上原洋子君

　　　主事　　　　　　　　　　　　山川恵美子君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











１９７１年第１２９回那覇市議会定例会議事日程第２号

１９７１年６月１２日（土曜）午前１０時開議




　第１　会議録署名議員の指名

　第２　議案第４１号　財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について　　　　　（市長提出）

　　　　議案第６１号　那覇市指定金融機関の指定について　　（市長提出）

　第３　議案第３４号　那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第３５号　那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第３６号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第３７号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第３８号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第３９号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第４０号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第４２号　資金前渡及び前金払に関する条例を廃止する条例制定について　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第４３号　議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例制定について　　（市長提出）

　　　　議案第４４号　工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第４５号　那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定について　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第４６号　那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第４７号　那覇市行政財産使用料条例制定について（市長提出）

　　　　議案第４８号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第４９号　那覇市排水設備資金貸付基金条例制定について　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５０号　泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５１号　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について（市長提出）

　　　　議案第５２号　那覇市公営企業の契約の方法に関する条例の一部を改正する条例制定について　　　　（市長提出）

　　　　議案第５３号　那覇市特別会計条例制定について　　　（市長提出）

　　　　議案第５４号　１９７２年度那覇市一般会計予算　　　（市長提出）

　　　　議案第５５号　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出更正予算　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５６号　１９７２年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５７号　１９７２年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５８号　１９７２年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５９号　１９７２年度那覇市下水道事業特別会計予算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第６０号　１９７２年度那覇市水道事業会計予算　　（市長提出）

　　　　議案第６２号　議決内容の一部変更について　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第６３号　議決内容の一部変更について　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第６４号　町界の一部変更について　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第６５号　土地売却契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第６６号　財産の処分について　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第６７号　土地買収契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第６８号　土地買収契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第６９号　土地買収契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第７０号　工事請負契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第７１号　工事請負契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第７２号　専決処分の承認を求めることについて　　（市長提出）

　　　　議案第７３号　専決処分の承認を求めることについて　　（市長提出）

　　　　議案第７４号　専決処分の承認を求めることについて　　（市長提出）

　　　　議案第７５号　１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算　　（市長提出）

　　　　議案第７６号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について　　（市長提出）

　　　　議案第７７号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について　　　（市長提出）

　　　　議案第７８号　教育区債を起こすことについて　　　　　（市長提出）

　　　　議案第７９号　所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　第４　認定第１号　　１９７０年度那覇市歳入歳出決算の一部訂正について　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　本日の会議に付した事件

　　　　　　　（議事日程と同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　これより、本日の会議を開きます。諸般の報告をいたします。

　儀間真祥議員の死去に伴ない建設常任委員会においては、副委員長に欠員が生じましたので、後任の互選を行なった結果、島袋宗康君が当選されましたのでご報告いたします。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、平良玄昌君、上原綱正君を指名いたします。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第４１号、財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定について、議案第６１号、那覇市指定金融機関の指定について以上２件を一括して議題といたします。

　なお、この２件については即決したいと考えております。理由を簡単に申し上げますと第４１号議案は当局説明がありましたように現行条例の適用条文が第１７７条第１項となっているのを第１７９条の２２に改められることによるものです。ただそれだけのことですので即決したいと考えております。次に議案第６１号、これを即決していただけばその次の指定代理金融機関、収納代理金融機関の事務手続に相当の期間を要するので、従って７月１日から発足させるためにはきよう即決していただきたいということであります。では質疑に入ります。

　　　　　　　　　　　（「質疑討論なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結し、討論を省略して採決に入ります。







　議案第４１号、財政状況の作成および公表に関する条例の一部を改正する条例制定については原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決されました。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６１号、那覇市指定金融機関の指定について原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって本案は可決されました。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～










○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、議案第３４号、那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する　条例制定について。議案第３５号、那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について。議案第３６号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について。議案第３７号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について。議案第３８号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３９号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第４０号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第４２号、資金前渡及び前金払に関する条例を廃止する条例制定について。議案第４３号、議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例制定について。議案第４４号、工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について。議案第４５号、那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定について。議案第４６号、那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について。議案第４７号、那覇市行政財産使用料条例制定について。議案第４８号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について。議案第４９号、那覇市排水設備資金貸付基金条例制定について。議案第５０号、泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について。議案第５１号、那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について。議案第５２号、那覇市公営企業の契約の方法に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第５３号、那覇市特別会計条例制定について。議案第５４号、１９７２年度那覇市一般会計予算。議案第５５号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出更正予算。議案第５６号、１９７２年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算。議案第５７号、１９７２年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算。議案第５８号、１９７２年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算。議案第５９号、１９７２年度那覇市下水道事業特別会計予算。議案第６０号、１９７２年度那覇市水道事業会計予算。議案第６２号、議決内容の一部変更について。議案第６３号、議決内容の一部変更について。議案第６４号、町界の一部変更について。議案第６５号、土地売却契約について。議案第６６号、財産の処分について。議案第６７号、土地買収契約について。議案第６８号、土地買収契約について。議案第６９号、土地買収契約について。議案第７０号、工事請負契約について。議案第７１号、工事請負契約について。議案第７２号、専決処分の承認を求めることについて。議案第７３号、専決処分の承認を求めることについて。議案第７４号、専決処分の承認を求めることについて。議案第７５号、１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算。議案第７６号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について。議案第７７号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について。議案第７８号、教育区債を起こすことについて。議案第７９号、所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて。

　までの事件を一括上程し質疑に入ります。







○　仲村正治君

　　議案第３７号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について質問をいたしたいと思います。当局の説明では現在の１室５部を７部にするということでそのために増員しなければならないということでございますが去年の執行状況を聞いてみますと事業の未執行が非常に多いわけでございます。その中で増員しなけれはならないという理由は奈辺にあるのか。たとえば今議会で下水道事業が当初予算１,７６６,２６９ドルを補正減額して４５５,１８５ドルも減額されてる状況でございます。当初１,７６６,０００ドル余の予算を消化するためにそれだけの人員が必要だということだと思いますけれども、このように事業はしないでやたらに職員を増やすということは非常に矛盾する点があると思いますが一体当局は増員するに当って事務量調査を的確にやられてるかどうか、その点をお伺いしたいと思います。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。定数管理については科学的な資料に基いてなされてるかというふうな内容のご質問かと思います。まず、定数管理につきましては事務量を推定いたしましてこれらの事務量を処理するために要する人員数を職員の質的な面をあわせて算出いたしまして、さらに財政的な見地からゆるされる人数を求めまして、こういった両者から行政需要充足の緊急度合を勘案しながら職員定数の査定を従来行って来たわけでございます。







○　仲村正治君

　　大体、定数を決めるに当っては事務量を勘案して決定するんだということでございますけれども先程申し上げましたように当初予定した事業が順調に執行されない状況下にある。そうなるとやはり当初予定していた事務量も消化してない。そうなるとそれだけ事務員が遊休しているということになるわけでございます。本当に現場からの要求があった場合、これを行監とかの機関によってそれだけの人員が必要かどうかを調査して増員をしているかということでございます。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。一応各主管部のほうから定数の要求をいたしまして、それを査定する行政管理課のほうで、実際その主管課のほうを実情見聞しその上に立って客観的な立場から最終的に定数の査定をするというふうにして処理されております。







○　又吉久正君

　　那覇市の職員を１,６７４人より１,８１１人に増員するというふうになっておりますが、予算の執行上、人員との兼ね合い、そういった点から見ると余り増やさなくてもいいんじやないかと思います。そこでこの案を提案する前に、市には行政管理課があってこういう事務分量の査定、いろんなものをやってると思いますが行管の答はどういうふうに出ているかその点をお伺いいたします。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。重要な事業につきましては年４回、いわゆる４.４半期ごとにその事業の執行状況を求めまして、もし執行状況の進捗の度合が悪い場合には一応行政管理の立場から、事務改善という観点から、いろいろと事情を聴取するというふうな建前をとっております。しかしながら各部主管課でその進捗の遅れた事由を究明して自主的に各部で促進するというのが一義的なものとして処理されるわけでございます。







○　又吉久正君

　　行政管理課の答えは出てないわけでございますね。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。別に行政管理課がノータツチではなくして事業の執行というものはいろいろの要素が入っておりますし、単なる定数だけでその事業が遅れるとか、早くなるというようなことは一概にいえませんのでいろいろと行政手続きの面、その他の要素も入っておりますのでそれを総合的に見るべきではなかろうかと思います。







○　金城重正君

　　議案第３８号は那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定でありますが、これと関連いたしまして当局に質問をいたしたいと思います。ご承知のように７１年におきまして那覇市の条例の中に、那覇市特別職報酬等審議会条例が制定されるにあたり当局の誠意ある説明により私ども那覇市議会はこの条例の制定に対して賛意を表したわけであります。しかるにこの条例運用について最近新聞をにぎわしておりますけれども、当局はこの条例制定についてはあらゆる角度からその委員を選定いたしまして、それが答申されておる。どうしてその答申どおり当局はそれの尊重ができなかったのかこれについてまずご説明いただきまして順次質問をしていきたいと思います。







○　市長公室長（平良清安君）

　　１５番議員のご質問にお答えいたします。ご指摘のように去る３月定例議会におきまして〞那覇市特別職報酬等審議会条例〞を設置いたしました。それに基づきまして委員を選定いたし４回にわたって慎重に委員の審議を受けまして、特別職等の報酬の引き上げ等について答申を得ておりますけれども財政の都合、予算の配分等につきまして相当苦しい状況下にありまして今回は見合わすことになったわけであります。







○　金城重正君

　　本員は特別職の報酬を上げなさいとか、議員の報酬を上げなさい、とかいうような観点からの質問ではございませんのでその点はご了承していただきたいと思います。先ほど公室長は財政上苦しいから今度は見合わしたということですがそれがはたして真実であるかどうか。ただマスコミ対策、市民対策のための財政上の難点だ、ということではないのかどうか。はっきり財政上の問題で今回は見送ったのか。その点いま一度はっきりさしていただきたい。さらに当局は、われわれ議会に対してあくまでもこの答申を尊重していくんだというような中からこの条例制定を見ておる。さらに本員が調べたところ、その委員の中から〞皆さん方執行部はわれわれの答申をはたして尊重するかどうか〞と言うことに対して、市当局は〞間違いなく皆さん方の答申に従って仕事をやっていくんだ〞〞であるならば私たちはその委員になりましよう〞ということである。したがって公室長のいう財政事情、これが真実であるかどうか。これについていま一度ご説明をしていただきたい。







○　市長公室長（平良清安君）

　　先ほども申しましたように、財政上の窮屈さ、予算の配分等につきましていろいろ苦しい条件下にありますので、そういう点で最終的に見合わすことにいたしました。それから審議会におきましては確かに委員の方々から、ただいまご指摘のあったように答申をしたら市はそれを尊重するか、という最初の審議会での確認といいますか、そういう指摘がありましたのでこれは市長、助役が答弁したことじやなくて事務担当の私としては尊重していきたい、というふうなことをはっきり申しました。







○　金城重正君

　　公室長の答弁にはあくまでも財政上の問題だという点を上げております。財政上の問題であるならば私どもも何も上げてもらう必要はありません。ただし私どもが調べた範囲内では与党の議員と当局間の間でこれが問題にされておる。皆さん方与党の中でも一方は上げろ、一方はやるな、とこういうような事情の中から、内紛の中からこの答申が尊重されていないということはわれわれ知っておる。当局はそれをご存じかどうか。さらにどうしてできもしないものを条例制定し、委員を任命し、金もないのにその委員の手当を出すための財政措置をとらなければならぬか。あくまでも当局は特別職三役、議員の報酬は平良市長になってからこういうような答申に基づいてやっておりますとか、かのごとく選挙運動のためこういう条例を制定しておりますというようにうけとれるがこのようなやり方で一体当局はほんとにいいとお考えになっておるのかどうか。この２点についてご答弁していただきたい。







○　市長（平良良松君）

　　１５番議員のご疑念もさることながら当局の趣旨説明を一応素直に受け取っていただきたいと思います。

　　私どもがこの審議会を設置いたしました目的は、すでにご承知のとおりでございまして、私も公平な立場から特別職の給与体系というものを確立しなくちやいけない、という考えで審査委員会をつくっていただいたわけであります。そしてその答申をいただきまして、私も市長はじめ特別職が天地に恥じない報酬を支給されることを希望しそのために努力をしたわけでありますが、ことしはいろいろと財政事情が窮屈になっておりまして、ご指摘のように与党の中でも住民の要求を優先すべきだ、あるいは特別職も４ヵ年据え置きになっているのでこの際思い切って引き上げるべきだといういろいろな議論がございましたが、終極的にやはり教育委員会の予算等も極度に足りませんのでそちらへ思い切って回わすことにしたわけであります。決してマスコミ対策とか選挙対策とかそういう不純なものは持っていない。あくまでも財政需要の配分を十分慎重に検討した結果そういう処置をとったわけでございます。したがいまして財政の見通しがつきましたならばこの答申案を尊重して対処していきたい、ということは現在でも考えておるところでございます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　ちよつと１５番議員、１議題に対して質問は３回ということですからそのつもりで。







○　金城重正君

　　議長、休憩してください。







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午前１０時３５分　休憩）

（午前１０時３６分　再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　金城重正君

　　市長が答弁しておりましたが私まだ納得できません。したがってこれは委員会で質疑をいたすことにいたしまして質問を終わります。







○　上原綱正君

　　日程第３、議案第３８号那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定についてお尋ねいたします。

　　物価並びに生計費の上昇や、官公庁及び民間の給与等も考慮し市職員の給与を引き上げるために本案を提出されておりますのは提案理由にも説明されておりますけれども、給料の改善とはその改善によりまして文化的生活、さらにまた快適な生活を営むための改善でなければならないんだと本員は思っております。しかしながら現在のところ給与の改善と物価の上昇とはイタチゴツコの状態にありますけれども、今回せっかくこういった給与の改善はするものの、それに対する具体的な物価上昇を押さえるんだ、という基本的な姿勢が市長にはないことだと私は思っております。それにつきまして現在までいかなる物価の値上げを阻止するような具体的な措置をしてこられたか、これについて質問いたします。

　　　　　　（「これは議案と関係ない。一般質問だよ」というものあり）

　これは関連しておりますのでぜひともご答弁をお願いいたしたいと思います。







○　市長公室長（平良清安君）

　　８番議員のご指摘のように、一般的に賃上げと物価の上昇とどっちが先かという議論はままありますけれども、私どもが今回提案しております給与条例の一部改正につきましては二つの職員団体との交渉の中で諸物価の上昇等をどう押さえたらよいかということよりも、現実に上がった物価に見合う賃金ということを重点に今回この給与決定がなされておりますのでそのようにお答えいたします。







○　上原綱正君

　　ただいまの公室長の答弁によりますと、結局今後の問題におきましてこういった給与の改善がなされたにしても、いまみたような方針で給与の改善をするということであれば今後も給与は幾ら値上がりしても、それの恩典を受ける程合いが少ないように感じるわけでございますので、これにつきましてはあくまでも物価上昇というような対策も十分におやりになって賃金のアツプも考えなければならない、と思いますけれども、今後もやはりいま答弁されたような状態の中での給与の改善をされるかどうか。いま一度ご答弁を願います。







○　市長公室長（平良清安君）

　　物価対策につきましては、那覇市の関与できます公共料金等そういうものの引き上げにつきましては市長の政策としても極力押さえていくし、また他の消費物資の上昇等につきましても、それが不当に引き上げされないような措置を今後とも別の問題として対策は全般的に立てていかなきやならぬかと思います。ただこの給与決定にあたっては現実の物価上昇に見合うような生活ができるような賃金決定ということでどちらかというと現実の物価上昇の結果としての賃金決定でございます。

　　従いまして物価が上がるから賃金を上げるとか、また賃上げをしたから物価が上がるからそうはいかないからということは若干の因果関係はありますけれども、そういうことだけでは給与決定は実施しきれない。そのように考えております。ご指摘の物価上昇に対する施策につきましては、市長においても今後とも各面を検討していかれるものと考えます。







○　宮里敏慶君

　　議案第３８号那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定についての関連質疑でございます。那覇市特別職報酬等審議会が設けられまして１０名の委員が任命されたのでありますがその氏名と所属団体名をお知らせして下さい。







○　市長公室長（平良清安君）

　　お答えいたします。沖繩弁護士会長下里恵良、琉球大学教授久場政彦、同じく琉球大学教授新城利彦、琉球新報編集局長長嶺一郎、沖繩タイムス総務局長比嘉博、琉球商工会議所専務理事安里芳雄、那覇地区婦人連合会会長宮里ハツ、那覇市自治会連合会副会長板良敷朝喜、沖繩教職員会会長平敷静男、県労協事務局長太田守昭、以上１０名であります。







○　宮里敏慶君

　　今の１０名の委員の氏名を聞きますと、法曹会それからマスコミ、商工会議所、婦人会とあらゆる階層から１０名が選ばれておりますが、市長はこの委員を３０万市民の代表だと思っておられますか、市長にお伺いいたします。







○　市長（平良良松君）

　　以上の人たちを３０万市民の代表だと思っておるかというご質問はちよっとどういう意味かよくわからないのでございますが、行政担当の代表としては私でございます。３０万市民の代表と直ちに言えるかどうか、これは疑問でございまして、私の考えておる範囲では各階層を代表する人物と見なしていいんじやないかというような気持ちでこの方々にお願いをしたわけであります。







○　宮里敏慶君

　　この１０名は各階層から選ばれた立派な方々で、４回も委員会を開いて慎重にあらゆる角度から検討して答申なされたものと思っております。ところが市長は各階の代表から選ばれた委員会の答申を無視して、今度の特別職、あるいは議員の報酬を議案として提案しなかったということは、私は市長の信念と勇気がないということを認めておるわけでございます。

　　市長は３０万市民の代表としてこれから祖国復帰もする重大な時期に当りましては、信念を持ってまた勇気を持って市政に当らなければいけないと思っております。これまでの市政に対して、いろいろ信念がないために市民をまどわし議会を混乱に陥入れておるのも、市長の信念と勇気がない証拠だと思います。私は３０万市民の代表として一部の反対はあっても、市長が本当に勇気と信念があれば反対をする人にいろいろ説明して納得させて立派に市政を運営できるものと思っております。もう少し市長はもっと強い信念と勇気を持って市政に当ってもらいたいと思っております。金城議員はさっきこの特別職、議員の報酬を上げることを前提としないということで質問されておりましたが、私は反対に特別職並びに議員の報酬も上げることを前提にして今市長に質疑しておるわけでございます。本土に出張した場合に類似県に行きまして向こうの議員が「那覇の市会議員は幾ら貰っておるか」と聞かれた場合に、本当に肩身の狭い思いをしたわけでございます。また財政が困難であるから上げないということで議案として提案しなかったということでありますが、職員は１３７名も増員しております。１３７名は私は那覇市の財政困難な事情からすれば大変多いと思う。増員は認めますがあまり多過ぎる。それからしても特別職、議員の報酬を上げないということは財政が困難とは考えられないわけでございます。これで終わります。







○　又吉久正君

　　議案第３８号に関連しますので市長のお考え方をお聞きいたします。市の特別職は名誉職と考えておられるか。また市の特別職の給与は生活給と考えられるかどうか。その２点についてお尋ねします。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。戦前のような特別職を名誉職という考え方に立ってはいけないと思います。特別職という名称はもっておりますけれども、やはり職責を果すためのその責任と度合いによって、あるいは生活を保障する意味においてそれ相当の待遇をしなくちやいけないとこういうふうに考えております。







○　又吉久正君

　　ただいまのご答弁はよく聞きとりにくかったんですが、その職責を果すためにということはわかりますが、本員がお尋ねしておるのは生活給と見なすかどうか。名誉職であるならば別として、市長の給料、あるいは特別職の報酬は生活給に価するかということであります。簡単にご説明を願います。







○　市長公室長（平良清安君）

　　非常に厳密に生活給であるべきかということにつきましては本土でもいろいろと問題がありますけれども、最近の傾向としてはたとえ特別職の議員であっても、選挙で選ばれた人であっても生活できる給与は支払うべきだと、こういうふうに言われております。私どももそのように考えてそういう方向にもっていこうと考えておるわけでございます。







○　又吉久正君

　　今の公室長のご説明のとおり私も解釈しております。そういうお考えであるならばこの議案第３８号の提案理由にもありますとおり、生計費の上昇となっておる。しからば特別職は物価が上っても前と同じ値段で品物が買えるかどうか、そういったところも考慮に入れたかどうか。どうも当局の姿勢というのがなっていないと本員は考えます。先ほどもいろいろとこの問題について質問がありましたが、信念をもって当るべきじやないか、特に特別職の給与に対しては新しく条例を制定してその審議会も作りました。そこで〞この審議会の答申を守る〞ということであったということを事務担当の方が答弁しております。しからばこれは市長ではないという反論もありましようが事務担当者は市長代行であると僕は認めるが当局はそうは考えていないかどうか。その点についてお尋ねします。







○　市長公室長（平良清安君）

　　１０名の委員を前にいたしまして最初に審議会を開いたわけですが、そのときに委員の方々から「答申案を尊重していく当局の考え方があるか」というふうに聞かれた場合に、私が〞尊重していく〞というふうに答えたわけです。私がそれを言いましたけれども、その時点での考え方としては審議会の任命、その他の手続きの経過によりましても、市長はじめ市当局としても適正な答申を尊重していくという立場にかわりはなかったと思います。ただその後の実際の予算編成の査定の中で状況が変わってそのように今回は答申案を尊重することができなかったと、そのようにご理解願いたいと思います。







○　又吉久正君

　　われわれはなぜ報酬を上げなかったかというようなことではございません。当局はわざわざ条例まで制定して、そうして１０名の委員も構成しそれによって答申された、それを尊重しなかった、委員会費用をむだづかいしている。もしそうであればこの条例も廃案にするのがいいんじやないかとこう考えます。またもうひとつは、われわれが聞いた範囲でありますが、予算編成の過程で議員の報酬を２８０ドルまでもっていく、市長は７００いくらかにもっていくという段取りはしていたが、ある会派が反対していてこの調整に与党内で難儀をしているので、どうなるかもわからないということも聞いております。いま先の答弁は真実でない。つまりその調整がとれなかった、信念がなかったと本員は思うんだがそれについてどうお考えであるか。聞いていますよ、その状況。







○　市長（平良良松君）

　　先ほどご説明申し上げたとおりでございまして、予算編成の途中でも一応そういう考え方をもっていたわけでありますが、諸般の状況からやはり他の福祉部門にこれを回わさざるを得ない結果、そういう措置をとったわけでございます。決してこの答申がむだではなくて、われわれ後日これをやはり参考にしていかなくちやあいけないとこういうふうに考えております。

　　（「事実の答弁をやってもらいたいよ、委員会付託」というものあり）







○　金城重正君

　　議案第４６号、那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定についてでありますが、まず最初に市当局は市税の賦課を適正にやっておるかどうか。

　その面から間違いなく公平な賦課徴収をやっているかどうか、これについてご答弁をしていただきたい。







○　財政部長（伊波静男君）

　　適正にやっております。







○　金城重正君

　　ただいま財政部長は適正にやっておりますという明快な答弁をしております。そうなくちやいかんと思うんです。そこで那覇市は税金を取っても取らないということで再度納税通知をよこしておる。そこでそれを調べてみまするというと納税されておる。そこでその市民は市役所に参りまして〞私は納税しております〞と言った。平良市長の市役所の職員はどういうことをいったかと、〞冗談じやない、そんな事はない。あんたは当然払うべきである〞、〞いや私は払っておる〞、〞そんなばかなことがあるか〞といわれておる。本人はそこで領収書を持って行った、領収書を持っていったら〞これは困りましたなあ〞ということになっておる。

　　さらにの課の説明によるとこの納税の台帳はマル・バツをつけられておる、一応払ったということになっているがまたバツをつけてある。こういうことがあるが当局はこれを知っておるのかどうかご答弁していただきたい。







○　財政部長（伊波静男君）

　　聞いておりません。







○　金城重正君

　　財政部長は聞いておりませんとおっしゃっておる。明らかに監督不十分である。まさに革新市政というのがこういうもので代表されてきておる。税金は納めても〞納めてない、また支払いなさい〞と。ここに私は納税書と領収書を持っておる。であるならば部長は先ほどまさに間違いなく行政事務をさせておるということであるけれども、私の質問の中から行政事務が正しく行なわれてないということを認めますかどうか。







○　財政部長（伊波静男君）

　　適正な賦課が行なわれるように、また納税も公平に行なわれるように努力しておりますけれども、中にそういったことがございましたならばさっそく調査をいたしまして、そういうことがないように万全の努力をしたいと思っております。







○　金城重正君

　　ただいま財政部長の答弁で、今後そういうことがないようにやっていくというご答弁でございますけれども、こういうように、税金を払ってもまた払ってくれということでこれが高飛車に出ておる、職員が、その市民は私のところに泣きついてきておるんです。一体毎回の議会において〞綱紀の粛正、これを断じてやるんだ〞というふうに答弁されたのは誰だったか。平良市長であった。汚職の問題、いわゆる公金横領の問題、こういうものが続々出てきている。さらにまた今回こういうものが出てきておるんです。一体当局は職員の行政事務の指導をどのようにやっておるか、これについて担当部長率直に答弁していただきたい。







○　市長公室長（平良清安君）

　　１５番議員から指摘のありました職員の綱紀の粛正につきましては２、３議会の皆さんからも指摘を受けましたし、市当局としても十分その点については強化していこうと考えておりまして、日常の業務を執行する中で法令規則に則り、そうして市の服務規定を重視してやっていくというふうな点を常日ごろの業務執行体制の中で強化しております。

　　またただいま問題となりました徴税だとか、窓口業務だとかそういう点につきましては、特に今年からはその専門の分野における実務研修も強化しております。また本土の進んだ窓口業務の問題だとか、あるいはまた市民と結合する部署の研修につきましても、従来よりももっと強化しています。







○　金城重正君

　　あとは委員会でやります。







○　平良信一君

　　ただいまの１５番議員の質問と関連しますのでお尋ねいたします。１９７０年度の事業税の賦課の査定でございますけれども、これはどういうふうにやっているかわかりませんが、那覇市内で事業を全然営んでない人に２回にわたって徴税令書がきております。これはどういうわけでその人に事業税を賦課したのか、この件についてお尋ねしたいと思います。そうしてさらに市民税課のほうにいっていろいろ抗議しましたところが、〞事業をやっていなければいいです〞と簡単に削ってしまう。このような調子では迷惑をしている市民がたくさんいると思うんです。この事実に対して当局はどのように考えておるのか、その点について答弁をお願いいたします。







○　財政部長（伊波静男君）

　　おっしやるような事務的な事故と申しますか、そういったことにつきましては具体的なご指摘がございましたらすぐ調査できると思いますが、いまどうお答えしていいか、調査も及んでいなければ即答できかねますのでよろしくお願いいたします。







○　平良信一君

　　この本人は全然那覇市内で事業をなんにもやっていないですよ、それが、６００ドル余りの法人税、いわゆる事業税、徴税令書が来たもんですから、〞那覇市内で事業をやってないのになぜ徴税令書が来るのか〞ということでやったら、そうしたら〞ああ、そうですか、やっていなければいい〞ということで、これが半年もしないうちにまた来た。それでまた抗議を申し込んで来たという事実がある。担当課としてこういう税の賦課に対してはあらゆる面から徹底的に調査して間違いのないようにしてもらいたい。迷惑を蒙むるのは市民なんですよ。事業も何もやってないのにいきなり徴税令書が来たんですよ。本人がわからなければ納めますよ。もっと今後慎重にやってもらわなければ困りますよ。慎重に考えてやってもらいたい。







○　宮城武君

　　議案第５０号、泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について質問いたします。この中に今度注入しようという給水施設、これは皆さま方の条例にはないでしよう。お伺いいたします。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。そのとおりでございます。







○　宮城武君

　　過去のいきさつを考えますと、実に当局としてはなっちやいないと思います。当時、水道条例とこの港湾管理条例が競合する部分があってその責任の所在というものが明確に出来なかった。よって当局は何といったか。港湾管理条例の中にある給水施設は盲腸みたいな存在であるので切って捨てたほうがいいと思いますと。そういっておきながらなぜ今度再び追加しなければならないのか。当時、私はその点について鋭く追究したわけでございます。これは当然残しておくべきである。那覇新港も出来るしいろいろな関連があるので港湾管理上のミスがあったり、あるいは管理上思わしくないものがあったらその時点で訂正すべきであって条例の中から削除することはいけないということをとくと申し上げたのであります。あのときは条例から除外して今度は注入しようということでございます。こんな馬鹿な話があるのか。どうしてもこれを注入しなければならない理由を細かく説明していただきたいと思います。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。このたび、那覇新港の一部供用開始に伴ないまして新港の給水施設はどうするかという問題から端を発しまして、いろいろと考えて給水施設について議論を交わしましたけれども、原則として給水施設は港湾管理者が管理することが好ましいということで、那覇新港につきましては港湾管理者が管理するということに決定したわけでございます。しかしながら現在の泊港につきましては前の議会におきまして、給水施設は水道局の財産であって、港湾管理者の財産ではないので現状に即した条例をもって来たほうがいいだろうということで前回泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正して削除したわけでございます。しかし、今回、泊港、那覇新港の給水施設を一元化するということで全体を含めまして給水施設は港湾管理者が管理するということに決定したわけでございます。







○　宮城武君

　　細かい点は委員会でお聞きいたしますが、私はここで市当局のもっておられる基本的な姿勢についてお伺いしたい。これは前の議会で非常に論じられた争点でございます。水道条例との兼ね合いがあった。そのときに皆さま方は立場上どうもうまくないといってこの項目を削除した。条例改正ということになった。ただし本土各自治体における港湾条例を調べて見ますと給水施設は当然港湾が保持しなければならないものである。あのときもその点があった。ただし皆さま方はそれを急拠改正してこの給水施設というものを除外してしまった。今回またこれを港湾のほうで管理したほうが、一元化したほうがいいんだということでありますが、もちろんそうでありますが、しかしそうであるとすればあの時点でも出来たんじやないか。あの時点では逃げて体面を何とかつくろはなければならないということで、今時分、忘れた時分に再び出してくる。こういう姑息な態度でスムーズな行政運営が出来るかということでございます。革新平良市政は口を開けば明るい、ガラス張りの政治なぞといっているがこういう卑きような態度でやっちやいけないということでございます。一本筋の入った行政運営、あるいは法解釈をやっていただきたい、そういうことでございます。







○　仲村正治君

　　議案第５３号、那覇市特別会計条例制定についてでございますが特別会計につきましては従来議会の議決で設置出来たわけでございますが、今回自治法の改正で条例で制定しなければならないということでございますけれども提出されております特別会計は四つ列記されておりますが、これ以外には現在特別会計はないのかどうかお尋ねいたします。







○　財政部長（伊波静男君）

　　現在のところはございません。







○　仲村正治君

　　１９６３年９月に寄宮地区の土地区画整理事業特別会計が設置されておりますけれども、この特別会計は現在も引き続き存置しているものと解しておりますが、これについてお尋ねいたします。







○　財政部長（伊波静男君）

　　寄宮地区の特別会計につきましては現在認可取消請求事件で暫く中断している形になっております。

　　　　　　（「よく聞こえませんよ」というものあり）







○　財政部長（伊波静男君）

　　寄宮地区特別会計は１９６４年度から６８年度まで実施されましたけれども１９６６年事業認可取消請求事件で係争中でありまして現在事業は中断しております。







○　仲村正治君

　　この事件につきましてはいろいろ問題があって事業の中断があるということはわかりますけれども、特別会計はそのまま存置されてると思いますけれども今回条例の中に入れないという理由をお尋ねいたしたいと思います。







○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。今回の特別会計条例制定は既定の特別会計のみ条例化したわけでございますけれども、寄宮地区の特別会計につきましては新たに設置する時点におきまして追加すれば足りるものと解釈しております。







○　仲村正治君

　　新たに設置するということでございますが、いつの時点で特別会計が廃止されたのか。私はこの寄宮地区の区画整理事業の推進につきましては議会のたびに追究しておりますが、当局も前向きに積極的に進めてゆくというふうにいつておりますが、この状態からいたしますと当局にやる気がないというふうにしか考えられませんけれども、その特別会計が実際にあるのかどうかそこをはっきりお答え願いたいと思います。







○　建設部長（水間平君）

　　寄宮地区の区画整理事業につきましてはいろいろ難しい問題がありまして鋭意私たちは接触しておりますが、新年度から調査設計に入ることがほぼ了解がついております。特別会計が６３年６月に設置されておりますが、実際はどういうふうになってるかということでございますが、これは６４年から６７年までの間、特別会計を設置するというような形になっていますが、ところが６８年まで特別会計としてなされてるようであります。６９年からは全然予算がないというような状態になっております。そこで私たちといたしましてはこの特別会計を設置したのであるから廃止の議決も必要じやないかというようなことなどでいろいろ調査いたしましたところ、昭和２７年の４月２４日の自治省行政課長から秋田県に対してのこのことについての回答を見ましたところ〞廃止の議決は要しないものと考える〞という行政実例などが出ております。そういうふうなことで６８年までは事業が行なわれているようでありますけれども、その後何ら行なわれておりませんので中断されていますんで、別にこれを改めて廃止の議決をすることはないんじやないかという立場に立っているわけであります。







○　金城重正君

　　現在、建設部長から答弁のありました寄宮地区の区画整理についてでございますけれども、区画整理というものは都市計画事業の基本とよくいわれております。そこで当局は自治省の実例によりまして、それを廃止するのに議会の議決を要しない、というような答弁をやっております。

　　そこで当局はその寄宮地区の方々とここを区画整理すべく何回お集まりをやったか。さらに説得をやったかそれについてご答弁していただきたいと思います。







○　建設部長（水間平君）

　　何回接触したかということでありますけれども、回数はいまから日誌でも調べないとちよっと申し上げられませんけれども、私が接触した回数からしましても２０回とは下らない。区画整理課の職員たちが接融していることなど含めますと相当の回数になるかと思います。







○　金城重正君

　　そうしますと、本員が聞いたところ早くやってもらいたいというのがほとんどですが、しかし〞当局はなかなかやってくれない〞こういう話があるんでございます。そこでこの寄宮の区画整理事業を施行しようとしたときに反対やりましたのは革新の皆さんだったんだ。しかし、〞私たちが政権をとった場合には皆さん方が満足のいくような区画整理をやるんだ〞ということを約束されておる。これが今日までできないのはどういう理由か。これについて説明をしていただきたいと思います。







○　建設部長（水間平君）

　　地主との話し合いの中で、われわれが感じますことは区画整理そのものに自分たちは反対してきたんじやなしに、民主的に地主の意見を十分聞いてやっていくようにというようなことが反対の主な理由だったんだというようなことであります。

　　そこで私たちといたしましては、地主の間にもいろいろ意見があります、減歩率が高過ぎるとか、あるいは道路の幅員が広いとかあるいはまたその逆の意見などがあります。そういうふうないろいろな意見がありまして、それを調整するのは非常に困難でありましたので地主との接触の中で、地主の組合を結成し、そしてその代表の方々とわれわれ市当局とがじっくり話し合ってそして方針を見い出していこうじやないかというようなことで地主のほうでは組合を結成いたしております。この組合と私たちとは細かい設計の打ち合わせ、あるいは減歩率の調整そういったふうなところに現在入っているところであります。







○　仲村正治君

　　議案第５４号、１９７２年度那覇市一般会計予算についてお尋ねいたします。

　　まず歳入第７款財産収入、１目の不動産売却収入でございますが、その中に第４次泊、安謝間埋立地及び同第３次埋立地の一部、の売却代金として、５９１万ドルが計上されているようでございます。第４次埋立地の場合はまだ登記もされていない、行政区域への編入もなされていないところでございますけれども、これについて当局はその予算の歳入の確保が確実にできる見通しがあるかどうかお伺いいたしたいと思います。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。第４次の埋立の処分につきましては、処分までの手続きといたしまして本議会に行政区域編入の議決を要請しております。そこでそれが済めば町字の変更、それから最終的には登記ということで、それを買い受ける方々に最終的には登記という形になりますけれども、今回の場合には５００余万ドルの歳入をあげておりますのは従来の財産処分の方法と確かに例を異にしております。これは本土でも横浜あるいは大阪でも然りでございますけれども、できるだけこういった公有水面の埋立を一日でも早く処分していろいろと市の財政の資金ぐりを早くするという観点から早目にこれを処分しよう、ということで今回異例な措置をとってきたわけでございます。そういう意味でこれは行政実例にもございますけれども、財産の売却に関する議会の議決権の範囲というものは、本来売却行為設定の瑕疵の範囲の出ないものであればいい、というような行政実例も出ておりますし、また事実横浜、大阪でもそういうふうな例で処分をされているということで十分それだけの財産収入があるということは自信を持っております。







○　仲村正治君

　　行政区域に編入されてない地域が売れるかどうかという疑義も持つわけでございますけれども、これにつきましては実例で本土のほうでも横浜、あるいは大阪、神戸などでもあると本員も聞いております。

　　それはそれといたしまして、そういう手続き面などからいたしまして実際に年度内でそれの売却ができるかどうか非常に心配するものでございます。もしできないといたしますならば、それだけ予算の執行に大きな影響を及ぼしてくるもんだと心配いたします。はたしてそれの売却ができるかどうか。またある程度の売却先についても見通しがついているかどうか。その点をお尋ねしているわけでございます。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。歳入の見通しにつきましては６万余坪の財産収入になっておりますけれども、それが全部１９７２会計年度に入るというのは非常に危険でございますので、われわれはその予測も考慮いたしまして約全体の収入の７１％が入るものとして新会計年度に歳入計上したわけでございます。それから、具体的にその土地の処分の相手はきまっているか、ということにつきましては、現在市当局で建設、土木、総務部で部内で土地処分協議会をつくりまして具体的にそれの業種、及び業者の選定をいま検討しているところでございます。







○　又吉久正君

　　歳入の６款政府支出金が８８５万３４５ドル計上されていますが、そのうち７１年度の予算に計上され、そして、あるいは継続費とかそういったのが相当含んでいると思うが、７１年度予算に計上された予算がこの中に幾らあるのか、資料を持ち合わせているならばご説明願いたい。







○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。１９７１年度未執行事業のため繰越再計上いたしました額は合計いたしまして１６１万３,１４６ドルでございます。







○　又吉久正君

　　いまのご答弁では１６１万ドル余りが７１年度予算に計上されたがこれが継続となっていると。実質的には７２０万ドル余りの今年度の政府支出金と思われますが、これは予算をほじくらぬとわからぬが、７２年度予算でほとんど執行可能の分になるのかどうか、それともこれには、あるいはまた継続にかかる分も含まれているのかどうか。その点をご説明願いたい。







○　財政部長（伊波静男君）

　　１９７２年度の予算に計上した事業につきましてはもちろん１００％執行を目標にして計上しているわけでございます。







○　宮城武君

　　市町村交付税が３００万計上されておりますが、それの算定の基準はどのようにしてできたのかどうか。それをご説明願いたい。







○　財政課長（上原繁栄君）

　　答弁いたします。交付税の算定に当りましては今年度は琉球政府地方課の指導によりまして、７１年度の基準財政需要額に対して２０％の伸びをみまして、それに人口の増加率これを掛けまして算定してございます。それに特別トン譲与税を考慮いたしまして算定してございます。







○　宮城武君

　　全体の比率からしますと那覇市は約何分の何に当りますか、全琉の市町村の中でだいたい何％、あるいは何分の何ぐらいの率になりますか。お尋ねいたします。







○　財政部長（伊波静男君）

　　だいたい１０％でございます。







○　宮城武君

　　市町村交付税のｌ割方が那覇市に与えられるということでございますが、そのとおりですか。はいわかりました。







○　又吉久正君

　　歳出の７款商工費、市場建設費が４０万７,０００ドル余上っておりますが、これも７１年度の予算と関連すると思うがそのときに執行した分は幾らであるか。また今度の分は幾らであるのか。この点をお尋ねします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　１７番議員、ただいまの質疑の趣旨を当局が呑み込んでおりませんのでもう１回言って下さい。







○　又吉久正君

　　もう一ぺんお尋ねします。歳出の７款商工費４０万７,９４４ドル計上されておりますが、この予算の中に７１年度の継続費が入っていると本員は解釈しているが７１年度で幾ら執行されたか、幾ら継続されておるか。こういうことでございます。







○　財政部長（伊波静男君）

　　ただいまのご質問にお答えいたします。商工費の執行率でございますが、そのうち牧志公設市場建設事業の点でございますけれども、現年度執行率、済みは７５％でございまして次年度執行する予定の分は２５％となっております。







○　又吉久正君

　　今の時期でおっしやっていますが７１年度は７５％の執行率だということですか。そうしますとあと２５％が残になっているわけですね。これは建築費に当るわけですか。建築費のみとすると２５％と申しますと１６６万ドル余になると本員は解釈しますが間違っていませんか。７５％というのは大きいですよ。これは間違いじやないですか。







○　財政部長（伊波静男君）

　　総額７０万ドルのうち７５％が執行されて、２５％が継続費として次年度執行いたします。







○　又吉久正君

　　７０万ドルの予算で７５％執行したとなるとやや５０万ドルに等しい。そこでこの４０万ドル余今度計上されているが額が合わないということです。おわかりですか。２５％で４０万ドル余りとなると合わない。額が間違っていませんか。







○　財政部長（伊波静男君）

　　ただいまの４０万ドルの中には市場管理費も含まれておりまして、その中に含まれている建設費は１７万５,０００ドルであります。２５％と申しますのは金額にして１７万５,０００ドルであります。







○　真栄城嘉園君

　　議案第５６号那覇市土地区画整理事業特別会計予算につきまして１点だけ質疑をいたします。この予算に盛られております地域は第１地区、美栄橋地区だというふうに考えられますけれども、この地域は工事もほとんど済み、替費地処分収入使用料及び手数料等あらゆるものが非常に低くめに押えられて、現在は清算金徴収と交付事務、こういうふうな状態にあると本員は考えております。そこでここの職員費におきまして、この特別会計におきましては３名の職員でやっているというようなことになっております。３名の職員の給料が５,８７８ドル、それにひきかえまして時間外勤務手当が１,３８７ドル７２セントというふうになっている。この時間外手当が非常に多過ぎるんじやなかろうか。ちなみに５７号の山下地区特別会計、５８号の小祿地区特別会計、この両地区はこれから区画整理をやっていく地域であり、道路整備、宅地造成、排水設備などいろいろな工事がありますので時間外手当が多くかかることは一応わかります。しかしこの山下地区におきまして５人の職員で１,５９０ドル９６セント、小祿地区におきましては８人で１,９７６ドル５４セントというような時間外勤務手当になっております。この時間外勤務手当がほとんど同額になっております。特に５６号議案の特別会計におきましては３名の職員で、ほとんど工事も完了しており清算金の徴収、交付する仕事だけしかないのに時間外勤務手当が非常に高額になっておるのはどういうことですか。その点をご説明を願います。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。第一地区及び美栄橋地区の区画整理につきましては、現在国県有地の換地の問題で折衝中でありますが、今月の末ごろに換地の承認が得られるんじやないかというふうに私たちはみております。そうなってきますと処分認可申請の予定時期を私たちは９月頃にみておりますので、換地処分の報告が今年中にはできるんじやないかと、そうなってきますと現在第一地区、美栄橋地区に従事している職員だけではどうしても足りない、臨時的にほかの地区に行っている職員の応援を求めなくちやならない、そういうようなことでこの残業手当のほうが多くなっているのであります。これは一時的な業務でありまして、大体今年の末までには換地処分の報告ができるんじやないかという見通しをわれわれ立てていますんでこのような予算になったわけであります。







○　真栄城嘉園君

　　そういたしますと、国県有地の申請あれこれで、作業によりまして１,３８７ドルは特別会計からの応援を求めての予算ということになりますか。３名だけの時間外勤務手当ではなくて山下地区、あるいは小祿地区の特別会計に配置されておる職員の応援を求めての時間外勤務手当ということになりますか。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。先ほど答弁しましたように区画整理の職員の中で第一地区、美栄橋地区の仕事に従事していないほかの職員も応援をさせたということであります。







○　宮里敏慶君

　　いま部長のご説明で換地処分の承認が今年の末までにはできるということを言われておりますが、もしこれが承認できるとすればこの換地処分は何日ぐらいを要して終了するのかお伺いいたします。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。この国県有地の換地の問題につきましては、建設省のほうでは承認をしているようであります。現在大蔵省のほうでいろいろ問題になっているようでありますけれども、その取り扱いについて民政府と協議中であるというような連絡を北方対策庁からわれわれ連絡を受けております。その時期についてもいろいろ話し合っているわけですが、おそらく今月の末までには換地承認の正式な決定がなされるんじやないかというようなことであります。換地の承認がなされますと私たちはその処分認可申請をしなくちやいけませんが、これは９月ごろまでにはやりたいと、この手続きができますと換地処分の報告を大体今年の末ごろまでには何とかこぎつけていきたいというような計画のもとに現在作業を進めております。







○　金城重正君

　　議案第６０号、１９７２年度那覇市水道事業会計予算について質問をいたしたいと思います。本員が見間違いかどうか知りませんが、水道会計の中で那覇市の一般会計に返えさなくちやならないお金があると思いますが、具体的に申し上げますと古波蔵の埋立地、これを特別会計が買い上げたんです。そうしてこれが３回にわたって一般会計に返えすようになつておる。これがこの予算書の中にちよつと見当たらないですけれどもあるかどうか。私の見間違いか知りませんがあるかどうか、水道局長にご説明をいただきたいと思います。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　１５番議員のご質問にお答えいたします。議案の中の２ページ、第３条予算の資本的支出の建設改良費の中に含まれております。明細書のほうでは３５ページの４目、営業設備費のその次の節、土地購入費１４２,２９０ドルの中に含まれております。







○　金城重正君

　　わかりました。







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６０号、１９７２年度那覇市水道事業会計予算までの質疑を折ち切ります。昼食のため休憩いたします。

（午後１２時０３分　休憩）

（午後　１時１５分　再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　又吉久正君

　　議案第６２号、議決内容の一部変更について、当初３１０戸の予定が２６２戸に減らされたということでございますが、これは予算の都合で減らされたのか。それと議案説明の中で大名より石嶺へ変更したという説明がありましたがその点を具体的にご説明願いたいと思います。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。当初７１年度の公営住宅は大名に作る計画が立てられていたわけでございますけれども、その後住宅の戸数の配分の段階で私たちは３１０戸を予定いたしましたが琉球政府の配分が２６２戸と決められた関係でこれだけの建物を作るのであれば石嶺のほうでも十分作れるし、年次的にも一つのまとまった形で仕上げるためにもそういうふうにしたほうがいいということで石嶺に２６２戸を作るということにしたわけであります。







○　又吉久正君

　　３１０戸の配分が２６２戸になった。それで石嶺に変更したということですが、大名のほうは、もし３１０戸の配分があつたとすればその前の予算配分面において建築可能であったか。今の答弁からすると、すでに整地もして建築も出来るというように解していいかどうか。大名は今どういうふうな段階にあるのか。







○　建設部長（水間平君）

　　現在、大名に買収してある土地の面積については資料を持ち合わせておりませんのでいえませんけれども、７１年度の事業は現在整地中であります。建物の入札もこれから行うという状態であります。これをもし大名にやるとしましても結局は同じようなことで、買収してある土地にちようど今頃整地工事が行われ、これから建物の入札が行われることになるわけであります。それともう一つは用地の買収などの見通しといたしまして、当時は石嶺のほうはまだ固まっていませんでしたが、その間に用地買収がどんどん進んでゆきましてこれだけの建物を造るのに必要な用地を確保することが出来たというふうなことで変更したわけであります。







○　又吉久正君

　　そうしますと大名一帯は何年度から建築される予定であるのか。今、整地も順調に進んでないと思いますけれども、そうすると７３年度から大名に計画しているのかどうか。さらに３１０戸の予定が４８戸の減でございますが、こういったのは予算面ではどうなってるか。それだけのものが執行不能でこうなったのか。予算が全然もらえないのか。３１０戸分、これは日政援助がそれだけ来ないのか。対応費でそれだけ出来ないのか。その点をご説明願いたいと思います。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。毎年度の戸数の割振りにつきましては、ある程度予算をわれわれが計上します場合に琉球政府のほうと話し合いして予算の計上をしているわけでございますけれども、琉球政府といたしましてもはっきりした配分計画が確定しているという段階ではないわけでございます。そういうふうな段階で３１０戸ぐらいは何とか出来るんじやないかというような見積れない段階で予算化されるもんですからこのような結果になってるわけであります。予算が足りないとかというふうなことで２６２戸に減らされたというわけではないわけであります。大名についてでございますが先程申し上げましたように詳しい坪数の資料をもっておりませんが、ある程度まとまった形で買収は進んでおります。いろいろ問題もありますけれども作ろうと思えば作れないというような状態ではありません。私たちといたしましては７２年度は今の石嶺の公営住宅の南側のほうに買収可能な用地がありますのでそこを利用したいと思いますが、７３年度以降は石嶺周辺の用地を確保するという計画は今のところありませんので大名のほうに行かざるを得ないんじやなかろうかと思っております。







○　真栄城嘉園君

　　議案第６４号、町界の一部変更について質問いたします。図面にありますとおり朱線の入った分がいわゆる新町名に包括されるということになろうかと思いますけれども、この朱線の部分が泊１丁目、泊２丁目というふうに二つに分けられるわけでありますが、この場合、曲がりくねった線がございますけれどもそれによって泊１丁目、２丁目に分かれるわけでございますか。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。斜線を引いてありますところの泊２丁目、泊１丁目この泊１丁目のほうは現在の崇元寺町２丁目にあたります。それから泊２丁目というふうに書いてるところは高橋町の１丁目にあたります。そこで、この間議決をいただきましたのは区画整理区域に限ってやったもんですから、この斜線を引いたところは泊１丁目、泊２丁目と書いてあるところが崇元寺町２丁目、あるいは高橋町１丁目というふうに残ってしまっていろんな面で不測な点が生じてくるというふうなことで、今度泊ｌ丁目、泊２丁目に入れようということであります。なお、その境界線が曲ったような状態だということでありますが、これは現在の境界線をそのまま今のところ使っておいて現在のマーニング社の用地のほうが開放になった場合に改めてこの部分を含めて行政区画整理をしなければいけないという考え方に立っておるわけでございます。







○　真栄城嘉園君

　　泊小学校の背後地のマーニング社は開放の時点でまた変更されるということでありますけれども、泊小学校の道路から真直ぐに道路が出来ておりますので、これを今でピシヤツトするわけにはいかないのかどうか。都合が悪いんですか。１丁目、２丁目の境界線を通してなぜゆがめて区画をしなければいけないのか。道路に沿って真直に境界を今で設定しておくわけにはいかないのか。どの辺に出来ない事情があるのか。そこをご説明願いたいと思います。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。ただいまのご質問は形の上からいいますとそういうふうにしても別に悪いということではありませんが、非常に狭い地域で、しかもここを崇元寺町２丁目としてごく小面積の部分をそれを二分いたしましてその一部を高橋町の１丁目に入れ、残ったのは崇元寺町の２丁目に残して行くという形にしてそれをまた改めていかなければならないということで煩雑な面が出て来ますので、それで現状のまま狭い部分は入れておいて将来今の区画整理区域から北側のほうへ行政区画整理をしなければいけないのでそのとき修正したほうがいいんじやないかという考え方でございます。







○　宮城武君

　　ただいまの第６４号議案について質問いたします。整理図を見ますと曲った現在の道路を中心に町界、町名を打つてゆく。ただし、マーニング社の開放の時点でまた改めてりっぱな区画整理に基いてやっていこうということでございますが、市長はこのことにつきまして、こういうふうな煩雑な仕事が出てくるというのはご存知だったんですか。







○　市長（平良良松君）

　　先ほど建設部長からご説明申し上げたとおりで、市長も知っていたのかとおっしやいますが、市長もその点を了解いたしまして当分の間そうするほかに方法はないんじやないかというふうに考えておるわけであります。







○　宮城武君

　　市長がこれを了解してそうやらざるを得ないんじやないか、ということでございますが、市長は就任以来市内における軍用地の開放をいわゆるお題目にあげましてずっと言い続けておられるわけです。しかもこのマーニング社の問題につきましては具体的に市長は６９年の施政方針以来うたってきた。今回も施政方針の中には何かうたわれているように私は見受けております。

　このマーニング社というのは私は決して軍との直接関係があるとは思っていない、米国の一企業者の問題だと思う。そういうものを単なるうたい文句だけじやなくして、そういうふうに具体的に問題が惹起したときに市長はこの問題を引っ下げてＵＳＣＡＲとの相談なり開放の条件なりを取り付けたことがありますか。それともう一点は、あったとしましたら何回ほどやったのか。それと具体的な変更があつたのか。またそれに対する開放の目安とか何とかというのがつけられたかどうか、そこら辺もついでに伺っておきたいと思います。







○　市長（平良良松君）

　　マーニング社の問題について何辺折衝したか、というお話でありますが、これは折りに触れて民政官や弁務官に会うときに申し上げております。ただ最後に、これは去年の何月でありましたかマーニング社の占有地を返還してもらいたい、と民政官に申し上げましたところ、民政官としてはあれはすでに個人企業であるマーニング社が占用しているのでそちらのほうと交渉してもらいたい、マーニング社としても那覇市長と相談をする用意があると言っておられたが、民政府でなくて向こうへ行ってかけ合ってくれ、というお話でありましたので私はそれをお断りいたしました。というのは、われわれは行政ペースで決着つけなくちやあいけない問題だ、と考えております。ところがマーニング社は市長と話し合う用意がある、ということは結局コマーシヤル、ペースで話し合え、というふうに私は解しておりますのでそういうことはできません、あくまでも民政府が責任を持ってこれを解決してもらいたい、ということを申し入れまして、その後はマーニング社と話し合うことはやめております。また、見通しはつくかどうかという問題でございますが、現在までに伝えられているところによりますと、何か返還時において本土政府がこれを買い取るとか、あるいは上之屋の中部あたりにアパートをつくって引っ越させるとかという話も出ており、しかしそういうことは復帰後１０年以内には見込みがないというような、あまり沖繩県民の要請を理解したこたえはいまのところ出ていないようでございます。







○　宮城武君

　　ただいまの市長の答弁をお伺いしますと、どうもまだ具体的なものがない。しかしながらこれは市長が市民に公約した重要なポイントなんです。またこれは那覇市においてどうしても必要な地域とされているんです。市民生活を営む上において必要欠くべからざるものである。そういうふうな地域、しかも定例議会があるたびごとに訴え続けておられる市長の答弁としてはどうしても私は力足らずじやないかというふうに感じてならない。このマーニング社については軍用地内での米国の施策もあろう。しかしながらマーニング社についてはもっと強い姿勢でこれに対処していく、ほんとに取っ組んでいく気持ちがあるのか。またこれからやっていくのかどうか、そこを明確にして強い姿勢がありましたらご答弁願いたい。







○　市長（平良良松君）

　　先ほども申し上げましたように、コマーシヤル、ペースでの話はお断りすると申し上げております。しかし、この軍用地の開放の問題はすでにわれわれの要請が日本政府に引き継がれまして、現在日米返還交渉の中で論議されております。よしんばわれわれの要求がこの日米協定の中で満足する結果が出ないといたしましても、今後引き続きこの問題は強く日本政府にも要請していく考えでおりまして、これからますますわれわれが熱意をもやしてこの問題の解決に取り組まなくちやいけないんじやないかというふうに考えております。







○　平良信一君

　　議案第６４号の町界の一部変更についてでございますが、この町界町名整理図から見ますと昔からの固有名詞の高橋町１丁目、崇元寺町２丁目が消えることになっておりますが、このことにつきましては市民との話し合いを持たれたのかどうか、市民の反応はどうであったのかどうか、そのことについてお尋ねします。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。この名称につきましては去った議会において決定されたわけでありますが、このときにもたしか説明したかと思いますがいろいろの意見があったわけでありますけれども、私たちは高橋町あるいは崇元寺、それから泊の方々に連絡をいたしまして、そして集まっていただいてそこでいろいろ検討しまして、すでにきまったような町名のほうがいいんじやないか、というようなことになってその旨を審議会に報告し、審議会のほうでも現地などを調査いたしまして、そして審議会のほうから市長に答申になり市のほうでもそのほうがいいんじやないかということで議会に提案し決定したというのがいきさつであります。







○　又吉久正君

　　議案第６６号の財産処分についてでございますが、鏡原町１丁目７４番地雑種地が６５２坪となっておりますが、その参考資料から見ますと小祿高校の付近と見えますが、この雑種地はどういうふうな性質のものであるのか。雑種地というと田でもない、畑でもない、宅地でもない原野でもない。その他の種類が雑種地というふうに解釈されますが、これはどういうふうな土地になっているのかその点からお伺いします。そして何年ごろからこの土地を市が市有地として持っているのか。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。第一点の、いつの時点から市有地になっているか、という質問につきましては手もとに資料を持ち合わせておりませんのでのちほど報告したいと思います。それから第二点目の雑種地につきましてはいろいろ地目の表がございまして、宅地、原野、畑こういうふうなものに属さないものを雑種地となっておりますけれども、事実そこらの周辺は埋立地によって実質的には宅地になっております。したがいまして、やはり所有権者のほうは実情に沿うてそれの地目の変更をしなければならないということになって、市有地でこういうふうな実情にそぐわない地目が相当ありますので、近い将来これを全部整理いたしまして地目変更の申請をしたい、とこういうふうに考えております。







○　又吉久正君

　　いまのご答弁である程度の了解はしますが、那覇市には、特に小祿高校付近の雑種地というのはもうすでに何十年も前のことを指しているんじやないかと思います。いまのご説明の中でもすでに宅地を造成されているそうなると当然市が測定して、そこに市有地があるんだから宅地に地目の変更すべきじやないか、また財産処分をする前に地目の変更をして宅地として処分するのが効果的じやないかとこう考えられるが、なぜいままで地目変更もせずに那覇市の中心部に雑種地としてあるのか。あの付近はほとんど雑種地になっているのかどうか。その点をもう一ぺんお伺いいたします。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。先ほども答弁申し上げましたように、那覇市有地に属するものが実情にそぐわないというふうなものがありますが、ひとつびとつこれの地目の変更しますというと相当数事務の煩瑣を来たしますので、これを一括して地目変更しようということで現在までこういうふうな結果になったわけでございます。







○　又吉久正君

　　本員がお尋ねしたいのは、すでにこれは何十年前から当然宅地に変更すべきであったんじやないかということです。いまの時点で議案にも雑種地として出しているが、あの地域は住宅がみっちり入っている。ああいうりっぱな宅地も雑種地と認めているのは何ごとか、ということです。こういう処分をしようと思ったならばこの坪数だけでも地目を変更して、宅地として処分するのが妥当な線じやないかこう考えておりますが、当局はこの議案を出してありますけれども今からでも地目の変更をして宅地として処分するお考えはないかどうか。それについてお尋ねいたします。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。本件の土地は市当局としては当初緑地として保全管理しようというふうな方針をもっておりましたけれども、琉球政府、文教局、それから学校関係の方々が臨時国体を前に控え、また小祿高校の敷地が基準に満たないのでぜひこの面は割愛させてもらいたいということで、それの処分の決定をしたのはつい最近であるわけでございます。そういったところからも市としては将来、これを処分するという土地であれば事前に宅地に地目変更することも考えられたわけでありますけれども、先ほど申し上げたようないきさつの中で決定したということで、その事務的な遅れも出てきたわけであります。







○　又吉久正君

　　もう１点、ここは風致地区と指定されているわけですか。指定されてはなかったので指定しようと思っていたわけですね。あるいは風致地区として考えておられなかったのか、それをはっきりさせてもらいたい。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。現在議題になっています土地につきましては、那覇市内には公園緑地、そういったふうなものが非常に少ないので、できるだけ市有地は特にあのような状態の土地は緑地として残したいというような考え方などが非常に強かったんですけれども、先ほど総務部長が答弁されましたように国体との関係、あるいは小祿高校からの強い要望、あるいはＰＴＡなどからの要望、そういうふうなことがあってやむを得ないんじやないかというようなことでこれを売却するということになったわけであります。風致地区だとかというような指定はなされておりません。







○　又吉久正君

　　細いことは委員会でやりますけれども、小祿高校に処分するというご答弁でありますが、私まだこの予算書に目を通しておりませんが、この雑種地というのを宅地という地目に変更すれば相当そこに評価のしかた、基準も変わってくると思いますがそういったところを考えていないかどうか。それとこの高校に処分するとなると坪当りどの位で処分しようと考えておるのか。その点について。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。ご指摘のとおり財産の評価といたしましては、形式的には緑地だとか、あるいは雑種地とか畑だとかというふうに地目の種類によって財産の評価はなされるわけでありますけれども、実質的には最終的な評価を出すためには那覇市の財産評価委員会の評価額を踏まえて、市長が最終的にこれを決定するということで現在までそれの財産評価委員会の評価額というのも地目というものは形式的に見ないで実情に即して評価額を決定しているわけでございますので、ただいまのご指摘のようなご心配はほとんどないんじやないかと思います。なお価格につきましては財産評価委員会のそれはまだ決定をしておりませんし、それの評価額を踏まえて最終的に市長が決定するということになっておりますので、現時点においてどの程度の額に押えるということは答弁できません。

　　（「予算には５万ドル組まれておりますよ」というものあり）







○　金城重正君

　　ただいまの土地売却の問題に関連いたしますけれども、総務部長はこれは評価もされていないんだ、というようなことをおっしやっておりますけれども間違いありませんか。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。私が申し上げましたのは財産の最終的な評価という意味でありまして、予算書の単価というものではありません。







○　金城重正君

　　総務部長、意味がわかりません。あなたの先ほどの答弁の中で財産評価委員会は決定していないということだが、市表示予算の中では５万ドル余り出ておりますよ。どっちが正しいですか。それとみなさん方はこれを学校に譲るというわけですね。しかし私たちが知る範囲内では、坪数で割ってみますと７５ドルから８０ドルぐらいの値段しかついていない。あすこあたりは２００ドル余もする。なんで那覇市が、地方自治体が政府に安く売らなくちやならない根拠はどこにありますか、政府は地方自治体に負担をかけてはならないというのが財政法に謳われております。どうしてこの土地を売らなければならないのか。それについてはっきり説明して下さい。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。確かに予算上の措置といたしましては坪当り１５０ドルという単価を出しておりますけれども、それの基礎額の算定といたしましては政府のバイパスの用地買収の実例を斟酌して予算措置を講じたということであります。バイパスの用地買収の実例を斟酌して今度の予算単価を決定したということであります。







○　金城重正君

　　ただいま総務部長は、バイパスの事例ということを申しておりますけれども、あの土地を売却する場合にも、地主から買う場合にも問題が起こったんです。あれは那覇市の議会の中で売る時には埋め立て費用の経費でもって市や政府に譲るという一筆があるんです。あれとこれとは全然問題が違う。なんで那覇市は琉球政府のことをやらなくちやならないのか。今一度ご答弁をしていただきたいと思います。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。先ほど来再三申し上げましたように文教局、それから高等学校、それにＰＴＡからの強い要請がございまして、その要請の内訳を申し上げますとまず第１点に小祿高校の敷地が基準よりも非常に狭隘であると、それから第２点目に小祿高校の敷地は大半が埋め立てで恒久的な施設がつくれない、そこで臨時国体へ向けての体育館施設をつくるのにはどうしても地盤が堅い所でなければならないというふうな制約した事情にありまして、そういうふうな事情を考慮に入れまして、先ほどの答弁でも、できるだけ緑地に指定しようということでしたが、むしろ高校教育の発展をはかるためには、政策的にも行政的にもそのほうが得策であろうということで処分に踏み切ったわけでございます。







○　金城重正君

　　この問題については納得できませんので、時間がありませんので委員会で質問いたします。







○　宮城武君

　　議案第６６号の財産の処分についてお尋ねいたします。那覇市字安謝義理地原地先第３次埋立地の一部及び第４次埋立地の中から約７万坪に近い土地を処分することになっておりますが、この地域は商業地域ですか、地域の指定がされておると思いますが、この地域には近くから要望のあった業者をはめていって処分をなさろうとしておるのか。それとも例のとおり公入札に付して処分なさろうとしておるのか。その点をお伺いいたします。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。新港の背後地として非常にその利用については慎重を期さなくちやなりませんので、プロジエクト・チームをつくりましてその利用の計画を一応立ててあります。埋立地のうち、この図面に〞広場〞と書いてありますその周辺を商業地域的な考え方、このブロツク番号で示されておる14,21,26その辺を混合地域、それから7,12,13,20,25番というブロツクナンバーの所を倉庫地域というように表面的に分けましてその利用計画を立てております。







○　宮城武君

　　処分はどういうふうな方法でやるかという答弁はまだです。







○　建設部長（水間平君）

　　処分の方法につきましては港湾の機能を十分果たせるように、ただいま申し上げましたような大まかな区域割りをして張りつけていきたいというふうに考えております。その処分の方法といたしましては、倉庫地域の場合はどうしても埠頭には港湾はつきものですので十分調査をしまして張りつけていくと、この場合にはおそらくまだ決定をしているわけじやありませんけれども、大まかにいいまして随意契約ということになろうかと思います。混合地域の場合にはこれもまた大まかにしまして指名競争入札みたいな形をとらなくちやあいけないんじやないか、商業地域のほうについては一部を除いては一般公入札にもっていくべきじやなかろうかというような考え方のもとで、現在新聞広告などを出しまして個々に土地を求めたい人たちに応募をするように呼びかけております。それが出てきますればそれを十分に分析して、ただいま申し上げましたような大まかな方針でありますけれども、そのような方針でやっていきたいというように考えております。







○　宮城武君

　　ただいまの答弁によりますと、細かいところは委員会等でできると思いますのでそこで伺うといたしまして、総体的に今後売却処分をするという地域は皆さま方の計画の中ではどういう地域に指定されていますか。いまの答弁によりますと一方は混合地域であるとか、一方は倉庫地域であるとか、一方は商業地域というふうに答弁なさっておられますが、これは何か総体的に何とか地域というふうに計画性の中にあったと思うんですが何地域に指定されておりますか。







○　建設部長（水間平君）

　　ただいまの質問は都市計画上のおそらく地域性のことかと思いますが、まだ都市計画上の地域性はこっちには敷いておりません。







○　宮城武君

　　最後にお尋ねいたしますが、まだ都市計画上の地域性がないという答弁でございますので、それじやあとで決った時点でやりたいと思います。また混合地域というふうなことばを使われたと思うんですが、混合地域というのは一体何をさしておられるのかご説明を願いたいと思います。







○　建設部長（水間平君）

　　先ほど説明しました中で商業地域、あるいは混合地域、あるいは倉庫地域というようなことを私申し上げましたが、それはわれわれが処分をするときに仮につけたような名称でございまして、別に深い意味はございません。







○　宮城武君

　　あと一点だけお尋ねいたします。そういたしますと混合地域というのは便利かよろしかろうと思うんです、当局のお考え方次第ではこの混合地域というのは何んでもかんでもできるという地域で理解していいわけですか。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。港湾業務は非常に複雑なものがありまして倉庫業がありますし、あるいはまた重機関係のものもありますし、あるいはまた事務所関係の仕事がありますし、あるいは通関業務みたいなものもある。あるいはまだこの港湾に関係して商業的な、商業的なものの中にもいろいろ種類などがあるかと思います。

　　そういうふうなものを一応みんなまとめまして分類して、そうして売却の方法を決定していきたいと思っているわけですが、大まかにわけまして商業地域的な部分と混合地域みたいなものと、倉庫地域みたいなものにわけたわけですけれども、この混合地域といいますのは倉庫業と商業関係のものとがはっきり区別できないような業種、そういったようなものがおそらく張りつけられるんじやなかろうかとそのように考えております。







○　宮里敏慶君

　　議案第６６号、財産の処分についてお尋ねいたします。鏡原町１丁目７４番地、雑種地６５２坪が処分されますが琉球政府に５万ドルで売筆するというふうに予算は計上されておりますが、現在琉球政府は財政硬直しておるために安く売却するというお考えでありますか。ご参考までに申し上げますが、バイパス通り一帯の場所は〞ガーナ森〞だと私は思っております。向こうには市有地は〞ガーナ森〞以外にはございません。その近くに政府が買収した土地があり坪当たり３００ドルから３５０ドルでございます。いま先金城議員の説明では坪当たり７５ドルでは安いということですが、政府が買い上げたあの通りですが３５０ドルになっております。これはご参考までに申し上げておきます。

　　（「委員会で、進行、進行」というものあり）

　政府に安く売るというのは、政府はいま非常に財政落ち込みですので同情して安く売るのかということをいま聞いておるわけです。

　　（「答弁がないから進行、委員会で」というものあり）

　それじやあ委員会でやります。







○　宮城武君

　　議案第７７号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定についてでございますが、これは教育委員の報酬の増額ですね、この報酬の増額をはかろうということなんですが、それを上げることにもっていった根拠をご説明願いたいと思います。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。教育委員の報酬につきましては過去５年ほど据え置きになっておりまして、ことに他の教育区の報酬を調査いたしますというと、那覇の委員の場合は必ずしも適当でない、それに昨年のごときは１カ年間に８４日も出ておられるというような事情もございますし、また委員の報酬もそれに大体見合うようにというふうにうたわれておりますのでこの際増額を提案したわけでございます。







○　宮城武君

　　ただいまの答弁によりますと、委員の報酬が５年間据え置きになっておるという理由がひとつ、もうひとつは他に比べて那覇市は低いんじやないかというのがひとつでございますが、ただその２点で報酬を上げていこうというお考えのようでございますが、教育長といたしまして今回琉球政府並びに当市におきましても財政事情から、いろいろな面でやりたくてもやれないという部分がたくさんあるわけです。学校教育においてもそのとおりだと思う。特に最近の学校における工事の経費負担というのは非常に増大しておる。校舎の整備あるいは校舎の修繕に至るまでＰＴＡ会費からつぎ込まなくちやあならないという実情にある。それが市民生活に及ぼす影響というのは多大なものがあると思う。教育長はそこら辺も理解しておって、なおかつそういうふうなものを提案なさっておられるのかどうか、それが１点。またこの教育委員会報酬を増にすべきだというときには委員会にはかり、そして教育委員会のもとでやられたのかどうか。そのときの状況はどうであったのか、たとえば賛成、反対があったかどうか。皆さん方の審議の査定の中でそういうのが論じられたかどうか、そこら辺を答弁お願いいたします。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。確かにご指摘のとおり教育費はいろいろな面でぜひとも増大しなければならない事情があるわけでございます。それと同時に教育委員の任務も過去の状態よりもなお一そう重責が加わっておる。先ほども申し上げましたように去年の委員会の日数が８０日を越しているという事例もございますし、委員の活動をよりよく効果的にするためには、ぜひともこういう報酬も適正なる報酬にしてあげるのが望ましいと思っておるわけでございます。それからこれは単に教育長の提案ということではございませんで、すべて委員会の議決によってなされるわけでございますので委員会の意思でございます。以上。







○　宮城武君

　　委員会の運営は教育長の指導、助言を得てという１項目が法制面で謳われております。そこで当然委員長はその中に参加しておられると思う。よってその中のとり決めの状況はどうであったか議決内容、賛成、反対があったかどうか。もし、あったとすれば数の上でどうであったか。それを知りたいということでございます。答弁願います。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答え申し上げます。それを提案いたしましたときの委員のご意見は、いろいろご検討をいただいわけでありますが、最終的にはｌ委員は公用出張中でございまして、残りの委員はご賛成になっております。







○　宮里敏慶君

　　議案第７８号、教育区債を起こすことについてお尋ねいたします。議案の４頁をごらんになつて下さい。壺屋小学校、大道小学校の建物は同じ構造、種類ですが金額に１,０００ドルの差が出ております。それから真和志中学校、首里中学校、これも建物の構造、種類、床面積同じだと思いますが３,０００ドルの差があります。これについてお伺いいたします。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。これらの工事はそれぞれその建物の敷地、土質とかというものの関係、坪数、構造などのいくらかの相違によってこのとおり金額の相違があるようであります。







○　宮里敏慶君

　　地盤の相違があるということは了承いたしますが、構造が違うというようなご説明でございますが、たとえばどういうふうに構造が違ってくるんですか。この議案をみると構造が同じように思いますが。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　たとえば小中学校の便器の構造とか、その間取りのいくらかの変化というものがございます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結いたします。なお議案第３４号、那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３５号、那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について。議案第３６号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について。議案第３７号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について。議案第３８号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３９号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第40号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第４２号、資金前渡及び前金払に関する条例を廃止する条例制定について。議案第４３号、議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例制定について。議案第４４号、工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について。議案第４５号、那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定について。議案第４６号、那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について。議案第４７号、那覇市行政財産使用料条例制定について。議案第５０号、泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について。議案第５３号、那覇市特別会計条例制定について。議案第５４号、１９７２年度那覇市一般会計予算。歳出中、△４款「衛生費」３項「下水道費」、４項「上水道費」、△８款「土木費」、△１１款「災害復旧費」は建設常任委員会に審査依頼。△３款「民生費」、△４款「衛生費」１項「保健衛生費」、２項「清掃費」、△５款「労働費」、△６款「農林水産業費」、△７款「商工費」、△１０款「教育費負担金」は経済民生教育常任委員会に審査依頼。議案第６２号、議決内容の一部変更について。議案第６４号、町界の一部変更について。議案第６５号、土地売却契約について。議案第６６号、財産の処分について。議案第６８号、土地買収契約について。議案第６９号、土地買収契約について。議案第７２号、専決処分の承認を求めることについて。議案第７３号、専決処分の承認を求めることについて。議案第７９号、所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて。

　についてはその審査を総務委員会に、議案第４８号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について。議案第４９号、那覇市排水設備資金貸付基金条例制定について。議案第５１号、那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について。議案第５２号、那覇市公営企業の契約の方法に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第５５号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出更正予算。議案第５６号、１９７２年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算。議案第５７号、１９７２年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算。議案第５８号、１９７２年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算。議案第５９号、１９７２年度那覇市下水道事業特別会計予算。議案第６０号、１９７２年度那覇市水道事業会計予算。議案第６３号、議決内容の一部変更について。議案第７０号、工事請負契約について。議案第７１号、工事請負契約について。議案第７４号、専決処分の承認を求めることについて。

　についてはその審査を建設委員会に、議案第６７号、土地買収契約について。議案第７５号、１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算。議案第７６号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について。議案第７７号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について。議案第７８号、教育区債を起こすことについて。

　についてはその審査を経済民生教育委員会にそれぞれ付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第４、認定第１号１９７０年度那覇市歳入歳出決算の一部訂正についてを議題といたし提出者の説明を求めます。







○　財政部長（伊波静男君）

　　去る３月定例議会に提出いたしました「１９７０年度那覇市歳入歳出決算」の一部訂正についてご説明申しあげます。まず、２０ページの歳入第１２款雑収入中第１項物品売払代金、同じく第１目物品売払代金および第３項雑入、第６目雑入をそれぞれ訂正いたしております。また２１ページの歳入第１２款市債、第１項市債中、第１目住宅建設債および第４目公会堂建設債をそれぞれ訂正いたしております。

　以上のほか同決算説明書において７か所のページについて一部字句の訂正をいたしました。

　訂正理由はいずれも印刷誤りによるものであります。よろしくご承認のほどをお願い申し上げます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　おはかりいたします。本件については、お手元に配布してあります訂正表のとおり承認することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よって認定第１号１９７０年度那覇市歳入歳出決算の一部訂正については、承認することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　この際諸般の報告をいたします。監査委員中山興忠ほか３人から「１９７１年度２月分、３月分の例月出納検査報告書」が提出されておりました。その写は、お手元に配布してありますので、それにより、ご了承願います。

　４月２８日付、那覇市西本町５の１の１８川辺清彦から、さきに提出した那覇市西本町々内に建設中のガス・スタンド許可取下げについての陳情は、政府と業者が話し合った結果、業者が移転することに同意したため、お手元に配布のとおり、取り下げる旨、申出がありましたので、それにより、ご了承願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　以上をもちまして本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれにて散会いたします。

（午後２時２５分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







　　上会議録を調整し署名する。




　　　　１９７１年６月１２日




議長　　　辺野喜英興　㊞




署名議員　　平良玄昌　㊞




署名議員　　上原綱正　㊞
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　　　　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　　　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君
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　　　　　市民課長　　　　　　　　金城勇君

　　　　　土地課長　　　　　　　　富山嘉新君
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　　　　　経済民生部長　　　　　　備瀬政太郎君
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　　　　　年金課主幹　　　　　　　平山登君
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　　　　　建設部長　　　　　　　　水間平君

　　　　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　　　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　　　　公園緑地課長　　　　　　渡久地敬正君

　　　　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　　　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　　　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　　　　土木部長　　　　　　　　内間安春君

　　　　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　　　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　　　　道路管理課長　　　　　　赤嶺幸信君

　　　　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　　　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　　　　港湾建設事務所長　　　　上原一男君

　　　　　会計課長　　　　　　　　平田つる子君

　　　　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　　　総務課長　　　　　　　　又吉盛弘君

　　　　　企画調査課長　　　　　　安田秀夫君

　　　　　経理課長　　　　　　　　宮平亀一君

　　　　　業務課長　　　　　　　　波平徳一君

　　　　　給水課長　　　　　　　　国吉長成君

　　　　　工務課長　　　　　　　　原国政浩君

　　　　　浄水場長　　　　　　　　吉田朝昌君

　　　　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　　　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　　　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　　　　教育長　　　　　　　　　譜久山朝直君

　　　　　教育次長　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君

　　　　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　　　　選挙管理委員会事務局長　内間安秀君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　事務局出席者

　　　　　事務局長　　　　　　　　義永栄善君

　　　　　庶務課長　　　　　　　　玉城三郎君

　　　　　議事課長　　　　　　　　新垣襄二君

　　　　　議事係長　　　　　　　　永山盛広君










　　　　　記録係長　　　　　　　　山城正信君

　　　　　主事　　　　　　　　　　徳村政保君

　　　　　主事　　　　　　　　　　上原洋子君

　　　　　主事　　　　　　　　　　山川恵美子君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











１９７１年第１２９回那覇市議会定例会議事日程第３号

１９７１年６月１４日（月）午前１０時開議







第１　　会議録署名議員の指名

第２　　施政方針に対する質疑

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　会議に付した事件

　　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　これより、本日の会議を開きます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、金城甚松君、島袋宗康君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、施政方針に対する質疑を行ないます。施政方針に対する発言については、議会運営委員会に諮問した結果、発言は、各会派の代表制をとり、その発言時間は答弁も含めて新政会２時間１０分、社大党１時間、公明党４０分、人民党４０分と定める旨答申されておりますので、あらかじめ、さよう発言時間の制限を行ないます。なお、発言の順序は、多数派より行なうことにしてお手元に配布の発言順序表のとおり、発言を許します。







○　喜舎場盛一君

　　施政方針に対する質疑を行います。革新平良嘘つき市長は　地図の上からみますところの

　　　　　　　　　（野次あり）

　東経１２７度４５分、北緯２６度１２分に位置する３０万市民を擁する真の那覇市とは別に架空の那覇市を夢みてこの作文を書いたのではないかと本員は思うのでございます。これこそ３ヵ年近くにわたる革新市政の暴露であり市民不在の無責任な責任を市民の前に暴露したいわゆる作文にすぎないと思うのであります。平良革新市長は３ヵ年前のみずからの公約を忘れまして、しかも任期はあと１年余りでございます。みずからの公約を今日に至るまで何ら具現せずに、そして復帰のどさくさに紛れまして恰も責任を転嫁しているようなことを自分でいつております。たとえば公約の中には本土の戦災復興資金を獲得いたしまして那覇市の建設をはかる。あるいはまた税金の値下げを断行する。市民との対話の市政を推進してゆくんだといつたようなもろもろの公約がございましたけれども市民との対話どころか、今日に至つては平良独裁市政が行われているのが本市の市政運営でございます。特にこの施政方針の中で復帰を間近かに控えたこの那覇市にかける平良市長の責任の重大さを明記してございますけれども平良市長は１７日に行われますところの復帰協定に反対の狼火をあげて先頭に立つている一人でございます。この復帰に反対する市長がこの作文の中に自分の意思とは裏腹に復帰に備えて民生の安定をはかつてゆくんだというように書いてございます。これは一体どうしたことであるのか。精神分裂症でも起こしたのではないかと本員は思うのでございます。よつて復帰を控えた今日、市長の責任の重大さということから、いわゆる復帰協定には本心から反対しているけれども、日米間においてこの協定が調印される見通しが濃くなつて来たので市民に対して申し訳ないというところの責任であるのか。あるいはまた、私は日米協定には口では反対であるけれども、心の中では日米両国間において調印されますところのこの協定には全面的に賛成をして、そして沖繩県政への移行を希望しておるということであるのか、この辺の責任を明らかにしていただきたい。次に、県都としての都市建設うんぬんと書いてございますけれども、平良市長は都市建設について重要なことはどういうことだということは人一倍ご承知のはずでございます。ところが平良市長が市長に就任して以来３ヵ年に垂々としておりますけれども、市長は市長になる前に那覇市における区画整理に反対をいたしまして、みずから反対書に署名いたしまして当時の都市計画を阻止して来たのでございます。都市建設においで都市計画はもつとも重要な問題でございます。この基本的な都市建設の区画整理に反対している市長がどうして復帰後の沖繩における県都としての建設が本当に出来るのか。しかも、自分の出身地である真嘉比、古島、さらには寄宮地区の区画整理事業は現平良市長を中心とした、いわゆる方々が反対をいたしまして現在このように中止されております。そしてこういつた今日この都心部から郊外へ郊外へと移行しなければならない都市造りがこういつた広範な地域において区画整理が停止しているおかげで那覇市の都市計画が一歩も前進しないのでございます。こういうことを知つておりながらこの辺の打開策を一つもやらない。やらないどころか天久上の屋軍用地開放に方向を変えまして市民からの苦情逃がれをやつております。こういう状態で一ヵ年後に控えた復帰後の県都としての都市造りが本当に出来るのかどうか、その辺の真意を伺いたいのであります。さらに行政上の対策を確立しなければならないうんぬんとございますけれども先程申し上げましたように那覇市の都市計画並びに県都としての都市建設は琉球政府並びに３０万市民の財源ではほど遠いものでございます。歴代市長がいろいろと悩んで来ましたこの財政問題はやはり母国である日本政府の援助を待たなければ実現出来ないものであります。先程申し上げましたように平良市長が市長選挙当時、この那覇市の建設は戦災復興特別資金をもつて来てやるんだと公約いたしましたが、こういう特別な援助がなければ実に那覇市の都市建設は出来ませんし、財政の打開も出来ないものと思います。一体平良市長は市長に就任して以来数多く本土に出張されておりますけれども日本政府からの財政援助をどれ程約束されているのか。これを明らかにしていただきたい。もう一つに教育行政を前進しなければならぬということでございますけれども、昨今那覇市はもちろんのこと沖繩各地におきましても、あの那覇市の教育委員会の実態が巷でもの笑いになつております。こういう現実をみた場合に一体市長はどういう責任を痛感しているのかお聞きしたいのでございます。教育行政について、いわゆる民主的な教育委員の公選制を打ち出しておられますけれども、このように自分の政策に公選制を打ち出しながら現実における那覇市の教育委員会のあり方については、みずからこれを任命させております。この辺の真意を伺いたいのでございます。さらにもう一つは、３,５００万ドルの新年度の予算を編成出来たとしてあえてオーバーな強調をしているのでありますが実際３,５００万ドルの平良施政の予算が市民福祉のために直接使われる実行予算はどの程度であるのか伺いたいのであります。その中には汚職をさせてなくなる金もございます。さらに職員の不当配転によつて、たとえば１５００名で現在の那覇市の事務量を処理する能力があるのに、職員の実力を１００％利用出来ない不手際、いわゆる無駄使いする金、さらには区画整理などの予算が計上されておりますけれども３ヵ年前から何ひとつつくりきれない、もはや腐敗をしきつてどうにもならない予算でございます。こういつたやたらに無意味な予算を含めて３,５００万ドルであり、こういういたずらな予算を引いた場合にいわゆる直接市民のためにプラスになつて使われる執行予算は一体どの程度であるのか、それを明確に答弁をしていただきたい。

　　あとは自席において質問いたします。

　　　　　　　（「議長、休憩を願います」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午前１０時４６分　休憩）

（午前１０時４７分　再開）











○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　市長（平良良松君）

　　５番議員から情熱溢るる激励のおことばをいただきましてたいへん感激をいたしております。

　　嘘をついたことも独裁に流れたこともございませんで、たえず民主的な市政を推進する努力をいたしておりますので、その点はご安心をいただきたいと思います。区画整理に反対だというんだが、都市建設を進めるためには区画整理というものは必要だが反対しながら県都の建設をやるというのは矛盾じやないか、というご質問でありますが、これは区画整理に反対ではありません。区画整理はぜひやらなくちやいけない。ただ、いままでのように一部の市民に加重するような方法に反対であつて、関係者の負担を加重させないような方法で区画整理をやつていきたい。現に寄宮地区の区画整理につきましては関係地主とも相談をいたしまして再開する予定にしております。財政の確立をどうするか、ということでございますが、その前に復帰に反対、協定に反対といつているけれども１７日には日米協定が成立することになつて、自分の意見どおりの復帰が実現できなかつたことを市民に申し訳なく思つているか、それとも考え方を変えて協定に賛成するのか、復帰に賛成するのか、というご質問でありますが、非常に問題の論理があやふやのように思うわけで、私どもは無条件全面返還が、これは返還の理想である。そのことを他府県のことはいざしらず、沖繩県民としては強くこれを要求しなくちやいけない。そういう立場からいたしました場合に、伝え聞く今回の返還協定の内容はわれわれの意図するところとははるかに遠いものである、県民の願望を十分に満たされたものではない、ということでそういう協定内容に対して反対であります。したがいまして県民が満足のいくような復帰の態様に持つていくためには今後とも努力をしなければならないというふうに考えております。

　　財政の確立、戦災復興特別資金を持つてきて那覇の建設をやると言つたがどれだけ持つてきたか、というお尋ねでありますが、これは予算をご覧になればよくおわかりになります。年々日本政府の補助事業というものは増額してまいつておりまして、それだけに那覇の建設事業が大幅に進捗しておると私は見ております。さらに戦災復興特別資金というような趣旨であつて必ずしもそういう名称ではない。今日沖繩側といたしましては沖繩振興特別措置法の立法を要請しておりまして、その中にその趣旨が折り込まれているというふうに私は考えております。

　　次に、教育行政について。教育委員会の選挙を主張しておるが今日行なわれておる教育委員の選挙の際の失態を市長はどう責任を持つか、ということでありますが、このような事務上のミスと私が主張する教育委員制度の存続ということとはおのずから別個の問題でございまして、これは当然責任を持つべき人が責任を感じてもらわなくちやいけない、というふうに私は感じております。３万５,０００ドルの膨大な予算を組んでいばつておるけれども執行率はだめじやないか、ということでございますが、この執行率の改善についても逐次改善を加えていかなくちやいけないというふうに考えております。ただこの問題につきましては単に那覇市だけに責任があるのではなくて、いままで日政援助、米政援助、琉球政府援助、那覇の予算というふうに何本立てにもなつていて、その間の事務の煩雑さが執行にブレーキをかけているという状態は従来ともあつたわけでありまして、この改善については先ごろ議会、当局いつしよに上京いたしました際に山中総務長官にも事務の迅速化、予算が迅速に執行できるように改善方をお願いしてございます。

　　職員の不当配転ということをよくいわれるのでありますが、市長といたしましては適当な判断をもうて職員の配置を行なつてまいつておりますので、不当配転ということはあたらないと思つております。







○　喜舎場盛一君

　　時間がないので２,３まとめて質疑をいたしますけれども、区画整理事業に反対ではなく、地主に一方的な負担をやることに反対だと。現在寄宮地区においてはこの話し合いが進められているというようなことでございまするが、３ヵ年この方、当選されたときも然りでございまして　３ヵ年この方何の進歩もなくただ話し合いがなされておるというようなことで、逃げるわけにはいかないと思います。一体いつからこの区画整理事業が着工になるのかはつきりしていただきたい。さらに教育委員選挙の点につきましては、この問題は責任をとるべき人が責任をとつてもらわなくちやならぬ、というような答弁でございますが、一体那覇市長平良良松には何の責任もない、というようなことであるのか再びお伺いいたします。







○　市長（平良良松君）

　　区画整理についてはいつまでも話し合いばかりで埓があかぬじやないか、いつから手をつけるのか、ということでございますが、この話し合いにも相当暇がかかるわけであります。ご承知のように、これは訴訟問題にも持ち込まれましたのでその訴訟取り下げをするために相当暇がかかつたわけであります。いつからやるか、ということはことしの予算の中でも調査費が組まれておりますので、７３年度からは事業に着手したいというふうに目論んでおります。教育委員の選挙についてはだれが責任を持つか、ということでありますが、いろいろ法律家の意見を聞いてみますというと、別に教育委員には責任はない、単なる事務上のミスである、というようなお話も承つておりますが、私の所管事項ではありませんのでなお深く検討しておりません。必要とあれば後刻それぞれの専門家から意見を聴してお答えしたいと思います。







○　宮城武君

　　第１２９回那覇市議会定例会に臨み、新政会を代表して平良市長の施政方針に対し質問を行ないます。

　　戦後長期にわたる米国統治に終止符を打ち、来年４月は民族の願望であつた祖国への復帰が実現する運びとなつたのでございます。戦後４分の１世紀にわたる歴史はわれわれにとつて非情であり、敗戦国民が等しく負うべきすべてのものを一身に背負つてきたのでございます。対日平和条約によつて里子に出され、ときには〝太平洋上の孤島〟といわれ、あるいは〝宿命の島、沖繩〟と表現されること幾たびかあつたのでございます。そのことはわれわれ県民にとつて常に重く、あるいは暗く、しかも遠くて長い茨の道を歩み続けてまいつたのでございます。

　　われわれはこのような戦後の長い歴史の中で幾多の困難と遭遇し、よき指導者を得て県民の汗と涙と血のにじむような努力によつて、常にこれを克服し今日の沖繩を築き上げたのでございます。将来もまた幾多の障害に直面するであろうが今日まできびしく生き抜いてきた沖繩県民の英知と力でこの障害に打ち克ち一歩一歩着実に前進し、明日に向つて大きく羽ばたき無限の力を持つておるものと確信するものでございます。しかしそのためには真によき指導者の実現なくして不可能であり、これを可能にするためにはどうしてもよき指導者に待たざるを得ないのでございます。その任に平良市長があると自負するならばおのずとその責任の重かつ大であるということを自認なさることでございましよう。ドイツの著名な社会学者であり政治学者のマツクス・ウエーバーが指摘するように、よき指導者は次の３つの点に留意すべきものであると思うのであります。一つは鋭敏な洞察力であり、今一つは実行力であり、最後の一つに誠意をあげることができると思います。復帰を目前に控え今こそ３０万市民が等しく平良市長に望んでおる基本的態度は正にその三つを自から責任の上で基本態度として、ぜひともやつていただきたいことだと本員は思うのでございます。このことを申し上げますのは、復帰が近づくにつれ市民の間に復帰不安というのが醸し出されております。これは市長の施政方針の中でも謳つておられる、なぜこのようにわれわれ民族の願望であり長期に亘つて望んできた復帰が実現するとなるや復帰不安が大きく、市民の間に敏感に反応しつつあるか、その点をしかと市長はみつめそのものごとの根元というものをえぐり出さなくちやいけないと思うのでございます。正に今市民は大きな希望と不安の交差する中で市民生活を余儀なくされておるといつても過言ではないのでございます。このような時期に平良市長は為政者として、今回を含めて過去３回施政方針を述べられております。施政方針の趣旨は予算の単年度制に基づきまして、自からの政策、あるいは市民に対する一つの指針の表明であると本員は考えるのでございます。しかしながら７０年、７１年、７２年の施政方針を一貫して流れるものは内容の変化というのが一つもないということでございます。ただ単に表現の違いこそあれ中身は全く同一のものである。よつて平良市長就任以来の市長としての経験、あるいは市長に就任以来、市民の心をとらえてそれを市政に反映するという姿が微塵も見られないのであります。まことにその点を残念に思う次第でございます。またこの施政方針というのはけつして二次計画じやないはずでございます。この７２年度会計年度中に平良市長がこれこれしかじかを中心に行なつていくという意思表示であるというふうに受け取らざるを得ないのであります。

　　しかしながらその中には、これまでいつも聞いた、また聞き古した言葉が羅列され何も目新しいものは見られないのが全く残念でございます。今回の施政方針は正直に言つてあわれな乞食物語をみるようなものでございます。施政方針の中で謳つておる、また過去においても謳い続けてきたことが何一つ実現したでございましようか。私はこれが市民に対する一つの指針であるとするならばこの施政方針に盛られたものは、絶対に実現可能なものを上げていかなければならないものだと確信するものでございます。単なる作文であり、単なる野におられる政治扇動家のアジ文書じやないと思うのでございます。少なくとも権威ある、また、３０万市民にとつては父でありまた市民にとつては道標であるのが市長であるはずでございます。この施政方針に盛られたものを市長がしかと腹をすえ、先ほどのマツクス・ウエーバーの論を引用するまでもなくしかと気持ちに止めて、これからの執行に精を出していただきたいことをお願い申し上げこれからお伺いを申し上げます。

　　最初に基本的なものでございますが、これは過去３回に亘つて出ておるいわゆる市長の評価をする意味においても、あるいは明るい那覇市づくりのための市長の基本的態度をお尋ねいたします。少なくとも真に明るい、豊かで住み良いまちづくりとは秩序の上にこれが構成されていかなくちせならないと思うのであります。そのためには自由で実り多い、社会がつくられるためには高い道義とすぐれた文化に培われた市民の良識が要求されると思うのでございます。その良識の下で秩序ある行為が行なわれその中から人間尊重という基本的な態度も生れ、立派なまちづくりが可能だと思うのでございますが、基本的態度として市長はどのようにお考えになつておられるか。これが第１点でございます。それから２番目に、都市建設はどうしてもやつていかなくちやならない、そのためには市長は先行的でありまた計画的でなければならないということを謳つておられます。その先行的ということは先行投資を指しておられるものだと思いますが、そのことも何回となくお聞きしております。今回の施政方針の中でもそうでなければならないとはつきり言い切つておられる。この年度において市長はそれを実現していく腹がまえであるのかどうかお尋ねを申し上げます。

　　３番目にこれも毎回の施政方針の中で出てくる問題でございますが、軍用地の開放、とりわけ与儀ガソリンタンク、天久米人住宅、マーニング社などいろいろ言われております。これは那覇市都計事業において大きな障害となつておるということを市長は認めておられる。それがこれまで何回となく市民向けやアピール材料として出ておりますがいつできるのか。ある程度の見通しをお聞かせ願いたいと思うのであります。

　　４番目に市民生活を守り、民主的な自治の確立をめざす行財政上の対策についてでございますが、市長は施政方針の中で具体的にその問題を謳つておられます。市民生活に大きな影響を及ぼすということは本土制度に平準化した場合に非常に問題がある。それは幾多各分野で論じられたことであり、那覇市におきましてもこれに対する特別措置、あるいは経過措置等の準備が当然行なわれていなければならない時期だと本員は考えるのでございます。しかしながらあと１０か月有余で本土に返ろうというその時期に、市長の下ではそういう市民要求の立場を踏まえての具体策がまだでき上つていないのかどうか。それと同時に教育委員の公選制、公務員労働者の既得権についてはこれを尊重存続させるうんぬんとありますが、あなたの力ではたして可能であるかどうか。これをお聞かせ願いたい。さて最後に財政上の問題について、市長は非常に苦しい今の財政状況というのを謳つておられる。今回本土政府におきましては復帰を迎えて、これまでの援助率より７１％増の６００億余の援助が琉球政府になされております。しかもその中で行政運営費の増というのは２倍以上である国家的義務経費及び県費のある部分については５５億の多額の費用を投じて琉球政府の財政の挺子入れをしておる。それにもかかわらず琉球政府の今回とつた措置、市町村に対する援助というのが皆目見当らない。それはどのような状況下にあつたのか、援助がふえれば金は市町村に流れてくるのは少なくなるのかどうか。そこら辺の真意を確めたいと思うのでございます。あとは自席において質問を行ないます。







○　市長（平良良松君）

　　マツクス・ウエーバーのことばを引用されてのたいへん格調の高いご質問でございまして敬意を表します。明るい街づくりには秩序ある行為が必要であります。ということは単なる復帰協定反対とか、即時全面返還といつたようなスローガンだけじやあだめだというご非難かとも思うんですが、地方行政においては、もちろん秩序ある行為手続きというものが必要でございまして、私はその都度、現在琉球政府あるいは総理府等と諸種の問題につきまして絶えず緊密なる連絡をとつて明るい街づくりのための計画を進めつつあります。都市建設について先行的、計画的であるべきだというがどのようなことをしておるかということですが。やはりこのことは現在までの那覇の発展状況をごらんになればわかりますように、市の計画が追つつかない前に都市集中化の現象がそれを上廻つておりますために絶えず都市計画というものが遅れがちになつておる。従いましてわれわれとしてはできる限り都市計画をしいて、その中に市民を受け入れる体制をつくつていかなくちやあいけない。そのためにはある程度の、むしろ大幅な先行投資を要求していかなくちやいけないということでその方面に努力を絶えず続けてまいつております。軍用地開放の問題を就任以来やつているが、これは市民向けのから宣伝であつて、その本当の解決にどれだけの努力をしてきたのかというご指摘でございますが、私はこのことについては屋良主席をとおして、あるいは私自身直接民政官、高等弁務官、あるいは外務省、アメリカ大使官、総務長官などに折衝を続けてまいつております。また総務長官をわざわざご案内して市内のスラム街の状況、都市改造、再開発の必要を力説してまいりました。それがある程度容れられまして、今日与儀のガソリンタンクについてはすでに日米協定の交渉が始まる前に去年の７月段階で主席、民政官から近いうちに開放するんだという公式の書簡をいただいておるわけであります。その他の軍用地の問題につきましてはいま確実な報告を受けておりませんけれども、新聞で伝えるところの状態は皆さんがご承知のとおりであります。従いまして単にこれは市民向けの宣伝というだけじやなくて、また私が言うから、言わないからの問題じやなくて実際に那覇市の都市計画の上から市民みんながこぞつて同じ意見にたつておるんじやないかと考えておりまして、その意見の上にたつて市長といたしましては現在まで懸命な努力を続けてきたし、今後も都市建設などとも結びつけましてその打開に努力していきたいというふうに考えております。復帰して行政が本土に移行するとそのまま本土自治体の基準を当てはめて物事を処理してもらつては困るということを主張しているが、それではその対策はどのようにとつておるかということでございますが、この件は単に復帰して自治体行政の中に入いるのは沖繩県を始めといたしまして、現在の５５市町村が等しく同じ悩みをもつておるわけでございまして、市町村議長会、町村会、市長会、あるいは行政府がいま開催しております県民会議、そういう中で地方自治に関する問題も取り上げて日本政府へ強く要請する態勢を整えつつあります。また一部すでにその要請がなされておるところでございます。財政問題につきまして、　今度琉球政府に５５億という大幅な援助があつたんだが那覇市には何もなかつたのか、それはどういうわけかということでありますが、これは琉球政府が沖繩県に移行する前に整備しなくちやいけないいろいろな財政問題がございまして、そういつたものを勘案されて、結局次年度予算につきましては政府の補助事業については各市町村ともゼロ回答といつたようなことで、これも那覇市の財政を窮屈にしておる一因になつております。事情といたしましては那覇市だけがそういうことじやなくて、やはり沖繩県全体がいまそのような復帰の過渡期にあつてアメリカ政府としてはすでに手を放しておる。日本政府としてはまだきめこまかい抱き取る準備ができていない。その谷間におつこちたひとつの過渡的な現象の中でこういう矛盾が起きたんじやないかとこういうふうに私は考えております。







○　宮城武君

　　市長は〝明るい街づくり〟についてちよつと取り違えていらつしやるようでございますのでもう一度念を押したいと思います。これはたとえば反戦平和であろうが、基地撤去であろうが、無条件全面返還であろうがそれをデモつたり何しようがこれは表現の自由でございまして、これは許されている範囲であつて、私が秩序と申し上げておるのは、秩序を維持する最小の機関というのは法律であるということでございます。少なくともわれわれはこの制度、法のよしあしは別にしまして、法秩序の中で現在の社会というものを維持しており、また人間生活を行なつておる。その法のもとにわれわれは忠実でなくちやならない、それを私は社会道義と呼んでおるわけなんです。そういうことを言つておるわけでございます。さてそれを前提といたしまして、当然市長はそういうりつぱな社会づくりをするための機関というものをもたなくちやならない、そうして市民に対しても〝明るい街づくり〟を呼びかけていくのであろうと私は思うのであります。しかしながら、あなたの足もとにおいて市民を指導し代表していくべきりつぱな公務員であるはずの方々が法を無視したとなつた場合、市長はそれに対してどのような措置を考えられるのであるか。市民には税金にしろ、いろいろな法律、規則というものを強要する。しかしながら自らは法律の運用においていろいろとあやまちをおかしていく、それで一体いいのか。それで指導者といえるのか、これは単にひとつだけじやない。また７０年度の決算にもみられますようにいろいろ汚職問題というのも出てきたんです。それについて７２年度の施政方針の中でも決して公務員の規律の引き締めとか、それをただしていくという項目をうたわれてない、ただ〝民主的な自治の確立をめざす〟ということはある。民主的自治ということは自らが内部体制を確立し、りつぱな公務員としてみんなから尊敬され慕われるようなものでなくちやならんと本員は考えるのであります。そういうところから自治の確立というものは生まれてくるのである。自らが守るべきのを守らずしておつて何が自治の確立といえるでございましようか、そこら辺を明快に答弁をお願いいたします。さて、２番目に都市計画について市長の答弁の中にありますように私が申し上げておるのはこの先行的ということでございます。また市長は前の施政方針の中にありましたようにスプロール現象というものに非常に悩んでおられる、どうもその都市計画が〝あとおい投資になつておる〟という表現もございます。それはそのとおりであろう、しかし私は前にも申し上げましたようにそれに対して十分なる対処策がとれるであろうということを申し上げたんです。また、それに対して過去一年間どのような努力をはらつてこられたのか私はお聞きしたいのでございます。努力をしたが力及ばずできなかつたのか、それともしなかつたのか、このふたつしかないと思うのでございます。よつてこれまで財政上どうにもならないとかそういうことじやなくして　　　また関連いたしまして、軍用地の問題にいたしましても何回も何回も〝努力しております、努力しております〟じやあしようがない。今年度においては努力したができませんでしたと、また来年度いたしますという答弁なら聞ける。できなければできない理由をご説明していただきたいと私はこのように思うのでございます。これは要求いたします。さて、財政問題でございますがこれも市長の答弁にあるように多分そういうことじやなかろうかと察しはつくわけでございますが、琉球政府に対する５５億はあつたがそれが那覇市には全然こないということをいつておるわけじやございません。いままで沖繩県民あるいは琉球政府が要求し続けてきた国政事務、それに対する事務経費が１００％負担されておる。そうすると当然、琉球政府の経費というのは軽くなろうと思うわけでございます。そういうところに財政援助も何もふえていないというのはおかしいじやないかという質問でございます。これは勘違いなさらないようにしていただきたいと思います。それからこの施政方針を一貫して流れておるものに私どもは非常に残念でならないものがございます。これは何かと申し上げますと、どうも市長の立場において出来そうもないようなことが書かれておるのでございます。たとえば教育委員の公選制を実現させますとか、ということだが、させるならさせると確答を願います。先程来申し上げておりますように実現させる自信がありやなしや、そこを一つ市長、明快にご答弁していただきたいと思います。







○　議長（辺野喜英興君）

　　おはかりいたします。実は７番議員平良玄昌氏が連絡によりますと今朝５時になくなられたようでございます。それでお宅からの連絡ですと、何しろ本会議中であるので議会のほうと連絡をとつて葬儀の日時を相談して决めたいということでございます。少々昼には早いんですが一応これで休憩しまして、２３番議員に対する市長の答弁は午後に待ち越して暫時休憩いたしたいと思いますがそのようにとりはかることにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて暫時休憩いたします。

（午前１１時３３分　休憩）

（午後　１時　５分　再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。明かるい街づくりのためには秩序を守つていかなければならないが公務員の中には法を無視しているものもいるがこれでは明かるい街づくりにならんじやないかというご指摘でございますが、どういう事項をご指摘になつたか今のところ私としては思いあたらないわけでございます。

ただ

　　　　　　　（「マイクが小さいよ」というものあり）

　社会秩序を守るために法を守るということはこれは法治国民の常識でございます。ただ、しかし法が法としての権威をもつためには、やはり国民大衆の利益につながる、住民福祉の向上につながる趣旨が生きて来なければいけない。沖繩の場合はそういう点に欠けるうらみが多々あるわけでございます。しかしその中でも悪法でも法は法なりといういい方もございますが、それは〝朕は法なり〟といつた封建的な考え方であつて、われわれは須べからず悪法というものは是正してゆく必要があると思います。また公務員が法を無視しているというご指摘につきましては、私も絶えず注意を喚起し督励いたしておりまして、いやしくも公務員にあるまじき行為については十分是正、指導し、場合によつては処罰もいたしてまいりました。都市計画につきまして先行的な投資が必要であるということをしばしばいつてるけれども、どういうものがそれじや今議会で先行投資的になつてるかということは予算書の中でいろいろご説明できると思うのでありますが、今逐一覚えておりません。ただ先行投資がどうしても那覇市の再開発に必要だということで、床次総務長官時代、私就任すると同時にそのことを強く申し上げましたが、間もなく退任されまして山中長官になつて、さらに去年このことを強く要求いたしまして、少なくとも那覇市の現行の都市計画を推進するためには、市長がそのために投資出来る資金の融資をぜひお願いしたいといつたら、大体どれぐらいかと、多いに越したことはありませんが５００万ドル、ないし少なくとも２００万ドルぐらいはお願いしたい、ということを申し上げましたら、研究してみよう、ということでありましたが、間もなくこのことは日本の自治体の中では国が県に融資するという方法はあるけれども、国が直接市町村に先行投資するための制度がないということでございました。しかし、われわれといたしましては、それでは琉球政府に対してそういう融資が出来るようにそして那覇市の都市計画がスムーズに進行出来るようなご配慮をお願いしたいということを申し上げております。従つて本年度の場合われわれが勝手に先行投資として遊休投資になるわけでございますけれども、そういつたゆとりは今のところありません。軍用地の問題についてもどのような努力をして来たか、ということでございますが累次先程ご説明申し上げましたように各方面多岐にわたつて私の要求を申し上げてまいりました。ただ現時点におきましてはわれわれの期待に反して与儀のガソリンタンク以外は復帰時点で那覇市民あるいは沖繩の地主に返還される見通しが立たない状態にあります。しかしこれは詳しく申し上げますと大へんいろいろな事情がございますが、小祿航空隊地域については全面開放してもらいたいという要求、これはほかの地区と同じであります。その中でどうしても自衛隊がこれを使うんだという趣旨でありまして、そのために私は自衛隊の投入に対しては反対であるということを中曾根長官が見えたときも直接そのことを申し上げ、さらにおつかけて防衛庁に行きまして長官にお目にかかつて縷々その事情を、ないしは沖繩県民の心情を申し上げてあつたわけであります。この間まいりました副幕僚長、陸将の方でありますがお名前は忘れましたがその方が〝市長が懸命の反対にもかかわらず第一次的には３,０００名、さらに６,０００名余の海上自衛隊を配置することになつた。そのことをお知らせしておきましよう〟ということでありまして、私は一市長であるので

　　　　　　　（「簡潔に」というものあり）

　一市長の反対運動でも国の大きな政策の前にあえなくねじ伏せられましたな、ということで非常に残念に思うのであります。それで今度は与儀のガソリンタンクにつきましてはこれは先刻ご報告申し上げましたように、去年の７月段階で撤去するという約束は取り付けてございますが、ただし予算の目途がつくまで待つてくれということでありまして、そういたしますと上の屋の問題、あるいはマーニング社占有の問題については、那覇市長が現地でやきもきしている以外にはこの日米交渉の中でも一歩も前進していないということになるわけで私としては極わめて不満に思うのであります。さらに上の屋の問題につきましては早く構想を示せということでありまして、そのことについては私は出来るならばこれを市民公園として使用したい。しかしその中には自分の住む土地さえない地主がこの開放を待ちあぐねているので、ある程度地主に早速返還してもらいたいということで、その坪数はどれくらいか、これは地主の意向を聞かなければわからないが、その他の計画を考え合わせて少なくとも３分の１は地主に返還し、そして地主の協力を得られるならば残り３分の２の４０万坪については一つに、そのうちの１０万坪を将来来たるべき国体準備としてそれに当てたい。残こり３０万坪を市民公園として振りあててみたいと申し上げましたら、それについて詳しい計画を出せということでありますが、しかしご承知のようにこのことについて財政的な裏付けが一つも示唆されておりません。そこで具体的な計画の作りようがないわけであります。もう一つには具体的な施設の配置をするためにも２,０００名余りの地主の一筆々々の境界線、地積、あるいは地筆の調査、測量、設計ということが立入り禁止されてる状態では到底不可能である。だから構想だけは申し上げられるけれども具体的な計画ということは出来ません。しかし少なくともその幾分かを早目に解除していただくように政府のご努力をお願いするということを繰り返えしたびたび申し上げており、また事務段階でもそういう折衝をいたしております。これにつきましてはなお詳しいことを申し上げますと総務長官のほうでは懸命にこの努力をなすつておりますが、ただアメリカといたしましてもこの那覇の周辺から立ち退きたいという意向であります。ところがそのためには１,２００世帯を収容する他の施設をつくらなくちやいけない。それは即時にはできない、そしてそれは日本政府が肩がわりしてもらえば早目にできるということを考えているようであります。しかし、それに対して大蔵省といたしましては１,２００世帯を収容する施設をつくるために莫大な資金がかかる。さらに、この６０万坪の開放をしたときに地主への復元補償という問題がある。その上さらに那覇の都市計画でそういう構想を持つているとすると、これは天文学的数字になるのでとうてい応じかねるといつた大蔵省の非常なきびしい態度に直面しておると。そして難行しておるということでございますが、私はこれに対しましても上之屋の米人住宅の移転ということ、即時開放ということは要求はしているけれども現実の問題として、きよう開放してあしたから引つ越せ、あしたからガラあきにしろ、ということもこれはできない話。やはりそこには年次的な計画でもつて移転をさせる。そしてわれわれが立ち入り、測量、調査をできるような状態にしていただければその他の公共施設の設計もできるんじやないか、と。それは年次的に行なつていいことではないか。また、戦後何もない那覇市に対しまして市民公園、あるいは公共施設ということで現行の地方自治法の中でも国の分担区分、県の分担区分あるいは市町村自体の持ち分というふうにあつて、必ずしもまるまる国が負担するということではないはずである。それにいま要請されておる、近い将来開かれる国会に沖繩特別措置法というものが立法されて、その中で諸対策がきめられるということであれば、その中でそういう沖繩の復興に対する特別助成ができるんじやないか、ということも申し上げましてとにもかくにも早急に開放してもらうように、という進言を、交渉をやつておる最中でございます。ご参考までに申し上げますならば、戦災復興特別資金を持つてくるといつたじやないか、という先ほどの５番議員のご指摘もございましたが名称は必ずしもそういう固定したものじやない。たとえば広島市の場合、広島平和記念都市建設法といつたようなもので多額の援助を得ています。長崎の場合は、長崎国際文化都市建設法というものが出ておる。それからその他の佐世保、呉、舞鶴、旧軍港都市につきましては旧軍港市転換法といつたような法律がございまして、それぞれ新しい都市計画についての特別措置がうたわれております。沖繩の場合、２５年たつた今日そういつた特別措置がうたわれるのは当然である。またわれわれはそれを要求しなくちやいけない。そういう中で沖繩の都市計画を進め、そしてそれに要する財政問題も解決していきたい、とこういうふうに考えております。







○　宮城武君

　　答弁で大部時間とられまして、持ち時間は市長のも私のもいつしよの時間の中で包含されているんですよ。答弁はひとつ簡潔にお願い申し上げます。時間がございませんので最後にお尋ねいたしますが、先ほどの市長の答弁の中で法を守らなくちやならない、秩序維持のためには法を守ることから出発するんだという答弁があつたんですが、また公務員の中に法を無視した者があるがどういうのを指摘しているか自分にはわからない、という答弁でございました。私が申し上げておることは、社会正義の確立ということはひとつの規律や機関がなくちやならないということでございます。それが公務員というのは現在執行中のすべての規則や法律に照らし合わせて業務の遂行をなしていくのが公務員の職責だと思つております。それについて違法行為があるとしたら市長もこれに対して十分なる対処策を講じていく、という先ほどの答弁がありましたので、これは一般質問の中で譲るといたしまして、今回はこれにてとめておきます。

　　さて、いままでもろもろの答弁の中から出てまいりましたのは、この予算議会は復帰前最後の予算でございます。いまや３０万市民は市長を先頭にして最後の時点に取りかかつておるのでございます。野球にたとえて申し上げますならばまさに９回裏でございます。しかもいまや同点ランナーを２塁に置きまして２ダウンで市長がバツター・ボツクスに入つておるんですよ。しかもその中から見ますと２ストライク３ボールなんだ、と。一体ここで市長がヒツトを打つのか、それとも三振をするのかの瀬戸際に立たされておる。これまでの過去２回の施政方針の中ではわりと三振があまりにも多かつたんですよ。そこで私どもはひとつ市長に知恵でも差し上げて相手の投手の球の質度を見極めていただいて、そこでひとつヒツトを飛ばしてもらいたいと。

　それが心情でございます。あなたはそこで三振でもしようものならば３０万市民に後顧に憂いを残すんですよ。そういう意味合いで体内においては綱紀を粛正をして、外部に向かつては大いに胸を張つて市民の先頭に立つて要求は要求、やるべきのはやるという姿勢を堅持して前進してもらいたいと思います。

　　そういう意味合いで市長がほんとにしかとやつていく決意を私はお伺いしたいと思います。







○　市長（平良良松君）

　　まことに時宜を得たご警告をいただいて感激をするものでございます。われわれはいま与党、野党という立場を離れて沖繩県全体の運命をどう切り開いていくか、その中で那覇市はどういう役割を果たすべきかということを痛感し、ただいまのご指摘に十分沿うように努力したいと思つております。私は上京いたします際も与党、野党の国会議員を問わずお集まりをいただいて、私の上京の目的あるいは努力していただきたい点をそれぞれお願いしております。その点は単に嘘つき市長とかでたらめ市長とかという罵詈ざん謗の場でなくて、ほんとに那覇市をこの復帰時点でどのように建て直していくかということは衆知を集めて画策していきたい。そのためのご協力を与野党をあげてぜひお願いしたいと存じます。







○　仲村正治君

　　１９７２年度の市長の施政方針に対して質問をいたしたいと思います。沖繩の本土復帰もいまや秒読みの段階に入り、市長がご指摘のとおりいまや沖繩の歴史の転換期をむかえての重大な時期であり、政治を担当するものの政治的手腕、あるいは行政執行の能力が何にもまして要求される時期であります。しかし、平良市長のことしの反戦論文は何も目新しいものがなく、市民要求にこたえるだけの力がないものだと考えておるわけでございます。平良市長の去年度の施政方針は２５ヵ年のアメリカ統治の中から出てきた積年の弊害から都市建設は前進しないんだ、とみずからの行政能力のないことを棚にあげて責任転嫁もはなはだしい発言をしておられましたが、これに対する議会の反応は〝糊とハサミの作品〟とか、〝絵に画いたボタモチ〟とか、〝なかみのない浦島論文〟というふうにきびしく批判をされていたわけでございます。

　　その反面、２５年の積年の弊害を積み重ね市政５０周年の歴史をむかえた那覇市の市政の発展と、政治の足跡を大きく評価するもろもろの記念式典を進めているのでありますが、市長が言つているように積年の弊害が那覇市政の発展を妨害しているということであれば、何もお祝いや記念式典を市民の血税を使つてする必要はなかろうかと思うわけでございます。

　　那覇市政５０年の歴史は前半２５年の戦前と、後半２５年の戦後に大別されますが、戦前の２５年はもちろん沖繩の政治、経済、文化の中心地として栄えたわけでございます。当時は平年作、約１００万トンくらいの砂糖、現在ではあれだけ軍用地に取られても２０万トンから２５万トンも砂糖が出ておりますが、これを那覇港を拠点として積み出し、それの売り上げで沖繩の経済を支えるという、きわめてさびしい経済活動の中で人口わずか６,７万の土地であつたのが、後半の２５年で人口も３０万近くになり、市域も拡大され都市施設も前半の２５年と比較にならぬほど発展してきているので、５０年の歴史の発展を祝うのは当然でありましよう。しかし、平良市長は就任以来３ヵ年にもなり、いよいよ市長の任期４ヵ年目の総仕上げの年に入ろうとしているというのに、市長が市民との公約として先ほども出ておりましたけれども、戦災都市復興資金、これは名前はどうでもよろしゆうございます。その他の援助金引き出しによつて推進するんだ、と約束した都市建設やその他の市政について議会で追求されるたんびに平良市長の口からはね返つてくることは〝できないのは平良市長のせいじやない、２５年間のアメリカ統治の積年の弊害があるからだ〟とみずからの行政能力のないことをさらけ出している状態でございます。私は那覇市が市政５０年の歴史を土台に次の５０年にむけて新しい発展の歴史を切り開く意義ある時期と、さらに沖繩がアメリカ統治から抜け出し本土に復帰する歴史の転換期に、平良市長のような詭弁を使つてその場をごまかし、ゆきあたりばつたりの政治に明け暮れている行政能力のきわめて低い人に市政が担当されていることこそアメリカ統治のひずみの生み出したひとつの弊害だと私は考えます。われわれはこのようなアメリカ統治の中で長年待望し続けてきた本土復帰もいよいよ来年４月を目途に秒読みの段階に入つておりますが、県民が安心して復帰できるように返還作業を進めることは、沖繩の政治を担当している革新屋良政府をはじめ平良市長らの当面の責務でなかろうかと思いますが、これについてどのように復帰対策を立て、それがどのようにあらわれてきているかお尋ねいたしたいと思います。なお２５年のアメリカ統治下における積年の弊害による市政の混乱、市政５０年祝賀のとらえ方についてお尋ねをいたしたいと思います。次に、市長は日本国憲法に基づく地方自治の確立、都市建設をするための対策、市民福祉の本土並み達成をはかるように努力する、と言つておられますが、片方では復帰して日本の制度の中に平準化されることは自治の後退である、と言つておられますけれども、このことは市長が今日まで言つてこられたところの、那覇市の市政が前進しないのはアメリカの統治下で自治が著しく制限されておるからで、まずは地方自治をわれわれの手に取り戻すことであり、そのために即時無条件全面返還を主張されたことは相反することがらだと見受けられますけれども、復帰によつて今まで以上に地方自治が制限されるということを本気で考えておられるとすれば大きな問題だと思いますがこれについてお尋ねいたしたいと思います。３点目に、市長は那覇市の都市計画を進める上において軍用地が大きな障害となつて、軍用地以外の部分に道路、公園、学校、住宅、保育所その他の公共施設を配置することは至難のわざだ、と言つておられますけれども、軍用地以外の現在の市域において今後これらの公共施設はもうこれ以上つくることは困難であるということでありますか。あるいはほぼ完備されたのでこれ以上つくる必要はないという意味であるのか、あるいは軍用地が障害になつておるのでそれを開放しないうちは全然手がつけられないという意味であるのか。この点についてご答弁をお願いしたいと思います。あとは自席から質問を続けたいと思います。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。今までの再三にわたる議会答弁は全部責任転嫁の論である、というお叱りでございますが、私は事態を率直に申し上げ先ほどご説明申し上げておることも私の持つべき責任を十分関知してのご説明を申し上げているわけでございます。本土政府の援助を引き出してやるんだ、と言つたがちつともできていないんじやないか何をやつたかとおつしやるわけでございますが、これは毎年の予算書をご検討いただけば何を引き出してきたかは十分おわかりになると思いますが、念のために申し上げますと、内容の細目にわたつてのご説明は省くことにいたしまして、１９６９年度の予算の中で日政援助は１５８万７,３７８ドル、７０年度予算ではそれが約倍になりまして３３９万８,９７４ドル、７１年度予算では３７２万０９０７ドル、７２年度は６７５万８,４３３ドルとなつておりまして遂年増加の一途をたどつておるわけでございます。このようにいたしまして日政援助は逐年ふえておりますが、これを私一人の努力というわけではございません。このような県民の要求が相い集つて大きな政治的な力となつて、このように明るい見通しができてきておるわけでございます。また本土へそのまま復帰した場合、地方自治体の平準化となつて自治が後退するということは、今まで復帰を要求して即時無条件全面返還といつていた要求とは矛盾するのではないかということでありますけれども、これはけつして矛盾をいたしません。われわれの即時無条件全面返還要求はあくまでも沖繩県民の権利を主体として実現されるべきものであるという主張でございます。今日本土におきまして地方自治が３割自治だと、もつと自治権を拡大しろという要求がございます。私ども復帰の時点で今まで沖繩県民がアメリカの施政権下においてさえ戦いとつてきた権利というものを、この際さらに大巾に前進させる努力をしなくちやいけないというふうに考えるわけでございます。また平準化といいますと現在日本の自治体の中であてはめられてくる諸種の補助基準、施設基準というものをそのまま１００万人単位、あるいは３０万単位のスケールにしてもらつては困る。その中でやはり戦後２５年間の較差を是正する、そういう意味でプラスアルフアーはつけて措置してもらいたい、その要求もしなくちやいけないということも含まれておるわけでございまして、けつして復帰したら自治が後退するといつたような論にはならない。復帰する時点でさらに絶えずそういう要求を推し進めていかなければ自治は後退するということであります。われわれはあくまでも日本の本土の自治体とも手をとつて自治が前進する方向に、この復帰も役立たさなくちやいけない、そういう意味で申し上げておるわけでございます。軍用地が開放されなければこれ以上は那覇市の公共施設はできないということでございますが、これはできますし、また現在やろうと思つております。ただしかしわれわれは市内にこのような軍用地を沖繩の那覇市民の困難を無視して存置されるということは絶対許せないことであり、またこの軍用地開放の問題を避けて通るわけにはまいりません。従いまして軍用地の開放については先ほども申し上げましたように努力をいたしておりますが、それが実現するまでの学校の建設、保育所の建設、その他公共施設の建設にも努力をいたしております。







○　仲村正治君

　　ただいまの市長の答弁からいたしますと何も日政援助はもらえなかつたんじじやない、年々ふえているということでございますけれども、これを如何に予算を執行していくかここが問題でございます。私は予算の上で本土政府援助は毎年ふえているということはよくわかつております。しかし去年、今年とこの執行状況をみたらけつして順調な執行がなされておるものだとは思つていないのでございます。それでも私どもといたしましてはまだ本土政府の援助で那覇市の都市計画は進められるべきだという考え方をもつて、議会のたんびに市長に迫つているわけでございますが、市長はこれはアメリカの統治下の中でアメリカの軍事優先政策の中では那覇市の都市作画は思うように進められないということでございますけれども、本土政府は復帰を待たずして年々その財政援助措置をされておりますことはよくわかつております。しかしこのどんどん増加された予算に対応するだけの那覇市の自己財源が問題でございます。平良市長が市長になられてからほとんど８００万ドル近くの土地が売り払われております。今年の予算の中にも６０９万７,２８２ドルの土地売り払い代金が計上されております。このような状態ではあと平良市長が１か年続くと那覇市の固有の財産が全部売り払われてくるということになるわけでございます。私が行政能力がないんだという所以はそこでございます。市長は一体今後の那覇市の自己財源をどこに求めるつもりであるか。これをお尋ねいたしたいと思います。さらに今巷間では、県民不在の返還協定粉砕という声が聞こえます。おそらく平良市長と考え方を同じくしておる人たちだと思いますが、これは多分今進められておる返還協定を粉砕して、そのような考えをもつ人たちの要求がいれられなければ復帰はしないという意味だと解します。いずれにいたしましても県民の要望が十分いれられないといたしますならば、それが県民不在であるといたしますならば、沖繩の政治を担当している屋良政府、あるいは那覇市の市政を担当しておる平良市長らの責任が問われられなければならないんでございます。場合によつては辞めてもらわなければならないかもしれません。特に平良市長はこれまで沖繩返還の具体的な措置の本土並み達成実現のために、琉球政府の県民会議にも参加されたとのことでありますが、そうであればその責任はなおさらであると思います。これについて市長の答弁を求めます。さらにあと１点でございます。市長は那覇飛行場を中心とする軍用地を開放を要求すると言つておられますが、これはけつこうなことであります。しかし那覇市民の中には彼らの生活が軍用地、あるいは基地に密着した生活をする者があるならばこれを無視することはできないはずだと思います。軍用地開放や基地撤去に対してはそれに生活を依存しておる人々が軍用地を開放されても、あるいは基地が撤去されても生活に困らないように十分な配慮が必要でなかろうかと思うわけでございます。市長はこれに対してどういう対策を立ててきたのであるかお伺いしたいわけでございます。那覇空軍基地の整理縮少で従業員約１,８００人中１,２００人ぐらいが整理されて職を失なつております。軍関係業者が仕事を失ない遊休状態におちいり今や小祿はゴーストタウン化の危機に直面しております。小祿地区内の市民は経済的混乱のうちに危機に立たされておるといつても過言ではないのでございます。それを年間収入で計算いたしますと、現在従業員の給料で約２５０万ドル、貸住宅の家賃収入が約１３５万ドル、基地占用大型タクシー５０万ドル、ラウンドリー業が６０万ドル、軍用地料が８９万ドル、ざつとこれだけでも５８０万ドルになります。ところが即座にたち切られれば関係市民はたちまちにして生活の糧を失うということになりますが、市長はこれらのことについてどのように配慮をしておられるか、また実際に調査をしておられましたらお聞かせ願いたいと思います。







○　市長（平良良松君）

　　毎年毎年那覇市の財産を切り売りして予算を作つて、すでに平良市長が売つた予算が８００万ドルになつておるというご指摘でございますが、これは歴代市長ともアメリカ政府援助、あるいは日政援助による都市建設にはそれぞれ対応費を捻出するのに非常に苦労されておりまして、ちなみに６６年度の土地売払代金が１,５９８,２５８ドル８０セント。６７年度が８２０,３９０ドル３０セント。６８年度が３５１,３９１ドル７５セント。６９年度が４５７,７６８ドルとなつておりまして、都市計画事業を遂行するためにどうしても対応費を出さなくちやいけないが、それは通常収入、市税などではとうてい間に合わない。そこで財産を売却して新らしい施設をつくる、財産をつくるということで今日進められてきておるわけでございます。そこで７０年度の１,０７５,９２４ドルの土地売却をなしておるわけでありまして、７１年度は８３４,３０４ドルの予算額になつております。今年の予算書におきましても６００万ドルの土地財産処分が計上されておるわけでありますが、この原資はご承知のことかとも思いますが４００万ドルを琉銀から借りまして埋立事業をやつて、その返済金にあてるため理立地の売却代金をもつてこれに当てているわけでございまして、これは事業が済んでしまうと新らしく土地を造成するなどという目途がつかない現在、まさにご指摘のとおり、今後日政援助がふえましてもその対応費には非常な困難を来たすわけでございます。そこで私は先ほどから申し上げますように、終戦以来今日までいろいろ那覇の復興のために投じられてきた市の予算を分析検討いたしまして、国に対して相当の援助の配慮をしてもらいたいという準備をいま進めておるところであります。さらにこれから進める都市建設につきましても格段の政治的配慮を要求していくつもりでおります。

　　そこで今度は那覇飛行場の開放後の処理問題でございますが、これは那覇市だけではなく各地において非常に頭の痛い話になつております。しかしそうかといつて軍事基地をそのまま認める、いつまでもアメリカさんで使つてくださいというわけにはまいりません。われわれはおそかれ早かれこういう時点に到着することは前もつて覚悟をしていたはずであります。しかもこの開放後の処理についてこれも日本政府に対してあくまで強い態度で要求していかなくちやいけないということになろうかと思うのであります。たとえば本部の飛行場、あるいはその他の黙認耕作地などをいきなり返還されまして戸惑いをしている地主はたくさんある。また那覇飛行場の開放のあとで、軍用地主や周辺の市民がこうむる収入減そういうものを調べてみたかというご質問でございますが私は直接には調査をしておりませんけれども資料としては取り入れられております。それらの問題について県民会議でもたいへん論議になりまして、このことについては、たとえば農地を開放した場合復元補償を要求することと、さらに５ヵ年間、作物ができて農家収入が見込まれる時点まで、政府が特別の補助をしてもらいたいという要求を出しておるわけであります。そのようなことで那覇飛行場の開放後の処理につきましては、これから主席、琉球政府において適当な対策を取られるでありましようが、それに対して私も強い進言をしていきたいというふうに考えておるわけであります。







○　仲村正治君

　　ただいま市長の答弁をお聞きいたしまして啞然としておるわけでございます。１０年も２０年も前から即時基地撤去を唱えている平良市長がいきなり返還されればそれに対応する考え方をもつていない、しからばそれによつて生活をしている住民はすぐあしたからの生活に困るわけでございます。そういう面を十分今後配慮していただきたい、かように思うわけでございます。さらに、また市長は那覇市の軍用土地連合会の役員会に呼ばれて、軍用地主の意見を聞かずにいわゆる軍用地主不在の開放を要求するなと言われたと聞いておりますけれども、今後もこのような形で軍用地開放をするのであるのか。また開放される土地についていろいろ公共施設をつくるんだということを言つておられますけれども、これもやはり開放後、その個々の地主とよく相談をしてやるべきじやないかと思いますけれどもこれについて市長の答弁をいただきたいと思います。

　　（「議長、議事進行について休憩の動議を提出いたします」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後１時５２分　休憩）

（午後１時５３分　再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。地主不在の開放要求をするなと言われたことはありません。土地の開放については、この前も那覇地区の連合会長である赤嶺慎英氏の催す軍用地主の幹部会にも招待をされまして、〝軍用地開放については積極的に取り組んでもらいたい〟ということでありました。ただしその際、その後の措置については十分に地主と話し合つてもらいたいということ注文を受けております。さらに先ほどご説明申し上げましたように、日本政府に対する具体的な対策が立たないということもそのことが起因するわけで、軍用地主の意見が必ずしも一致しないといううらみはございますが、しかしそうかといつて軍用地をいつまでもそのままにしておくということもできない話でございまして、この点について市長としては懸命な努力をいたしております。以上。







○　金城重正君

　　野党議員の信頼を受けまして平良革新市政３年目、その施政方針に対しまして質疑をできますことを本員は非常に光栄に思う次第でございます。さて異民族支配２５年、それに別れを告げまして来年は名実ともに祖国の平和憲法のもとに帰えるわけであります。戦後２５ヵ年間は茨の道であつたし、ひとつびとつの事例を取り上げましてもそれは血と涙で結ばれた激動の長い年月であつたわけであります。すなわち、１００万県民の血のにじむ歴史であつたわけであります。その年月、１００万県民は祖先伝来の強固な意志と負けてたまるかという力強い努力で今日の沖繩の基礎づけをしてまいりました。さて、歩んで来た道を振り返つて見ますると、どれもこれも思い出の深いものばかりでついきのうのような気がするわけであります。本土復帰という願望は果たされました、しかし内外の諸情勢に思いをはせるとき沖繩の行く道は決してなまやさしい道ではありません。行く道は長く、また茨の道を踏み越えて行く決意と努力は沖繩の限りない発展のため欠くべからざる要素であるわけであります。一言で言うならば〝日暮れて道遠し〟でございます。復帰によつてすべてがバラ色の楽園になるとは決してないのであります。県民、市民やる気十分、英知を結集し新時代に向つて、いかにして対処していくかという心がまえこそ大事である。いたずらにイデオロギーに固執し、反国家的言動では決して市民福祉の向上をはかることは困難であるわけであります。特に政治家は不退転の決意を要求されるときであります。那覇市政の要諦はいかに住み良い豊かな明るい都市建設をするかであります。政治家の真の姿は言行一致いかなることがあつても責任のがれをしてはいかないのであります。謙虚な気持で事の解決に体当たりをしていかなければならないのであります。私たちの先客はこういうようなすばらしいことばを残しております。〝フミリスシラリヤユヌナカヌナレーサタンネームンヌーヤクタチユガ〟ということを私たち後世に残しております。政治をするものは、市民のためかくあるべきと思うときは断固、事に当たる決意が必要であり、党利党略のため、または自己保身のため人気取りのための政治であつてはならないのであります。そこで平良市長の施政方針を伺つてみまするというと、本員は市民の期待するものとはほど遠い中身になつておるように感ずるわけであります。これはただ美辞麗句を並べた中学生の作文であり、市長が公約したものはひとつも見当たらないわけであります。いやしくも市民と公約したものは、３ヵ年経ちました今日、これの実現のためささやかな心づかいがあつてしかるべきだと本員は考えます。まずひとつに税金を安くやりますという約束をしたけれどもこれはどうなりましたか、物価を安くすると約束したけれどもこれはどうなりましたか。

　水道公社を民移管し、水道料金を安くするということをいいましたがこれはどうなつたんです。都市計画事業の基本である区画整理はどうなつてるのか。先程の議員諸公の質問の中にもありましたように戦災復興資金はどうなつているんです。これで本当に市長として市民に対して申しわけが立つかどうか。私は不憐に思うわけであります。すなわちこの施政方針、平良市長の政治姿勢を検討すればする程、自治の確立とはいいながら主体性が一つもない責任のがればかりの作文になつてるやに本員は思います。その内容をみますとこうなつております。７２年は復帰をするが主として住みよい都市造りのために、都市としての機能を充実するためにやるべき仕事はたくさん山積みしておるということを前段に謳つております。そのために軍用地がわざわいしておりますので難しい。いわゆる文化都市としての那覇市の建設は軍用地に起因してなかなか出来ないというふうに責任転用をしております。そしてこれが開放されれば私は何でも出来ます。こういうようなことをおつしやつております。４番目に、琉球政府の財政硬直でお金がありません私が悪いのではありませんというように結ばれておるんです。これはたとえば蜜柑の木に花を咲かせましたが実はつきません。実がつかないのは私の責任ではなくてほかの方々の責任であります。こういうような文章になつておるわけであります。しかしです、今度の議案を見てみますと財政硬直とはいいながら職員を１３７名も増やさなければならない。これをざつと計算いたしましても２４万ドルになつておる。こういうような状態にこの施政方針の内容はなつております。本員はこの施政方針こそ漫談以上の施政方針だと考えるわけであります。そこで具体的に私は市長に伺つてみたいと思います。市長は県都としての体制をはかるとされておるが、その中で真に新沖繩の政治、経済、教育文化の中心都市となる条件をつくり出すことを謳われておりますけれどもその条件というものは何であるか、これを具体的にご説明していただきたいと思います。第２点目に、この施政方針の中で７２年に国体があるとされておるが７２年に国体があるのかどうか、これについてお伺いいたしたい。第３点目は、都市建設が可能な主体的条件うんぬんをおつしやつておりますが、都市建設が可能な主体的条件とは何か。４点目に、教育委員の公選制を謳われておりますけれどもこれが出来るかどうか。第５点目に、那覇市が起債で実施した国家的事業とは何か。これを具体的に示していただきたいと思います。最後に先般の施政方針の中で市長は〝那覇市はスプロール現象を起こしておる〟ということを謳われております。施政方針というものはその年度に具体的に何をやるということでなければならないはずであります。しかし、昨年スプロール現象というものが起つており、そして、その解消につとめなければならないということをおつしやつておりますが、それはどのような形になつてるか、この６点についてお尋ねいたしまして自席から引き続き質疑をいたしたいと思います。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。大へん盛りだくさんの内容で、それをまた簡潔に答えろというご注文で非常に市長も至難の業だと考えております。主体性のない考え方で全部軍用地に責任転嫁をしているということでございますがこれは先程もご説明申し上げましたように軍用地の存在が都市計画の進行に大きな障害になつてることは否めない事実であります。それなら何をやつたかということは具体的にこれこれこれだけの施設はいたしますと申し上げております。また、琉球政府に責任をなすりつけて自分は涼しい顔をしているということでございますがこれも事実を申し上げておるわけであります。琉球政府の責任にして自分は責任を負わないということでございますが、これは地方財政の組み方がそういう仕組みになつておるのでそういう穴があいたという事実を申し上げております。定員増につきましては、これをいろいろな法規関係をご審査になつていただければ定員は増さなければいけない状態にあるということはご了解いただけると思います。７２年の国体とは何だとおつしやいますが、復帰記念国体でございまして７２年度に復帰する、７２年の復帰を記念する国体ということでございます。７２年に国体があるのではなくて７２年に行なわれる復帰を記念する臨時国体が７３年に行なわれる、これは周知の事実でございます。主体的条件とは何かと申しますと、これには財政的な裏打ち、あるいは先程申し上げました軍用地みたいな障害物の除去、それと軍用地主の協力体制を整えてゆくことでございます。教育委員の公選制は市長が勝手に出来るかということでございますが、これは難しいからこそ、われわれはこういつたことを県民要求として訴えてゆく。これを決定するのは国でございまして、しかし国がやらないからといつてそれじやわれわれがそれに盲従するということは、そこには民主主義の進歩はない。住民があくまでも要求してゆくということを国に強く要求してゆくことでなければいけない。そこにおいて公選制の維持ということを要求するということでございます。那覇市のスプロール現象ということはどういうことか、たとえば石嶺、古島、真嘉比は都市計画がなされないままにどんどん人家が立ちまして、そのあとから水道を入れてくれ、電気を入れてくれ、下水を造つてくれという状態になつておりましてそういうことがスプロール現象だといえると思います。







○　金城重正君

　　確かに短い時間で説明をやつていただきたいということになると、市長もなかなか説明のしようがないと思います。まつたく時間が足りません。あと８分でございます。そこでただいまの質問に対して市長は具体的に何ら答弁はやつていないんであります。しかし実際にこの施政方針をみると何ら主体的なものが書かれてない。先程２３番議員が質問しておりましたように市長というものは何も野にある政治家のいうようにアジテイシヨンするのが市長の説明ではない。来年復帰しようとしている。そういう重要な時期に一体どのような調子で市政を運営していいかそこら辺に疑問があるのであります。そこで私は具体的な問題については一般質問にゆずりまして本当に問題はです、私たちは来年に復帰を控えてこのような調子で那覇市の建設が出来るかどうか、格差のないままに本当に復帰が出来るかどうか、そこら辺に問題があります。そこでまず市長の足元から詰めていかなければならない。少々具体的に申し上げると今、国場川ぞいの古波蔵よりの河川、これを見ましても、この施政方針の中に環境衛生の強化をはかるということを謳われておりますがそれがどのような状態になつてるかということを市長はご存知であるかどうか。これが１点。もう１点は久茂地川ぞいに道路の上に不法建築をして業務を行なつてる業者がおるがこれを市当局はご存知であるかどうか、この２点から一つご答弁をいただきたいと思います。







○　市長（平良良松君）

　　環境衛生の整備を強くうたつておりますが、また私自身その努力をいたしております。国場川を見ておりますと本当に不衛生な川の流れになつております。この状態も改善されなければいけないわけでございます。これも責任転嫁とおこられるかもしれませんが、河川行政というものはやはり政府がもつと積極的にやつていただかないと、那覇市の財力ではちよつと及びがつかない状態になつておりまして、それは琉球政府に事あるたびに要請いたしております。それから久茂地川ぞいに不法建築が乗つかつているがということでございますがまだ報告を受けておりません。







○　金城重正君

　　市長の答弁はまさしく責任転嫁であります。私は昨日国場川ぞい古波蔵一帯を見てまいりました。きのうの午後４時から６時までの間、そうしますというとそこには那覇市の看板が立つており〝ここにちりを捨ててはいけません、法により処罰されます〟と書いてあります。ということは護岸と川の中に土をたくさん埋め立ててブル２０台がそこに放置されております。さらにカラびん収拾やがおうちをたててそこでカラびんの営業をいとなんでいる。さらに、石川材木店が河川からずつと川ぞいに埋立てて原木をたてている。さらに川ぞいは護岸のほうから長い所で１０メートル、短い所で２,３メートル土を一ぱい入れて野菜造りをしている。一体全体那覇市はそこに看板をたててるけれども誰がたてたのか。これを明確にしていただきたい。さらに久茂地川ぞいの道路の上に不法建築があるのを聞いてないということでありますが、久茂地川ぞいのスバル自動車代理店前、そこは道路上でございます。そこに一軒の堀立小屋をたてて門札業を営んでいる方がおりますが、こういうような不法なことがあつていいのかどうか。この２点についてご答弁していただきたい。







○　市長（平良良松君）

　　ただいまの国場川の不法投棄の問題につきましてはことあるたびに警告を出し、あるいは自治会等を通じても不法投棄を禁止する、また建築業者に対しても不法投棄を禁止することをしばしば警告しているわけでありますが、なにしろ監視の目の届かない時間にそういうことが相変わらず行なわれておりまして、市民道徳の低下もさることながらこのことは強く市民の問題としてアピールしていつて、このような不法な行為をする人のいないように根絶するように努力していきたいと存じます。

　　久茂地川のスバル自動車の隣の問題につきましては後ほど調査をしてご報告申し上げたいと存じます。石川材木店の隣でございますが、これが何か不法占拠をしているわけですか。







○　金城重正君

　　その石川材木店のずつと上のほうからずつと下のほうまで石川材木店が原木を置いていますけれども、あの河川一帯ずつとなんですよ。市長行つて見てくださいよ。







○　市長（平良良松君）

　　十分調査をして対処いたします。







○　金城重正君

　　時間でございます。先ほど指摘しましたものから施政方針と関連して質問をするつもりでございましたが、時間がございませんので一般質問と委員会のほうで質疑をしたい、とこういうふうに考えます。







○　中村昌信君

　　本員は沖繩社会大衆党所属議員団を代表いたしまして施政方針について質疑を行ないます。質疑を行なう前に開会冒頭に新政会代表の議員は、革新の嘘つき市長うんぬん、公約が果たされないうんぬん、平良独裁市政を行なつているうんぬん、市長は精神分裂症を起こしたのではないかうんぬん、またあわれなこじき物語を語つたものであるうんぬん、責任ある計画もなく絵に画いたボタモチのごとく批判されてもしかたがないうんぬん、市長は詭弁を使いゆきあたりばつたりうんぬん、主体性のない、責任転嫁であるうんぬんと新政会代表は昨年も同様、ただ反対せんがための反対ばかり言うのではなく、真に３０万那覇市民の代表としていまこそわれわれ議員は当局と一体となつて、来年の本土復帰に向けて市民の声を反映せしめた完全復帰にもつていかなければいけないのではないか、と本員は思います。市長は就任以来市民の先頭に立つて自信と勇気を持つて本土復帰への闘い、反戦平和の闘い、市民との対話による市民福祉を優先した諸政策の実現、特に１９７１年度は市民の殿堂市民会館の落成、安謝新港の一部使用開始、牧志第一公設市場の改築、安謝消防分遣所の落成、赤平保育所、泊保育所の開所、久場川市営住宅、石嶺公営住宅の第二期工事の完成、大名団地と数多くの事業を行ない、さらに那覇市政５０周年記念式典の成功と過去１ヵ年間の平良市長の努力は３０万市民はもちろん本員は心から敬意を表しております。これからもますます自信と勇気を持つてがんばつていただきたいと思います。

　　では５,６点にわたり質疑を行ないます。第１点、市長の施政方針にもありますように、われわれ沖繩１００万県民の２６年間にわたる本土復帰の闘いも１９６９年の日米共同声明に基づいて、１９７２年返還を目途にいま日米政府間で６月１７日に調印を行なう、と報道されております。われわれ沖繩１００万県民は、沖繩の永久核基地化する日米共同声明路線に基づく返還協定に反対して闘つてまいりました。しかし日米両政府は県民の要求を無視して県民不在の返還協定を一方的に締結しようとしております。このことについて平良市長はどのようにか考えであるか。お伺いいたします。

　　　　　　（「きまつているよ」という者あり）

　　第２点目に１９７２年沖繩返還に対し平良市長は具体的な施策として地方自治の民主的な確立、都市建設の促進、市民福祉の本土並み達成をはかるよう本土政府や琉球政府に対し要請すると同時に、琉球政府の復帰県民会議に参加し、県民本位の復帰実現に努力してこられたとありますが、これに対し具体的市独自の復帰対策についてお伺いいたします。第３点目に、平良市長は市長当選後那覇飛行場を中心とする軍用地の開放、与儀ガソリン・タンク地域、天久の米人住宅地域、商業高校隣のマーニング社占有地など各地に散在する広大な軍用地の開放等に献身的に取り組まれ、また私たち那覇市議会においても再三決議を行ない要請してまいりましたが、６月３日沖繩タイムス朝刊によれば〝天久の住宅地域は当分の間返還の見通しはつかない。開放が確定しているのは与儀ガソリンタンク地域だけとなつている。基地ではないが開放を強く求めている那覇商業高校隣のマーニング社米人住宅は外務省筋によると、復帰後は１年間はこれまでどおり存続することが明らかになつた〟うんぬんと報道されております。これに対して市長のところに文書か何か来ているかどうかお伺いいたします。

　　４点目に、６月１３日タイムス朝刊東京発によると〝市の取り組みが弱い那覇市の軍用地開放問題〟を大きく報道されているが、その中で山中総務長官は返還実現の目途は十分あるが那覇市をはじめとする沖繩の当局から、返還後の具体的な利用計画を含む都市計画が提出されてない。これでは必要経費をめぐる大蔵省との折衝のしようがない、と述べており都市計画案を早急に提出するよう催促しているがなしのつぶてだ、うんぬんで報道されておりますが、一体そのことはどういうことか。これを明らかにしていただきたいと思います。なおこの問題に対しては早急に東京に行かれまして、具体的に話し合う意思はないかどうかお伺いいたします。５番目に、本土復帰に際し本土法の適用問題は、地方行政や住民生活と深い関係があります。たとえば教育委員の任命制や地公法の問題、さらに市民税や県民税の問題等がありますが、これらの問題について具体的にご説明お願いいたします。６番目に、１９７２年本土復帰に際し那覇市の復帰対策協議会において復帰と平和を願い、新しい沖繩の県都にふさわしい事業を推進してうんぬんとありますが、これについて具体的にご説明お願いいたします。

　　あとは自席において質問いたします。







○　市長（平良良松君）

　　多岐にわたるご質問で簡単に返事をしろ、ということはそれもたいへんむずかしいわけでございますが、市長は軍用地の開放についてどのような働きかけをやつてきたか、ということは先ほど新政会代表の方々のご質問の際にお答えしてあります。ただその中で那覇市の具体的な対策がないので天久の開放がおくれた、という山中長官の言明に対してどう思うか、と。これは話の行き違いでございまして、那覇市がそこに具体的な対策を樹立するためには一体地主の説得をどうするかということであります。開放後の軍用地の取り扱いについてもアメリカと日本の政府の間においても、また日琉政府の間においてもきつぱりきまつた方策がない。日本は請求権放棄するといつている。ところがわれわれとしては復元補償を要求するということで復元補償、あるいは損害賠償権を見舞金の形で取りきめるといつたようなことでありまして、開放後の軍用地の取り扱いについてはいまだに話しがまとまつていない。しかしわれわれ軍用地地主連合会もいつしよでございますが、また復帰対策といたしましても軍用地を開放されてあとも少なくとも復元補償をやつて、しかもそれから農家収入が入るまでの間５年間生活保障をやるべきであるという強い要求を出しております。ところがこれが容れられるか容れられないかの時点で、那覇の軍用地の開放をした場合にはたしてどうなるか、ということは非常に大きな問題であります。それを市長がやれる問題じやなくて主としてこれは２５年間沖繩をこのような状態にしておいた日本政府が、当然自由民主党政府が責任を持つて解決してもらわなくちやならない問題だ、とわれわれは思量いたしますので強くその点を県民いつしよになつて要求していかなくちやいけないというふうに考えておりまして、復帰対策の中でも大きくそれが問題になつております。で復帰対策についての考え方どうか、ということでありますが、基本的な考え方といたしまして沖繩の本土復帰についてはいろいろ見方や評価もあります。が地方行政の立場からいたしますと、主権在民、人権擁護、戦争放棄、地方自治を保障した日本国憲法体制へ沖繩が何一つ差別されることなく復帰すべきである。このことが絶えずこれまで主張してきた基本態度でありまして、この基本的な考え方を堅持して今後も臨みたい。それから復帰に当つての沖繩の立場、沖繩の７２年返還は日米政府当局で予め合意いたした返還協定を米国上下両院が条約の形で決議をする。日本政府との間に批准をして決定するものと今みられております。従つて沖繩の立場はこの返還協定に沖繩の声をいかに反映させるか、この返還協定に基づき日本政府が決定した沖繩復帰対策要綱に県民の要求をいかに折り込ませるかということになろうかと思います。すなわち沖繩県民は日米政府に復帰のあり方について要請をする立場であつて問題を自から解決する権限はないのであります。このことは十分ご理解いただかなければ市長の責任だ責任だと言われても市長は責任の負いようがないわけでございます。３番目に那覇市としての考え方でありますが７２年本土復帰について私たちは要請する立場であつて、この要請も各界の要請があり琉球政府の段階でさえまとまらない。経済界、商工会、あるいは農業団体、労働者団体がそれぞれ独自の対日本政府折衝を続けておる状態であります。そこで市といたしましては各界の独自の復帰要請についてはこれを尊重することにいたしまして、市として地方行政を中心に那覇市政の本土への移行に当つて起きる問題にしぼつて復帰対策を進めることにしたのであります。もちろんそれは各界の復帰要請を那覇市がまとめるにはそれぞれ利害が相反し矛盾した問題を同時に要求しなければならないという困難な問題にぶつつかるということもありますが、これは当然琉球政府が県民要求として調整すべき問題だと考えております。４番目に復帰対策県民会議への参加でございますが、市長は政府の設置した復帰対策県民会議に参加し、復帰対策要綱に対する沖繩側の要求作成に加わつております。もちろん那覇市長だけではなくして沖繩県市長会会長の立場からもこれに参加しております。５番目に市独自の復帰対策でありますが、市独自の復帰対策としては先に申し上げたとおり、地方行政を中心に検討いたしまして返還協定に対する要請事項、日米両政府に対する要請事項、琉球政府に対する要請事項、復帰を記念する事業について対策を講じて来ております。まず返還協定に対しましては核基地の撤去、市内における軍用地の開放、三公社の民移管、米国に対する請求権、通貨の問題について１９７０年１０月１２日に直接本土政府各省庁、米国大使館に要請してまいりました。特に市内における軍用地開放につきましては佐世保、横須賀両市の全面的協力の下に政府折衝を続けてまいつております。

　　次に日米政府に対する要請事項としましては県政機関や公務員の身分、公務員制度、教育委員会制度、税制なども取り上げて、これらの問題を県民サイドから処理されるように要請してまいりました。６番目に本土法の適用について、復帰に際し本土法の適用問題は地方行政や住民生活と深い関係があり、琉球政府の対策を取り寄せてこれを市の立場から検討し１９７０年１２月５日、行政主席に要請いたしました。法令適用に関し問題点を取り上げてみますと、まず公選による公務員の地位の継続、教育委員制度の存続、復帰予算の自主運用権、許認可事務の権限移譲、財政措置、福祉行政などであります。特に福祉行政においては琉球政府が暫定措置としたことに対し那覇市は福祉水準の本土並み達成を早急にはかるべきだとして即時適用を申し入れたわけでございます。７番目に復帰記念事業としては市の復帰対策協議会において、復帰と平和を願い新しい沖繩の立ち上がりを記念するための記念公園事業といつたようなものを作成して要請しておりますが、それも先ほど申し上げましたように予算の都合上だとか、今暗礁に乗り上つておるところでありますが、しかしこれは本議会を終わりました時点におきましても引き続き総理府、その他建設省、運輸省、自治省と力強く折衝を続けていきたいと考えております。以上お答えいたします。







○　中村昌信君

　　ただいまの答弁でややわかりましたが具体的な問題は時間の関係もありますので予算委員会並びに一般質問の中で行ないます。ただ１点だけお伺いいたしますが、先ほども申し上げましたようにきのうの新聞の問題、あるいは６月３日のタイムス紙上に出ておりますところの本土政府の姿勢の問題、私たち議会、あるいは当局が一生懸命しても本土政府がこの経過に対してわかつていない。この問題等について早速、早急に本土に行つて、特に復帰前における軍用地問題あるいは那覇市の大きな事業についてより具体的に説明していく意思があるかどうか。さらに一昨日の本会議において去る４月４日から１０日まで議員団と当局と一体となつて本土折衝した経過報告を見ても大変意義ある折衝だつたと思います。今後再三にわたり復帰するまでは当局と議会が一体となつて、こういう諸問題解決のために折衝に行かれる意思があるかどうかお伺いいたします。







○　市長（平良良松君）

　ただいま軍用地の開放問題が焦点になつておりますので議会が済み次第、場合によつては議会のご了解を得て議会途中においても私は上京して強く総理府、大蔵省に折衝したいと今その準備をしておる最中でございます。先ほど申しおくれましたが、ご承知のように今春はじめて議会と市当局が一緒になつて、日本政府の各関係省庁を歴訪して沖繩の問題を強く訴えてまいりました。このことについては自治大臣、あるいは特に総務長官においては非常な感銘を受けられまして、沖繩が復帰実現するまでぜひともそうした共同体制を組んでこの難問題の解決に当つてもらいたい、という強い要請もございましたし、またこれまでの国家事業の補助の事務手続きの点につきましても私が強くその是正方を要請いたしまして、総務長官としてもそれを善処するということを強く約束されましたことは、各派代表の議員もすでにご承知のことだろうと思います。今２番議員からご提案がありましたように、この難関を乗り切る、これは単に那覇市長が嘘つきだ、でたらめだ、ということだけでは解決のつかない問題でございますので、ひたすらこの点は野党議員各位のご理解もいただきまして、みんなが力を合わせてこの復帰を悔なきものにしていきたいということを重ねてお願いを申し上げる次第でございます。







○　島袋宗康君

　　本員は１９７２年度施政方針に対して社会大衆党所属議員団を代表して質疑を行ないたいと思います。質疑に入る前に今まで各代表議員の方々からいろいろとご質疑がございましてそれと重復することもございますので予めご了解をいただきたいと思います。まず市長は施政方針の冒頭で新年度は、戦後長期にわたり日本国との平和条約第３条により、米国がとり続けてきた沖繩の軍事統治が終わり、沖繩が日本本土へ返還される年である。と言われ、また地方自治が真の意味で保障されていない軍事優先の時代が終わり、復帰とともに日本国憲法に基づく地方自治が開始される年である。と言われております。さらに沖繩の本土復帰については核基地撤去による反戦平和、基本的人権の確立と住民自治の拡大を強調し、特に那覇市民の戦争体験及び戦後の基地による都市建設の障害などから平和で安心して住める都市建設を進めるため、軍用地の全面的開放を要求し、さらに自衛隊の配備反対を申し入れてきた。と言われております。この７２年返還に対する日米協定は沖繩の運命を左右するものであり、県民のもつとも重大関心事であります。にもかかわらずその内容は県民の要求とはほど遠いものであり、新らたな差別と犠牲を強いられ県民の利益を無視した県民不在の協定内容で締結されようとしておるのであります。たとえば米軍の占領時代の全期間に生じた各種の損害に対する請求権、すなわち軍用地の復元補償、滅失地に対する補償、さらに人身事故に対する補償等の請求権を本土政府が放棄する、というようなことが新聞で報じられておるのであります。

　　一方軍事施設においては本土法にも許されないところのＶＯＡの特殊放送施設、第７心理作戦部隊とその他の基地の態様についても県民の意思は全く反映されてないのが返還協定の実態でございます。そのようなきびしい状態の中で那覇市にとりましては、平良市長就任以来絶えず訴え続けて来たところの軍用地開放については、与儀ガソリンタンク地域の開放が約束されたという程度で市民の要求がことごとく無視された形であります。今年度において市民待望の那覇新港が開港し、その背後地の都市計画と１９７２年度の復帰記念団体と関連し都市幹線道路、第２環状線の整備もされようとしておる今日、上の屋米人住宅地域の開放は復帰後一定期間を置いてしか開放されない、そのことが報道されております。将来の都市計画に支障を来たすということはわれわれここで論ずるまでもなく、この開放についてはこれからもいろいろと市民の代表たる市長は確固たる信念のもとにこの国体記念事業の執行に当たつても、この開放はぜひとも７３年度までには実現していかなければならないと考えますけれども、今日までの交渉の経過について、またこれからの交渉をいかようにして進めるかについてお尋ねしたいと思います。

　　今回の施政方針は従来と異なつて、施政の具体的な問題よりは基本的方針を力説されたように思われます。このことにつきましては特にこの施政方針の中で意味があるのかどうか、この辺についてお伺いいたします。第３点目は、県都としての広域行政、さらには中核都市圏の整備うんぬんと強調されておりますが、具体的にはどのようにこの中核都市圏の整備をやつていくお考えであるのか。第４点目は、〝市民生活における許認可事項も自動認可させ、さらには地域開発、都市建設のための権限を大幅に移譲し、いやしくも自治の低下をきたすことのないよう市民の立場から対処していく〟と言われておりますが、現状はどうなつておるのか。また、今後具体的にこういうことをどういうふうにして解決されるおつもりであるのか。第５点目は財政硬直の問題に触れ、今後の〝財政上の特別措置を講ずる〟必要性を強調されておりますが、その具体的現状と問題点を明確にしていただきたいと思います。さらに〝政府による利子補給を要求する〟とありますが、この利子補給というのは先行的投資に対しては利子補給制度があると私は思います。本土法におきまして。ところがこの市長のいわれておるところの利子補給というものはいままでの未償還額に対する利子補給を意味するのかどうか、あるいはこれから先行的投資を含めて市のかかえているあらゆる未償還額に対する利子補給の考え方であるのか。この辺をこの利子補給の点について具体的にお答え願いたいと思います。あとは自席において質疑いたしたいと思います。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。ただいま報道されておる返還協定についてはどのように考えるかというご質問でございますが、これは先ほども申し上げましたようにわれわれがかつて要求していた復帰の内容とはほど遠いものがあるということでありますが、いずれが具体的にどのようにほど遠いかということについては一々説明を申し上げるひまがございませんが、その中でも特にこの軍用地の開放に関連いたしまして損害賠償の請求権を放棄するということでございます。これはわれわれ沖繩県民にとつては堪え難いものであり、戦前戦後を通じてアメリカからこうむつた被害は甚大なものである。それを一方的に放棄したならば日本政府がはつきりと明確にそれを肩がわりするんだという約束がほしいものだと思います。最も日本政府の立場といたしましてはパールハーバーを不意打ちをしたり、アメリカに甚大な損害を与えたり、戦争をしかけても負けいくさをしたわけでありますから戦争の損害賠償をアメリカから訴えられるような立場になつておるので、日本政府がその点について損害請求権を放棄するといわざるを得ない心理状態はよくわかるわけでありますが、しかしそれは本土のことであつてそのしわ寄せを直接損害をこうむつた沖繩県民にもつてこられちやかなわない。

　　われわれはそういつたこととは別に日本がアメリカ政府にどんな悪い事をしたにしてもそれはそれ、われわれがこうむつた損害はやつぱり賠償してもらわなくちやいけないんじやないか、それを請求することができなければ日本政府はあらためて沖繩のこうむつた被害を十分に理解、認識して肩がわり補償すべきである。また２５年間軍用地に使われて耕作もできない、あるいは土地も変形した軍用地について返還の暁はそれが地主に返えるまでに元の姿に返えしてもらいたいという請求をするのも当然だと思います。これについても見舞金程度の話ということを、これは未確認情報でありますけれどもそのようなことで、きわめてわれわれが期待するのとは相反した方向に協定内容が進みつつあるということであります。そこで毎年言つていることをここでも施政方針としてこういうことがうたわれているけれども、その意味は何かということでありますが、繰り返し申し上げますように２５年間犠牲をこうむり、いまそれから脱却しようといういわゆる沖繩の運命を決める時点におきまして、その成り行きをただわれわれが拱手傍観しておるということは子孫に対しても申しわけないことであります。これは琉球の政府をあずかる屋良主席といたしましても、那覇市政をあずかる私といたしましても、ここで沖繩県民のいいたいことを洗いざらい要求として、はつきり明確にしておく必要があるんじやないかということでマンネリズムになるというご批論もありますが、事が事だけにこの時期においてあらためて、私は７２年返還の協定内容に対する批判を加えながら、われわれの主張をはつきりと申し上げたわけでございます。

　　そのほか、中核都市圏の整備ということが言われているがどういうことで即応していくかということでありますが、ご承知のようにこれは復帰をすれば那覇市は当然県都となり、そうして沖繩県の政治、経済、社会、文化あらゆる活動の中枢神経的な役割りを果たすことになります。そういたしますと、中核都市圏のまた中核の役割りを果たす。もうすでにごらんのように安謝新港ができ、あるいは小祿の飛行場ができて外部との連絡、輸送、そういう設備が整備されつつあります。それについても内陸の交通は環状２号線をはじめ、諸種の街路計画というものがなされておりまして、この点につきましても毎年毎年、年度予算の中でも要求あるいは編成してまいりますが、本土政府に対しましていま５ヵ年計画というものを提出して、そうしてそれだけではいけないので、あらためて建設省あるいは関係省庁から沖繩の都市復興計画、また那覇市にとりましては、那覇の再開発計画をもう一ぺん練り直してもらうよう、近いうちにこれも議会が済んだらあらためて要請をしていつて、この中核都市圏あるいは県内の過密過疎対策の方途を講じていきたいとこういうふうに考えております。

　　許認可事項を自動認可事項とするということは、どういうことであるかといいますが、現在琉球政府が行なわれております許認可事項というのは、市民生活とも非常に重大な関係がございまして、これが復帰をすると本土政府あるいは各省庁所管の事項になるものが多々あります。たとえば調理士とか、理髪店とかというような卑近な例からいろいろとあると思いまして、これは専門的な方々が収録したことによりますと一千数百種にのぼる、こういう冊子になつておりますが、そういうところから分類いたしまして沖繩県でやつても差しつかえないと思えるようなものはぜひ沖繩県で、また那覇市長がやつてもいいと思料されるものについてはそのように措置していただく、あるいはそれが恒久的に不合理であれば暫定的な措置をしていただくということでございます。

　　財政硬直の打開策の問題点、これにつきましては先ほど新政会の代表の方々に申し上げたのと同じことでございます。利子補給の問題については、未償還債の分につきましても折衝によりまして何とかこちらに有利な方法で対策を講じていただくという要請をしてまいりたいと存じます。このことについては国がやるべき仕事を那覇市が肩代わりした具体例はどんなものかという先程どなたかのご質問について私ご説明申し上げなかつたわけでありますが、具体的に国がやるべき仕事を起債によつてやつたという具体的な例は少ないが、ないわけではありません。たとえば軍用道路の側溝工事とか、あるいは１号線の又吉道路に架けた橋とかというものがあります。しかし、ここでも文字どおり解釈しないで戦後２５年のひずみというものを頭において考えていただきますならば、そこにたとえば公営住宅の建設などの如きも他県におきましては県営住宅があります。これは国と県が分担してやる。市営住宅は国から県に、県から市にというふうにトンネル予算でやるということでありますが、沖繩の場合は琉球政府と沖繩県が一つになつておりますために県営住宅というものがなくて、すべて市営住宅、しかも大部分が那覇市の負担になつて那覇市が対応費を出してやらなければいけないということでありまして、細かく財政的に分析いたしますと、２５年のひずみを埋め合わせるためにもこの方面でも努力してゆきたい。そこにおきまして未償還債の利子補給ということも要求し対策を講じてゆきたいと思つております。この点は山中総務長官にもかつて申し上げたことがあります。〝これもなかなか難問題だなあ〟ということで、しかとした対策がまだ総理府や自治省も答えが出て来ない。答が出て来ないけれどもわれわれはそれに対して県民側の立場から強く要請を続けていかなければならないと考えております。







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。




（午後３時０３分　休憩）

（午後３時２２分　再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　大浜長弘君

　　１９７２年度市長の施政方針に対する公明党の代表質問を行います。施政方針の中にありますようにいよいよ来年度は日本復帰であります。市長がここで非常に重要な段階であると強調していらつしやるけれども同感であります。従いまして各与野党を問わず市長に対するこの７２年度１年間の各方面の質問があるのも委員各位が来年は日本復帰をするという時点をとらえての質問ではないかと思います。しかしながらこのような施政方針をみましても、あるいは今までの市長の答弁を聞きましても何か地に足がつかない宙に浮いたような感じがしないわけではありません。今、施政方針の中に三つの柱を述べております。一つには、県都としての都市建設の問題。二つには、市民生活を守り民主的な自治の確立。三つには、今予算に対する財政問題等このように３本たてていらつしやるけれども、そのうち今まで質問している点もあるいは出てくるかもわかりませんけれども市長の答弁が納得できないのでその点をとらえてもう一度関連する問題に対して質問いたします。県都としての都市建設の問題でございますけれども広域行政を述べていらつしやいますけれども７１年度の施政方針の中にもありましたように当市は三分の一が軍用地で市長の権限が及ばない。残された三分の二で都市形態を作るのは至難のわざであるとこのように施政方針の中で申されております。従いましてそれを解決するには軍用地を開放しなければならない。広域行政ではなくして軍用地開放行政というふうな感がいたしますが、しかしながら私どもは軍用地をそのまま置けとは申しません。今までも申し上げたとおり軍用地は早急に開放しなければならないけれどもその軍用地の開放を叫ぶのではなく、具体的な問題をとらえての解決方法でなければいけないとこのように思います。従いましてこの広域行政をどういうふうに推し進めようとするのか。申し上げますならば７１年度は隣接市町村を含めた広域行政を打ち出しております。すなわち民主的な市町村合併を推進するとこのように７１年度はおつしやつておりますが７２年度に対してはどうお考えか。すなわち市町村合併をどのように推進されて今日の広域行政を打ち出されたかという点が第１点。第２点目は都市建設の問題でありますけれども去つた年度の施政方針の中に５月２０日那覇新港の港びらきをする、市民と心から喜びたいと述べておりますが５月２０日はとうに過ぎております。聞くところによりますと７月うんぬんとありますけれどもこのように開港が遅れたり、また開港したとしても一番大事な問題は新港に通ずる動脈であるところの道路の問題ではなかろうかと思います。港が出来たところで肝心の道路がなければ港が死んでしまう。その道路の問題をどう考えておられるか。第３点目に、市民生活を守り民主的な自治の確立という問題でございますけれども、一つには本土の制度に平準化いたしますと市民生活に大へんな影響を及ぼし自治が後退することも予想されるというようなことを心配していますが、それらに関連しますけれども教育委員の公選制、公務員労働者の既得権の問題、市民生活における許認可事項も自動認可させ、うんぬんといろいろと述べていますが、すでに復帰要綱第１次、第２次で決定した事項もあると思います。復帰まであと１０ヵ月その間にどのように市長は処理なさろうとするのか、その見通しと可能性についてご答弁をお願いしたいと思います。次に１５番議員からもご質問がありましたけれども国家的事業については国に肩替りさせるということをお考えのようでありますけれども国家的事業とは具体的にどのようなものか、またいつからそのようにお考えになつておられたか。３点目に財政問題についてでございますが、この７２年度予算は７１年度の７月から来年の６月までですが、今の復帰の見通しは７２年４月というふうに承わつておりますが、ちようど本予算の中途で復帰という時点になつて新しく日本の会計年度にならつて新年度予算が組まれているのか。またどうなつてゆくのかその点をお伺いいたします。次に公害問題でありますけれども市長は〝特に公害を防止するための対策をたてるとともに、相つぐ災害から市民の生命を守るための救急センターを設置する考えである〟とこのように述べられておりますが、公害問題に対するところの対策をどのようにたてているのか、那覇市があげられてる公害とはどんなものであるか、緊急センターはどういうふうなお考えでどこに設置するのか、以上の点をお伺いいたしまして答弁によつては自席から質問いたします。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。都市建設について単に軍用地が障害になつているだけでは、そういうことだけでは理由にならない。その他の隣接市町村との関係はどうなつているか、というごもつともな質問でございます。那覇市は軍用地を取り除いたにいたしましても現在のところ約３６平方キロでございますが、軍用地がその中に３分の１を占めているので２４平方キロ強の中で２７万６,０００の人間が住んでおりますので、これに対応する教育施設、文化施設、市民施設を適地に配合していく、配置していくということになりますと軍用地を含めて３６平方キロの中でも非常に適正を欠くうらみがございます。しかし今日この格差是正ということは一挙にできませんので、これらの都市施設を開発していくということについてまず第一に現年度の予算で実行していく分は実行してまいりますが、いま那覇市として７１年度を第一年次とした５ヵ年計画も策定してございますが、これとても計画の８５％程度しか現年度ではできないし、さらに次年度においてもそのようなことでありまして、はたしてまた、こういう那覇市独自の計画が理想的なものであるか妥当なものであるかということは近々権威者を招いて再診断をしていただく。その中で先ほどご説明申し上げました中核都市圏の整備とも呼応して那覇市の都市計画というものを見直していきたい、というふうに考えております。そういつた場合の隣接市町村との合併の問題でございますが、これは早晩そういうことにもつていかなくちやいけない。ところが現時点におきましてはそこまで各市町村ともまだ具体的な歩みよりができておりませんので、これも復帰のの時点までに関係市町村と定期的な会合を持つて都市建設と市町村合併という関連において討議を進めていきたいというふうに考えております。那覇新港が開設される。これは４月時点で開港の予定でございましたが、これが５月に延びて今日までになつておりますが、もう第一期工事はほとんど完成しておる状態でございますので７月には開港できるんではないかと考えております。さらにこの背後地の処分が問題になるわけでありますが、これも関係当局と、あるいは関係業者と十分に検討を重ねまして早目にこの港湾の機能が発揮できるような措置を講じていきたい。しかしそれにも先立つてここでは道路計画をいち早く行ないまして、ご覧になつていただくとおわかりになると思いますけれども、港湾背後地の道路計画はやや理想的に近い施工をいたしております。ただしこれからここが港湾となつて使用されますというと、貨物の輸送ということになると一号線以外にいまのところ通路がございません。これも早目に打開をして港湾道路の構想を立てまして港湾機能、那覇港、泊港、新那覇港を結ぶ港湾機能を発揮させるための計画を樹立していかなくちやいけないと考えておりますが、これは先ほども申し上げましたように、大きな新しい那覇市の都市計画とかね合わせて、権威者を招いて検討してもらいたいというふうに考えておりますし、そのことは総理府にも復帰対策庁にもお願いをしております。７２年度の予算編成にあたつて１２ヵ月予算を編成するのが問題でありましたが、政府の指示によつて１２ヵ月予算を編成することに決定されました。４月復帰が実現した場合１９７２年の３月に打ち切り、決算を行ない、昭和４７年３月から４８年４月までの昭和４７年度予算を編成することになつておりますが、ときによつては２ヵ月の暫定予算を編成することも予想されるわけであります。いずれ復帰が４月１日といま予定されておりますけれども、昨今の情報によりますと、またそれが少し延びるんじやないかといつたようなこともございまして、こうした客観的外的な条件が非常に流動的な中で市政を行なうということはひとつの困難な情勢になつてきているわけでございます。いま申し上げましたように４月に復帰するとなれば、さしづめ日本政府の予算年度と合うような予算の組みかえが行なわれなくちやいけないといまから予想をしているわけでございます。公害対策、その中でも救急センターのことについてはどのように考えているか、ということでありますが、今日の那覇市の発展はそのまま人口の集中化となつておる。そのことはますます都市災害を多発しておる現状でございます。これに対応することと現在警察が所管しておる救急業務が近々のうちに自治体に引き継がれることになつております。交通戦争その他の災害に対応するため救急業務の移管と同時に救急センターを設置して、市民の生命財産の保護にあたらなくちやいかぬというふうな考えを持つておりまして、着々その準備を整え、一部その要員の訓練も開始している状態でございます。救急センターの組織といたしまして、いま概略考えていることは救急隊。交通事故に備えその他の災害に備えるレインジヤー隊、高層建築火災その他の災害パトロール隊、各車輛火災、この車輛火災は乗用車が街の真ん中で燃え出すといつたようなのがありましてそういう事故に備え。それから先行誘導車の任務。それから４番目に水難救助隊。水難事故車が出た場合に救助隊を出して市民を水難事故から救う。こういつた構想のもとに救急センターの設置を考えております。レインジヤー部隊とか水難救助隊というのは現在でも訓練を開始している実情にございます。それから公害対策でありますが、どのような公害があるかということになりますと、さしあたつて皆さんご承知のように、この一連の壺川の工業地帯あるいはＰＰガス、発電所からの煙公害といつたようなものが公害の主なるものとされておりますけれども、その中には先ほどもご指摘のありました河川に対する不法投棄、こういつたことも厳重取り締まつていかなくちやあいけない。そこで私どもといたしましては前の議会にご報告申し上げたとおり今立法院議会において公害対策法というものを立法していきたい。それにのつとつて市としても公害条件をもつて市民を指導、啓蒙あるいは場合によつては処罰する、というような方途を講じていきたいとこういうふうに考えております。







○　大浜長弘君

　　いま市長の答弁を聞きましたけれども、全部言うたら市長は忘れますので一点一点お伺いして質問していきます。広域行政についてでありますけれども、復帰の時点までに具体的に打ち出し、都市建設と市町村合併を組み合わせていく。しかしながらこの施政方針はこの１年間に７２年度には私はこうするんだと、市長としてこういうような事業をするんだ、とこのように市民にこれを知らしめ市政を担当していくひとつの制度だと思いますけれども、復帰の時点で、というふうなことはこれは将来の問題であります。最初に申し上げましたように市長のこのような施政方針は地に足がついてない、こう申し上げてもそういうふうな理由になりますけれども、他市町村、近隣市町村から合併の話がこない限り、那覇市としてはこの合併の意向を打診しないのか。それと積極的にいま困つているのは那覇市であります。近隣市町村は困つていません。地形の上からいつても困つているのは那覇市でありますから、困つている那覇市からこのような意向を打診していくということは、いわゆる都市計画の最も大事なことじやないかと思います。浦添市に聞きましても、豊見城に聞きましても那覇市からまだかつて一度もそのようなことを聞いたことがない、とこのように聞いておりますけれどもその点いかがでしようか。お伺いいたします。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。先ほども申し上げましたように、これは相手のあることでございまして、近隣市町村との話し合い、そのことについての話し合いの機会をこれから連続的に持つて煮詰めていきたいというふうに考えております。那覇市といたしましては隣接市町村との合併も必要でありますが、それよりむしろ市内に広大な地域を占める軍用地の開放を先決すべきではないかということで、いまはその方面に力を入れているところでございます。市町村の合併をするにいたしましても、市内に軍用地があるようでは合併された規模の開発も思うにまかせない。都市計画をするにしてもいびつなものになつてしまうおそれもあると考えるわけであります。沖繩の県都として広域行政、あるいは沖繩の中核都市計画の中心となるために市町村合併も必須の仕事と思いますが、まずそれを阻害する軍用地の開放に力を注ぎ、それと並行して計画していくべきだと考えております。やりやすいところから手をつけてみること。各市町村を考えました場合に、われわれとしてはこの軍用地開放という運動に迫力を欠いてくる結果になるので、この隣接市町村との連携も必要でありますけれども、またその持ち場持ち場によつて浦添は浦添、那覇市は那覇市で軍用地の開放についても努力すべきであると考えて、私といたしましては先ほども申し上げましたようにそのことを中心として、絶えず隣接市町村とこれから連絡をとつて煮詰めていきたい、というふうに考えております。







○　大浜長弘君

　　いま市長のおつしやるように確かに軍用地の開放も大事であります。そのほかに那覇市の市有地の活用ということも何らなされていない。それとかみ合わせて広域都市の計画をつくつていくということは大事であります。

　　軍用地開放を終わつてから市町村の合併を促進していく、というふうな考えじやなしに、これは市長のおつしやる中核都市圏という考え方から、県都としての考え方からいうならば明らかにこれを終わつてからこれをしよう、というようなことじやなくして並行して行なう時点でありますのでその点をひとつ強力に推し進めていただきたいと思います。

　　次に新港の動脈としての道路の建設の問題でありますけれども、那覇、泊、新港をつなぐ道路建設について、新港ができて新港と泊間の道路の交通ともう一つは新港と１号線を結ぶ道路は立体交差にしなければ現在でも１号線は交通渋滞しているのに平面交通にすると余計に交通の混雑を来たすということはこれは火を見るよりも明らかであります。どうしても新港を活用していくためには泊、新港への道路の改善は急務中の急務でありますけれども、１９万ドルの日政援助はきておつたけれどもそれを活用せずにほかに使つたというふうな話も聞いておりますがその点はいかがですか。







○　市長（平良良松君）

　　昨年の予算に日政援助が２０万ドルついたわけであります。２０万ドルじやなく１７万ドル幾かだつたと思いますがこれに対して行政府の対応費が出てこない、市独自でやるには、９０万ドル近くもかかりますので財政上許さないということで、これは総理府とも折衝いたしまして、それならば中途半端でもいいから１７万ドル分やろうか、ということになりましたが、それをやりますと水産高校のずつと手前でしり切れとんぼになつて遊休施設になるそれよりもむしろ安謝地区のインターチエンジ間の街路事業に合わせて投入したほうがいいということで予算の変更をみた次第であります。そこでこの１７万ドルをもらつたが使えなくて返上したというわけじやなくして使途を変更して、街路事業に投入してまいりました。ただ、しかしながら先ほど申し上げましたように、新港が開設いたしますとその出入口が１号線だけになるとこれは非常に交通混雑をきたし機能を障害するということになりますので、この点引き続き対策庁なんかとも折衝して港湾道路を開発していきたいというふうに考えております。







○　大浜長弘君

　　その問題はなるほど１７万ドル幾らではできないかもわからぬけれども、援助はしたけれども使わぬじやないか。返上したんじやないかといういいがかりをつけられるおそれもあるし、１７万ドルについてはそれなりの仕事をしてあとから援助してということであれば折衝も強力にできるんじやないかと思いますけれども、いずれにしてもこの道路の問題を解決しないことには新港は死んでしまうということが考えられますのでその面の折衝は強力にお願いいたします。

　　次に本土制度への平準化の問題でございますけれども、市長もなかなか確信がおありでないようでその実現の見通しも暗いという印象を受けます。この点も含めて国家的事業の問題がありますが、これについても答弁がなされておりませんが答弁は要りませんけれども、市長はそのように国家的事業は国にかたがわりさせるという基本姿勢があるならば、政府事業は政府が当然やるべきであつて市町村は出すべきではない、こういう基本姿勢があるならば、なぜ南部商業高校に去つた３月に７,０００ドル余の負担金補助金の予算を組んだのか。それこそ高校教育は政府事業でなされるべきであり、財政法に違反してまで予算を組んで議会で削られたといういきさつがあります。一貫した市長の信念の下に事業を進めるべきじやないかと思います。その点について市長はどのように考えますか。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。今日まで沖繩が変則的な状態に置かれていましたために、国の事業、県の事業、市町村の事業というものが混在して行なわれた。しかも混在しただけではなくして国の責任が果されなかつたために、琉球政府という国でない、国が責任をもつような状態の中でいろいろと変則的な事業執行が行なわれたわけであります。琉球政府におきましても７３年度予算７２年度来年の４月を清算の時期といつておりますのでその時点で国の負担分は国、県の負担分は県、市町村の負担分は市町村というふうにあら方の区分ができてくると考えます。なぜ県あるいは国がやるべき商業高校の建設費なんかに那覇市が負担しなくちやいけないかということでございますが、これはさつきも申し上げましたように従来の惰性が尾を引いてこのような形になつているわけでございます。しかも今年度予算では、いろいろ議論がありましてこれは計上いたしておりませんけれども、しかしこれは関係市町村とも合議をいたしまして、従来の惰性ではありますけれども約束した信儀というものがあり、また放り出したら迷惑する方々もありますので何らかの打開の道を講じていきたいと考えております。ご指摘のように国の事業は国で、県の事業は県でという区別を段々この時期においてはつきりさせるべき時点に到達していこうと考えております。







○　大浜長弘君

　　次にこの７２年度の会計が来年３月で打ち切られるという市長の答弁でありましたけれども、そうするとこの予算は中途で決算をしなければなりませんけれども、今までの例を申し上げますと政府支出金の収入状況であります。１９７０年度は３月末現在で１３％、当初予算のわずか１３％しか収入されていない。７１年度２６％しか収入されていない。従いまして今度の事業計画の問題でもようやく２７％～３０％まで、すなわち３割しか復帰までに執行できない。これが７０年度、７１年度会計のあり方であります。復帰になつたからそうなつたという理由を３月にしてもらいたくない。そのためには政府に折衝してせめて９０％の執行率までもつていく、このような強力な折衝を政府にお願いしたいと思います。次に公害問題でありますけれども、壺川地域が非常に公害に悩まされております。市長もそこをご覧になつておわかりと思いますけれども、住民はそのために陳情も出し公害条例を制定して、そして公害を規制してもらいたいという趣旨であり、議会でもこの陳情は採択されましたけれども、その後公害に関する条例を作つたかどうか。その点についてお伺いいたします。







○　市長（平良良松君）

　　この問題につきましてはさつきも答弁を申し上げたとおりでございますが、琉球政府におきましては那覇市の要請なども受けて昨年の７月に公害対策基本法案と、それから大気汚染防止法案を立法院に送付しておりますが、立法院においては継続審議の形でそのままになりまだ立法されておりません。今回もあらためて督促したいと思いますが公害対策基本法案に謳われております公害とは、大気の汚染、水質の汚濁、騒音、震動、地盤の沈下及び悪臭によつて人の健康または生活環境にかかわる被害が生ずることをいう、と謳つてあります。この立法によりまして公害対策が相当進展するものと思いますが、この立法ができますと第１８条まで、市町村は法令に違反しない限りにおいて政府の施策に準ずる施策を講ずるが、当該地域の自然的、社会的条件に応じた公害防止のために必要なその他の施策を実施することとする。とございまして市としても今から積極的な公害対策ができるものと考えておりますが、それにつきましてもどのような条例をつくるかその他の府県の公害条例なんかも集収して今検討を進めておる段階でありますけれども、まだ成案を得ていない状態であります。しかし近いうちにその成案をみなさんにご検討をいただきたいと思います。











○　大浜長弘君

　　公害というのは一県全体には起こらないんですよ、地域地域で起こるわけでございます。従いまして日本の公害基本法の生れたいきさつは、市町村にこういう公害規制してくれということが起こり、県で取り上げられ国がああいうふうな基本法を作つたといういきさつがあります。政府が公害の規制法を作つたから作ろうというのは、いわゆる市長の施政方針からすると後手の政治ということになると思いますよ。やはり地域住民のことを考えて早くその取締りをして明るい市政を目指していくのが大事だと思います。その点一つ要望申し上げまして、時間がありませんので最後に教育問題についてお伺いいたします。市長は施政方針で教育の向上を目指す諸事業を効率的に執行する。とこのように述べていらつしやいますけれども、具体的にどんな問題でございましようかお伺いいたします。







○　市長（平良良松君）

　　市政と教育行政を引き続き前進させる見通しがついたのでありますと申し上げておりますとおり、窮屈な予算編成の中でも教育委員会の予算要求に対して幾分か増額をし、あるいは学校施設などの充実をはかることにしてございます。いま数字を覚えておりませんので具体的な問題につきましては教育委員会予算等をご検討くださいましてご理解いただきたいと思います。







○　議長（辺野喜英興君）

　　時間を延長いたします。

（午後４時０分）







○　瀬長フミ君

　　平良市長が施政方針にうたわれているように対米姿勢がはつきりしたことと、絶えず市民の立場に立つて市政を執行しているという姿勢はりつぱだと思います。２６ヵ年の間、アメリカの軍事占領支配の中で司法、行政、立法の基本権が制限され、地方自治が真の意味で保証されていない軍事優先の時代が復帰によつて終わるといわれておりますが、現在の返還協定のあり方からして不十分な形で返還されるので県民は不満をもつております。とにかく２６ヵ年間アメリカの軍事占領支配の中で県民が大きな負担を背負つてきたことであります。たとえば国家的事業も、つまり国の責任においてなすべきものも市や行政府が、つまり市民や県民が大きな負担を背負つてきたのであります。幾多の解決しなければならない問題が山ほどあります。狭い沖繩に膨大な基地をつくり、県民が小さくなつて生活している、そのためにもろもろの事故が起つております。たとえば交通事故ひとつ取り上げてみましても交通戦争といわれるほど毎年毎年激増するばかりでございます。救急出動件数が１９７０年度において３,５１０件、人員にして２,８９６人だと聞いております。これは救急車やその他で示めされた数字でありまして、考えまするにそれ以上の人たちが、病院に運ばれない人たちがいるということであります。そういうなかで平良市長が救急センターを設置されるということでありまして、３０番議員のご質問と重複するかも知れませんが私は別の観点でそれをお伺いいたします。先ほどのお答えにははつきりしたことが示めされておりませんのでお伺いするのでございますが、私たちは現在において一分一秒でも急を要する患者のためにぜひとも必要であります。５分や１０分やあるいは一秒の手遅れでだめになつたという実例はよくあるわけであります。平良市長が市民の命を守る政治をモツトーに苦しい財政の中から救急センターをつくられるであろうということは、私たちは両手を上げて賛成したいのでありますが、しかし先ほど３０番議員からもご質問がありましたようにまだ具体制がない、予算の裏づけもないのでございますがそういう面でどのような規模でどのような計画で、どのような予算措置で設置されるのかそれをお伺いしたいのであります。あとひとつ、公害の問題も３０番議員と重複しますけれども私はこれにつきましても別の観点で伺うのでありますが、この５ヵ年間の間、本土の公害が大きく政治問題として取り上げられてきたのでありますが、これも長い間自民党政治の中で企業優先政策から生れてきたのであります。沖繩もまた基地公害、産業公害が県民の生活と命をおびやかしてきましたにもかかわらず、立法院ではなかなか公害基本法ができず継続審議にされたと聞いております。そのために地方自治体は条例制定もできず市民の苦情にもこたえることができないような状態であります。しかも７２年復帰という時点を迎えましてかけ込み企業が押し寄せてきています。ガルフ、エツソ、東洋石油などの、沖繩全域の海水が汚染されつつあります。ＰＣＰによる水源地の汚染、国場川の汚染、数えあげれば限りがありません。けさの新聞を見ましてもアルミサツシユの工場ができまして、最近メツキ工場になつているということで付近住民は、化学薬品の影響が心配されております。このような住民の生活をおびやかし、生命をおびやかすような企業がつくられているということは、私たちはもつともつと考えていかなければならないんじやないかと、市政をあずかる当局にしましてもこの工場がどのような形で、工場の内容がどういうものであるか。それを検討されたかどうか一応お伺いします。いま公害の問題を考えてみまする場合に地方のたとえば中部、国頭で企業がつくられましても狭い沖繩では沖繩県全体がこの公害に非常に影響を受けるということでございます。ですからこの公害の問題につきましては、いま公害対策協議会もできておりますが那覇市の中にも公害研究、あるいは公害対策のような係りもおいていいんじやないかと私は考えるのでございますが、その点もひとつお伺いいたします。さらにいまお話しがありましたように条例制定も必要でありますが、行政指導ももつともつと重要じやないかと考えております。その点をお伺いいたします。あとは自席から質問いたします。





○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。救急センターの概要につきましては先ほどもお答えしまして、１分１秒を争う緊急の事態に対処するわけでございますので、いろいろな訓練をしているほか、たとえば先行誘導車などをつけまして救急現場へかけつけるような方途も考えておるわけであります。救急業務は国の補助対象になるわけでありますが、事が生命に関する問題でありますので補助額　が計画を下回るようなことがあつたら自己財源を投入してでも、当然都市災害に対処しなければならないと考えております。その救急センターの設置については先ほども申し上げましたが、一応申し上げますと救急部隊、レインジヤー部隊、パトロール隊、水難救助隊そういつたようなものも編成してその幾つかはいま救急業務の訓練中でございまして、なるほど昨年起きました３,５１０件、２,８００人に及ぶ事故者が、そのうちには相当数の死亡者も出ておりますが、もう１分早ければ、もう５分早ければ命をとりとめたといつたようなケースもたくさんございます。そういうことに対して１秒も早く救急の手をのばす施設と訓練をやつていきたいと考えております。公害の問題につきましては、広範にわたりましてご指摘のとおり東部海岸に起きる公害が東部海岸では済まない、四面環海の沖繩でございますので一ヵ所に起きた海水汚染が全島に被害を及ぼすということは十分考えられます。それとは反対に那覇市で起きた公害が必ずしも那覇にとどまらないということは考えられるわけでありますので、これは琉球政府の公害対策とも考え合わせてじつくりとこの公害対策に取り組みたいと思つております。これはすでに世間周知のことでございまして、１９７０年は公害対策の年だとまで言われております。今日まで生産基盤の整備に高度成長というかけ声のもとでしやにむに行なわれてきました企業優先の政策の結果が、いまや日本全土を息苦しいまでに公害の島にしていく現象から考えました場合に、われわれ沖繩の公害問題も決してよそごとじやない、焦眉の急に迫つておるんだということがいえるわけで、これは十分これから対策を練つていかなくちやいけないと思つております。

　　ご指摘の石嶺にあるアルミサツシユ工場が近いうちにメツキ工場までやろうということでその企業申請が出ているそうでありますが、これは建築基準審査会におきましても公聴会を開いて農事試験場、あるいは衛研等でその廃液の害毒の状態を現在いろいろな角度から調査中だそうでございまして、アルミの廃液にはいわゆるイタイイタイ病といつたような公害を排出する危険性がございますので、十分これについては注意して対処していきたいというふうに考えております。







○　瀬長フミ君

　　救急センターは、市長は自己財源でもつくりたいとおつしやつておりますが、これは国家的事業じやないかとも考えますし、その点、日本政府の援助がたいへん必要だと思いますがそういう面で日本政府に援助要請をなさるかどうか。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。先程申し遅れましたが那覇市の公害対策につきましても企画部に公害対策の要員を２人おきまして十分このデーターの収集、それから対策の樹立等に専念させる考えであります。公害対策というものは国家的事業であるので当然国費が支出されなければいけないがそれに対する対策はということでございますが、この問題につきましても琉球政府をとおして現在折衝中でございます。







○　瀬長フミ君

　　公害対策の問題につきましてはこれは全般的な問題で、どうしても関連する問題でございまして隣接市町村とかとの総合対策という形が必要かと思います。本土では総合的な公害取締り対策という形でなされてるようでございますが、その面を考えていらつしやるかどうか。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。琉球政府におきましても目下のところ公害対策審議委員会というのがございまして私も市長会の代表として参加しております。しかし現在のところ単に公害地帯を視察し事情を聴取するだけにとどまつておりますので、この委員会の機能をもつと強化して専門家を配置してその委員会自体で十分な調査、研究が出来るようなところまでいかなければいけないと思つております。私ども東部石油地帯を視察いたしました場合も、その会社の責任者、技術者が出て来て〝公害は絶対出ません〟というふうなことでいろんな化学用語を使つて説明されますと、公害あるいは化学知識に乏しいわれわれとしては反論のしようがない。そういう公害調査委員会では有名無実ではないかということで公害対策をもつと強化すべきだということを常に主張いたしまして、政府といたしましてもこの問題には真剣に取り組む姿勢をもつております。先程申し上げましたようにこの対策委員につきましては那覇の場合も琉球政府を通して日本政府からそれに要する費用の支出を折衝中でございます。







○　瀬長フミ君

　　石嶺のメツキ工場は公聴会を開いてその上でなさるということでございますが、アルミ公害は本土で非常に大きな問題になつておりますので、この工場がメツキ工場でないように指導していただきたいと考えております。救急センターの問題もぜひ実現していただきたいということを要望いたしまして質問を終りたいと思います。







○　黒潮隆君

　　施政方針に対して２,３質疑を行いたいと思います。決められた時間でありますので詳しい質疑は出来ませんが、この施政方針に対する評価としてこれまでに野党議員の中から結論的なきめつけ方がありましたが、先程２番議員の最初の施政方針の質疑の冒頭で述べていたように鋭い追求が行われたわけであります。野党議員のお気に召さなかつた施政方針ということで本員は非常に安心しております。と申し上げますのは野党議員からほめられ、そして評価されるようでは革新市長の面目が出て来てないということを意味するからであります。

　　　　　　　（「然り」というものあり）

　そこで私は最初に市長が述べている沖繩の返還について、それが沖繩のこの返還内容のいかんによつて沖繩県民の政治、経済、産業、教育、市民生活などに大きな影響を与え、そして全県民がひとしく注目しているということを指摘し、さらにこの沖繩の施政権返還について沖繩県民各層、各団体の懸命の要求にもかかわらず、すでに二次にわたつて明らかにされた本土政府の復帰対策要綱や返還協定に関する報道をみますと、１９７２年返還はすでに論評されていますように、沖繩県民にとりましてはきわめてきびしいものになると予想されているのであります、というふうに述べております。ところがどのように厳しい方向に今の返還協定が結ばれようとしているかという点は明かにされてないと思います。これが明らかにされてこそ私たちは１７日に日米両政府の間に多くの県民が要求している方向ではない返還協定が調印された場合に引き続き県民の要求をとおしてゆくという戦いを続けなければならないからであります。ところがその点が非常に不明確ではないかと思います。しかしながらそれをいちいち明らかにしてゆくという面では時間がなさすぎるので、この点はさておいて私が市長にお伺いしたいのは市長当選以来施政方針の中で軍用地開放の問題を取り上げ、そして今回の施政方針の中でも、さらに軍用地の開放要求を続けてゆくということを明確にされております。ところが今報道されている沖繩の返還協定の交渉の中で明らかにされている軍用地の開放については那覇市においては与儀ガソリンタンク敷地ぐらいというふうにいわれております。そういたしますと天久の米人住宅あるいは小祿の那覇飛行場またマーニング社の敷地など、こういう軍用地開放がまだ目途がついていないということが明らかになつております。従つてその軍用地の開放についてはさらに強力な取り組みをしなければならないというふうに考えておりますが、私が市長にお尋ねしたい点はもちろん軍用地を返せという要求、その戦いを続けてゆくことはもちろんでありますが、すぐ復帰と同時に大きな土地闘争として発展すると考えられるのは軍用地の契約の問題であります。施政方針の中ではそのことが出ておりませんけれども、生命と安全を守るためにこの軍用地を返せ、そしてそれが復帰までに開放できない場合でも、今本土政府や沖繩の土地連合会などが進めてる再契約について宜野湾の軍用地地主会でも再契約はしない、返せ、ということを決定したと聞いております。そういう市民の要求の先頭に立つて革新宜野湾市長の場合でも宜野湾市の真ん中にある航空隊、それをすぐ返えせ、再契約はしない、契約拒否の戦いを進めてゆくということを聞いております。また、美里村の知花区においても毒ガス基地はごめんだ、核基地はごめんだ、再契約どころか土地開放というふうな要求に今立ち上つてるといわれております。さらに伊江島においても軍用地の強制接収にあたつて抵抗して戦つた地主を中心にアメリカと契約は結んでおりません、その地主を中心にもちろん契約していないので再契約ということはないと思います。復帰と同時に布令とその適用が出来なくなるので軍用地、演習場に地主が入りこんで行つてそこを耕作するということも可能になつてくるのではないかというふうに専門家の間でも最近特にいわれております。そして那覇市においても国場などをはじめ那覇、小祿の具志部落でも軍用地主が再契約しないというふうな発言をしている地主が増えつつあります。この契約問題がかつての四原則完徹のような島ぐるみの大きな土地闘争になるのではないかというふうにいわれております。そこで市長にお尋ねしたいのは、この那覇市内に市の所有地、那覇市の土地もあります。従つて市民を代表する市長としてその再契約についてどのような方針をもち、どのように対処してゆかれるかをお尋ねしたいと思います。さらにお尋ねしたいのは保守革新を問わず、この軍用地をすぐ返えせ要求で一致出来るのもたくさんあります。去つた３月議会でも全会一致で軍用地を開放せよという要請決議をしたことにも見られるように、たとえばマーニング社など個人の企業として那覇市の土地を占拠している問題、さらに米軍の娯楽保養施設として沖繩に７０ヵ所以上あるといわれておりますビーチ、ゴルフ場、ボーリング場、プールスケートリング、劇場、乗馬クラブなどいろいろな施設があります。それらはアメリカの基地を維持してゆく面でそう重要でない。ですからそういう娯楽施設をすぐ返えせ、というのは保守、革新を問わず一致して要求できるという問題であると思います。ご承知のように、しかも市街地のどまん中に２５セント硬貨によるスロツトマシンなど賭博行為を白昼公然と行つているハーバービユークラブがあります。これは５,０００坪余の土地でたくさんの地主がいるといわれております。これなどはいろいろ問題を醸している脱税クラブなどという面でも悪名高いところであります。そういうものが、しかもそれが重要なことにはこの米軍娯楽施設が返還交渉の対象にもされていないという点は私たち大きな問題だというふうに考えております。したがつてこうような土地を地主が再契約を拒否する、あるいは那覇市長、あるいは宜野湾市長などそういう革新市長などがその市町村有地の再契約に反対するんだ、ということになつた場合どうなるか。それは悪名高い、戦時中馬や鍋釜までただみたいに強制的に取り上げてきたああいう国家総動員法の中で生まれた法律をつくらない限り、沖繩県民の再契約を拒否する土地を取り上げることはできないんじやないかといわれております。しかもそういう娯楽施設、マーニング社が使つている土地などもそういう新たに悪法を制定してまで取り上げることができるかどうか非常に大きな問題になると思います。したがつて、むしろそういう面でも市長が先頭に立つて軍用地地域の中にこの問題を持ち込んで、そういう市民といつしよに闘いを前進させるべきではないか、とこういうふうに考えます。その点についてもお答えを願いたいと思います。それから次に、６番議員あるいは１０番議員の質問の中にもありましたが、軍用地が開放されてあとの地主などの補償の問題など、そこで市長は復元補償など具体的なものを出しておりましたが、日本政府はアメリカに対して請求権は放棄する、というふうに今度の沖繩返還交渉の中でも明確にしてきております。しかしそれは戦争の中で起きた国民の損害を放棄したということであつて、沖繩県民が戦後戦争が終わつてから２６ヵ年間にこうむつた損害、国民個々の請求権を国が放棄することは法的にできないんじやないか、というふうにいわれているわけであります。したがつて県民側の要求しているのは２６ヵ年間にわたるアメリカの行為によつて受けた損害の要求であります。日本がアメリカと戦争を行ない、その戦争の中で受けた被害ではないわけであります。したがつて当然の要求として先ほど島袋議員に答えていたような市長のあの答弁では非常に不十分なものになるのではないか、というふうに本員は考えます。そして最後の質問としてこれは関連しておりますが、野党議員の中で〝革新勢力は、県民不在の返還協定を結ぼうとしているので粉砕すべきだ、そういう側に市長も立つているのではないか〟というふうなことが言われております。そうしたことは一部極左冒険的な者の発言の中にはもちろんあります。しかし、復帰協や革新共闘会議の政策、要求、行動としてではないわけです。県民不在の返還協定には反対していく、ということで具体的な６項目にわたる返還協定を結べという要求とあわせて掲げて闘つているわけであります。そういう闘いの中でもいま進められている返還協定が結ばれた場合には県民不在の返還協定になる、というふうに主張しているので、もしそうなつた場合に屋良行政主席や平良那覇市長は非常に責任があるんだ、場合によつてはやめてもらわなければならないんだ、というふうな質問がありましたが、市長はそれには明確に答えておりません。改めて答えていただきたいと思います。片面講和条約を結ぶことによつて国民の中にも大きな反対があつたし、社会主義の国はもちろん中立的なインドのような国まで反対して、あの片面講和条約を時の吉田内閣が結ぶことによつて沖繩をアメリカに売り渡した。アメリカの軍事的直接支配の中にゆだねたのはいまの自民党の前身であります。

　　　　　　　（「そうだ」という者あり）

　ですからいま県民の要求している返還交渉を行なわない、アメリカに従属して、再び三たび琉球処分をしようとしておるのは自民党政府であります。しかも沖繩県民にはその外交権はありません。そういう中でどこに責任があるのか、これは一県知事、一市町村の市長にそういう責任は私たちはないと思います。ですからそれに対する答えを明確にしていただきたいと思います。







○　議長（辺野喜英興君）

　　市長５分しかないですからそれこそ簡明にお答えお願いします。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。各地の軍用地の問題の状況を申し述べられて再契約反対が全般的な空気である、ということごもつともなことだと思います。われわれはそのためにこそ今日まで軍事基地の撤廃を要求してまいつたので、復帰の時点において再び軍用地がいかなる形にせよ再契約をされるということは好ましいことじやない。那覇市内の国県有地の再契約に対して市長の権限に属するものについては反対をいたします。マーニング社の問題、ハーバービユーの問題等につきましては再三民政官と折衝いたしましたところ、民政官は、これはすでにマーニング社にあるいは企業家に払い下げてあるのでその間で話を交渉をしろ、ということでありましたので私はこれをお断りいたしました。あくまでも行政的に処置されたものは行政的に処置して返していただくのが本筋じやないかと考えております。

　　２５年にわたる沖繩県民のこうむつた損害に対して日本政府が請求権を放棄する、ということはこれはあたらない話でもちろんでございます。しかし先ほども申し上げましたように、日本は、戦争の損害賠償をするアメリカに向かつて要求する立場にはない。むしろアメリカからすると戦争犯罪人は日本である、という非常な皮肉の立場に立たされておつて、強腰でアメリカに請求権うんぬんを言う立場にないと考えております。しかし、日本のそういつた自由民主党政府の立場がそうであるにしても、そのしわ寄せを沖繩県民におつかぶせていくということは、これはわれわれとしては黙視できない問題です。日本が請求権を放棄するならばそれにかわるべき沖繩県民の損害に対する補償の責任は日本政府が当然持つべきである。またそれについては県民会議の中でもそのような方向で論議が進められていることを私は了解いたしております。市長はやめるかやめぬか、というお話でありますが、これは黒潮議員もご指摘になつたとおりでありまして、この沖繩の復帰に対してわれわれは要求はいたしておりますが、この問題の解決の責任者は日米両政府であつて、市長がその間で何でも賛成してしまうとこれは責任を問われるかもしれませんが、私は市民の要求のあらゆるものを引つ下げて復帰要求の中にあらわしてまいつておりますので、私としては能力の及ぶ限りの責任をこの問題については果たしていると確信いたしております。







○　黒潮隆君

　　ただいまの答弁でスカツトしましたので、あと２分くらいありますが質問を終わります。







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後４時４０分　休憩）

（午後４時４１分　再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。

　　以上で本日の日程は終了いたしました。これにて散会いたします。

（午後４時４２分　散会）







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







　　上会議録を調整し署名する。

　　　　　　１９７１年６月１４日










議長　　　辺野喜英興　　㊞







署名議員　金城甚松　　　㊞







署名議員　島袋宗康　　　㊞
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











１９７１年第１２９回那覇市議会定例会議事日程第４号

１９７１年６月１５日（火曜）午前１０時開議




第１　　会議録署名議員の指名

第２　　一般質問







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　本日の会議に付した事件

　　　　（議事日程と同じ）







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　これより、本日の会議を開きます。







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。

　本日の会議録署名議員は、人民・国吉辰雄君、平良信一君を指名いたします。







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、一般質問を行ないます。

　　この一般質問については、議会運営委員会に諮問した結果、本日と明日の２日間予定されておりますが、その答申に基づいて、全議員を発言の対象にし、同時に発言時間の配分も各会派に割当制限を行ない答弁を含めて新政会５時間、社大党２時間、公明党１時間３０分、人民党１時間３０分と発言時間の制限を行ないます。なお発言の順序は、抽選により、お手元の順序表のとおり、発言を許します。







○　社大（国吉辰雄君）

　　一番議員としてトツプバツターに立つことを本員は感無量といたすものであります。

　　　　　　（「がんばれよ」というものあり）

　さて、本員は提出されている発言の要旨に基いて市長にお尋ねいたします。一番目の軍用地の開放についてでございますが、那覇市における軍用地は総面積の三分の一を占め都市計画上最大の障害となつてることは市民の一致した見解であります。上之屋米人住宅をはじめ与儀ガソリンタンク用地、マーニング社占用の米人家族用地、ハーバービユークラブ、那覇軍港、さらに空軍基地など戦後２６年４分の１世紀にも及んで米軍はその基地機能を強化しながら居坐つているのが現状であります。また７２年復帰を目前にして６月１７日に協定が調印される段階に来ても開放されるという具体的なものが何ら出されていないのであります。唯、報道によりますと与儀のガソリンタンクのみが明示されるというだけであり、まつたく那覇市の都市計画に支障を来たしているのであります。きのうの施政方針に対する質疑の中からでも明らかにされているとおり、この軍用地開放に市長が先頭に立つて関係大臣を含めて開放要求を行なつている現状でありますが、ただ要求するということだけではなくして真に行動の伴う開放闘争を実際に取つ組まなければならないが、それを実現しないというのがこれまでの米軍とさらにこれを預託している本土政府の態度であります。市長はこの問題について誠心誠意この開放要求を掲げているが実際行動として市長はどのような考えをもつているか。また市民の中から市民運動としてこの開放闘争と取り組んであらゆる団体を動員して積極的に行なおうという運動が展開されております。そういつた中で再度市長のお考えをお聞きしたい。２番目に暴力追放について。去る５月１９日に労働者の権利行使に対して暴力行為が起つております。１９６９年１１月佐藤、ニクソン会談、日米共同声明路線によつて沖繩の復帰を決定づけている。しかしこの日米共同声明なるものは直ちに基地労働者に対する大量首切りを発生させており、生活保障のないままに２,０００名さらに追いかけて３,０００名の首切りを行なつております。故に基地労働者の統一団結のもとに基地権力者に対して生活保障の要求と、本土政府に対して本土並みの離職者対策をはかられたいという要求をひつさげて要求したにもかかわらず現在に至つてもいまだ解決されてないというのが実情であります。そこでその間返還協定が行われるがその内容たるや、まつたく県民の声を無視したものであり６月１７日には調印される運びとなりますが、米軍基地の取り扱いについては日米両政府は何らそれに触れることなく、まつたくアメリカのいいなりになりこの沖繩を第三の琉球処分の形でやろうとしているのが現状であります。たとえばＶＯＡの存続ではじまり、資産の買い取り、さらに基地労働者の身分についてもこれまでどおりの直接雇用をそのまま日本政府に押しつけようとしております。またこれまで基地労働者がみずからの力でもつてかちとつて来たところの退職金の問題もこの返還と同時に米軍と日本政府との間で今、話し合われてる内容であります。このように返還協定の内容は県民の反対を押し切つてこれを強行に調印しようとしております。しかし県民の声は完全復帰をのぞんでおり、そのためにも激しい戦いが組織されてるわけでございます。そこで５月１９日にゼネストを決行して意思表示をしたわけでございます。そのときにあたつてこの市役所構内でも労働者のごくあたりまえの行動としてのピケツトラインを張つてる中で午前８時半頃兇器を持つて問答無用の暴力を婦人を含めた純然たる組合員に振るつております。庁舎には被害がなかつたにせよ、あのように鉄筋を含めた兇器を振りかざして侵入して来たことは労働者の基本的権利を踏みにじるばかりか非常な危険をはらんでいたのがあの当時の状況でございます。このことは５月２２日のタイムスにもありますとおり各党、各団体、友党にも写真をとられているのであります。そこでこれについて市長はどのような対策をとつて対処して来たか。さらに今後どのような対策をたててゆくかお聞きしたい。なぜならば、この事件はただ市役所を襲つたばかりでなく、全島的に体を張つて労働者の権利を行使する中で、牧港地域については全軍労に結集する組合員を襲つたり、当日与儀公園近くで総決起大会に参集する労組員を途中で待伏せて石を投げたり、あるいは恐喝めいたことをやつております。こういつた中でもちろん警察当局の不備も含めて当然なる抗議を行なう筋合いのものでありますが、このことについて市長は重要視しているかどうか、今後市民の命を守るお考えがあるかどうか再度お聞きしたいと思います。あとはご答弁によつて自席より質問いたします。







○　市長（平良良松君）

　　軍用地の開放についてはどのような態度で取り組みをやつているかということについては今日までしばしばご報告申し上げておりますが、与儀ガソリンタンク地域が復帰の時点に返還されるという以外は大きな進捗をみてないことはご承知のとおりでございます。その点につきまして軍用地開放後の利用計画をどうするかということをこの３月総務長官からもご質問がありましたし、私も上京の都度その構想を申し上げております。

　　一つびとつの事態から申し上げますと、小祿航空隊地区についてはいまアメリカと折衝中であるが、国としてはアメリカの航空隊を立ち退いてもらつて航空自衛隊を配置するという計画を持つている、というお話でありました。しかし私は航空自衛隊の配置に対しては反対である。しかし、そういうことでないとアメリカが承知しない。しかし少なくとも現在の時点でも３号線以北の地域については住民側に開放してもらいたい、ということを強く要求してまいりました。開放後住民地域にするというんだが、それについての計画はあるか、ということでそれにつきましても区画整理をして住民地域に、居住地区にすることが大体の構想としてあります、ということを申し上げてまいつたわけであります。さらに与儀のガソリン・タンクにつきましては、１万４,５千坪の国県有地があるので、それについては無償払い下げをしていただきたい。残余の個人有地については区画整理を行なつて居住地域にしていきたい、ということを申し上げております。

　　そのほか市内に散在するマーニング社の占有地については現地におきましても民政官とも交渉いたしましたが、民政府としてはこれはすでに民間企業に払い下げてあるので民間企業との話し合いで解決してもらいたい、という返事でありましたので私は、それは筋が違う、行政ペースで処理してもらわなくちやいけない、ということを強く申し入れておりますが、その後何の音沙汰もありません。最後に天久のいわゆる牧港の住宅地域につきましては、現地のアメリカとしてはアメリカの住宅事情から直ちにこれを開放するということはできにくい、というお話でありましたが、総務長官に対してはアメリカの住宅事情と沖繩の住宅事情を比較すれば一目瞭然であつて、このような不当なアメリカの言い分を政府がそのまま承認してもらつちやあ困る、ぜひ開放に努力していただきたいということを強く申し入れておきましたが、それについて最近それじやあ利用計画はどうするかという話になりまして、これの利用計画についても逐一ご報告申し上げてありますが、われわれの考えとしては、あの周辺にはそこを追い出された人が土地を借りて肩身の狭い思いをしている地主が多数いる。大体の数にして２,０００名前後でありますが、こういう人たちに安住の地を与えなくちやいけない。したがつてその一部を返還して地主に返し、さらに残余の地域については国の責任においてこれは買い上げていただいて、那覇市並びに沖繩県の公共施設の用地に当てていただきたい、ということを申し上げましたがアメリカ側としては代替地があれば返還してもいい、ということでした。それで日本政府内部におきましては新聞でも報道されておりますように、大蔵省がその点は引き受ける。しかし残余の土地を買い上げて沖繩県に、あるいは那覇市に無償譲渡するということはできない、ということで壁にぶちあたつているんだということでありますが、この点につきましてはわれわれいろいろ計画を考えました。即時無条件全面開放、ということを言つても現実の問題としては、また建設事業の進行の実態を考えましても一日や１ヵ年そこいらでこれが改造できるもんじやない。したがつてこれは年次計画によつて国庫が支出する道はあるんだ、ということを主張しておるわけでございます。

　　ところがそういう、現地と政府、政府部内における考え方が、統一されないままに１１日のタイム・リミツトにいまさしかかつておるという状態でございます。ご参考までに申し上げますならば、この地域にたとえば市民公園、あるいは平和公園というものを配置するということはあえて無謀でもなければ不可能でもない、とわれわれは考えております。このことは常に申し上げているように、戦災復興という意味もかね合わせてこの事業に着手するのであれば国家として相当の負担をするのは当然である。この実例はすでにきのうもご説明申し上げましたように、広島における広島平和記念都市建設法、あるいは長崎における長崎国際文化都市建設法、また佐世保、呉、舞鶴、横須賀における旧軍港市転換法ということで、端的に戦災復興という名前はつけてありませんけれども、いずれもその趣旨を折り込んだ都市建設事業が行なわれているところから見ますというと、沖繩の場合も那覇市だけじやなくて全島にそういう恩恵が与えられなくちやいけないんじやないか、ということを私は主張いたしておるわけであります。しかし今後沖繩にだけそんなたくさんの金をつぎ込むことはできない、といつたような政府の態度でありますけれども、これに対しては那覇市長だけではなくて県民こぞつてこれらの戦災復興対策、沖繩振興対策にもつと政府が本腰を入れてもらうように努力を続けなくちやいけないと考えておるところでございます。したがいまして、今日政府が、一昨年１９６９年の１１月に佐藤・ニクソン会談によつて取りきめられました日米共同声明路線による沖繩返還という中で、那覇市周辺の軍用地撤去の問題は大ざつぱに申し上げまして小祿の航空隊用地が自衛隊に肩がわりするという以外に現地で私が、現地アメリカ民政府から取りつけたこういう書簡がございます。

　　「那覇市与儀在の燃料貯蔵所の好ましくないことを認め、タンク場及び連結した地下本管を移設するための処理計画に着手している。」したがつてそこには移転計画を樹立して処理計画に着手しているんだ、という意思表示がなされております。しかしながらその移転についての資金が承認されるまで第二タンク場及び連結地下本管の移設は中止しなければならない、これはアメリカ国防省予算の中でこの移設予算の折衝がなかなか難航しているということを皆さんもご承知のことと思います、かつて渉外管でありましたフライマツクス氏が来たときにその点を尋ねましたところ、自分が主任となつていまこの予算折衝にあたつているけれども、ドル防衛政策、バイ・アメリカン政策のためにこの移設のことが非常に難航しておる。しかしいずれはこれは市長の要求どおり実現するであろう、いまあなたのために私は一生懸命働いているんだ、ということをフライマツクス氏も言つておりました。ワシントンにおいてもその計画が進められているさ中でありまして、したがつて私にこの書簡が来たのは６９年７月でございまして、佐藤・ニクソン会談に先立つこと４ヵ月であります。その時点に那覇市長に確約したアメリカ政府の約束以外には那覇周辺の軍用地問題が進展してない状態にあるということはいえると思います。そこで私は、いちだんと政府の真剣な取り組みを強く要求していきたい。そのことをまた市民の皆さんも十分認識していただきまして、市民運動としてもこの地域の開発については立ち上がつていただかなくちやいけないんじやないか。しかも予算のうんぬんということでありますが、それは私がるる申し上げているとおり２５年間痛めつけられた沖繩に、また戦争でほとんど灰塵に化した那覇市の復興については他の長崎、広島あるいはその他の軍港地域に与えられた以上の恩典が那覇市の再開発のためには支出してもらわなくちやいけない。そういうことを強く要求していつてこの問題解決にあたりたいと思つております。

　　軍労働者の首切りの処理につきましては、ご承知のとおりこれも佐藤・ニクソン会談によつて行なわれた一連の処置でございまして、しかも軍事基地で働いていた労働者のその後の対策につきましては国が当然責任を持つて対処していただかなくちやいけないんじやないか。そのことは行政府におきましてもまたその他の団体におきましても、県民の意思をまとめて強くいま本土政府に要求しているところであります。これは軍事基地が縮小されれば当然出てくる犠牲だ、ということでありますが、われわれはその当然の犠牲は沖繩県民がみずから招いた犠牲ではなくて、日米の条約によつて取りかわされた沖繩を軍事基地に提供したところから遠くその因は発生しているわけで、したがつてそのあと始末については日本政府が本腰を入れて、沖繩の労働者の今後の生活保障については万全の対策を講じてもらいたいことを強く要求していきたい、というふうに考えております。

　　最後の暴力行為、これは５・１９ゼネストの際の暴力行為でありますが、大体この市役所へのいわゆる殴り込みと称する行動が朝の８時２５分前後に行なわれたかと思いますが、私登庁がおくれまして８時３５分ころ着いたときにはすでに事は終わつている。しかし明らかにこの市役所の職員がゼネストをやるについてピケを張るということでありましたが、実際に８時２５分現時点ではピケラインから離れて居なかつた。そこで不意に日思会という団体が棍棒を持つてなぐり込んで来た。まだ十分心構えができてない市の職員の、主として青年部でありますが相当怪我人を出したといういい伝えでございます。私はこれに対しまして早速警察本部へ電話をいたしまして、本部長は不在でいない、そこで出てきたのが保安課長でありますがこれは警務課のほうの仕事でありますから、そつちで連絡して下さい、ということで警務課長にも早速連絡をいたしましたが、さらに直ちに公安委員会にも電話をいたしました。ところが公安委員のどなたも留守で適切な処置をとれなかつたので、しばらくしてからこういう事態になつては、公安委員は非常勤でありますけれどもぜひ出勤してもらいたいことを係の者を通じて要求いたしました。それから本部長から間もなく電話がかかつてまいりましたのでこのような不法行為に対して、現在すぐ隣りの２階からは現職の警官が鈴生りになつてこの暴行事件を見守つている。中にはおもしろはんぶん、笑つているような者もおる。いやしくも警官というものは現行犯が目前で行なわれたときには、いやあれは保安課の仕事だ、これは警務課の仕事だ、ということではなくて身を挺して住民の安全を守るのが当然じやないかということで強く私は警察本部長に申し入れました。それから機動隊の行動でありますが、これも日思会が那覇市役所におし寄せたということですぐ後からついて来たわけでありますが、暴力行為を目の前にしていながら逮捕しようともしない、そして日思会が引き上げるとその後からぞろぞろとそれにくつついて引き上げていつたということで、まことにわれわれとして理解に苦しむ警察の態度でございました。しかも新聞が伝えるところによると無手で向かつた日思会員に対して棍棒や凶器なようなもので那覇市の職員が乱暴したということでありますが、こういうことはまるきつきり白を黒といいくるめる、きわめて卑劣な行為でありそれをそのまま伝えている新聞の報道もいかがかと考えるわけでございます。明らかに暴行を受けたのは市職員であり、しかも凶器を持つて押しかかつたのは日思会と称する一団の者でありまして、そういうことに対して厳重処断をするように強くその後も引き続き申し入れをしてございます。

　　それからその途中、さらに９時半ごろ日思会の本部に７,８名の青年が集つて石やカワラを袋につめてどこかを襲撃する準備をしておるらしい、という情報が私のところに入りましたので、早速これも警察本部長に連絡をいたしまして、これ以上の不詳事件が起きないように警戒をしてもらいたいということを申し入れたのでありますが、これが十分に処置されなかつたために午後に至つてまた再び与儀であのような衝突事件を起こしております。このことにつきまして強く警察当局の警備体制というものに警告を発してまいりました。そのようなことでこの暴力行為に対しては今後とも厳重に治安当局の対処策方を要求していきたいというふうに考えております。







○　社大（国吉辰雄君）

　　今の暴力行為については市長は直ちに警本や保安課に抗議をしたということは非常にけつこうであります。この日思会という集団は２２日の新聞にありますとおり、那覇市役所のピケ排除、与儀公園の斗争は正当だ、ということを記者会見で発表しておる。このような暴力行為を正当化しようとするものをまだまだ警本としては取締りをやつていない。そのことについてはただ抗議だけではなくやはりお互いは自衛手段でもつてこれをかためていく必要もあろうかと思います。そういつたことで６月の１７日には再び返還協定に反対する抗議行動が県民的な規模で行なうことが報道されておる。それに備えて市の施設並びに市民の生命を守るためには当局として自衛手段を兼ねて、十分なる対策が必要かと思います。そういうことを要望いたしまして私の質問を終わります。


（拍手）









○　金城甚松君

　　本員は那覇新港の一部供用開始について、それに伴う付帯施設についてお尋ねいたします。

　　戦後沖繩経済の発展に比例いたしまして年々貿易の発展をみるに至つております。現在では那覇商港、泊港ともに港としての機能を発揮することのできない状態にまで追い込まれておる現状でございます。特に泊港は最近混雑をきたしまして関係者はもちろん、一般市民にまで迷惑をかけておるのが現状でございます。このような時期において那覇新港が一部でも供用開始されるということは、全市民ひいては１００万県民と共に喜びにたえない次第でございます。一つの事業を完成させるということは大変至難なことでございましてそのご苦労は平良市長はじめ関係部課長、職員並びに関係者に感謝の意を表するものでございます。この新港が一日も早く一部でも供用開始され、また全面開港されることを市民の願いをこめて、３点だけ市当局にお伺いいたします。

　　一つには来たる７月１日に一部供用開始されるとの報道でございますが、本当に間違いなくそのとおり供用開始されるかどうか。二つには港湾には不可欠の施設として特に倉庫が必要かと存じます。今度の予算におきまして３０万ドルの倉庫が建設されることになつておりますが、本員がお聞きしたいのはこれからたくさんの倉庫が必要かと存じますが、当局はこれについて如何ような構想があられるかお聞かせ願いたい。三つには港が国の玄関であるとするならば、その港の門がターミナルだと考えます。この新港ターミナルの建設計画について計画がございましたら明確に知らしていただきたい。以上あとは自席からご質問いたします。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。まず第１点目の那覇新港の７月１日の供用開始のうわさがあるが間違いなく供用開始されるかどうかというご質問につきましては、７月１日供用開始することでその事務を進めております。なお供用開始の時期に当りまして、７月１日　港　開きも予定しておるわけでございます。それから港湾施設のターミナルビルの構想につきましてはどういうふうな考え方をもつておるかというふうな質問でございますけれども、那覇新港の機能施設の建設計画につきましては建設部門、それから港湾建設の施工部門、それから港湾の管理運用部門、こういうふうな一連の港湾行政の各部門で協議をいたしまして、部内で那覇新港建設計画のプロジエクトチームを作りまして、現在それの建設計画の案を練つているわけでございます。なぜ新年度でそれの建設をしなかつたかというふうな理由につきましては、現在港湾の管理は那覇商港は琉球政府が管理しておりますし、また泊港それから那覇の新港は那覇市が管理していることで、できるだけ政府ないしは市といたしましても港湾管理というものは一元化すべきだというふうなことで、基本的にそれの一致をみておりますけれども、具体的にどういう形で管理者を決定するかという面につきましては、政府と現在協議会をもつて検討中であるわけでございます。従いまして港湾計画というものは、那覇新港の一部だけではなくして那覇商港、それから泊港、それに新港を合わせて総合的な立場で港の位置づけを考えていかなければならないというところで、政府の考え方も合わせてターミナルビルの建設を進めようということで次年度に回わしたわけでございます。

　　上屋並びに倉庫の構想についてはどのように考えているかということでございますが、上屋につきましては７月１日供用開始されると同時に、いわゆる第１岸壁と称しておりますその部分につきまして最少必要限度の上屋をつくろうということで、新しい会計年度に予算計上してございます。それから１９７３会計年度以降につきましての上屋、それからターミナルビルにつきましては新港の建設の進捗度合いに応じて、最大限に公共上屋をつくりたいとこういうふうに考えております。







○　金城甚松君

　　ただいまのご説明を聞きまして納得するものでございます。平良市長が就任以来、何も仕事をしていないんだ、と一部の方々が言つておりますけれども、私は平良市長がこの那覇新港を完成させることによつて、これまでの歴代市長の中で最高の実績を残す市長であると考えます。（「そうだ」という者あり）そのような意味におきまして市長はじめ関係当局がますます意を強くしてこの港の完成が一日も早く実現することを念願し、要望いたしまして質問を終わります。







○　中村昌信君

　　本員は昨日の通告書に基づいて２,３点お伺いいたします。まずはじめに清掃問題について、われわれ日常の市民生活から排出されてくる汚物は人口の増加と、市民生活水準の向上、それに産業の発展に伴い年々増大の一途をたどり清掃事業の充実強化が一そう要請されています。近代都市を目ざすわが那覇市にとつてこの清掃部問は日常の市民生活に直結した事業だけに、このたび衛生部の独立とさらにロードパツカー４台の購入、３０トンのごみ焼却炉の建設と７２年度予算において衛生部の新設をみたことは、敬意を表するところであります。よつて第１点ごみ処理についてお伺いいたします。現在那覇市の一日のごみ収集量は約何トンありますか。さらにこのごみ処理についてはどのようになされておりますか。たとえば市直営、あるいは委託業者とか、委託車両市直営の車両はおのおの何台ありますかお伺いいたします。それに汚物取扱許可業者数その車両はおのおの何件、何台ありますか。そして市直営車両と委託車両はどのような仕事をしているか。また汚物取扱許可業者はどのようなところの仕事をしているかお伺いいたします。現在市民の中から強い要請がありますが、朝の出勤途上あるいは食事をしているときにごみ収集車両が来るようですがその際市民自らごみを持ち上げて収集車へ積み込んでいくようです。積み込む際に汚物や汚水を振りかぶり、朝からたいへん不愉快であるという声を聞きますがそれに対しての改善策はどのように考えているかお伺いいたします。次に年々わが那覇市は人口の増加と生活水準の向上に伴いごみの排出量もますます増加をみることは明らかであります。これに対して現在の市当局の指導は十分であるかどうか、または委託車を増加していく考えはないかどうかお伺いいたします。と申しますのは本員が調査したところによれば、本土においては７：３の割合で３は直営、７は委託業者に委託している旨聞いております。このことについて市当局の今後の計画についてお伺いいたします。次に保育所の問題についてお伺いいたします。人口の増加と世帯の細分化及び婦人の職場進出等により、家庭保育のできない乳児が増加しておりますきようこの頃、いわゆる児童福祉行政上たいへん重要な問題だと思います。また働らく婦人の声としても保育所の増設の声がたいへん強く要請されております。本員が調査したところ１９６４年の児童福祉法に基づいて、一校一棟の保育所設置の計画のもとに毎年保育所を増設し、本年度までに１５ヵ所の保育所を建設したようでたいへんけつこうなことだと思います。しかし本土の水準にはまだまだのようでありますので今後の計画をお伺いいたします。また母子福祉センターと私立保育所を７ヵ所指定しているようですが、私立保育所の整備拡充強化育成等についてどうお考えですか、計画がありましたら具体的に説明をお願いいたします。

　　次に公立保育所の保健婦についてお伺いいたします。公立、私立保育所に現在３歳未満が４９８名、３歳以上が７３２名。また私立保育所に３歳未満２１３名、３歳以上が３７８名、計５９１名。総合計１,８２１名の幼児が保育されているようです。このように幼児を養育している中で保健婦が設置されていないようですがこれはたいへんな問題だと思います。と申しますのは特に発育旺盛な時期である育児特有な傷病もあり、特に感染に対する抵抗力が弱い幼児であります。また１,８２１名の幼児を養育していく中で保母と保健婦が一体となつてこそ保育所の価値があると本員は思います。ただいま申し上げましたようにこの問題はたいへん重要な問題だと思いますが、当局としては新年度におきまして保健婦を設置していくお考えがないかどうか。また各保育所に配置できなければ本庁に２,３名程度でも配置していく意思はないかどうか、当局のご見解をお伺いいたします。

　　３番目に財政問題について、たいへん７０年、７１年の予算執行が悪いということが言われておりますが、その原因はどこにあるか具体的に当局のご説明をお願いいたします。また、新年度予算に影響はないかどうかお伺いいたします。次に税金問題について５月１７日の沖繩タイムス朝刊によれば市税調査集計からうんぬんで、高い市税が７０％もあるようです。このことはどういうことかお伺いいたします。さらに復帰とともに県民税が増設されると同時に個人住民税がわが那覇市においても一人当たり１.７倍になります。このようにいままでも高い税金うんぬんといわれているのに、今後市当局はどのように住民に対し説明し、そうしてＰＲをしていくかお伺いいたします。以上３点についてお尋ねし、あとは自席において質問いたします。







○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　お答えいたします。まずごみの収集体制でありますが、市の直営車は現有１６台、７２年度で４台の購入予定をいたしております。そのかわり廃車予定が２台差し引き、計１８台になる予定であります。委託車は１４台、許可業車が６６台、総計９８台という事情であります。これら台数によつて直営が１４,４７０トン、委託が１３,８３９トン、許可が２１,００６トン、それから自己搬入が４０,３４４トンというようなことで、総計８９,６５９トン、一日約２４５トンの搬入量となつております。またこれら業者の受け持ち世帯数でございますが、直営が３５,５２０世帯、一車当たり平均２５３世帯、委託が３６,３７５世帯、一車当たり２５９世帯このような事情になつております。ごみ収集の改善策でございますが現在市といたしましてはごみの袋収集をはかつております。それから７２年度予算に計上いたしましたロードパツカー、これらの新しい車を購入することによつて搬入車の改善をはかつていきたい、そのような面から改善策は講じられるものと判断いたしております。また今後、ごみを収集するうえで運営面から直営にするか、委託にもつていくか、どう対処するかという問題でございますが、現在これらのトン当たりの単価が直営者で１１ドル９５セント、これは１トン当たりであります。委託業者が１トン当たり５ドル６６セントというふうな事情になつております。これからみますると委託車のほうがはるかに経費が節減できるという事が出ておるわけでございます。本土においてもただいま２番議員がおつしやいましたように、直営と委託の割合は直営が３、委託が７というようなことでございますが、これは適当な配置のあり方じやないかと私個人は考えております。経費を節減するうえから根本的に収集の状態、どのように搬入量を上げていくかというような問題もございますが、その面も綿密な検討を加え、そうして除々に経費節減の方向に向かつて改善していきたいとこのように考えております。し尿収集の問題でございますが、これは現在海上投棄が主体でございます。海上投棄にほとんど７６％、それから貯留槽の利用が２０％、あと４％が自己処分という割合になつております。

　　今後貯留槽は現在住宅が非常に郊外に向かつていくというようなことから、今後廃止していくような方向で現在向かつておりますので海上投棄が主体になるものと考えております。そのためにはあと１０年程度の半恒久的なし尿船の係留地を確保していくことが今後重要な問題じやなかろうかとこのように考えております。保育所の問題でございますが、保育所は３月定例議会において瀬長フミ議員の問題もございまして、私７２年度においては看護婦の配置が重要であると、７２年度の予算編成においてはこれをぜひ確保していきたいとお答えしたのでありますが、市の財政事情からこれが確保されるに至りませんでした。そのようなことで現在雇用されている保母の中には二、三の看護婦の有資格者がおりますのでその中の人々を適当に配置を考慮してゆきたい。そして本年度確保されなかつた看護婦の配置についてはその面から検討してゆきたいと考えております。保育所の計画案でございますが、これは五ヵ年計画というものが策定されております。しかしながら琉球政府の財政事情、本市の財政事情からこの計画案は大きく崩れてまいりました。そして現在では１２０人収容の大型保育所を年に１棟建てるというような事情でございます。当初の計画案は１２０人収容の大型保育所を３棟あるいは４棟建てるというような計画案でございましたが、これが琉球政府の計画案のずれからこれを達成するに到つておりません。そのようなことで７２年度は小祿に１２０人収容の大型保育所を設置してゆきたいとこのように考えております。







○　財政部長（伊波静男君）

　　まずはじめに１９７０年度の予算の執行の思わしくなかつた理由は何かというご質問にお答えいたしたいと思います。いろいろございますけれども中でも主なものといたしましては公会堂建設事業の５６万ドル、これは政府との調整に相当な期間を費やしたためでございます。次に第４次泊、安謝間の公有水面埋立事業、これは市債借入れの折衝に相当の期日を要したためでございます。次に、新港建設事業ですが、これも政府との調整に相当な期間を費やしたわけでございます。さらに７０年度公営住宅建設事業、これは用地買収が難航したために工事の着手が遅れたためでございます。次に立ち退き補償、用地買収、そういうものが困難で事業が遅れたものがございます。以上申し上げただけでも約５００万ドルの未執行となつておりましてこれが７０年度の執行率を悪化させた大きな原因でございます。さらに７１年度の執行はどういうことになつてるかと申しますと、いろいろ再計上が問題になつておりますが政府の財政事情によつて補助指令が遅れたものが約１５万ドルでございます。これは道路、橋梁費などでございます。それとごみ処理車の購入でございます。二番目に政府との調整に相当の期間を要したために再計上したのが安謝４１号線の道路建設費でございます。これは約４２万ドルでございます。三番目に用地買収補償が難航したために再計上したものがございます。これは平和橋、大洋琉映館、樋川不良住宅などの用地買収補償が遅れたためでございます。これが約１１万ドルでございます。四番目に事業着手が遅れて再計上したものがございます。これは松川、農事試験場間の道路建設、大道保育所建設、清掃工場占用道路用地買収費などでこれが約８３万ドルでございます。大体以上が７１年度から７２年度に再計上した額でございます。ご参考までに申し上げますと、当初予算に占める再計上額の割合いを年次別に資料を作成してありますのでご報告いたしますと、１９６６年度から６７年度に再計上しましたものが６６年度予算の６.３％、６７年度から６８年度に計上したのが６７年度の１１.９％、臨時１５.９％、８.６％、１０.８％となつておりまして１９７１年度の予算から７２年度に再計上したのが７１年度予算の７.７％となつております。従いまして７１年度の執行は７０年度に比べましてかなりよくなるものと考えております。次に、今回の税法改正による市民の負担はどうなるかということでございますが、今回の税法改正は一面、市民税の税率の引き上げがなされておりますが、それと同時に法人税割りの税率り引き下げが行われておりますし、諸控除額の引き上げ、事業主控除額の引き上げ、固定資産税の免税点の引き上げ、不動産の場合は税率は引き上げられておりますけれども、免税点が引き上げられております。そういつたことで結局予算の上からみますと市民の負担は今回の税法改正によりまして６１０,８７１ドルの軽減となつております。







○　中村昌信君

　　経民、財政両部長から具体的に説明していただきましたのでよくわかりましたが、私の質問に対して一つだけ落ちておりますので経民部長にお願いいたします。私立保育所の整備拡充強化育成について具体的な計画がありましたらお伺いいたしたいと思います。さらに看護婦の問題ですが去る三月議会で３番議員から質問があつたんですが、それに答えたとおりということでございますが、しかし本員が申し上げるのは、１,８２１名という幼ない子供をあずかつてる中でこういう看護婦をおかないということは大きな問題でございます。本員が市会議員に当選後、名護町のあの赤痢問題を取り上げましてＰＴＡにおいてまかなわれてるところの給食施設ですが、１２名の栄養士を配置すべきものが金がないとか何とかいつて配置されなかつた。しかしながら予備費からでも流用してやつてしかるべきだということによつて、いわゆる６名は予備費から充用して何とかやつた、そして昨年定例議会において定数条例を改正、残りの部分を配置したわけでございます。このようにして約２,０００名の幼児をあづかつてる中において看護婦が配置されないということは人道上問題があると思います。この問題は新年度予算に計上されてなければ毎年四半期ごとに定例議会ももたれておりますし、その中に補正してでもこれはぜひ１人か２人は確保していただきたいということを要望いたします。さらに財政問題につきましては部長から説明があつてわかりましたが、７２年度予算において支障を来たさないということでございますね。以上でわかりましたので経民部長の私立保育所の整備拡充強化育成等についての回答と、一つは要望として私の質問を終ります。







○　金城吾郎君

　　本員はあらかじめ通告してあります２点について執行当局の見解をただしたいと思うのであります。まず福祉対策についてでございますけれども、市長は立候補に当たつていろいろの公約をなさつておるのであります。その公約の基本的な柱はまず、権力政治、官僚行政を排除して市民との対話による明るく清潔な革新行政を確立する。これが第１の柱である。第２番目の柱は金持ちに奉仕する弱い者いじめの市政を排除する。そして庶民のための福祉行政を推進してゆくのが第２点である。次に第３番目の柱は、都市公害、交通混雑を排除し市民が安心して住める平和で健康的な文化都市の建設であり、以上三つの柱を基調といたしまして多くの具体的な政策を掲げられております。この三本柱に該当する問題を私は先程申し上げました通告した質問内容に盛り込んでいるつもりである。先程申し上げましたように明るく、清潔な革新行政の問題につきましては、これまで権力政治を排除する、あるいは官僚行政も排除してゆくんだという立場に立つて市の建設事業の推進、その他民政府の権力介入を排除したり、多くの実績をあげて来たことは私も十分これを認めておるわけであります。ところで具体的な問題になりますというとこれまで質問をなすつた議員からも一部指摘があつたわけでございますけれども、〝市長は具体的なものについては何もしてないんだという市民の声がある〟と、私も聞かされた１人である。そこで具体的な問題について通告してある福祉行政に入りたいと思います。ご承知のように福祉行政と申しましてもこれは複雑多岐にわたる問題でありまして市町村自治体だけで解決出来ない多くの問題を含んでいることは私もよく知つております。しかし最大限、市独自においても可能な限り努力しなければならないことは行政執行者に与えられた当然の義務であると考えます。本員は昨年の九月定例議会以来福祉行政の具体的な問題について市長の見解をただすべく一般質問の通告を行つたわけでありますけれども、各派の時間割振り、その他の関係で絶えず削除されるという形になつて今日に到つております。従いまして今日まで通告したものの中からまず老人福祉問題について見解をただしたい。

　　今日老齢人口が急速にふえて、老人対策は国の施策の中の重要なポイントになつておることはご承知のとおりでありまするし、沖繩におきましても１９６６年に老人福祉法が制定されて以来、政府においてあるいは各市町村においても老人対策を積極的に進めてまいつております。老人福祉法の規定する理念は〝老人は多年にわたり社会の進展に寄与してきた者として敬愛され、かつ健全で安らかな生活を保障されるものとする〟これは老人福祉法の規定する理念であります。そしてこの老人福祉増進の責務についてこの老人福祉法は〝政府及び市町村は、老人の福祉を増進する責務を有する〟と規定をしているのであります。そしてさらに老人福祉を増進するための施設の規定までいたしております。その種類はご案内のとおり、まず養護老人ホームが第一点であり、次に特別養護老人ホーム、さらには軽費老人ホーム、あるいはまた老人福祉センター、そのような施設の規定まで明らかにされ、政府並びに市町村の責務を規定づけておる。当然行なわなければならない問題であります。市においてはいち早く敬老年金を設定し、お年寄りの皆さんにわずかながらもお金をおあげして余生を楽しんでいただくという制度もつくつてございます。あるいは最近においては老人の家庭奉仕員も配置いたしまして、その生活をいくらかでも潤いのある方向へ持つていかなければならない、という立場に立つた施策がなされていることもご案内のとおりであります。しかし法がつくられ、その法によつて義務づけられたとするならば財政不如意とだけで逃げるわけにはいかない責任があるのではないか。本員は昨年来そのことをこの会議において正式に申し上げる機会はありませんでしたけれども、非公式に与党連絡会議その他の機会に申し上げてまいりました。この７２年度の予算におきましてはこのことが幾らかでも頭をもたげてくるのではないかというふうに期待をいたしておつたわけでありまするけれども先ほど来申し上げておりますように財政不如意でいたしかたがないということでございました。このことを少なくとも市長が打ち出したところの庶民のための福祉行政、これを確立するんだ、推進していくんだ、とするならばもちろん多くの問題を手がけたこともございましよう、児童福祉も大事でありましよう身体障害者も大事でありましよう。そのことにつきましても身体障害者は身体障害者なりの家庭奉仕員もおくつておることは私もよく知つておるのであります。あるいはまた児童福祉の問題につきましてはチビツコ公園、児童公園その他の施設を多く整備拡充したことも知つております。

　　こういう全般的な福祉対策を一応眺めてみました場合に、老人に対する手の差し伸べ方が少し足りないのではないか、というふうに本員は感ずるのであります。長い間社会に奉仕をして老後をゆつくり楽しんでいただくということは、これは法の趣旨であることは先ほど申し上げました。本土各市におきましても、この老人施設に対する配慮は非常に大きなものがございます。本員も二、三の都市においてその施設を見てまいりました。７２年返還が確定づけられるとするならば、復帰後において当然このような福祉行政は市に移管される、これから福祉行政が全般的に市に移管されたらその業務をどのようにスムースに推進、運営していくかということも重要な問題であるけれども、その施設をどのように整備拡充していくか、ということも市に課された大きな問題であるとこのように考えます。

　　復帰前においてこのような施設のひとつでもつくつておくべきではなかつただろうか、私は考えるのであります。この老人福祉問題につきましてはこれまでも多くの議員各位からも指摘されておりますが、もし今年度でできないとするならば次年度においてこういう構想を打ち出し、幾らかでも法の規定を忠実に守つていく、ただ法の趣旨を生かしていくというだけではなくて、ほんとうに市長が打ち出している庶民のための福祉行政を推進していくんだ、という立場に立つた具体的な施策の打ち出し方をしていただきたい。このことをまず第一にお伺いをいたすのであります。第２番目の都市建設についてであります。その第１点、都市計画事業の整備についてお伺いをいたします。本員は那覇市議会の建設委員会に属しておりまするし、また市の行政委員会である都市計画委員の一人でもございます。また琉球政府都市計画審議会の委員の一人でもございます。したがいまして、都市計画事業の推進につきましては人一倍関心を持つているものの一人であります。実は昨日琉球政府の都市計画審議会がございました。それに本会議途中でございましたけれども、他の委員諸公とともに出席をいたしました。この都市計画審議会の審議の案件は那覇市の都市計画事業の問題でありましたけれども、中でも公園の新しい指定ということが諮問の議案の中に出ているのであります。市長がいう〝平和で健康的な文化都市〟を建設するんだ、とするならば都市の機能と構造を総合的に勘案する。そして住宅、道路、その他環境整備のための多くの努力を払わなければならぬ、その中には公園緑地の占めるウエートも大きなものがございましよう。公園の果たす役割は、ただ子供が遊ぶということではなくて、防災の問題からいたしましてもオープン・スペースをとるということは重要な問題であります。ですから公園の整備そのものは当然都市行政の中で大きく評価されなければならぬし、その推進のためには大きな努力を払わなければならぬことも私は知つております。そこで、昨日提案された那覇市の都市公園の指定の問題でありまするけれども、実は先ほども申し上げたように建設委員会、あるいは都市計画委員会に属しておりますけれども、このような提案が那覇市から琉球政府に対してなされたことを実は知らなかつたのであります。おまえが調査をしなかつたから落ち度である、と言われればそれまでかもしれません。しかしよく聞いてみますというと、この問題は私どもが都市計画委員会に委嘱される前の委員会において審議され、市長に対して答申がなされたという説明でございました。それから今日まで２ヵ年有余を経過しているのであります。２ヵ年有半を経過してはじめて琉球政府に対して市長平良良松の名においてこれが申請がなされる。私はこの点について非常な不審を抱いたのであります。と申しますのは前の都市計画委員会において市長に対して答申をしているとするならば、当然あまり遠くない時期においてこれが琉球政府に対して申請なされ、都市計画審議会の議を経ておるべきであつたはずである。どうして今日までこれがそのままになされておつたのか。これが問題の一点であります。

　　　　　　　　　（「革新行政の実体だ」という者あり）

　　さらにもうひとつは、先ほど冒頭で述べましたように、都市公園の必要性は認める、ところがこの公園地域に指定された地域住民から指定を解除してもらいたい、という多くの陳情、請願もなされている。これは風致地区においても同じであります。

　　奥武山公園の３号線に面した一部地域を公園指定地域からはずせ、という議案が都市計画審議会に提案された際に私は反対いたしました。奥武山公園のこの運動公園の坪数はこれでも足りないんだと。少なくとも琉球政府がこの奥武山競技場を管理し、これに付帯する多くの施設をこれから整備していかなければならない。この施設を整備していくためには敷地は足らないはずである。これを解除することは将来に問題を残すという主張をいたしました。このように公園の指定は非常にむずかしいし、またこれを解除するにあたつては非常にまた別の意味における問題を提起されざるを得ない。こういう問題を含んでいるわけでありまするけれども、新しく２３ヵ所に及ぶ都市公園を指定するとするならば、当然新しい都市計画委員会が設置されたとするならば、前の委員会においてこういう答申がなされておる。そして事務がおくれて待たすんだけれども、都市計画委員会の皆さんひとつ了解をしてほしい、という何らかの意思表示があつてしかるべきではなかつたか。実は他の３名の委員の皆さんもハトが豆鉄砲を食つた形で実は私も最初は非常に高飛車な質疑をやつたわけでありましたけれども、竜頭蛇尾に終わりまして、こういうことは単にいま平良市長になつたからどうのこうのの問題じやない。あるいは西銘市長時代において答申をなされたからどうのこうのじやなくて、都市行政のあり方全般に通ずる問題であると本員は考えるがゆえにこれを申し上げておる。

　　　　　　　　　（「そうだよ」という者あり）

　ですからこのいきさつについてはつきりしていただきたい。

　　次に、建設事業を進めるにあたりましてその施工のあり方という形で本員は出しているわけでありますけれども、建設業を進めていくにはいろいろむずかしい問題があることは本員も知つております。冒頭に申し上げましたように清潔で明るい革新行政を確立するとするならば、少なくとも市長がこれまで唱えているようにガラス張りの政治、明るい政治これを市民がよくわかるような形で表示をしていかなければならぬはずである。

　　そこで今建設事業の進め方については、私も建設委員の一人として委員会等においてよく聞いておるのであります。しかしながら市民の中にはこの工事について、一部の業者だけに話し合いがなされ契約が結ばれた。こういう疑惑をもつている人もおるのであります。１９６５年の西銘市長時代において出された訓令第１号に規定する那覇市の事務専決規定の中に、助役の専決事項、部長の専決事項、各課長、支所長の専決事項が規定されております。この専決事項の規定に従つて工事を施行するにおいても助役の権限は幾らまでが専決事項に属する。部長の権限は幾らまでであるというその規定がなされてその規定の範囲内において軽易な工事については執行がなされておるということも知つております。この場合に専決事項にあるにいたしましてもこれは市民の疑惑をまねかないという立場から見積りをとつたり、その他いろいろな措置を講じておると思います。これはいかようになされておるのか。このことをやはり公の場においてはつきりさせていただきたい。それからもう１点は、沖繩建設新聞なる業界新聞に市の石嶺の公営住宅工事について法違反であるとかいろいろ指摘をされているのであります。このことは単に５月１２日ですか、その新聞だけではなくして、ついでに建設部長の見解、あるいは建設新聞社の社説の形でいろいろ指摘されております。こういうことは一応公の場において明らかにして、そして市長の言う明るく清潔な革新行政を確立するんだと、それにマツチするところの行政を進める上から市民の疑惑を自から進んでこれを解明していく姿勢をもつていただきたい。そのためにこの問題も先ほどの軽易な工事の施工の問題についての契約のあり方、それと含めまして一応明らかにしていただきたい。次は答弁によつて自席からまた質問をいたすことにいたします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後１２時０５分　休憩）

（午後　１時１１分　再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　午前の会議におきまして１９番議員から老人福祉対策についてはその積極的態度に欠けておると、あるいは法律規定を忠実に履行すべきであるというような種々のお叱りを受けたわけでございます。なるほど老人対策については近年急速に医療技術の進歩と並行いたしまして、老人人口は非常に大きな数字を示しております。本土においては平均３.１％、これは総数に対する高令者世帯数の割合いでありますが、沖繩においては特に北部地区が１１.６％と高率を示しております。那覇地区では３.３％と、いずれにいたしましても非常に高い率でございます。このようなことで積極的に老人対策を組むべきであるということは身にしみて感ずるわけでございますが、１９番議員のお叱りのように財政上の問題で逃げるわけではありませんが、過去の米国統治下におきましては民生行政については非常におくれをとつてきた行政が続いております。そのようなことで、たとえば厚生年金のおくれ、あるいは国民年金のおくれ等で本土におきましての財政投融資計画の国家財政に占める、あるいは国民経済に占める影響はきわめて大きく、それは６９年度の一般会計歳出予算の４６％を占めるというような事情で年金制度における基金の融資還元というものが非常に大きなウエートを占めております。このような事情から沖繩においてはここ近々、２,３年前からそのような事情が出てきたということで、琉球政府におきましても資金運用部資金の底はきわめて浅く市町村財政にこれを援助するというところにいたつておりません。そのような事情からあくまでも財政状態で逃げるわけではありませんが、そのような事情がそこにあるということをご理解していただきたいと思つております。なお老人福祉センターにつきましては積極的にこのような事情を考慮して、その調査検討をいたしましてなるべくご趣旨に沿うべく努力をいたしたいと思つております。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。都市計画のまず決定の問題でありますが、市の都市計画委員会で答申になりましたのが６８年の１０月１０日であります。その後その答申に基づいて都市計画課のほうでは細部に亘つて検討を続けてみましたが、その間たとえば山形屋裏の公園の問題だとか、あるいは公設市場付近の公園の問題だとか、あるいは末吉の風致地区の問題だとかいろんな問題がありまして答申に幾らか修正を加わえなければいけない、あるいはまた従来、那覇市の公園の取扱いといたしましては都市計画課のほうで扱つておるものと経民のほうで扱つておる小さな公園等がありまして、その管理が思うようにいつていない、そういうふうな中で私たちは去年公園課を新設したわけでありますが、その公園課ができると同時に市の公園の管理問題について十分検討し整理する必要があるんじやないかというようなことなどが重なり、ようやく先々月成案をみましたのでそれを政府のほうに提案をしたわけであります。なお市議会との関係でありますけれども、市議会に都市計画施設の全般を諮問をしなければならないという規定は別にありませんが建築基準法の４４条に用途地域制については市町村の申請に基づいてうんぬんというのがあります。そういうことで用途地域の問題については、去年用途地域を変更いたしました際も議会に諮問しその決定に基づき申請をしたわけでありますけれども、そのこと自体についても法の解釈上もいろいろありまして、別に諮問を得る必要はないんだ、ということなどもありましたけれども、用途地域の制定というものは非常に市民の利害関係がありますので、われわれはあえて議会の諮問を得て用途地域制の変更についてはそのように処理したわけであります。公園の答申を受けて長びきましたのは先ほど申し上げましたように、修正をしなくちやいけないいろいろな問題がありましたし、公園課の新設という状況などもありましたので、そういうことでおくれてきたわけであります。

　　次に石嶺の公営住宅の問題でありますが、この問題は７０年の６月２２日に琉生団地と契約いたしましてその工期は今年の３月２０日の完成の予定でありましたが、ところが完成をあと３日か４日に控えた時期において、いろいろと差し押えの処置などが司直から出されてまいりました。私たちはおどろきまして現場をいろいろ調べてみましたら労務者も非常に騒いでおるというような状況でありました。労務者に対する賃金不払い、そういうようなことがちようどその労務者間で話題になつているような時期でありました。それで私たちといたしましてはどうしても３月の２０日までにこの工事を完成させなければならない、あと４,５日で完成するという工事でありますので、その業者たちに相談しましたところ下請けの状態でありました。私ははじめてその下請けであるということを知つたわけでございますが、この方々はあと４,５日間工事を続けていけば完全に完成するというような状態の下でこの方々に仕事を放棄された場合に、一体だれが損をするかというようなことでわれわれは検討いたしました。そこでその下請け業者の方々が合議をしていたわけでございますが、その業者たちとも相談いたしましたところ、市が責任をもつならば自分たちはこの工事を完成させてもいい、というようなことでありました。しかもその下請け業者の中の代表格ともいえる小川さんという方を代表に立てて、そして市が責任をもつというのであれば自分たちが完成しようじやないか、というようなことでありましたが、この小川さんのほうから、自分たちはまだ実は登録してない、というようなことを聞かされました。私たちといたしましては建設業法でいうと登録をしていない業者が請負業をするということは違反でありますので、小川さんの立場もいろいろ考えたわけでありますけれども、そのようなことを言つていてあと４,５日で工事が完成するというその時期に、そのような問題を言つていたのではそこに入居する人々の入居をおくらせるということになるし、実際にそこで仕事をしている人たちの賃金の未払い分それだけのお金を確保するというようなことなどが非常にむずかしいというようなことなどもありまして、また市民の利益と実際に工事をやつている人たちの利益を守るべきだというような判断に立つて契約をしてきたわけであります。建設新聞の中でいろいろ書かれているわけでありますけれでも、その中では事実である部分もあります、また事実でない部分もありますが、私たちはこの問題を当初から知つておりました。未登録業者に仕事をさせるというようなことはいけないことじやないかというようなこともありましたし、また私の周辺からは名義人を立てたらどうだというような意見さえ出ておりました。しかし私の判断はそのような小手先を弄するということよりは、この問題がひとつのきつかけとなつて今後の指名のあり方、あるいはこのような状態になつたときに工事を完成させるにはどのような方法を取るべきか、その完成の保証などについてひとつの問題提起として受けとめていくべきじやないか、あるいは下請け業者との関係、あるいは下請け業者はどうなくてはならないのかそのような問題、あるいは出来高の計算上の問題、そういうふうな非常に多くの問題がこのＢ工区の問題で提起されるならば、今後建設業界にとつてはマイナスの面が幾らかあるにしてもプラスの面が非常に大きいんじやないかというようなことで、名義を借りてうんぬんということなどそれをも拒否したわけであります。またそのことについてはその下請けをしている責任者たちだけではなしに、その下部で働いている者たちが名義を借りて、もしもその人が自分たちに払わなくなる恐れがあるとすれば自分たちはどうしても今後仕事を続けていくことはできないあくまでも小川さんを中心にしてならばわれわれはやつていくというように労務者の方たちもおつしやつておりましたので、私たちは何がなんでも一応あと４,５日もすればこの工事は完成するんだからこれを完成させて後にこの問題の解決に当たろうじやないかというようなことでやつてきたわけであります。建設新聞の社説みたいなところで書かれている〝法をときには無視してもいい〟というようなことは、私が説明した中でのひとつのことばの端をとらえていつているように私は思われます。私が言いたいのは、そのような建設業を営むものが建設業に違反しているにもかかわらず、その者として工事をしたことは悪い事だろうけれども、それよりもこういうふうな問題をきつかけにして、先ほど申し上げましたように沖繩の中小零細企業の実態、あるいは下請けの問題、そういつたふうなものを建設的に取り上げてやつていくことが、いまの時点では一番正しい建設的な意見じやないかというふうなことなどを話したときのひとつのことばの端をとらえて、〝法を無視してもいいんだ〟というような言い方になつてしまつたんじやないかと非常に遺憾に思います。しかし私たちはこういうふうに建設業法に則つて登録をしていないものに対して契約を結んだということを決して正しいとは思つておりません。しかしこういうふうな緊急な場合、一体どういうふうにして措置すべきかという行政判断をいたしましたときに、ただいま申し上げましたような措置をせざるを得なかつたということであります。議員の皆さんのご理解をいただきたいと思います。











○　土木部長（内間安春君）

　　一部業者だけで話し合いがなされて工事が施工されているということについて回答いたします。市の建設工事の入札にあたりましては、原則といたしまして指名競争入札を付して執行しているわけであります。指名入札を行なう場合には、那覇市の〝工事その他の請負契約条例〟第３条に基づきまして行なわれておりますけれども、競争入札に参加しようとするものの選定にあたりましては、次にかかげる事項を考慮しながら公平にして経済性の原則、並びに競争の本旨に基づいて指名しております。すなわち不誠実な行為の有無、経営及び信用の状況、当該工事に対する地理的条件、手持ち工事の状況、技術者の数及び状況、当該工事に対する技術的な責任、工事の成績、事務手続き、指名及び落札回数の状況。次に随意契約に付する場合におきましても、先ほど申し上げました要件を満たした業者で、さらに再入札に付しても落札者がなく急を要する工事の場合、さらに、同時施行を必要として工事管理及び工事費が軽減されて有利な場合ということで工事の契約が行なわれております。以上。







○　金城吾郎君

　　議会運営委員会でこの一般質問のあり方について、いろいろ検討を加えた中で時間の割当てがなされておるわけでありますが、あと１名残つておりますんで再質問の時間がありませんけれども簡単にいたします。老人福祉対策の問題につきましてはいわゆる米国統治下において諸制度が本土並みになつておらないということが、大きな欠陥のひとつであるという指摘もなされておりますが、制度上の問題で財政的な苦策を余儀なくされているという、そういうものを打開しつつ今後努力していきたいということでありますんで、一応これは了としたいと思います。公園の指定問題については、これまた多くの問題点を残しております。しかし、これも時間の関係で再質問避けまするけれども、那覇市の建設計画、いわゆる１９７１年度から７５年度までの建設計画の中にある公園計画、これを見まするというと今度新らしく指定された地域についての計画はなんらないわけであります。したがつて７６年度以降にこういつた今回指定された公園は工事されるということになろうかと思うのであります。去る第１２８回定例議会の最終日におきまして、那覇市の都市建設事業推進に関する要請決議を議会は全会一致で採択して日本政府の関係各機関に対して要請をしてまいりました。その中にも財政投資の問題が含まれておりまするが、あるいは公園用地そういつたものの確保についても要請がなされております。これまで指定されている多くの道路、その他特に私は今回質問した公園等につきましては多額の費用がかかる、そういつた財政的な裏づけをまずどのようにしていくかが大きな課題であると考えます。従いまして単に指定をするだけではなくて、財政的な打開策というものをどうしていかなければならんかという大まかな問題も、ほんとは検討してしかるべきではなかつたのかというふうに思いますけれども、時間がありませんので再質問控えます。

　　それから石嶺の問題につきましてはいろいろ建設部長から担当部長として説明がございました工事を実際にやつてきた下請けの業者の職員の利益を守らなければならない、市民のひとりとして平等にその人々の生活を守るうえからやらなければならないという点も力説されております。またせつかく９０何％進めてきた工事をその時点でまた他の業者に入札をさせて工事施工させるという上からもこれは問題が残る、法的に妥当ではないが救済措置としてやむを得ない立場であつたという意味の答弁がなされております。この問題を契機として今後の工事施工のあり方について多く改善されなければならない問題があるがこの点についてプラスであろうという意味の答弁でありましたけれども、少なくとも多くの予算を投じて建設業を進めていくからには市民の疑惑を生まないように、また那覇市には工事執行規定もございます、その執行規定の中にも具体的にいろいろ規定がなされておる、下請けについてはこういうふうにしなければならない、工事の全額を下請けさせてはならないという規定もあるはずであります。そういつた具体的な面も今後検討して疑惑をもたれないような形でスムーズな工事執行をやつていただきたい。これは一応要望して、今後また具体的な問題について委員会等でやりまするけれども、以上質問を終わりたいと思います。次の質問者にかわります。







○　島袋宗康君

　　本員は一般質問に４点の事項を通知してあります。その中で第一点の那覇新港開港についての問題につきましては、９番議員のほうからご質問がありましたのでこれを省きまして、区画整理事業と保健衛生について、埋立事業についての３点をお尋ねいたしたいと思います。時間がありませんので簡潔にやりたいと思いますのでよろしくお願いします。寄宮地区の区画整理事業でありますけれども、本年度予算に調査測量費として１６,１４９ドル計上されております、これは私どもが議員に当選してからこの寄宮地区の調査測量というものがはじめてではないかと思いますけれどもなかなか進展しない、この寄宮地区の区画整理事業がどのような形でこれまで進んでいるか、また今後スムーズにいくのかどうか。小祿の区画整理あるいは山下地区の区画整理につきましても、相当な繰出金をもつて今年度も計上しております。こういつた地域におけるところの区画整理は十分になされているように思いますけれども、古島や真嘉比のような地域では全然手がつけられていないんじやないかというようなことが感じられます。また、古島や真嘉比の区画整理につきましては、旧法のいわゆる耕地整理法で実施した場合には、地主は反対であるというようなことも当時いわれておりました。そうして今年の７月１日から実施されるところの区画整理法によつてこれが施行された場合に、旧法の耕地整理法と新しくできましたところの区画整理法との関係につきまして、どういうふうにこれがスムーズに展開されていくかという点についてお答え願いたいと思います。それから保健衛生の問題でありますけれども、７２年度の予算の中に焼却炉の設置が３９１,０３８ドル計上されております。その内訳は政府補助が９３,７４２ドル、起債が６５,５７９ドル、自己財源が２３１,３３７ドル、そういうふうな計算になろうかと思いますけれども、この莫大な資金を投じてあの焼却炉を改善する、いわゆる新らしく設置するというふうな場合、現在の施設との兼ね合い、それから予算には計量器の移転工費なども計上されておりますが、こういうふうな多額な予算で実際これからの焼却炉を十分に運営してゆけるかどうか。あるいはまたこの焼却炉の機種あるいは敷地等に対して十分配慮されているか、この計画につきましてはどのようになつてるか、その辺をお伺いいたしたいと思います。また、この現在の焼却炉に対しましてゴミが２７０トン前後搬入されておるように承つておりますが、この中には約４０％近くの不燃焼物があつて、いわゆる建設関係から出て来るところの粗大ごみといいますか、そういうものがあの谷間に捨てられております。こういうふうな不燃焼物の処理で今相当の敷地に投入されておりますけれども、この敷地につきましてももはや狭まいということがいわれておりまして、この谷間の土地が実際あと何ヵ月ぐらいの容量があるのか、あるいはその後の土地の確保についていかようにお考えになつてるかお尋ねいたします。それから第５次埋立地に仮護岸工事として１０２,２７３ドル計上されておりますが、私どもは第５次埋立事業はイナンビシじやないかと思つておりましたが、第５次埋立仮護岸工事というものはどういう所であるか、これが１点。それから安謝、泊、若狭、那覇港に至る２系１類１０号という都市計画道路が計画されております。この道路を早く完成しないと那覇新港の供用開始に基いて港湾からの搬出入といつた場合に将来非常に困るんではないか。それでこの道路計画の中に水産高校の移転、あるいは琉球造船の移転問題などがかかわりまして、どうしてもイナンビシのあの埋立工事をやつてそこに代替地を与えるというようなことでないと、恐らく安謝、泊、若狭間の埋立ても道路計画も出来ないんじやないかというふうに本員は考えております。そこでこの第５次埋立計画とそれからこの２系１類１０号の道路計画、これがいつ頃から実施されるのか。簡単でありますが時間がありませんのでこの辺で質問を終りたいと思います。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。寄宮地区の区画整理はご承知のとおり裁判の問題に持込まれまして現在に到つておりますが、地主の方たちと話し合つてみますと区画整理そのものに反対しているわけではありません。その減歩率とか道路の巾員の問題とかがいろいろ意見を異にしておりますものの区画整理そのものに反対するということではないわけでございます。ただ自分たちの土地に関することなんだからもつと民主的な態度でもつてこの事業を行うようにすべきであるということが中心のようであります。私たちは過去２ヵ年間この地主の方たちといろいろ接触を深めてまいりましたが、その間、いろいろ従来までのいきさつによる感情のもつれもあつたわけでございますが、ようやくそれがとけまして地主は組合を結成するところまで来ました。その組合との話し合いによつて７３年後から事業が始められるように新年度において調査、測量などをやろうところまで漕ぎつけて来ております。今まで私たちが測量することが出来なかつたのは立入りが禁止されていたこともありますが、地主を徒うに刺激するようなことがあつちやいけないということから今まで出来なかつたわけでありますが、地主の承諾を得て新年度の予算がとおりますればそれによつて測量、計画が完了するもんだと考えております。出来うれば７３年度から工事を再開してゆきたいと考えております。次に、山下地区でありますが７１年度で約６０％の工事の進捗状況であります。小祿地区につきましては約３０％の進捗であります。小祿、山下地区につきましては政府の補助金の問題もありますが、７１年度の補助金がそのまま７２年度に来ておりますがその件について琉球政府と話し合いましたところ年度内にでも今までの計画どおりに政府の支出はやつていこうという前向きの返事をいただいておりますので少々時期は遅れるにいたしましても政府のほうでも前向きに検討していますので近々その見通しも明かるくなるかと考えております。特に真嘉比、古島につきましては新区画整理法が今年の７月１日から施行されますので、それによつてやつたほうがいいという意見が多いようであります。それで新区画整理法によつて私たちは今まで停滞していた状況を打破してやつてゆきたいと考えております。次に那覇新港、泊港、那覇港に通ずる道路の問題でありますが、それと平行いたしまして那覇新港から泊の高橋に出るところの道路の問題、これは委員会あたりでも非常に問題になつてるわけでございますが、きのう市長の答弁にもありましたように水産高校、あるいは造船所の移転問題、あるいは外人墓地の移転等の難問題をかかえておりますがこの重要性は委員会あたりでも指摘されておりますし、私たちも同じ考えでありますので今後強力に取つ組んでゆきたいと考えております。泊港から若狭海岸の前を通つて波の上に通ずる道路の問題にいたしましても先程１０番議員が指摘されましたように重要な道路でありますので、市といたしましても那覇新港、泊港、那覇港の一元化という方向で港湾管理をしなければいけないという考え方をもつておりますしこの問題についても煮詰めを急いでゆきたいと考えております。







○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　４０万ドル余りを投ずる新焼却炉の建設について現在施設との兼ね合い、運営方法、機種等についてのご質問かと思いますが、投資する金額も莫大でありますので３月１６日に私が委員長となり、新設焼却炉建設のための機種及び会社等の選択を審議するための委員会を設置いたしましてそれを４回ないし５回程審議を重ねております。この審議の結果は７月初旬に市長に対して報告いたしたいと考えております。委員会での討議内容といたしましては財政上の問題、技術上の維持管理、あるいは運営上のコストの問題、人員の配置、あるいは公害にかかわる炉の設計上の問題、施設ごとの利用の問題、焼却炉の能力、そういつた種々の点を網羅いたしまして審議を続行いたしております。その報告の結果に基いて機種を選定し、そして新設いたしたいと考えております。それから敷地の問題でありますが現在１日に２７０トン程度のごみが搬入されておりますが既設の焼却炉の能力は１年間の平均で１０７トン、コンポストが２２トン、埋立てに廻わるのがほぼ５６％で先程の島袋議員の示されたパーセンテイジより高い数字が出ております。谷間への投棄が主であります。そのようなことで現在の敷地は昨年の１０月現在で２２ヵ月という計算が出ましたが、いずれにしましても新設炉の建設が１ヵ月程かかるということで現状はそのまま維持するわけでありますので現在の敷地に続く谷間の確保ということは重要な点であるかと思つております。しかしながら７２年度における清掃関係の財政投資が非常に多額な額にのぼりましたので強力に力説いたしましたがそこまで購入にいたつておりません、これはもし財政がゆるすならば年度中途においてでも確保していただきたいと思つております。







○　人民（国吉辰雄君）

　　本員は先に提出いたしました発言通告書のとおり次の４点について質問いたします。①交通対策について②安謝漁民の生活について③道路、排水の整備について④小祿支所建設についてでございます。まず１番目に交通対策について、中でも災害補償問題に焦点をしぼりたいと思つております。よくいわれておりますように〝人命は地球よりも重い〟と。その尊い人命が丸でちりあくたのように交通事故によつて失われてゆきます。被害者本人の殺傷だけではなく平和な家庭が一瞬のうちに破壊されております。しかもこうした交通事故犠牲者数は毎年うなぎのぼりに増加してとどまることを知りません。その根源を深く分析すれば交通事故は明らかに対米従属化、日本独占資本の利潤本位、人命軽視という本質のもつとも明白かつ露骨な現われだということが出来ます。交通事故による犠牲者数は戦争による死傷者数をはるかに上廻わるといわれております。戦後の日本の交通事故による死傷者は２０万を数えるといわれております。これはヴエトナム戦争において戦死する兵隊の数、それから広島の原爆もやはり２０万余の犠牲者だといわれており近くは沖繩戦でなくなつた同胞も２０万前後だといわれております。このような戦争史上特筆すべき人の命がこの２５年間の戦後の交通事故によつて失なわれておる、ということに私たちは心を痛めるものでございます。ちなみに本土警察庁の統計とその予報によりますと、昭和３５年に３４０万台の自動車があり、その死傷者は３０万人だと統計は示しております。それから５年おいて昭和の４０年は８１２万台、死傷者の数で４３万人。さらに５年経過した去年でございますが、車の数では１,９３０万台にのぼつており死傷者は１００万人を数えております。あと４年待たずして昭和５０年の予想では、車で３,４１７万台にふえると見ております。そのときの死傷者の予想は１,８００万人だとされております。あと１０年以内に１億国民の中に５人に１人は交通災害にあわなければいけないようなことになりはしないか、というふうなきわめて憂慮さるべき見通しが立てられております。これは本土の統計でございますが、５人に１人といえばもはや一家族に１人の交通災害にあうような恐しいことが予定されるのかと心冷たくなるもんであります。ここに沖繩の警察本部の統計を見ますと、やはり５年前の６６年から７０年まで見ましても死傷者も９０人から１００人というふうな数。車の台にしますと同じようにふえておりますが、事件にいたしましても５年前の１万３,０６９件から１万６,３８９件と３,０００件もこの５年間で沖繩でもふえております。その中で特に私たち那覇で見ますと、去年７０年で那覇で５,３０８件の事故がありました。そして死亡者が１６名、負傷者が８７１名とこの全沖繩の交通事故の中に占める那覇市における発生の割合は約４０％だといわれております。そこで不幸にして交通災害にあつた場合の保険制度について考えてみたいと思いますが、手もとの資料によりますと千葉県に我孫子市という市がございますが、そこでは市民であればだれでも交通事故で負傷したり死んだりした場合市から補償金を受けることができる。いわゆる「我孫子市民交通災害保障金支給条例」なるものを設けてございます。これは〝一月１円の掛け金〟をキヤツチ・フレーズとして各市町村で実施されている交通災害保険制度をさらに発展させたもので、いままでの市民各自の加入を打ち切り、市が保険に加入し、市民は掛け金なしに住民登録さえあれば保障金を受けられるというのが特徴です。６９年度予算では日本円の５００万円を出しております。そして保障金額は、事故で死亡した場合は５０万円。負傷の場合全治６ヵ月以上が２０万円、全治１週間で２,０００円となつております。交通災害が激増の一途をたどつている現在、保障金対策だけで終わつてはならないことはいうまでもありませんが、注目すべき制度だといえますので当局はこのような制度を検討され、かつ採用される方針がありますかどうか一点お尋ねいたします。続きまして第２点目でございます安謝漁民の生活について。那覇新港の供用開始を間近かにひかえ、多くの市民、県民は未来の発展を期待し喜んでおります。ところがこの喜びのかげに那覇新港建設に全面的な協力をし、そのために最適な船留場を埋め立てられ何の保障もないまま４０名の漁民が新しい船留場に移されて操業し、苦しい生活を強いられております。船留場が変わつたために漁民の住宅からの距離が遠くなつて、近いところで１,０００メートル以上もあり、操業時におけるエンジン、漁具などの運搬、悪天候のときの舟の保護、修理など精神的にも経済的にも大きな損失を受けております。多くの人の利益のためにこのような一部の零細漁民の犠牲が強いられては、せつかくの新港建設の成課が半減されるかと思います。革新市政の政策に照らし、安謝クリ舟同志会が生活保障の立場から市当局に対し要求されたり陳情されております。漁民が漁業に適する住宅地域確保の陳情がありますが、当局はこのような純朴な漁民の要求にどう対処なさるかその方針をお聞かせ願います。３点、道路排水についてでございます。６３年の干ばつ以来といわれております干ばつに待望の雨が去る６月の７日の晩から８日の午前にかけて降りました。その雨量は新聞の報道などによりますと１０２ミリだといわれており、４日から降り始めた降雨量の合計では１７３.５ミリであつてこれは平年の６月の降雨量の３２０ミリの約半分であります。そこで、問題でございますが平年の半分の降雨量で市内に浸水箇所が約２０箇所も起きたということでございます。これは古蔵中校前、安里の三叉路、与儀の交番向かい、近くは私たち字小祿の三叉路などでございますが、平年の半分の降雨量でこれだけの浸水箇所が出るならば、平年どおりあるいはそれ以上降つた場合には想像を絶するような浸水騒ぎが起こるんじやないか、とこのように考えられます。特に小祿三叉路あたりの浸水状況を見ますと、当時の状況を調査によつて聞いてみますと、当日はちようど出校時間、出勤時間とかち合いまして車の停滞はもちろんでございますが、その道路東側に面するところ浸水のひどいところは中学生、小学生が学校に行けないような状態が起こつております。女子中学生もいつたん渡ろうとしたが、あまりにも危険なので学校を欠席しなければいけないような状態であつたようでございます。それで、ある家では〝もうそういうことではいけない〟ということで屋敷内に浸水する水をくみ上げるために自己負担で吸い上げポンプを購入して自己防衛をとつている、というようなことを聞いたときには実際たいへんなことだとこういうふうに考えました。側溝や暗渠の不十分な政府道、それから軍道、すべての排水溝がないということなどでございます。早速市当局は６２名の職員を派遣して調査にも乗り出してはおられますが、今後のこのような浸水箇所の対策をどう持つておられるかその点について具体的な答弁を得たいと思います。４番目に小祿支所の建設でございますが、過去何回かの議会にも、あるいは委員会でも意見を述べましたが、幸い土地の確保はその熱意のあるところを示していただいて、ほぼ具体的な日程にのぼつておりますが、かんじんの建物がまだできておりません。これは小祿地域を代表する党派を越えての議員の要求もあり、それから自治会長、青年会、有志各位の一致した意見でございます。一日も早くこれが建設されますように、４番目の点についてはもうこれ以上質問しないで済むような、きわめて明快なご答弁をいただきたいとかように思います。

　　以上４点を質問いたしまして答弁によつて自席から質問を続けます。







○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　１１番議員のご質問の交通災害対策につきましてお答え申し上げます。交通災害につきましては昨年度も私たちは関心を持ちましてその制度の設定につきまして調査をしたのでありますが、本土の都市におきましてこの交通災害保険制度なるものが、非常に運営が苦しくてどの市におきましてもこの制度が相当な赤字を出しているということでございます。といいますのは交通災害そのものは非常に多いのでありますが、一般的に市民の関心が薄くその制度に加入をしない。さらに加入をしましても、長く続いてその保険料を払い込まない、ということで非常にその制度運営がむずかしいということの調査の結果でございました。それで去年は一応これを見送ろうということでありますが、ただいま１１番議員のお話のありましたのは、さらにそれにかわつた新しい制度の災害保険制度であるようでありますので、さらに検討してもしいまお話しになつた制度が妥当なものであればさらに検討を進めてみたい、とかように思つております。







○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　安謝漁民の生活についてでございますが、条件が変化してそして最も近い住宅からも１,０００メートル、それから舟の修理あるいは漁具の管理等に非常に困惑しておる、というようなことにつきましてはまことに同情にたえません。その件につきましては先ほど陳情も出ておりましたので、また市が現在新しい船留場については管理いたしておりますが、この管理についてもただいまの事情等が述べられておりますので、この件につきましては那覇の漁業組合に管理を移していくというような形が最も好ましいんじやないか、と検討いたしております。と申しますのは、ただいま１１番議員のおつしやいましたように漁民の舟の修理、あるいは漁具の管理等からいたしまして最近盗難が非常に激しいというようなことも聞いておりますので、そのような事情を防止するためにはどうしてもあの船留場の地域に修理する小屋なり、あるいは番をする小屋なりを設けるということが好ましい、とこう考えておる次第でございます。そのようなことでこれらの管理をするためには、那覇漁業組合に管理を移管すべきだというような形で考えていきたい、とこのように考えております。それからこの漁民たちの住居を船留場の近くに移転させてはというようなことでございますが、これはあくまでも背後地利用の問題もありますし産業を発展させる意味からその辺の考慮を払わなくてはならないんじやないか、というふうに私は考えております。またこの件につきましては補償という問題では考慮すべきではない、と私は考えます。と申し上げますのは、民法上あるいは商法上の確定された権利の喪失とは違つておる形でございます。いわゆる日に変化する都市建設上のかね合いから出てくる日常生活上の変化でございますし、このような条件の変化というものはわれわれ住民の生活の上では非常に急速なテンポで、あらゆる層の人々にも及ぼす影響がございます。そのようなことで種々考慮しながら慎重に配慮していきたいこのように考えております。







○　土木部長（内間安春君）

　　浸水被害についてお答えいたします。ご指摘のように去つた６月の６日から８日にかけての大雨で市内で浸水被害があつて、道路その他に浸水の状態が続いたわけでございますが、その個所は主に政府道に関係している地域が多うございました。すなわち安里三差路一帯、松川一帯、さらに与儀十字路一帯、儀保、さらに小祿交差点の一帯ということで早速政府と合同で現地調査を行ないまして、その対策について政府も早急にぜひ講じてもらうよう要請もしてございます。ご指摘の７号線と６２号線の交差点の浸水被害でございますが、この地域も過去において埋立事業で道路よりさらに高く埋め土がなされまして、そこで排水施設がほとんど実施されていない、それに加わるに政府道が側溝並びに暗渠の整備されていないために水はけが悪く一帯が１メーター近くも浸水するという状態になつたわけでございます。この点につきましても政府といろいろ協議を過去においてももつてきたわけでありますが、来たる臨時国体予算といたしまして３号線からこの交差点までの道路改修費がついておりますので来年度事業としてこれを実施したい。それによつてこの道路の側溝暗渠の問題を解決していく。この工事が完成すれば一応道路としての機能は発揮いたしますけれども、その道路側溝並びに暗渠からくる下流の排水については当然市としまして、この問題の解決に当つていきたいというふうに考えております。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。１１番議員のご質問で小祿支所建設につきましてはご指摘のとおり、小祿地域の住民の方々、あるいは自治会長の方々、それから学校関係の方々から強い要請がございまして、できるだけ新年度で庁舎建設をするための努力をいたしましたけれども、今年度は実現できませんけれども次年度におきましてはできるだけ早い機会で建設すべく最善の努力をはらいたいと考えております。







○　人民（国吉辰雄君）

　　ただいま４点ご質問いたしましたが一番目の交通災害については本員の提案いたしましたように、妥当な制度であれば検討しようと、進めていこうという助役のご答弁がございました。ぜひ強力に推進していただくよう望みます。それから２番目の安謝住民の漁民住宅地の確保ということでございますが、背後地の関係、産業の発展などからその点の考慮もはらいたいという経民部長の答弁でございますが、その漁業に従事する方ならどの方でもよくわかると思いますが自分の命を託した船でございますので、どうしても手近かなところで管理しなければならないということは常識だと思います。命にもかかわるということで十分な配慮をしていただきたいとこう考えます。それから７号線から６２号線の交差点、しろうとの私たちがみてもここは集水面積といいますか、排水の関係は本当にバランスがとれているかなあと思うぐらい不自然な状態になつております。その辺も専門家のみなさんが今後悔を残さないような排水の施設をしていただきたいとこう考えます。

　　４番目の点は次年度の早い時期においてということであるが予算を計上していただくように強く望んで質問を終わります。







○　瀬長フミ君

　　本員は通告書にあります３点についてお尋ねいたしますが、１番目の老人福祉対策につきましては金城吾郎議員からもご質問、ご要望もありまして当局は積極的に調査して検討して進めていきたいという前向きの姿勢でありますので、ぜひとも実現して下さることを本員も強く要望いたしまして、別の面での対策についてお尋ねしたいと思います。今那覇市では気の毒な家庭のために世話人を設けて１１名の職員が１週間１回まわつて、お世話して下さるので大へん喜ばれております。しかし７２年度予算には前年度通りに１１名だけ組まれていて前進いたしておりません。予算の都合もあつたかと思いますが、ただ１週間１回だけでは心もとない家庭もあります。家庭事情や健康状態なども勘案して１週間２回以上回わつたり、あるいは寝たつきりの老人のために奉仕員をふやす計画はないかどうかお伺いいたします。さらに６５才以上の方々の無料健康診断がこの４,５年前から実施されております。今年も４月２０日から５月２０日までの１か月間那覇市内で実施されました。こういうすばらしい施策があるということを市内に住む方々、私本人もわかりませんでした。これは宣伝不足もあるかと思いますがこのことをもつと宣伝し、もつと利用してもらうことを私は要望するのでございますが、そういう状態で今資料は持つておりませんが検診状況が３０％ないし４０％ぐらいの利用度で予算も余りあまつておる状態であります。本員は今年の検診の中でこのことを知つたのでありますが、市民から大変喜ばれております。ほとんどの方が何らかの病気をもつておりまして病気を発見された方々は現在治療を受けておる方もおります、さらに市民の間からはぜひ今後２回は実施してもらいたい、という要望が強いのであります。当局の今後の見通しと計画についてお伺いいたします。あと１点、かぎつ子対策についてでございますが、本員は前にも母子家庭の問題についてその対策を要望いたしたところ、教育委員のみなさんの熱意あるご指導によりまして３個所設置されました。特に敬意を表するわけであります。ただ残念なことに２２の小学校のある中でたつた３個所だけでは心もとない限りであります。ある父親がひよつこり帰えつて来て自分の子供が隣のブロツク壁を飛び越えて入つて来るのを見てびつくりし、なるほどかぎつ子とはこのことかなあ、とつくづく考えたということであります。さらにある母親はだれもいない家の中で小学校の子と隣の子供と一緒に自分で目玉焼きを作つて食べるのを見てびつくりし、このかぎつ子対策が非常に重要であるということをつくづく話されておりました。そういう状態から考えまして、今現在の社会情勢からみましても交通事故や水死事故とか、誘拐なども起こつておる中で早急にこの対策が必要だと思われます。これについて教育委員会のご計画がございますかどうかお伺いいたします。あと１点は、本員が今月の２日に経民委員会として全委員と共に第２公設市場の現状視察にまいりましたが、そのときに市場の方々は商売もよくないということで手もちぶさたでこぼしていらつしやいました。第２公設市場の不振の原因につきましてはいろいろあると思います。今までにも随分と論議もなされてきましたし、さらにコンサルタントの調査報告にもありますので多くは申し上げませんが、ただ一部の方々のお話では室内の改造もやらない、道路の整備もやつていないのでお客さんも寄つて来ない、ということを異口同音に話されておりました。はたしてそうであるかどうかは疑問をもつわけでありますが、いずれにいたしましても歩行者や車の交通の激しいところだし道路や排水溝の整備は必要だと思います。いつごろなされるのかどうかお伺いをいたします。もう一つは道路と排水溝の整備についてでございますが刑務所裏の道路、つまりカトリツク教会の横からずつと上のほうに上つていく道路と排水溝でありますが、地域の方々は前西銘市長時代からずつと陳情もしておりますが一向に改修されないままに道路は壊われていくし、排水はとまるし、屋敷内に排水は入るし蚊は発生する。そればかりではありません、車の交通も危険な状態であります。あの排水溝は刑務所とも関係があるかと思いますが、いつまでもそのままでは市民の苦情も大きくなるばかりであります。当局としてはどのような計画をなされておるのかお伺いいたします。あと１点は、本員は今部分的な面ばかりを申しましたが、那覇市全体的にみましてせつかく立派に舗装された道路が上水道工事、下水道工事のために何回も何回も堀り起こし堀り起こしされるということが何年も前から繰り返えされてきております。そのために市民が迷惑をしているし、特に商売をしておる方々が迷惑をしています。それに道路は悪くなつてくる状態であります。これは今までの都市計画のあり方に問題があるかと思われますが、今後都市計画を進める場合宅地造成、道路計画と関連して上下水道、あるいは改修工事など一連の計画のもとになさるべきじやないかと思いますが、当局の今後の計画についてお伺いいたします。あとは自席からお伺いいたします。







○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　お答えいたします。老人家庭奉仕員の問題でございますが、現在那覇市では１１名の奉仕員で６５世帯７２人を対象といたしまして老人家庭の奉仕をいたしております。この制度は新制制度になつておりまして担当課の課長の弁によりますと、申し出がなかなか出てこない、というようなことが言われております。ということで課といたしましては課が積極的にこれらの条件に合致する家庭を開拓していくというような形で、積極的にやつておるんだというような話でございました。そういうことで課といたしましてはこれらの問題については、積極的に今後もこれらの対象者を求めて開拓していきたいとこのように考えております。寝たきり老人に対する施策でありますが、これは本年度の民生課の重点事業として実は考えておりましたが、どうしても財政上許さないというようなことで今年度はこれに対処することができませんでしたので、次年度におきましてはそれを積極的に取り組み、寝たきり老人に対する福祉を強調していきたいとこのように考えております。また老人に対する年一回の診察でございますが、お説のとおり現在は３０％程度の受診率でございます。対象人員が７１年度で約４,７４９名おります。現在受診した人のカルテを回収中でありまして、これに対する受診率は出ておりませんが、７０年度は２,５００名を対象として９８１名、約４０％の受診率を得ております。本土においても大体対象人員というものは６０％程度を見込んで予算化しておるようでございます。当市といたしましては５０％を見込んでやつたわけでございますが、それにしても受診率がきわめて少ない。と申しますのは制度的にも診察は無料でやりますが、あとの治療については本人負担であるという事情もあるいはあるかと考えております。これの受診率を上げるためには〝市民の友〟や市民の時間、ラジオを通じまして通知いたしておりますが、今後ともたとえば老人クラブ等も通じまして積極的に通知をし、そうしてなるべく受診率を高めるというようなことで努力をいたしたいと思つております。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答え申し上げます。カギツコ対策についてはいつもながら積極的なご意見を拝聴いたしまして感謝申し上げます。ただいま開設いたしておりますカギツコ施設は、これはわれわれとしましては留守家庭子供会というふうに規定のうえでは唱えております。通称カギツコ対策でございます。大道と安謝と儀保の３ヵ所に設置いたしております。その設置の目標といたしましては保母の看護が長期にわたつて適切に行なわれていないお子さんたちをあずかつていわゆるこれを保護してあげる、学校から帰つてからブラブラさせてはいけませんのでこれを施設に収容して世話してあげる。従いましてこれは健康と安全ということを大きなねらいにするわけでございまして、ひとりシヨンボリさびしく生活するお子さんを励ましていろいろ社会性を培つてあげたりするわけでございます。その結果はたいへんいい結果があらわれて、われわれ委員会としてもたいへん満足に思つておるわけでございます。従いましてこのような施設をさらに拡大増設すべきであるということは一応考えられるわけでございますが、何しろ復帰を目標に控えまして義務教育諸般の費用が非常に増大いたしておる関係がございまして、これから直ちにこれを増設するということはよほど慎重にしなければならんという委員会の考えのもとに、いましばらくこれは継続検討を要するもんだというようにしておるわけでございます。従いまして新年度においてもいまのところ継続検討という方向で進んでいきたいわけであります。以上であります。







○　土木部長（内間安春君）

　　まず第二公設市場付近の道路の整備並びに側溝の整備ということについてお答えいたします。牧志公設市場周辺の道路整備をお話し申し上げる前に、ガーブ川河岸をはじめ公設市場周辺の下水工事について説明いたしたいと思います。ガーブ川河岸及び牧志公設市場周辺の下水道工事は１９７０年３月から７１年６月、すなわち今月でございます。その間、約１ヵ年半にかけて汚水管１,６５２メートル、雨水管が６８３メートル、合計２,３８６メートルの工事を行なつておりますし、その工事費が４１３,９８０ドルという下水道工事を施工しておりますが、ご承知のように当地域は市場や商店等が密集し、那覇市のシヨピングセンターともいえる地域でありますので、特に当地域の環境衛生の施設の整備は急を要するという考え方から下水道の汚水及び雨水の排水施設計画を施工したわけでございます。工事の設計並びに計画に当たりましては一般からの通行の問題や、市場及び商店の商品の仕入れの問題、買物客や一般歩行者の安全、非常災害時に対する配慮等を考慮に入れまして夜間施工や推し管工法、あるいは施行期間の区分等に留意し、さらに施行にあたりましては通り会、警察、消防、道路管理者をはじめ政府の各関係機関とも説明会や協議会をもちまして、十分なご理解とご協力を得て工事を施工してまいりましたが、当地域の一帯は軟弱地盤の自然的な条件が悪いうえに、市場商店街という立地条件からして作業時間の制約を受けたり、高圧線や電線等による施工の支障、ガーブ川改修工事に使用したシートパイルの除却、管施設についての地主の同意を得なければならないなど、施工の段階になつて予想外の問題が発生し、これらの問題の処理のために工期の延長を余儀なくされたこともありますけれども、昼夜間の突貫工事により６月中には完成する予定であります。当地域一帯のような施工困難な場所で地域住民に対する迷惑度や、工事の被害を最小限に食いとめた下水道工事の施工が進展しましたことは、技術の進歩と適切な工事管理によるものでありまして関係技術者の労を多とするものでございます。そこで市場付近周辺の道路整備につきましてでございますけれども、先ほどもご説明申し上げましたとおり今月中には下水道工事が終わりますので、そのため路面や側溝が一部を破損したり、ガツター等の道路排水施設が土砂に埋つたりして付近住民に迷惑をかけ、道路整備の必要性については十分承知はしておりますけれども、牧志市場の機能を十分に発揮させ、また交通の利便をはかり、市場周辺の衛生環境を考慮する目的で当局は以前より道路整備の計画を立案しておりましたけれども、下水道工事が完了した後でなければ道路工事を実施することはきわめて困難でございます。そこでどの地域にあつても道路工事が下水道工事より先行した場合には後戻り工事になつて予算のむだ使いや、あるいは市場周辺の狭い地域での道路工事と下水道工事が並行して実施した場合には、予期せぬ困難が発生し、そのための工事が停滞しいま以上に市民に迷惑をかけることも明白でありましたし、下水道工事もほとんど今月中は完了いたしますので、道路整備につきましてもすでにその一部の路線については着手しております。残された路面につきましては、設計も現在進めておりますので新年度早々には着手する予定で作業を進めておりますので、その辺ひとつよろしくご理解をいただきたいと思います。さらに、刑務所裏の道路の整備、並びに側溝の整備でございますけれども、ご承知のとおりこの地域は密集地帯でございまして、しかも道路の幅員が３メーター内外できわめて狭く対面交通ができないような状態の地帯でございます。そこで少なくとも最小限度４メーター以上に道路幅員の拡幅を計画いたしておりますけれども、用地の問題、建物、その他の補償物件の問題がありますので早急に、この問題を関係者と協議いたしましてこれが解決次第、７２年度早々には着手したいというふうに考えております。以上。







○　瀬長フミ君

　　経済民生部長にお尋ねいたしますけれども、先ほどのご答弁にはございませんでしたけれども、いま健康診断の問題であまり知られてないということは事実でございましてほとんど知つていない、また老人クラブやあるいは自治会のほうへ通達していらつしやるということでございますが、老人クラブのないところやあるいは自治会のないところはほとんどわからないというような状態でございますので、今後は全部にしてもらうような方法を考慮していただきたい。さらにこんなに予算が余るような状態でもありますし、また今度受けた人たちは非常に喜んで、そうして年２回はぜひともやつてもらいたいという要望もございますので、そういう面でもいろいろ考慮していただきたいと本員は考えております。カギツ子の問題にいたしましても、先ほどのご答弁ではいろいろ予算の都合もございまして、今年はどうしてもできないということでございますけれども、先ほど申し上げましたように非常に子供たちが危険な状態におかれている、という立場からぜひともそういう問題を、金のかからないような方法もあるんじやないかと考えるわけでございますが、いま公民館を利用していらつしやいますが、公民館のないところではどこかの家庭の主婦がそれを利用して、あるいはあずかるという方法もあるかと思いますのでそういう面も金のかからない方法、あるいは指導員の手当を出すぐらいは出来ると思います。いろいろご検討の上実施していただきたいということを要望いたします。道路の問題も公設市場の問題は下水道が今月一ぱいに完了すると、そのあとでなさるということでございますのでこれは了といたします。あの地域は、公設市場の人たちはほとんど、市場の不振がこの道路の問題にあるということでいいふらされております。これは市場と関係がありますが、一般の歩行者や車の交通の面から考えましても早急にやつていただきたい。刑務所裏の道路にいたしましてもずつと長い間の地域の人々の要望でございましてごらんになりましてもおわかりかと思いますが、どんどん道が崩れてゆくわけでございます。非常に危険で、たとえば車がすれ違い出来ないような状態になつております。巾員を拡げなければならないという区画整理の面もあるかと思いますが、現在こわれている道路も何とか当座しのぎといつてはまずいですが補修ぐらいはやつていただきたいと思います。あと一つお答えがございませんが今後の都市計画と道路行政の問題についてお願いいたします。







○　土木部長（内間安春君）

　　道路の掘り起こしについての問題でございますが、われわれは建設工事を始めるには関係各機関並びに関係道路占用機関と連けいを密にいたしまして出来るだけ年度はじめにその調整を行ないまして実施しご指摘のようなことがないようにしてゆきたい。さらにまた下水道工事を行なう地域につきましては下水道工事を先行させまして、さらに下水道工事を行なうときに関係機関の占用物件を同時に施行しその後に道路工事を行なうというようなことで実施しておりますのでその面ご了承願いたいと思います。







○　久高友敏君

　　一般質問を行います。第１点として、ごみ処理場問題についてお尋ねいたします。私が現在運営している清掃工場の内容を調べた場合に、なる程あの清掃工場の中で焼却炉とコンポストの処理がなされておりますが、このコンポストの処理についてでございますが、現在公称能力は１日５０トンと称されております。しかしながら実質的には３０トン以下しか処理していないという事実であります。さらにこのコンポストなみに要する人員も１日１０名以上もかかつているということになつておりますが、本員が去つた４月に上京いたしまして大阪の吹田市に行つたのですが、これに似かよつたような処理工場がありますが、向こうでもやはりコンポストの機械は那覇市と同じ処理能力を持つ同種の機械であります。向こうでも無用の長物として現在運行してない状態であります。このコンポストというのは肥料を作るのが目的であつて決してごみ処理が目的ではないということを吹田市の係員もいつております。先程冒頭に申し上げましたように社大党の国吉議員と一緒に調査いたしましたが、吹田市でも〝これは時代遅れで東南アジアあたりの後進国の農業用の堆肥作りをするものであつて決して文化都市にふさわしくない〟ともいつております。従つて、当那覇市においても今から３年前にこれを造るときに問題はありましたけれども、しかし、あの当時はこれが如何にもごみ処理、あるいは肥料づくりと相方両立して農民にも還元するし、当市のごみ処理に非常に貢献するからというふれこみによつて設置されたわけでありますが、現時点の問題としては１日３０トン以下、しかも特殊のごみは処理できない、特に直営の車が持つて来るごみしか処理できないということです。さらに人件費の尨大さと１日の排出量が２７０トンから２８０トンといわれておりますが、これに対処するためには今度出された予算書においても新しい焼却炉が作られようとしておりますが、これに伴つてこのごみ処理場の場所の隘路、そういつた面からしてむしろ早目に撤去して、その場所に早く焼却炉を設置したほうがいいんじやないかというふうに考えておりますが、市長はこの清掃工場内にあるコンポストを続ける意思があるのかどうかこれについてお尋ねいたします。次に公害問題についてでございますが先程金城議員からも質問がありましたが、市長の政策として都市公害から市民の健康と生命を守り快適な都市建設をするということでありますが、目下那覇市においても直接これに類似するような公害が壺川の騒音、あるいは煤煙、あるいは安謝の火葬場、石灰焼場と数々の都市公害が惹起しつつあります。特に首里の石嶺のほうに都市公害に類似するメツキ工場の増築工事が申請されて建築審査会でも公聴会を開いたようであります。しかしながら首里地域の自治会長、ＰＴＡ会長、その他婦人団体、青年会そういつた数々の団体の長さえも呼ばないで、ただ２００メートル以内に土地を持つ人たちだけを集めてこれを造つていいかどうかを諮問したようでありますがこれじや本当の公聴会にはならないと本員は考えます。特に市長は今度の施政方針の中で、本土制度に平準化するに当り市民生活を守り、民主的な自治の確立を目ざす行財政上の対策を確立するというふうに謳つておりますが、今回機構改革をするに当り従来も復帰対策室が出来ておりますが、日本にはすでに公害基本法が出来ております。さらに各県においても県条例、市町村条例も制定されております。しかし、去年９月に那覇市内の壺川から出された騒音防止条例制定についての陳情に対して経済民生教育委員会においてこれを処理するに当つて特に要望しております。早くその那覇市独自の条例を作るべきだと先程も話しがありましたが、やはり沖繩においても立法院がこの公害防止法の基本を作つて、それに則つて条例を制定する。それまではよく調査、検討するというふうに去年の一般質問の折、黒潮議員の質問に対して総務部長は答えております。しかしながらあれ以来すでに１０ヵ月を経過しておりますが、今公害が出始めております。しかし公害というのは起つてから条例を制定しても効果はないのであります。つまり起こる前にそれをチエツクするような条例が必要じやないかと本員は考えるのであります。市長は公害防止の基本となるべき案があるのかないのか。今度は上程されておりませんし目下研究中と聞いておりますがどの程度研究されておるのか。繰り返えして申し上げますが、公害は起こつてから防止条例を作つてもはじまらないが、今のうち整備すべきである。日本復帰に備えてすべて行財政を確立しそれに則つて準備が必要だと思いますが、そのような準備がなされているかどうか、この２点について市長のご答弁をお願いし、さらに答弁によつては自席から質問を続けたいと思います。







○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　コンポスト問題についてお答えいたします。コンポストは１９６７年６月２０日に完成して７月１日から操業を始めて現在に至つておるわけでございます。確かにその処理能力は８時間操業で５０トンあるといわれておりますが、現在その処理は１日平均搬入量が２２トンというような事情で極わめてその作業成績は悪い状態であります。と申しますのは本土におけるごみの質と那覇市におけるごみの質は多少違つております。食生活の違いもあるかと思いますが、沖繩においてはかんづめによる食生活が非常に高いというようなことで清掃工場に運ばれてくるごみの中に非常に紙の量が多い。それからあきかんの量も多いというようなことで台所から出る厨芥が極わめて少ない。湿度の低い極わめて乾燥されたごみであるということもコンポストのごみとしては非常に不適なごみが搬入されているという事情が続いております。

　　それから維持管理費に対する人件費が高いということも確かでございます。そのようなことで現在私の配下で新焼却炉の建設のための委員会を設けておりますが、これが建設の機種の選定をするために現在４回～５回ほどの討議を経ておりますが、その報告を７月の初旬には市長に報告、そしてその報告が終わり次第コンポストの操業に関する討議を続ける、というわけで委員会をすぐ設置してこのコンポスト操業に関する討議を重ねていきたい。そして９月の初旬までにはこの操業についての検討をし市長に報告をいたしたい、とかように考えております。そしてその上で操業を中止するなりあるいは廃止するなり等の、また続けるなりいろいろな意見が出るかと思いますが、その時点でコンポスト問題に決着をつけたい、とかように考えております。







○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　公害問題についてお答え申し上げます。公害対策といたしましては現在沖繩におきましては煤煙排出の規定に関する立法だけしかございません。その中で市ができます仕事は非常に消極的でありまして、市町村が企業誘致その他の事務を処理するにあたつては公衆衛生上の被害の防止、生活環境の保全及び産業との相互調和をはかるため、煤煙または特定有害物による被害の防止につとめなければならない、ということで現在の煤煙の防止に関する立法では市長としてはそれだけの仕事しかできないような非常な消極的な権能しか持つていません。しかし政府は昨年の７月に公害対策基本法案と、それから大気汚染防止法案を立法院に送付しておりますが、立法院ではまだ継続審議の形でありましてそのままになつております。公害基本法の中では非常に積極的な内容になつておりまして、その公害基本法の中で公害というのは大気の汚染、それから水の汚濁、騒音それからいろいろの工事やなんかの際の震動、あるいは地盤の沈下及び悪臭によつて生活環境を非常に乱すというようなものも全部公害として扱われますので、基本法が立法されますと積極的な対策ができるわけでありますし、市といたしましてもこの立法によりまして政府の施策に準ずるような仕事ができるわけでありまして、われわれはこの法の制定を非常に待つておつたんでありますが、あいかわらずの継続審議の状態でいつこうにはかどつておりません。そのために私たちもことしの予算の中で企画部の中に公害係を設置しまして積極的に取り組んでいこうということでございます。いまご質問のありましたように市町村独自の立案によりまして関係条例をすみやかに設定したい、とかように思つております。本土各市公害防止の条例につきましてはいろいろ資料も取り寄せて持つておりますので、したがつて私たちは政府の施策を待つておつたんでありますが、これ以上待つわけにいきませんので、議会が終わりましたら職員をすぐ配置をして、独自の条例制定に踏み切つていきたいとこのように思つております。

　　それから石嶺地区におきますアルミ工場の問題につきましては、もちろんチエツクしていきまして地域住民に不便を与えないよう、公害が出ないよう処置いたしますが、この件につきましては建設部長が事情をよく知つておりますので、建設部長にお答えさせたいと思います。







○　建設部長（水間平君）

　　いま問題になつています石嶺の大建商事の増築工事に関する問題についてお答えいたします。

　　現在この大建商事はアルミサツシユの工事をやつているわけでありますが、今度アルマイトの始末処理もあわせてやりたいということで増築申請がなされております。この地域は住居地域でありますので建築基準法に従がいまして市長がこれを許可しようとするときには公聴会を開き、建築審査会の同意を得るようになつているわけであります。そこでまず手始めといたしまして基準法に従いまして公聴会を開いたわけでありますが、この公聴会の持ち方についてもいろいろ異議があるかと思いますけれども、今度われわれが公聴会を持ちましたのは約２００メーターに及ぶ周辺の人たちに文書で連絡すると同時に、本庁と首里支所に広告を出しまして公聴会を持つたわけでありますが、実際に集まつてきましたのは１５.６名だつたように思います。その中でも公害問題についてはあまり集まつてきた方々もよくわからないというような状態であつたようであります。結局賛成とか反対とかという意見さえ出なかつたというような状態であります。私たちといたしましてはこの公聴会をそのような形だけにとどめるのではなしに、２１番議員がおつしやつていますように、もつと広く公聴会を持つ必要があると判断する場合にはまたそのようなこともいたしたいし、また別の面からその方面の専門家の意見なども聞いていきたい、と思つておりますが、現在われわれが調べている範囲のことを申し上げますと、衛研のほうに聞いてみましたら人畜無害だ、というようなことを言つております。

　　また室内においては亜硫酸ガスや一酸化窒素、過酸化窒素などが出るようでありますけれども、これは工場内で発生するんでそれは外部には関係ないんだと。外部にはフイルターや何かで排気をやつているんで、たいして問題にはならない、というようなことを言つているようであります。なお試験場のほうにもその排液の問題などで意見などを聴しておりますが、好ましくないというような意見などが出ております。先ほど申し上げましたようにこの公害問題といいますのはひとつの工場から出るところの排液などを調べてみたところでどうにもなりませんで、いろいろな廃棄物そういつたふうなものと混合しまして新しい化学液化によるところの公害、そういつたふうなものを発生するおそれが十分にある、というふうに本土の公害専門家たちは言つているようであります。そういう立場から私たちといたしましては十分科学的な調査、それから地域の方々の意見なども聴して最終的な決定に持つていきたいとこのように考えております。







○　久高友敏君

　　公害防止基本法についてはただいま第一助役からご説明がありましたが、やはり沖繩においては立法院がまだ公害防止法の制定されていない、というご説明がありますが、復帰の時点においては日本には公害基本法が制定されて、いうなれば沖繩の立法院のつくる法はひとつの本土における県条例になるんじやないか、というふうに考えます。本土においてでもやはり県条例がない所もあります。県条例がない市町村においても基本法に基づいて市独自で条例をつくつた市町村もございます。したがつてこの那覇市においてでもやはり復帰を前提として日本の基本法の精神にのつとつて、すみやかに那覇市はそのようなことをチエツクする条例が制定されるべきじやないか、というふうに本員は考えているわけであります。したがつて助役は、これを鋭意調査してすみやかに条例を制定する、ということを言われておりますのでこれは了といたします。さらにコンポストの問題でも９月にならぬとこれを継続するのか廃止するのかという数字は出てこない。また決定はなされないということでありますが、いままで私が申しましたとおり、本土でさえこれは使えない、使いものにならないということをはつきり吹田市の責任ある人は言つているわけなんです。それでもうすでに９ヵ月間休ませているということを言つています。これだけの金をかけてゴミを処理したんじやあ引き合わない。人件費が高くかかつて、能率が上がらないからむしろ休ませたほうがいい、ということです。それでなぜ休ませるのか、それよりもむしろ廃止して新しい焼却炉をつくつたほうがいいんじやないか、ということを質問いたしましたが、やはり日本にも国家から補助金を受けているので、いまこれを廃止するとつまり補助金を返還しなければならないしまた無用の長物になつております、ということを言つておつたのです。だから沖繩の場合でも日本政府はつまり日政援助によつてこのコンポストがつくられたわけでありますが、もし沖繩で那覇市のコンポスト工場を廃止した場合にはそういつた補助金の返還をせまられるかどうか。その点についてもいま検討されていると思うがその見通しについてはどうか。これについてひとつご答弁願いたい。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。コンポストの機能につきましては総理府においても非常に気がかりのようでありまして、いま係官の名前は忘れましたが「どうですかコンポストはうまくいつておりますか」ということを再三私に聞いたことがありますが、「うまくいつておりません。これは皆さんは東南アジアでも受けつけないものを那覇市にもつて来て恩をきせているんじやないか」と卒直に私は言いましたところ、「まあそういうわけでもないんだが困りましたなあ」というような返事でありまして、おそらくこの点につきましては山中長官に対しても私これは廃止したほうがよい、ということを申し上げておりまして向こうでも検討するということになつております。おそらくこのような使えない機械を恩をきせて補助してくれた総理府としても、相当責任をもつてもらわなければいけない。その技術者に聞きますというと、建設当時も西銘前市長に対して、〝この機械はヨーロツパでは最早使わない、低開発途上国でも受けつけていない。だから那覇市としてもおみあわせになつたらいかがですか〟と〝一応はご忠告申し上げましたがそのときには最早市長の手を離れて、総理府から補助事業としてやると決定されたんで仕方がありません〟ということでこのコンポストをすえつけた。そういういきさつもあつたということを私は説明を受けております。ですから現在みなさんがご観察になりまして、みなさんとしてもこれは廃止したほうがいいというご決定にご賛成があれば早めにこういうものは処理して前向きに解決していきたいというふうに考えております。







○　久高友敏君

　　次に市に石嶺にあるアルミサツシユ工場の増築申請が出されております。これについても周囲の話と調査の結果に基づきますと、やはりこちらでアルミサツシユの工場を造つていたがそれよりかむしろ直接こちらでメツキしたほうが人件費が安くつくし、会社としては非常に有利だというふうになつてメツキ工場に切り替えるようであります。

　　従つて技術者も台湾から来ておるということもはつきりしております。しかしその周辺の農民や市民の話によると、市当局自体でも建築課の職員が「これは大した危険はない」ということも言つておるそうでありますが、何を基準として危険でないということを示しておるか。化学的な調査に基づいて危険でないと保証されてるかどうか。まだ工場というのは１回認めると、小規模の会社であつても逐年拡大されることはあつても小さくはならないと思うが、一体将来拡大された場合に市民の健康衛生上に及ぼす影響もはかりしれないものがあると思うが、今後大丈夫という信念があつて公聴会でもそういう説明をしたのか。これについて部長の本意をご説明を願いたい。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。建築基準法によるところの問題とそれから公害問題とはいささか本質が違うわけであります。しかしだからといつて建築基準法が全然公害に触れていないわけじやありません。そういう意味で私たちが現在できる範囲内において調査をしたわけであります。先ほど申し上げましたように衛検のほうと、それから市の農水課のほうの意見、それから試験場の意見、そういうふうなものの意見を聞いて、そしてそれによつて公聴会を開いているわけでございます。この種の公害については今申し上げたようなことでありますけれども、普通一般に建築基準法でいう公害問題というのは騒音の問題とかそういうふうなことなどが問題になつてきているわけでございます。かつて国場で漁粉工場のニオイの問題等もありましたけれども、これなどは建築基準法をどんなに引つくりかえしてみてもどうにもならない問題であつたわけであります。そのようなことで建築基準法一本ヤリで公害防止がされるとは限りませんが、建築基準法の許す範囲内においてわれわれは科学的にこれを検討していきたい。そのような趣旨であります。







○　黒潮隆君

　　一般質問を行ないたいと思います。７分の時間しか残つておりませんので２番目の宅地課税についてお尋ねしたいと思います。市民の生命の安全については１番議員の社大党の国吉議員の質問と関連して、これを中心に一般質問を行ないたいと考えておりますが、７分しかない時間で２番目の質問を行ないます。宅地の基準価格の引き上げによつて固定資産税が那覇市においては４４％も一挙に引き上げられるということですが、あるいは読谷村あたりでは３００％も引き上げられるということで琉球政府からの通達によつて各市町村がこれに従つて課税をしなければならないということが言われておりますけれども、その基準価格の引き上げだけを本土と同じように売買契約を基準として価格を決めていく、その面だけを本土と同じようにしようというふうに言われておるわけでございます。しかしながら本土の場合にはそれを調整する。実際には売買価格と同じようには引き上げられてはいかないんだということを聞いております。そこで多くの市町村が琉球政府のこの通達については反駁し、そして本土と同じように調整の方法も採用すべきだというふうに政府に対して各市町村が申し入れている。那覇市もそうしているということを聞いております。一挙に４４％も固定資産税が引き上げられると、市民から総反撃をされるのは火をみるよりも明らかだと本員は思つております。そこで琉球政府に那覇市が要求しておる方法で、調停にももつていけるような方法で課税をしていく、あるいは価格を決定していくということでなければならないと思いますがその見通しについてお伺いしたいと思います。







○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。この固定資産税の宅地の基準価格と平均基準価格につきましては非常にむずかしい問題でございまして、これを説明いたしますと長時間にわたりますけれども、簡単に申し上げますと那覇市は今回のこの行政の措置は適切ではないと、慎重な配慮に欠けた行政の措置であると考えまして今回の予算にも従来通りの公課方法をもつて予算は計上してございます。なおこの将来の見通しについてでございますけれども、この問題につきましては非常に慎重な検討が必要でございますので、私が上京いたしましたときに自治省にお伺いしまして、資産税課長との意見の交換も行ないました。自治省の資産税課長はたとい評価は本土並みにするにしても、負担の調整は当然やるべきであるという考え方をもつておられました。さらにまた第３次復帰要綱の中でもはつきり謳われておりますけれども、評価は本土並みにするにしても負担調整の措置を講ずるとはつきり明示されておりますので、この問題については私は明るい見通しがあるということができると思つております。







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後３時１６分　休憩）

（午後３時３０分　再開）











○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　玉城栄一君

　　通告申し上げました４点につきまして質問をいたします。１番目に福祉対策、２番目に広域行政、３番目に復帰記念事業、４番目に市有地の問題、以上４点につきまして簡単に質問をいたしたいと思います。今回の７２年度予算案をさつと見ましたときに、福祉関係予算が新規に１３万ドル計上されておるわけでございますけれども、これにつきましては国民健康保険調査事務並びに福祉事務所準備費、このふたつでございますけれどもこれにつきまして概略ご説明を願いたいと思います。と同時に現年度の福祉関係予算と新しい７２年度における福祉関係予算の比率につきましてもご説明願いたいと思います。もし前進しているところがありましたらその点につきましても概略ご説明をいただきたいと思います。同時に児童手当につきましては、今回、私たち非常に期待をしておつたのでございますけれども、何ら今回も前進をしていないわけでございまして、額につきましても依然として２ドル５０セント、対象もやはり第４子同時に所得規定もそのままの状態になつておるわけでございまして、これはわれわれいつも要求している点でございますけれども、すでにコザ市のほうにおきましては３ドル、最近非常に財政力の弱い市町村においても続々この制度を実施しておるのでございまして、なぜこの７２年度におきまして児童福祉手当を前進することができなかつたのかどうか、その点についても伺いたいと思います。

　　老人問題につきましては、先ほどいろいろ質疑がありましてその点は省きたいと思いますけれども、１点敬老年金の８０歳以上ひとり１０ドル、これについてもう少し考慮が払われなかつたかどうかその点についても伺いたいと思います。２番目に広域行政につきましてでございますけれども、昨日の大浜議員のご質問に対しまして市長のご答弁はまず軍用地の開放が先決であるとそのようなご答弁がございましたんですけれども、すでに施政方針の中でも述べられておりますように、基地の問題はあるにいたしましてもどうしても広域化していくのは必然でありまして、隣の浦添市におきましては那覇市のほうからそういう話しがこないのが不思議だとこのように非常に不思議がつているのでありまして、すでに浦添市といたしましてはそのような広域市町村合併がなされることは必然である。そのためにはいまのうちに自分の市のあらゆる施設を充実しておいたほうがいいと、だからそのようにやつておるということであります。同時に浦添市におきましては３ヵ所港をつくる条件の海岸がありまして、この３ヵ所につきましてもすでにある会社が申請をして港をつくる計画がある。浦添市においてはそれを許可をする方針であるとこのようなことも伺いましたんですけれども、そういたしますと広域化されたときに新らしい那覇新港との関連で隣の浦添市にこのように港が幾つも出来ていいものかどうか、そのようなことが現在すでに横の連携で話し合われて、その積み重ねによつてはじめてそのような広域行政というものも成り立つと思うのでありますがその点についてお答え願いたいと思います。

　　３番目に復帰記念事業についてでありますけれども、よく新聞等で報道されておりますけれども、具体的にわが那覇市におきまして、たとえば７３年特別国体につきましてわが那覇市はどういう施設がなされ、どれだけの予算がかかりどういう競技場と申しましようか、そういうものが行なわれていくのか。そういう計画があるのかどうかそういう点についてわれわれはつきりとまだ知らないのでありまして、その点につきましても伺いたいと思うのであります。すでにコザ市におきましては強力にこの７３年特別国体誘致に働きかけをし計画も発表しているのでございますけれども、当市におきましてこれはどのような状態になつておるのか、その点についても伺いたいと思います。４番目に市有地の問題でございますけれどもこれは市有地と申し上げましても、実は５７年頃に市内にし尿貯留槽を数ヵ所設けたのでございます。その後海上投棄等によりましてそれが廃止になり、現在６ヵ所におきましてはその海上投棄の予備として使われているということでございますけれども、その廃棄されたものの中に借地によつてその施設をしたものにつきましては地主に返還され、その復元補償費も払われていると、しかしながら、市有地にその貯留槽をつくつたところは、そのまま放置されているわけでございます。そのためにその周辺地域は住宅地でありまして、非常に周辺の方々は迷惑を受けているわけでございまして、１ヵ所は６８年にすでに廃棄されておりますけれども、４年もなる今日まだそれがそのまま放つたらかしにしている。それがもう１ヵ所あるわけでございまして、これはどのようにしてこれを処理していく方針であるのか、その点につきましても伺いたいと思います。あとは自席で質問いたします。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。旧し尿処理場であつた市有地が現在放置されているが、それの運営はどういうふうになされているかというふうなご質問のようでございますけれども、本件につきましてはその質問の用地は山川の土地であると思いますけれども、１９６８年にし尿処理場としての行政財産からはずされまして、現在普通財産に移管されております。そこで普通財産として６８年以来現時点まで確かに収益を上げておりませんけれども、それの運営管理の基本的な考え方といたしましては、最近とみに都市計画によるところの立ちのき、それから臨時国体、あるいは港湾におけるところの土地買収の予定がございますのでそれの見かえりとして現在スペアーとして確保しているというのが現時点でございます。







○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　お答えいたします。７２年度における福祉予算がどのようになつておるかということが１点でありますが、７２年度予算額は１８２,０００ドルに対し、７１年度は１１２,０００ドル、それで７２年度の増額は７０,０００ドルとなつております。総額の分についての内訳は、あらまし、福祉事務の準備費が３８,０００ドル、児童福祉手当が１１,０００ドル、老人福祉費が８,０００ドル、身体障害者福祉費が３,０００ドル、文化財復元工事費が７,０００ドル、締めて６７,０００ドルというような事情になつております。児童手当の現在支給している額の２ドル５０セントはアツプできなかつたか、あるいは敬老年金の一人当て１０ドルをアツプできなかつたのかというようなご質問でございますが、児童手当につきましては３月定例議会にも私、ご説明申し上げましたように、これは全国市長会からの速報ニユースとして次年度１月１日から本土において児童手当法の施行がなされるというようなことで、そのかね合いから児童手当の増額についてはいましばらく考慮するように、差し控えるようにというような通報もございました。そのようなことで次年度１月１日から施行される本土法とのかね合いも考え、その面から市の財政の許す限りにおいて増額は考慮していきたいとこのように考えております。また敬老年金でございますが、これは本土類似都市を参考に見ました場合に、旭川市において年額５ドル５０セント、これは７７歳以上でございます。宇都宮市が年額８ドル３３セントこれが年齢８８歳、さらに富山市が年額１０ドルというふうな事情等もございまして、類似都市から見た場合にその額においては相当額ではなかろうかと、と申しますのは那覇市における財政事情は非常に復帰を前に控えて逼迫しておるような状態でございます。財政の許す限りにおいてはこのような福祉関係に多額の支出を設けるということはきわめて好ましい事情でございますが、そのような事情から本年度のこの増額が見合わされたというような事情でございます。以上でございます。







○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　広域行政につきましての質問にお答えいたします。新らしい時代の情勢に応じまして市町村の機能はだんだん大きくなつております。那覇市におきましても適正な規模を考えなければなりません、ご質問の要旨は広域行政という中で市町村の合併と、もうひとつは行政の広域化すなわち広域行政といいますか二つの問題があると思います。市町村合併につきましてはご承知のように那覇市はすでに過密地域でありまして都心における集積が非常に高まつております。その集積のメリツトは非常に少なくて、デイメリツトのほうが非常に多くなつてる。そのためにどうしても近隣市町村を合併していかなければならない、こういうふうに考えておりまして合併につきましては昨年行政主席から呼ばれまして豊見城、それから南風原、那覇市を含めまして合併のことにつきまして話し合つております。私たちとしましては市町村合併につきましては豊見城、南風原、あるいは西原というふうに考えておりますがそういう町村を将来合併してゆきたいと思つております。さらに行政の広域化につきましては住民の生活が、行動範囲が拡大して来ますと自然に住民の行政サービスに対する均等化の要請が出て来ます。たとえば那覇市と浦添市はひつついておりまして、そこに住む市民はその行動範囲がすでに都市的な形態になつている。ですから両市に住む住民の行政サービスに対する考え方は非常に均等化が要請されて来ますので、その要請に対処するのがすなわち行政の広域化、広域行政であると思います。都市を中心といたしまして周辺の市町村の地域にわたりまして一つの日常社会の生活圏を一つの地域としまして新しい広域的な市町村の事務を行なう場とする機構を一つに統合するのではなくて、同じような行政機構の市が広域的な地域にわたりましていろいろの問題を共同して県の協力のもとに地域の総合的な振興整備をはかるとともに住民の均等された生活を支えていこうというのが広域行政だと思います。ですから那覇市におきましては合併を進めて適正な規模をはかりつつ、さらに広域行政圏をはかつていかなければならない、そのために隣接した、主に市でありますが私たちが今考えますのは、浦添、宜野湾、あるいは具志川というふうな、すなわち沖繩における中核都市の広域行政圏が必要じやないかと思つております。普通の場合には広域圏の市町村が共同処理方式により広域行政の機構を作らなければなりませんが、その場合に国が必要な財政上の措置を講じているようであります。広域行政につきましては、これ以外に本土の場合は住民の均等された生活に応えるとともにその地域における振興策を考えてるようであります。本土の場合には新全国総合開発いわゆる新全総によりまして広域行政圏を決め、その中における統一された、均等化された住民の行政サービスで応えながらその地域における振興をはかつていこうというような考えであります。ですから当然沖繩におきましても広域行政を考えなければなりませんが、ただ市長がきのうも施政方針で申し上げましたのは、市内の軍用地を早急に開放して、そして隣接市町村を含めた市町村行政のいわゆる広域行政に対処していこう、あるいは合併を進めていこうということでありまして、まず市内にある広大な軍用地をのけなければならない。たとえば浦添市と隣接しております天久の米軍住宅にしましても非常に障害になる。あるいは豊見城と小祿と合併し市の規模を拡大するといたしましても障害になる。そういう意味で市長の施政方針といたしましては真先きに広域行政圏を考えるにいたしましても、市の規模を拡げる合併にしましてもまず軍用地を開放しよう、それによつて近隣市町村との接触を密接にしていこうということでございます。ですから広域行政圏の設定につきましても将来考えていかなければなりませんし、都市が発達し住民生活が一つの状態になりますとどうしても共同で処理しなければならない問題が出て来ると思います。その意味におきまして行政の広域化につきましては将来考えるべき問題じやないかと思つております。かように思つておりますし那覇市の現在の規模から行きますと合併も進めていかなければなりません。ただ市長の方針といたしましてはそういうふうな規模の拡大、行政圏の広域化を設定するにいたしましても障害になる軍用地を真先に開放しようということでございまして、もちろん軍用地の開放も同時に進めて行政の広域化、合併も進めていかなければならないと思つております。







○　第二助役（前田武行君）

　　国体誘致にどのような働きをしたか。復帰記念事業はどのようなものを行なうかというご質問でございますが、国体が今度もたれますのはおそらく７３年になるかと思われます。この国体は復帰を記念して沖繩で行なわれる国体でありますが、通常の国体とは違いまして規模が小さくなるんじやないかということであります。この国体の誘致につきましては当初主会場が県都である那覇市にないということはおかしいということで、市長は極力これを上の屋の軍用地を開放してそこへもつてゆくべく大部運動したのでありますが７３年ということになりますと間に合わない。それで各市町村におきましてもその誘致運動が盛んであります。しかし７３年を目の前に控えた国体の施設を沖繩で新しく造るのは遅過ぎるという点から奥武山スポーツセンター、そこは主会場になると大体決定しております。それで一応那覇市の面子はたてたということになつております。じや那覇市には奥武山を除くとどういうものが競技場として誘致されるかということになるとこのスポーツ関係の会場につきましては文教局が予算を握つておりまして日本政府と折衝しております。そこで現在では奥武山のスポーツセンターの整備、それから各高校小中学校の体育館、プール等の整備この程度しか進められないような状態であります。いわゆる思う程の整備の予算がないということであります。それに関連いたしましてこの体育会場は各地域に跨がりますのでその連結する路線関係は建設局が担当しております。その建設局の担当しております路線関係からは国体関係事業といたしまして安謝から儀保までの間、それから安謝から内間インターチエンジの間は前に補助金がおりております。しかしこれは一部でありまして、しかも補助率のパーセンテイジも全額ではありません。その残りの分と内間インターチエンジから儀保までの間、この用地買収費と工事費は１００％のつもりでついております。記念事業として１００％ついております。これが直接国体に関係する行事でありますが、さらに文教局で握つております。そのほかに仮設相撲場として文教局が予定しております城岳公園、国体だけをやつてゆく、設置しようという意向があります。これらが臨時国体の関係でありますが、われわれは路線関係では安謝から内間、儀保までの間、それから儀保からさらに松川を通り金城町の下を通りまして４４号に出る、これをバスターミナルを中心にしまして１号線を結ぶ、これを環状第２号線といつております。そのうちにもう一つあるのが、この環状第２号線をこの際予算がついた機会に復帰記念事業としていこう、金城町も３分の２の補助金がついておりますのでこれも含めて環状線の完成ということで記念事業にしていこう、さらにこの復帰は来年になるとはいいましても事業を１年度で終ることなく、また２年度で終わることなく環状２号線が完備すると同時に臨海道、那覇新港、泊港、さらに旧那覇港、これを結ぶ路線を計画しよう。それから緑が丘公園、天久の軍住宅の開放に伴う事業

　　　　　　　（「時間を延長します」というものあり）

　これまで記念事業としてやつていこうという決定をみております。







○　玉城栄一君

　　ただいまの復帰記念事業の特別国体の件についてでございますが、すでにコザ市におきましては具体的な計画をつくり、それを発表し関係当局に訴えておりまして、今のような調子ですと那覇市のほうは遅れをとつてその事業が那覇市に一つも恩恵をもたらさないという結果に終るのではないかという懸念があるわけでありましてもつと具体的な計画をつくり、もつと強力に誘致するということをやつてもらいたいと思います。先程の福祉関係の予算についてでございますが１１万から１８万に７万の増額でありますとこういう説明で具体的な内容がありましたがその７万の増額についてはどのような政策的な配慮でこの７万の増額が福祉関係の予算にされたのかどうか、その点についてもう一回伺いたいと思います。それから先ほどの部長のご答弁では、児童手当につきましては全国市長会からその増額についてはさしひかえろ、そういう文書がきている、というご答弁でありましたけれどもそれは事実であるのかどうか。児童手当について増額してはならない。さしひかえろ、とそういう文書が全国市長会からきているのかどうか。その点もう一回確めたいと思います。決してそういうことはあり得ない、と私は思います。確かに現在日本政府におきましては４７年７月にこの児童手当を国家において１人３,０００円第３子から実施しようと。こういうことは私たちも知つております。そのときはそのときでけつこうでありまして、それがあるから現在はそれをやらないんだ、とそういう考えは非常に私残念なんですけれども、その点もう一回市長からご答弁をお願いいたします。それから老人年金について８０歳以上現在１０ドル。これは財政の状況から妥当であるかのごときご発言でございますけれども、はたして部長はそのように考えておられるのかどうか。その点もう一回伺いたいと思います。それから広域行政の点につきましてはこの必要性、必然性はこれは知つております。ただ問題は軍用地の開放ということがポイントである、先であるということでありますけれども、特に天久の問題でありますけれども、これは悲観的な見方をすれば１０年後にしか開放できない、という報道もなされているのでありまして、これの必要性は当然であります。私もそれは知つております。それができなければほかのものはやらないでいいのかどうか、その辺に私は皆様の政治姿勢と申しますか、基本的な考え方の非常になまぬるいところを指摘したいと思うのであります。あくまでもわれわれは現実を改革していく、前進をせしめていく。われわれができるものは現在何があるのか、それを見つけ出していく、それを解決していく意欲と実践がない限りこの問題を解決しないとほかの問題はできないんだ、とこういう調子であつてはものの前進はあり得ないんでありまして、その点もう一回、たとえば先ほど申し上げました浦添市の場合におきましては、すでに独自で港をある会社につくらすんだ、とこういう計画さえあるんだという中におきまして、いまのような調子でいきますとあるいは５年後、１０年後できたにしてもそのときにはすでにもう収拾のつかない状態になつていやしないか。そういう点から伺つているわけでございます。それからし尿貯留槽の問題ですけれども、何かはつきり答弁が理解できなかつたわけですけれども、それは１ヵ所は山川にありまして９４坪でございます。もうひとつは泉原、ここは７４坪あまりあります。これは市有地でありまして、その中にし尿タンクがそのままあるわけであります。その周辺は住宅地でありましてそれをそのまま放つておきますと、子供がこのタンクにでも落ちましたらそれは非常に危険な状態であるわけです。こういうものが４年もそのまま放つたらかされておる。これがあるために周辺では住宅さえつくれない、そういうことでありまして、これをどうするんだ、というはつきりした答弁が先ほどなかつたんでありますけれども、たとえばこれを処分しまして先ほどの老人年金の１０ドルをアツプするとか、あるいは児童手当に回わすとか幾らでもそのような熱意があるならばできるのじやないか、これはひとつの案でございますけれども考えるわけでございます。もう一回その点につきましてご答弁をお願いいたします。







○　経済民生部長（備瀬政太郎君）

　　先ほど私が全国市長会の速報の内容につきましてさしひかえろと申し上げましたが、これは留意事項でございまして私の誤りでありましたので訂正いたしたいと思います。それから予算の内訳の増額部分につきましては、福祉事務準備費が新たに３万８,０００ドル。これは現在まで琉球政府がその福祉立法の実施機関でありますが、これが復帰時点で那覇市のほうへその事務が移管されます。そのようなことでこの準備のための準備費として３万８,０００ドルあげてあります。それから児童福祉手当、これは前年度は６ヵ月間の施行期間でありましたが、これが本年度は１２ヵ月今年いつぱいの施行ということで、この分が増額になつております。







○　建設部長（水間平君）

　　広域行政に関して先ほど助役からお話がありましたんですけれども、補足いたしたいと思います。浦添市に港ができることにつきましても、あるいは国体の誘致の問題にいたしましても、あるいは那覇市と浦添市とを結ぶ道路の問題などにいたしましても、公営住宅の建設問題にいたしましても常に接触を保つております。そして浦添市を含めてあるいはまた豊見城村とか南風原とかいうところをみな含めまして、今後どのような都市施設を配置していかなくちやあいけないんじやないか、ということなどにつきましても常に話し合いの場を持つております。しかしこれは建設部長である私と浦添市長との間で接触しながら計画を立てているわけでありますけれども、これをもつと広げてひとつの機関として組織していつて、その中で検討していくようにすべきじやなかろうか、というようなことなどについても話し合つております。残念ながらまだそこまできておりませんけれども、実質的には接触をしているわけであります。







○　玉城栄一君

　　実はその広域行政の点につきましては施政方針の中で市長が強調しておられまして、中核圏都市としての拠点ということをおつしやつておられる意味からいたしまして、その責任というものをやはりわれわれは現時点から果たしていかなくてはならない。まあそういう点から申し上げているわけであります。いずれにいたしましても福祉関係の予算が前進していないことはこれは事実でありまして、もしも先ほど児童手当につきましては期間の６ヵ月の延長ということがございましたんですけれども、これは当然でありまして決して額の２ドル５０セントも動かないし、また第４子もこのとおりであり、また所得制限も全くそのとおりでありまして、先ほどの老人問題につきましても何らそういう配慮はされていない。そういうことからいたしまして長年続きました保守政権にかわりまして、革新市長が誕生いたしまして那覇の３０万市民はそこに大きな期待と希望を抱いていたのでありますけれども、もはや３年にもなる今日そのような期待が、それは私自身も含めてでありますけれどももはや変わりつつあるのが現実でございまして、特にこのような福祉面についても配慮がぜんぜんなされてなかつた。これは復帰を控えまして来年からは本土に入つていくわけでありますけれども、せめて最後のこの年におきまして革新市長としてそのような人間の尊重と申しますか、あるいは生命を守る、生活を守るとよくおつしやいますけれども、それは政策的には当然質的な面にあらわれてくるのはこれは当然でありまして、そこに配慮がなかつたということはこれは残念でならないわけでございます。われわれが復帰する時点におきまして、せめて何はできなくてもこういう福祉面についてはわれわれは力いつぱいやつてきたんだ、とそう言えるような施政方針並びに予算であつてほしかつたわけでございますけれども、それについて何ら前進してなかつたということは非常に残念でなりません。以上です。







○　大浜長弘君

　　通告いたしました一般質問を行ないます。その前に、いま玉城議員からも指摘されたとおり非常に当局の市政に対する姿勢と申しましようか、態度と申しましようか非常になまぬるい

　　　　　　　（「そうだ」という者あり）

　いままでの当局の答弁を聞きましても、ただ議会でうまく答弁をやればいいんだ、つじつまを合わせればいい、とそういうような態度しか受けられない。当局は議会と一体になつて市政を半歩でもいい、一歩でもいい前進させていこう、取り組んでいこう、そういうふうな意欲が感じられません。きようの２１番議員の公害に対するところの助役の答弁もしかり、きのうの市長のと何も変わらない。公害基本法が立法院に送付されていることは知つている、きのうも指摘のあつたとおり公害は一県全体では起こつていないがしかしこれは那覇市の問題であります。したがつて非常に困つているところの那覇市がまず条例でそれを規制していく、それが県に及び、国に及ぶというふうにして公害基本法ができていることは周知の事実であります。きようの答弁でも同じことを言われておる、繰り返しておる。ひとつも反省していない、取り組んでいこう、というような意欲が感じられません。

　　　　　　　（「そうだそのとおり」という者あり）

　もし当局に、市民の苦しみを自分の苦しみにしていこう、ほんとうの市民のための政治をしていこう、という意欲があるならば早よう取り組んでいるはず。２年前からその問題は陳情も出ております。議会のほうでは採択もされております。けれどもいままで解決していこうという意欲も感じられない、見られない、非常に残念であります。ある議員が言つておりました、「質問しても当局の誠意が見られないので質問する気持ちにもならない。」と、これは由々しい問題だと思います。

　　　　　　　（「革新の市政だよ」という者あり）

　この問題をひとつ反省していただいて、市長の那覇市民福祉の政治、明るい市民のための市政を担当していく、ということを実行に移してもらいたい。いままでの感じでは市民のための市政ではなくして、いわゆる市民の上の市政、約７１５万ドルという市民税の上にアグラをかいている。このように感じられないわけでもありません。

　　　　　　　（「そうだ」という者あり）

　よつていまから申し上げるところの質問に対して誠意ある前向きの解決をしていこう、というふうな姿勢でご回答をいただきたいと思います。まず通告の第１点、港湾管理について。きのうも申し上げましたように、新港の開発によつて、いわゆる那覇には新港、泊、那覇港とこのような三つの港ができますけれども、おのおのその機能に応じて適切な管理がなされるべきであります。しかしながら現在那覇港は政府が管理をしております。ある船舶業者は管理条例が違うために那覇港については政府といろいろな打ち合わせをする、それから泊港や今度できる新港に際しては那覇市と打ち合わせをする等非常に煩雑さを感じております。したがつて復帰の時点で那覇港の管理を市に移管してというふうな市長のお考えがあるかどうか。それによつていわゆる管理の一元化がなさるのではないかと思うし、第一那覇港は客船専門、泊港は離島航路、新港は貨物船こういうように一貫した施設を管理されるのではないかと思いますけれども、この点に対するところの当局の考え方をお伺いしたいと思います。第２点、市有財産の管理についてお願いします。現在賃貸借をしている土地の総坪数は幾らあるか、賃貸借していない土地あいている土地ですねそれが幾らあるかをお伺いしたいと思います。いわゆるきのうと少し関連しますけれども、市長は軍用地は那覇市の３分の１にも及ぶと。したがつて県都としての都計の建設が非常にむずかしい、というふうなお話がありましたけれども、もしそのような市有地があつてまだ遊んでいる、ということであるならばこれは由々しい問題であります。そのひとつを申し上げますならば、那覇港の前すなわち第一食糧の横は多分那覇市有地だと思います。その市有地は戦後今日までずうつとあけつぱなしであります。したがつて向こうには業者が入つておりますけれども、その業者から賃貸借料をとつているか。すなわち土地代を取つているか、使用料を取つているかいないかその点をお伺いいたしたいと思います。

　　第３点目は事務の簡素化についてであります。役所は非常に忙しいところである。仕事はのろい。書類は非常にやかましい。仕事をするための手段である書類が主になつて仕事は従になつている。業務を遂行していくための条例であるのに条例が優先して仕事がそれに従う、主客転倒である。これが現在の地方自治体のあり方じやないかと思うんです。またお役所は一つの仕事についてもハンコが多くて仕事がはかどらない、こういうふうなことがよく聞かれます。一例を申し上げますならば、過誤納還付金の問題でありますけれども、これに１４名のハンコが要ります。たとえば申請人から支所の受付けに出す、受付けのハンコが要る、係長のハンコが要る、支所長のハンコが要る、それを税務課に持つて来て受付け、係長、課長の３名のハンコが要る。部長まで要る、納税課にきて受付け、係長、課長の３名のハンコが要る。それが収入役にきて受付け、係長、課長、収入役と４名のハンコが要る。計１４名のハンコをもらわないとお金がもらえないという仕組みになつておるわけであります。さらに申し上げますと役所から本人に通知のハガキがくる、その費用は１セント５リン、それから交付申請書、往復ハガキがきます。これが３セントであります。本人が申請をし支所または本庁に行く、バス往復の本人の負担分が１４セント、さらに受領するのに役所へまた行くこのバス賃が１４セント計３２.５セントの費用がここですでに市と本人にかかつています。しかも５０セントや１ドルの過誤納還付金を取りに来る費用であります。いわゆる文書を申請してこれを領収するまでには２５日間もかかる。そういうふうに本当にお役所仕事の代表的なものであります。ある市ではそのハンコを３つにしろと市長が命令して、非常にスムーズに事務の簡素化をはかつておる市がございます。そこら辺を考えてみるならば市民へのサービスを効果的にしようという市長のお考えからするならば、そういうふうな事務の簡素化についてどうお考えであるかお伺いをいたします。

　　第４点目は超勤についてであります。いわゆる今いろいろ言われておるのは行政内に企業性を導入していくという計画が非常に、本土の市町村では多くなつているようであります。市政の経営も一つの企業であるという経営管理の立場からみるならば、もう少しその経営管理の量を圧縮して都市建設や市民サービスに向けていくべきではないかと思うんです。すなわち最少の経費で最大の効果を上げるというのが大原則であり鉄則でなければならない、けれども本員は監査のほうもたずさわつておりますので毎月見ますけれども、非常に超勤のほうが多い。ほとんどの職員が超勤をしておるという状態であります。しかも伺いを出し超勤命令が部長から出る。そういうふうな事務のきまり規則、すなわち超勤命令以外に超勤したり、出されていないのに超勤をしたり、そういうふうなものも多々見受けます。従いまして新年度の７２年度予算にも時間外勤務手当が２８万９,７５０ドルも組まれておりものすごい額であります。そのようにして超勤をしなければならないのは職員の不足の結果であるのか。しかも超勤は２５％の割増し手当となつております。しかもその上に電気料を使うその他の経費を考えると非常に経費がかかる上に仕事の能率が上がらない、ちなみに１人の職員が１４４ドル３０セントの給料をもらう、超勤の手当が１５８ドル３９セント、本俸よりも超勤の手当のほうが多い。すなわちその職員は１か月に２か月分の仕事をしている。そう考えていくならば人間酷使じやないか、人間問題にもなつて労働強化じやないかというような問題までもからんでくるんじやないかと思いますけれども、その抜本的な解決がおありであるかどうかお伺いいたします。第５点目に〝何でもやる課〟ということを提案申し上げたいと思います。今日各地の都市で非常にブームになつてきておるのが〝何でもやる課〟。名称はどうでもよろしいけれども、そういうような課の新設であります。道路の補修、改修、あるいは排水問題、衛生問題、水道問題、何でも市民の中に起こつた問題を電話１本ですぐ飛んでいつて問題を処理していく。非常に市民から好評をはくしております。

　　ところで市民福祉、市民サービスを強調されておる市長が市民に直結してすぐ問題を解決していこうという〝何でもやる課〟を新設していくお考えがあるかどうか。いわゆる現在の役所に話してもすぐ解決してくれない、役所仕事だとそういうふうな非常に市民の不信の批判があります。そういうふうな不信を解決していくためにも、どうしても〝何でもやる課〟を新設して、いわゆる市民から信頼される役所づくりをするお考えはないかお伺いいたします。第６番目に教育問題であります。きのうも市長にお伺いいたしましたけれども明確なご答弁が得られませんでしたので重ねてお伺いしたいと思いますけれども、施政方針の中で教育の向上をめざし諸事業を効率的に執行していく、また教育行政を引き続き前進させる見通しがついた、とこのように述べられておりますけれども、いわゆる新聞紙上の発表ではそういうふうな問題が取り上げられております。すなわち小学校の校長会、中学校の校長会は非常に予算が少ないので教育委員会のほうに押しかけて陳情に行つても、文書でやつてもなかなからちがあかない、ということが新聞に取り上げられております。その中で市の教育負担金は毎年伸びているのに、学校維持運営費は伸びていないことは不合理だ、というような陳情であります。これに対し譜久山教育長ほか各委員は、新しい学校の設置や体育館、プールなどのような基本的な施設の対応費、これを教育委員会だけで負担しなければならない教育以外の６００人に近い職員の給料、栄養士の学校配置、その他の給料で予算が圧迫され、これら学校維持運営に十分な額が組めなくなつている。しかしそのまま放つておくわけにはいかないので委員会だけでなく校長会、ＰＴＡ会がタイアツプをして予算獲得に努力しよう、このように教育長のお話がございますけれども、この問題についてどれだけ市に教育予算負担金の折衝をしてどれほど実現できたのか。それを教育長ご答弁を願いたいと思います。最後に提案でありますけれども、歩行者天国、そういうふうな問題であります。すなわち商店街への車両の乗り入れを規制していくという問題であります。道路は本来、人間の生活のために建設されるべきものが近年は非常に自動車の氾濫で人間が道路のかたすみに押しやられておるというのが現況であります。のびのびとした生活ができずいつ自動車事故に合うかわからない。元来人間が開発をし利用すべき文明の利器がかえつて人間が駆使されておるこれは憂うべき現象でございます。先月私は上京しましたけれども、渋谷で自動車を時間規制して歩行者が道路の真ん中を悠悠と濶歩している。そういうふうな姿を私は見ました。本当に人間に返つたような気持ちでございました。ところで当市でも国際通り、あるいはその他の商店街の繁華街を土曜とか日曜の午後、ある何時間かを規制をして人間のための道路を人間に返えしていく、新しい人間性を与えていこうというようなお考えがおありかどうか。もう１点は公園整備が非常におくれておる。現在子供の遊び場がなくて学校から帰えればそのまま家の中に引つ込むという現状で、これは正常な家庭ではないと思うんです。そういうふうな面から考えればある地域でも道路を時間規制をして子供に遊び場を与えるというふうなお考えがあるかどうかお伺いをいたします。あとは答弁によつて自席から質問いたします。







○　市長（平良良松君）

　　広範に亘るご質問でございますので一応私からお答えを申し上げます。那覇港湾は将来市に移管するかという問題でありますが、那覇新港が完成いたしました時点で、供用開始をいたしました時点で市が一元化して掌握したいという希望を行政府に強く申し入れておりまして、まず市として港湾行政を一元化しなくちやいけないんじやないかという方向で努力をいたしております。財産管理の問題につきましては、市の所有財産がほうぼうに点在しておるためにこの管理につきましては従来とも苦心をいたしておりますが、そしてかなりの改善をみておるわけでございますが未だに不法占有者が出たり、あるいは利用目的が明確に確定しがたいためにそのまま放置した状態がまだまだ見受けられますので、これは逐次改善してご指摘のようなことにならないように、十分注意していきたいと存じております。事務の簡素化につきましても窓口業務の改善につとめて意をはらつておるわけでございますが、なかなかこれが思うようにまいりません。なお今後とも職員を督励をいたしまして窓口における応待の改善、あるいは事務の簡素化、たとえばハンコを１４,５コも押さなくちや書類が返つてこないといつたようなお役所仕事、それの改善には努力していきたいと存じます。ただこの場合事務管理の面で疎漏をきたさないような配慮が必要でございますので、長い間のお役所の慣行を一挙に改善していくということはなかなかむづかしいところがございます。

　　超勤の問題につきましても行政の中に企業性を投入してもつとテキパキ仕事ができるようにということでございますが、現在におきましては８時間労働制という労働者の権利が強く主張されておりますために、この点もひとえに職員の自覚にまつことだと、あるいは管理職以下の指導ということを高めていく、逐次改善していきたいとこのように考えております。

　　〝何でもやる課〟を新設する気はないかということですが、これは一時松戸市において〝何でもすぐやる課〟という課を作つて市民の好評をはくしたということでありますが、しいて形どおりのまねをしなくてもわれわれも市民の要求に対しては迅速に対応するように心がけておりまして、道路管理あるいは排水、災害対策などにはつとめて迅速に出動するようにしております。またもつと強化するために、たとえば市民相談所などに多少の人員を配置をして、２,３名の人間がすぐ出かけて行けば故障がなおせるといつたような作業はこれから考えていきたいというふうに考えております。

　　教育問題のご指摘につきましてもつと前進させたいという意欲はございますが、現年度はご承知のように２９０万ドルぐらいの教育負担しかできておりません。前年度に比しまして３５万ドルの増になつておりますが、ご承知のように２９０万ドル近くの予算編成をいたしましたものの、あまり仕事が山ほどあつて、いかにこの２９０万ドルを合理的に分配するかどうかなかなか至難なわざでございまして、あれもやらなくちやいけない、これもやらなくちやいけないということで予算の配分のむづかしさがあるわけでございます。従いましてこの点は今にはじまつた問題じやなくして、ここいらからわれわれといたしましては地方財政の強化ということに一層努力していかなければ、教育問題しかり福祉問題しかりでありましていわんや那覇市の再開発再建設するにはこれは申すまでもなく莫大な資金がかかる。財政投融資を必要とする大ビジヨンをかかえておりますので、この点もかみ合わせまして今後とも財源獲得に力をいたしていきたい。こういうふうに考えております。







○　市長公室長（平良清安君）

　　３０番議員の超勤の点についてご説明いたします。結論から申し上げますと、３０番議員がご指摘なさつたような趣旨を含めて、私どもになりましてから年々逐次改善の努力を行なつてきたわけであります。ご参考までに申し上げますと１９６８年までは１人月あてにして１３時間の超勤支給をしておりましたけれども私どもになりましてできるだけ事務の簡素化、部課長による超勤命令の引き締めこういうこともきびしくいたしまして、１９６９年がひとり平均８時間ないし９時間、１９７０年度が８時間、１９７１年度が同じく８時間、このように減少の一途をたどつております。ただこの超勤の多いところを申し上げますと、これは事業関係、これは業者との関係がありまして朝の８時から５時までときちつと職員の勤務時間中だけ仕事をいたしませんので道路、下水、港湾、その他建設業者は２４時間ぶつ通しで仕事をするのもありますし、その場合の立ち会い検査、監督こういうので事業関係は平均して事業費の１.５％となつております。それから一般管理部門におきましてはふたつにわかれております。まず時期的にどうしても超勤をしてやらなければ事務ができないというところ、そこは人事課、財政課、市民税課、資産税課等はどうしても法律、その他の規定によりまして時期的な超勤をやるべきところはこのようになつております。それから工場的なところでありますけれども、工場的に毎月決つて超勤の多いところは市民会館、保健衛生課、清掃工場、労政課、泊港務所、消防、これらのところであります。これらの部署は月２０時間から４０時間、６０時間と平均このようになつております。これも業務の性質上現業的な部門とか、あるいは土曜、日曜、公休日どうしても出勤しなければならないという部署に限られております。以上概略説明いたしましたけれども、参考までに本土の地方団体が人件費の予算に占める超過勤務手当が一体どのくらいになるかということを示めしましたところ、６％ないし８％でございます。それと私どもが皆さんに提案しております次年度７２年度の人件費におきます超過勤務手当は７.４％となつております。その間を見ますと必ずしも那覇市の超過勤務が本土の都市に比べて不当に高いとは限りません。しかしそうではありますけれども先ほど３０番議員がご指摘をなさいましたように、人によつてはそれこそ超勤手当がただ多いということじやなくして、この人の勤務形態からしてはたして物理的に毎日そのような超勤をして可能かどうかという問題提起もあります。そういう点を今後十分行政監察課とタイアツプして事務分掌あるいは事務の配分等につきましても極力検討を重ね、市長が先ほどお答えしました市町村経営においても、企業の経営のいい面を取り上げていくというふうな立場に立つて、経費のむだがないように、しかも労働者、職員にとつてはまた過重な負担がないように十分配慮していくようにつとめたいと思います。







○　市長（平良良松君）

　　先ほどの答弁にひとつ漏れておりますのでお答えいたします。歩行者天国の考え方でございますが、これはご承知の評判のように東京都で銀座大通りあるいは新宿の大通りを土曜、日曜を開放して歩行者天国ということになつておりまして、これが流行になりまして、北海道から九州まで大きな都市でこのような措置を取つているところもございます。ただその場合、那覇市の例を取つてみました場合にたとえば歩行者天国の地域をどこにするかと考えたときに、これはなかなかむずかしい問題になりまして、一面交通行政がうまくいつて歩行者天国地帯を指定しても交通痳痺を起こさない、ある程度は交通を阻害しないという地点を考えなくちやいけないのでありますが、残念ながら那覇市におきましては道路整備がうまくいかなくて、歩行者天国をやるとすればまつ先に浮ぶのは国際通りでございますが、これを交通止めにした場合、むしろ全市にわたつて交通痳痺が生じるんじやないか、といろいろ考えておりますけれども、まだ決定的な結論に達していないのでございます。ご指摘のように日曜、祭日シヨツピングをかねて家族連れで遊歩するような地帯ができてくればたいへんいいことで、将来にわたつてこれも工夫をしていきたいとこのように考えております。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。教育費のわれわれの要望といたしまして、市当局に当初にお願いしたのは３,５９３,４１８ドルでございました。それからいろいろ調整いたしまして２９０万ドルという回答を得たわけでございますが、それだけでは運営が十分いかないということになりまして、さらに市長と折衝をいたしまして最終的に２,９３２,０００ドルということに調整がなつたわけでございます。この予算額は去年に比べまして３４８,０５２ドルの増になつておるわけでございまして、そのうちで今度新しく人件費としまして勧奨退職の９名が含まれておるわけでございます。そのほかに人件費がもちろん含まれるわけでございますが、先ほど新聞記事の例をご引用いただきました点につきましては、学校長からの要望等も十分われわれはしんしやくいたしまして、学校運営に支障のないようにこれはぜひしなければならぬというので、その費用の中から学校運営費として去年よりも相当額伸ばしてございます。その主なるものとしましては消耗品とか、あるいは旅費とか、教具教材、あるいは図書費といつたような部面に、校長たちの要望も取り入れておるわけでございます。なお、これからもさらに予算の効率的な運営をはかりまして、一そう学校運営に支障のないように努力するという委員会の態度でございます。







○　大浜長弘君

　　第一点の港湾の管理問題についてでありますけれども、ご答弁で復帰時点において折衝していきたいとそのような答弁でありますのでそれを了とし、早く港湾管理の一元化をして業者に負担のかからないように、またいろいろの問題が起こらないような管理の方法にあらためていつていただきたいと思います。それについてもう一点ありますけれども、不審に思うのは市長は那覇空港の開放も、あるいは与儀ガソリンタンクも、あるいは天久の住宅も開放するとおつしやつておりますけれども、那覇港の南岸の開放だけはおつしやらない、しかも原潜の入港には反対である、那覇港があるために原潜は入つて来る、市長はなぜ那覇港の南岸、那覇港全体をどうして返還要求をなさらないのか、何かいわれがあるのかお伺いいたしたいと思います。







○　市長（平良良松君）

　　これは、ことさら那覇港南岸を落したわけじやございませんで、明治橋から以南にわたる小祿地区の飛行場も含めて軍用地の開放は要求をいたしております。またそのことは要求書にも明記して出してございます。ただこの問題もいま日米交渉の中では相当難航しているので、その推移を見守つてさらに強く要求していきたいというふうに考えております。







○　大浜長弘君

　　那覇港の返還も唱えていらつしやるようでありますけれども、返還が可能だから返還運動をする、返還が可能でないからしないというふうな考えじやなくして、あくまでも要求すべきところは要求するという市長のお考えどおり、ひとつ市民のためにこの問題も解決してやつていただきたいと思います。次に第二番目の市有財産の管理についてでありますけれども、いわゆる市長は就任なさつて３年になりますけれども、那覇港の前のバラツク建ての商店街がありますけれども、あそこは市有地だと思いますけれども、将来これは何か使われる計画があるのか、そのままずつと大事に置いておかれるのか、その点をお伺いしたいと思います。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。那覇商港の前の第一食糧の隣の土地かと思いますが、この土地は１９６１年の１２月１９日に駐車場用地として決定になつております。駐車場用地として告示第２７８号でもつて駐車場用地というふうに決定になつております。ところが区画整理の換地をしましたころに、ちようど旭が丘の、よく議会で不良住宅街のよく問題に出るわけでありますけれども、そういうような形だともいわれておりますし、また市から特別の許可をもらつたんだというようなこともありまして、そこに２,３の建物が建つております。その問題の措置にわれわれ現在頭を痛めておりますが、それに対してどういうふうにしていくかというふうな方針がまだ出ておりません。何しろ６１年からといいますと、もう１０年余りもそのような状態であります関係で根づいてしまつたようなかつこうになりまして、その建物についての取り扱い方が非常にむずかしいもんですからして、現在そのままになつております。この問題も旭が丘の公園の整備の問題などとも関連してきますので、同じような考え方のもとにこの問題も解決していきたいとこのように考えております。







○　大浜長弘君

　　市有財産についてはわかりましたが、第３点目の事務の簡素化について能率の阻害があつてはまずいと思いますし、それはまた当り前であります。いわゆる定員を減らして売上げが減るというような馬鹿な商売はありません。これは適正な事務の簡素化をして市民へのサービスをしていただきたいと思います。１４個も判こを捺さないと監督が行き届かないというような規定、そういうようなことではまずいと思います。ある市では今話したように判こは３名で十分だ。権限は全部部課長に委譲し、課長に対する権限は５,０００ドルまで、部長に対しては３０,０００ドルまで、このように権限を委譲して支払い事務が非常にスムーズに運ばれて市民から喜ばれているということでございます。これだけの判こを捺さなければ還付金の償還も出来ないというのはお役所の無能じやないかと思います。第４点目は超勤についてですが、今日では８時間労働が建前であります。しかも事業費の中に超勤が含まれてると思います。３年前は１人平均が８時間、市全体では１２,６００時間という超勤が支払われているという計算になりますけれども、これを職員を採用してやつたほうがいいか、あるいは臨時用員に出来るような仕事は臨時用員にさせたほうがいいか、こういうふうな観点からご検討なさつて、いやしくも労働強化をするということがないように善処していただきたいと思います。それから第５点目に〝何でもやる課〟の設置でありますけれども、なる程今の市民相談所も生かされておりますけれども、ただ、そのように聞いて相談を受けるんではなくて、聞いてその場で実行してゆく。従つて市民相談所を発展的に解消させて、日本でやつている〝すぐやる課〟は課長１名、係長１名、事務職員２名ぐらいであります。それで道路の舗装とかそういつた面を請負会社と直結してその日のうちに問題の処理ができるように運ばれております。でありますから市民相談所を発展解消して〝何でもやる課〟というように市民に苦情をはじめ何でも持ちかければ市民に対するよりよいサービスになつてゆくと思いますのでその点も一度検討していただきたいと思います。次に歩行者天国実施の問題でありますが、これは非常に難しい問題であります。〝全市が痳痺を来たすようなことになるんじやないか〟というふうに市長は何でもやる前から心配をなさるが、出来る、出来ないは検討してみてはじめていえることであつて、今聞いて心配して〝全市が痳痺するとどうするか〟。そういうようなことでは何も前に進まないわけであります。事実やるならやつて。国際通りは幹線道路であります。その国際通りからバスを裏通りの久茂地川通りに廻わすというような案も検討されております。１日でもいい午後３時から７時までの間というふうにして、商店街で楽しく買物が出来るように、また住宅地域でも道路の時間制限をして子供が伸び伸びと遊べるような考えも検討されてしかるべきじやないかと思います、その点もご検討を願いたいと思います。次に教育問題、すなわち間仕切教室の解消についてでありますが、なる程このようにして３４８,０５２ドルということで７１年度よりは前進しておりますが、その内容は委員会のほうでお尋ねいたしますけれども、二、三日前に聞いた話でも、また新聞にもありますけれども間仕切教室が２２もある。特に高良、城岳小学校はひどい。二教室を三教室に、四教室を五教室に間仕切つて真ん中の教室は窓もない。従つて隣の教室があかない限り自分のほうもあかない。そういうふうな暗い中で授業をしなければならないという破目に追い込まれております。そこで間仕切り教室問題をどのように解決するようにしたのかお伺いいたします。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答え申し上げます。間仕切り教室の解消問題については教育委員会としても非常に努力いたしておりますが、校舎建築は全額政府の負担でございますので意の如くならず今日に到つているわけでございます。それに伴ないまして都心のほうは大体市の周辺に移動する傾向がございまして、現在の過密現象は市の周辺に起きております。すなわち高良小学校がその例でございます。それから石嶺にあります城北小学校もその例でございます。城北小学校は今年城東小学校が校舎建築を終わりまして分離しましたので現在ではほとんど間仕切りというのは解消されておる状態でございます。高良小学校は今過密状態になつておるわけでございますが、今年中に宇栄原地区に新設校が出来ますのでその時点において在籍を向こうに分与してゆくことになりますので、いま暫らくの困難性があるわけでございます。那覇市の実情としましては間仕切り教室解消は永遠の悩みでございますが、逐次解消されつつありまして今年の場合は小中学校併わせて１３３残つております。去年は２００ちよつと越しておりましたが今年は１３３というところまで下がつて来ております。さらにこれを現在工事中のものが完成した暁に見ますと１０７というふうに下がります。さらに本年新年度において割り当てられるものが完成いたしますというと小中校併わせて６３というところまで下つて来るわけでございます。そうしますと子供の受ける利益が多くなるわけであります。







○　大浜長弘君

　　教育長は間仕切りは永遠に解消しないとおつしやいますが、そういう悲観的なことをおつしやらずに一つ教育長の信念で皆んなが伸び々々と勉強できるように来年度は日本復帰いたしますのでこの面もやつていただきたいと思います。次に２６番議員が病気のため見えないので通告してありますところの道路問題について１点お伺いしたいと思います。本予算にも組まれております松川ポンプ場から農事試験場に通ずるところの道路が新設になりますが、その道路を新設するに当つてカーブの所の補償費がいくら組まれておるかお尋ねいたします。時間をつぶすためにやつてるみたいだ。

　　　　　　　（笑声あり）

　時間がありません。いいですか、あの道路は非常に問題だと思います。あのカーブを解消するために直線道路になつていますね。あのカーブの中には二階建のアパートが四、五軒もあります。すつきり切つて直線になつてますけれどもそこが問題です。土木と建設の話し合いがなされてない、将来道路が出来るということがわかつているなら、なぜ建築を許可したのかということであります。気づかないなら別ですが、将来はこうなるということがわかつているんですね。土木は土木だけ、建設は建設だけの仕事ということで、そこをあければいいというような安易な考え方で横の連けいがなされてない。そういう問題は市長も一緒になつて市政を前進させていこうという姿勢がみられない。部長同志の話し合いがなされてない、部門だけの仕事になつてるというような感じを受けるわけでございます。この問題も時間がありませんので質問はしませんが、各部門の連けいを密にし、いやしくも市民に迷惑を及ぼさないということで市政の運営をしていただきたいと思います。







○　議長（辺野喜英興君）

　　本日の日程は全部終了いたしました。これにて散会いたします。

（午後　４時５８分　散会）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







　　　　　　　上会議録を調整し署名する

　　　　　　　　　　　１９７１年６月１５日




　　　　　　　　　　　　　　議長　　　　　辺野喜英興　　㊞







　　　　　　　　　　　　　　署名議員(人民)国吉辰雄　　㊞







　　　　　　　　　　　　　　署名議員　　　平良信一　　　㊞
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











１９７１年　１２９回那覇市議会定例会議事日程第５号




１９７１年６月１６日（水曜）午前１０時開議







　　第１　　会議録署名議員の指名

　　第２　　一般質問

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　本日の会議に付した事件

　　（議事日程と同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　これより、本日の会議を開きます。

　　「諸般の報告」を行ないます。今期定例会において本日までに受理した陳情は、お手元に配布の陳情文書表のとおり、それぞれ所管の常任委員会に付託しましたから報告いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、宮里敏慶君、金城重正君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、一般質問を行ないます。発言は、前日に引き続き時間制限を行ない、順序表のとおり、発言を許します。







○　又吉久正君

　　本員は新政会の一番バツターとして質問いたします。先に通告いたしましたとおり都市計画事業、財政問題、市場問題、公園問題について質問いたします。まず第一番目に那覇市の財政問題についてお伺いいたします。１９７２年度予算を見た場合に自主財源の乏しい中から２,９００万ドル余りも予算を計上したことは市長はじめ三役、部課長のたゆまざる英知を結集して出来上つた予算と推察いたしますのでその点については敬意を表します。しかし予算の中身を調べた場合に残念ながら不執行に終る恐れのあるものも大部分見受けられますので、その点からしますと７２年度予算は大型予算と見せかけただけで実行予算ではないということを予言しておきたい。まず那覇市の財源はピンチに来ていることはご承知のことと思います。第一に自主財源が少ないこと。１０年前の兼次市長による古波蔵埋立地の事業をはじめ安謝埋立地によつて生じた処分金、土地売払代金、市債などでほとんど事業を進めて来たのでございます。自主財源から生ずる財源と市税による収入はほとんど経常経費、つまり職員の報酬、道路の維持管理、その他に充てる分しかありません。那覇市の都市建設事業の６.７０％は依存財源に頼つている現状であります。また事業に対する対応費は市の負担が３.４０％出さなければならないが、あと２、３年後にはその対応費さえも作れなくなるぐらい財政のピンチに来てると思いますが市長はどうお考えであるか。と申し上げますのは現在まで対応費として土地の切り売り、埋立地の処分利益に頼り、また市債を起こしてやつている関係でございますが、２、３年後には土地の切り売りも、埋立地処分もなくなりただ市債だけに頼らなければならないと思うわけでございますが市長は２、３年後の財政問題をどのように対処してゆくお考えでございますか。ご答弁をお願いいたします。第２点は都市公園並びに風致地区指定について、那覇市の公園は戦後２５年の間ようやく与儀公園が最近できたのでございますが、その他公園用地に指定したところが旭が丘公園、希望が丘公園、緑が丘公園、城岳公園とその他ありますが公園や風致地区に指定しても地主に対する補償は戦後２５年になるまで何もしていない。希望が丘公園が７２年度予算で土地の買収費の一部と、整地費が組まれておりますが今後公園指定に対する補償問題をどのようにお考えであるか。また風致地区として首里末吉町の大部分が指定されております。指定はしても何ら手を打つことなく２５年も放置し、地主を非常に困らせている。本員にいわせると地主に対する権利の侵害だと考えます。その広範囲にわたる風致地区は本当に必要であるかどうか、再検討の必要があると思いますが市長はどのようにお考えでありますか。第３点目は公設市場問題について、牧志第１公設市場の建設工事は何％出来上がつているか。建築場所に所有不明の建物があるが現在まで立ち退きしてないが市場建設の基礎工事に支障を来たしていると思いますがその立ち退きの見通しはどうか。第３番目に地主との訴訟は進展しているかどうか。第４番目に建設工事は予定どおり完成できるかどうか。第５番目に牧志第２公設市場の発展策として市長はどのような政策があるか。第２公設市場の道路は北側に４,０００ドル余り組まれておりますが、それではどうしても間に合わない、もつと抜本的にやるべきだと思いますが市長のお考えをお伺いしたい。第４に都市計画事業に対する工事請負契約について、先日１９番議員から石嶺公営住宅建設の請負契約は無登録業者と締結していると追求されていますがその答弁の中で建設部長は〞市民の利益を守り、業者の利益を守るため行政判断をした場合にやむを得ない〞ということでしたが、本員はその答弁を聞き憤慨に耐えない次第でございます。いやもしくも法を尊重し、行政指導をしなければならない行政責任者が議会に対しあのような答弁をなすということは議会を軽視し、泣く子にあめ玉式では決してゆるされるものではない。われわれ新政会は納得いたしかねますので次の質問をいたします。まず第１に建設業法を読み上げてみます。第１章第１条、この立法は建設業を営む者の登録の実施、建設工事の請負契約の規正技術者の設置等により、建設工事の適正な施工を確保するとともに、建設業の健全な発達に次することを目的とする。第２章、登録。第４条、建設業を営もうとする者は、この立法の定めるところにより、登録を受けなければならない。②前項の登録は２年間有効とする。第９条、無登録営業の禁止、前条の規定による登録をうけない者は、建設業を営むことが出来ない。第８章、罰則。第４３条、左の各号の一に該当する者は一年以下の懲役または３３０ドル以下の罰金に処する。①第９条の規定に違反して登録をうけないで建設業を営んだ者。こういうふうになつておりますが、無登録業者の小川清氏と工事請負契約を締結したことは違反でないと思われるのかどうか、もし違反だと思いますならばどのような処置をとるお考えであるか明かなるご答弁を建設部長にお願いいたします。さらに那覇市長は口を開けば清潔な政治、ガラス張りの政治、明るい政治とうたい文句の如くいわれておりますが、今度の無登録業者と締結したことを清潔な政治、ガラス張りの政治、明るい政治と思われるのかどうか。これに対する市長のご答弁をお願いいたしあとは自席で質問をいたすことにいたします。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。まず公園と風致地区の問題でありますが、公園と風致地区はその取扱上違つている面があります。公園といいますのはその土地についても当然のこととして将来は買収していかなければならないものでありますが、風致地区の場合はそういうような用地を確保しなければならないというような性質のものではありません。当然公園の場合には将来その土地をすべて買収していかなければならないものであります。風致地区についてはそうではありません。そこでその補償の問題でありますが、先程申し上げましたように公園については当然のこととして補償しなければならないものと考えます。風致地区の場合は財産権の内容を法律で定めるというように規定されておりますのでその条項にあうものと考えます。たとえて申し上げますと住居地域とかあるいは商業地域だとかというふうに指定されました場合に、建ぺい率だとかその他建物の高さだとかというようなことについていろいろ制限がありますけれども、それは法律で権利の内容が規定されているというようなことと同じような考え方であります。風致地区の地域についての検討はいろいろ議会でも問題になつていますし、今後いろいろ検討していかなくちやあならない面があるかとも思いますが、いま先ほども申し上げましたように風致地区そのものについての補償の問題はここでは出てこないのじやなかろうか、というふうに考えます。次に牧志公設市場の執行状況ですけれども、この牧志公設市場は工事ごとに区分してありまして、現在の状況は総体的にいつて約２０％の進捗状況であります。基礎工事につきましては全工事の中で占めるそのパーセントは約１１.４％でありますが、この１１.４％のうち約９％は完了しております。９０％、９５％くらい基礎工事については終わつているということになります。鉄骨工事につきましても材料などが届いておりますので約５０％の進捗状況であります。完成の見通しでありますが、１７番議員からもご指摘のありました一部の建物についての問題が惹起しておりまして、その部分を除外して考えるならば完成は当初の予定どおりことしいつぱいの見通しであります。ただその敷地内の建物についていろいろ問題がありますのでその部分の問題が解決すればいいですけれども、その部分についての解決が見られない場合にはその部分を除外してことしいつぱいによつぽどのことがない限り完成の見通しであります。

　　それから石嶺の公営住宅のＢ工区の契約の問題についてでありますが、きのうも１９番議員に簡単にお答えしたわけでありますが、約２７０日の工期でもつて建物を完成するという契約で進められたのに、あと４、５日もすれば完成、という時期でその請負つた会社が非常にピンチに立たされた。しかも悪いことにはその会社の社長が目をわずらいまして本土に治療に行かなくちやならない、というような悪条件が重なつておりました。本来ならばこういつた時期にいくら会社がおかしくなつたとはいえ、あとしばらくで完成するような事業でありますので何とかつじつまを合わすことができるようなものでありますけれども、そのような不幸なことが重なつていたために私たちは３月の２０日工期前の３日前、３月の１７日に解約をしなくちやあいけない、そういうようなことになつてしまつたわけであります。ところで、よく調べてみましたところ、そのもと受け業者のもとで木工事、あるいは浄化槽の工事、あるいは左官工事あるいは整地舗装工事、こういつたものは下請業者がやつていることが判明いたしました。その下請業につきましては建設業法、あるいは市の条例等にもはつきりうたわれておりまして、下請をする場合には届け出をしなくちやいけない、とかあるいはこれまた建設業法上いろいろな問題がありまして登録をしなくちやいけない、という問題などもあるわけであります。すでにこのときに下請けであるというようなことから建設業法や、あるいは市の条例に反しているというようなことが行なわれていた、ということであります。そこで私たちとしましては一日も早くこの工事を完成することこそが市民の要望にこたえるものではなかろうか、というような判断に立つたわけであります。しかしそのときにもいろいろ部内では問題がありました。いま指摘がありますように、この下請業者たちは建設業法によるところの登録をまだしていないということが一番大きな問題であります。次に那覇市の建設工事の施行規則の中にも同様な規定があるわけであります。そこで私たちとしましては、この施行規則の問題については上司にその実情を話して、その処理についての内諾を受けてやるならば別段問題にはならない。しかし、その場合に問題になるのはこの下請業をやつていた方たちの中で特に私たちが契約した相手の小川清さんに対しては非常に心苦しく私たちは思いました。というのは小川清さんも自分たちは未登録業者である、というようなことをはつきり言つておりました。しかし小川さんに対して私たちはそういうふうな建設業法違反の問題でいろいろ問題が出る場合には、われわれも実情を話していけば監督官庁のほうでも理解してくれるはずだと。とにかくこの工事を仕上げてほしい、ということで無理にお願いをいたしましてこの小川さんに契約をしてもらつたわけであります。ただいま１７番議員のほうから違反じやないか、というようなことについてでありますが、小川清さんに対して私たちが未登録業者でもあるにもかかわらず、とにかく仕事をやつてくれ、とお願いをし小川さんをして違反行為を起こさせたことについては非常に心苦しく思つております。しかしそのことについては私たちといたしましては監督官庁に対してもいままでの実情をよく説明しこういつた状態であつた、というようなことで一応の了解を得ております。そして監督官庁のほうといたしましてもこれを告発するとか、ということじやなしに今後なお請負業を続けていくというのであれば登録をさせるように指導すると市のほうでもそのようにしてくれというようなことでありました。次に市の立場でありますが、先ほども申し上げましたように緊急なこういつた事態、しかもまれにしか起きないようなこういつた事態、あと４、５日で完成するというときに工事を投げるというようなことは普通一般には考えられないことであり、しかもそのもと請業者が目をわずらうという、しかも早急に手術をしなくちやいけないという不幸なことが重なつてこういつた結果になつたというような、そのような立場からしてどうしてもこれを完成させるには小川清氏に無理をお願いしなければならなかつたという状況であるわけであります。建設業法によるところの４３条のこの罰則についても私たちは監督官庁に対して先ほども申し上げましたように罰金制とかそういうふうなものがあることなどについても実情をお願いしまして、そういうふうな罰金を課して告発するというようなことはないと監督官庁のほうでも言つております。

　　以上のようなことでありますので非常に小川清さんに対して申しわけないというふうに私思つておりますが、議員の皆さんのほうでも以上のような事情をご理解していただきたい。このように思います。

　　　（「法をおかしてどうして理解できる、でたらめ言うな」「答弁でたらめだよ」という者あり）







○　市長公室長（平良清安君）

　　１７番議員の那覇市の財政問題についてのご質問にお答えいたします。ご指摘のように、確かに那覇市の場合は市民各階層の多くの財政需要に対応する財政支出というのが出てきまして、ご指摘のように今日までの事業費は主に財産処分だとかあるいは起債によつてなしてきたのは事実であります。

　一体なぜ那覇市の財政がこのように窮屈であるかということを私ども就任以来検討してきたところ、おおよそ次の６点に集約できるかと思います。

　　まず第１点は税源の確保。いわゆる政府税と市町村税の配分が実際の市町村の行なつておる事務事業に見合うような税収の源となる税法のたてまえになつていないという点であります。この点につきましては本土の市町村におきましても地方財政調査会あたりでも指摘しておりまして、沖繩でも単に那覇市だけじやなくしてほとんどの市町村がこのような形になつております。ところが現実には市町村税の確保どころか、本土の税制とのかね合いもありまして、事業税とか不動産取得税、今日まで那覇市の税収の４１％を占めておつた税の源となるこれらの税が本土復帰とのかね合いで県税、ないし国税に吸収されるとこういう点も問題が大きいわけでございます。２番目に交付税の増額をしなければならぬ、ということであります。特に沖繩の場合、那覇市の場合は交付税の算定の基礎が、たとえば６０年に行なわれた国勢調査に基づく人口を算定基礎としている、とかあるいはまたその他の都市の過密によつて相当の事務事業がなされなけりやあならぬのに、それに見合うだけの交付税での裏づけがなされていないということなんです。この点につきましては本土復帰と関連いたしましては特に沖繩に必要な測定単位の設定とか、あるいは特別補正値を設定して交付税で増額をしていくということを要請しております。

　　３番目に政府支出金の増額でありますけれども、これは市長がお話になつたように、たびたび特別措置法に基づく特例措置を要請しております。聞くところによりますと、ことしの１０月沖繩国会に向けて総理府、あるいは企画庁あたりで昨年１０月に琉球政府が出しました沖繩総合開発計画に基づく特別措置を要請しております。この政府支出金のいわゆる沖繩に対する増額の問題でありますけれども、一体特別措置法で総なめにしてやつていくのか、あるいは個々の単独の法律で特別措置を講じていくのか、あるいは交付税で特別にかさ上げしていくのか、あるいは特別交付税で特に沖繩だけに適用するものを設けるのか。この４つの沖繩に対する、特に市町村も含めての財政的な考え方でありますけれども、いま本土政府の考えといたしましては沖繩総合開発計画に基づき一本にしてそれぞれの法律の補助規定にかかわりなく１００分の１００、いわゆる１００％沖繩には適用していこう、とこのような考え方を琉球政府は提起しております。４番目にこれは政府からの補助率でありますけれども、実際には年々工事単価が上がつているにかかわらず、法律のたてまえとしては補助金は補助事業の２分の１とか３分の２だとか７５％いつておりますけれども、現実には工事単価が年々増額していきますからそれに追いつかずに、結果的には２分の１のものがもつと低くなる。３分の２が実際には２分の１程度とこういうふうにして補助事業に対する市の対応費がよけいに上がつていく、とこういう状態であります。

　　５番目に地方債。これの枠を広げるということと、いまひとつは政府の政策、金融によつて、たとえば資金運用部資金等のようにもつと地方の市町村が地方債の枠を拡大して、しかも長期低利の融資ができるようにしなければならないと、そういう問題であります。以上の５点につけ加わえまして特に昨日来市長のおつしやつておる。いわゆる戦災都市としての、本土の市町村でありますと県なり市の独自の事業であると言われておる問題でありましても、沖繩の場合には戦争によつてほとんどが全滅、廃墟の中から立ち上がつておりますのでそういうものも含めて今後の特別措置をしていけるものだと、その辺に私どもは大きな期待をもつているわけでございます。以上那覇市の財政問題を解決していくためには、ずつとこれまでもそのように主張して逐次問題によつては解決してきておりますけれども、この５点を中心に今後とも強力に琉球政府並びに本土の各省、特に自治省あたりとも折衝していきたいとこのように考えております。







○　第二助役（前田武行君）

　　第１公設市場の事件関係の見通しについてどうか。それから第１公設市場これは工事は完成し得るのかという点について答弁させていただきます。ここの事件関係はまず上岡作太郎氏と那覇市の間に賃借権有無について争いがあり、その賃借権の有無を前提とする賃借権がないんだ。だから立ち退きなさいということを前提に仮にここえ建物を建ててはならないんだという仮処分申請が出ましてこの事件は解決しております。それで仮処分申請は解かれまして建築ができるような状態になりました。それから公用収用の手続きをして所有権を移転し現在工事を進行しております。ところが最近、上原隆正氏と照屋元太郎氏のほうから本件建物は、ちよつと申しおくれましたが、この現在残つておる建物につきまして代執行がなされたんでありますが、代執行の執行に当るに際して両氏から本件建物は那覇市の建物じやないんだと、私たちの建物であるという所有権の確認を前提とする民事訴訟事件が出まして、それに対する仮の処分を求めてきております。その仮の処分によりますと本件建物を壊わしちやならないという仮の処分であります。これは今継続中でありましてこの７月いつぱいでは異議の裁判が出るんじやないかという見通しをとつております。なぜならば上岡作太郎氏が民事で仮処分をやつてきたときに同じような理由であり、同じような事情に基づくものであります。ので同じような結果が出るんじやなかろうかと、それも近いうちに出るんじやないかという見通しを立てております。それから本案公用収用に対する裁決の異議が現在継続中でありますが、当初裁判所におきましては３月に判決をするんだという目標を置きまして、これは各当事者に対してもその目標を意思表示しまして進めてきましたが、さらに裁判所のほうで５月にはかたずけようという意思表示をしております。ところが現在、まだ判決どころか結審もされていない状態であります。それで那覇市におきましてはその結審に先きだち日本の中央卸市場法に基づかない公設市場の収用の例があるかないか、その利益はどこにあるか、これを自治省などに問い合わせて、だいたい資料もととのいましたので、実例が日本にもありますので、その点近いうちに結審させ執行させたい。このように考えております。







○　市長（平良良松君）

　　第２公設市場の繁栄策があるかというお尋ねでございますが、この問題につきましては従来ともしばしば問題になり、またわれわれといたしましてもその打開策を一生懸命考えてまいつたわけでございます。そのために先般は企業コンサルタントの手をかりまして企業診断、改善策等を考究してまいつたわけでありますが、この報告によりますとその繁栄策には非常に膨大な根本的にこの市場を改造しなければならぬところの膨大な金額が要るようになつておる。そういたしますと市の今日の財政の見通し等からいたしましてどうしても不可能な問題になつております。そこで次善の策として何かないか、積極的な合議をするつもりでおりますけれども、関係者が寄つてまいりますと積極的な話し合いじやなくして、ここにはご承知のように政治的ないろいろ背後関係もからまりまして、市長の顔さえ見れば罵詈讒謗の場と化するといつたような状態がしばしば現出したのであります。このようなことでは私といたしましても冷静な判断を出し、あるいは積極的な意欲を職員にも督励するということにはなりませんので、今しばらく関係者が冷静を取り戻して慎重にその改善策について相談をするという態度を見せない限り進展をみないものと考えております。従いまして冷静期間をおいてしばらく関係者の態度を見た上で、私は改らためてこれを相談したい。こういうふうに考えております。







○　喜舎場盛一君

　　議事進行の動議を提出いたします。休憩して下さい。







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。




（午前１１時０分休憩）

（午前１１時２分再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　又吉久正君

　　先ほど風致地区の問題のご答弁を求めましたが、この風致地区に対しては指定はするがその指定は商業地域、住宅地域、そういつたのと同じような指定をしているというようなご説明であります。本員が聞いておるのはこの風致地区があまり大き過ぎやせぬか、もつと検討する必要はないかということでございますが、それが残されております。風致地区に指定されますというと建物の建築確認のほうもむづかしいし、あれだけ風致地区に指定されて何ら一つも工事をすることができないような現状である。建築確認の申請をすれば風致地区だというようなことで断わられる。ただ指定をして２５年も放つたらかしておる。本員に言わすと財産権の侵害ではないかと考えられます。あの辺の地主は泣寝入りをしておる。こういう問題はもつと慎重に検討する必要があるんじやないかということでございます。財政問題については公室長からも説明がありましたが、いろいろと那覇市にはやるべきのがたくさんあります。７３年度の５か年計画から見ても７３年度から７４年度、７５年度の５か年計画を見た場合、莫大な資金が要るわけでございます。ざつと７３年から７５年の総事業費を計算した場合これは大きいものでございます。

　７,８７７万２,４２０ドルというように大きいのであります。政府支出金も３,３１４万１,５２０ドル、市債でも２,０００万ドル越すようになつております。３か年合わせて７３年から７５年にかけて市債でも２,０００万ドル越すという計算になつておるわけでございますが、はたしてこの５か年計画なるものが実現できるかどうか。政府の３,３００万ドル余の支出金が可能であるかどうか。この点をもつと検討すべだと本員は思うわけでございます。さらに公設市場の問題でございますが、当初はすべて１２月までには完成するんだというようなことでございました。訴訟問題もけつして長引かないということでございました。いざ着工してみるというとあのように、今２０％しか進渉していない。さらにそこにある建物も撤去しきれないような現状である。こういうふうにしてあの都計道路に仮設市場を作つて、この市場ができると一日も早くこの道路を開放すべきだということでございますが、そういうような裁判問題も予定よりずつと皆さんのほうが遅れている、一体全体あの市場はいまの答弁からするというとかたわな、ちんばな市場になると思いますが、それでいいと思うのかどうか。牧志公設市場はいろいろ問題があるが、もつと業者とも話してみたい、市長の顔を見るとばりざんぼうするというような答弁でございますが決してそうじやないと思います。あの第二公設市場の業者の方々がすでに陳情も１ヵ月前ぐらいに出してあるようでございますが、いまだに受付もしてないということでございます。こういう市の態度でもつてほんとに市長がいま言つたのがとおるかどうか。その陳情書をだれが取つて見るのか、その調子ではいまの市長の言うことはうらはらである。これに対してどうお考えであるか。さらに請負契約の問題でございますが、建設部長の言う、つまり９５％出来上つていた。これは人情的にもあるいは仕事を進めるうえにもその措置を取つたであろう、その措置を取つたということはよく理解しておりますが、はたして那覇市にはたくさんの請負登録業者がいる。なぜそのような登録した業者にさせなかつたか、わざわざ違法行為をして新聞沙汰になるまでやつたのか。これに対してわれわれはどうしても許されない行為じやないかと思います。行政指導をし、行政責任をもつてやるべき市当局があのようなことをしたかということ、そこに問題があるわけでございます。建設部長としてとつた措置にはあまり干渉したくないけれども、正規な業者になぜやらせなかつたのかということでございます。違法までしてああいうことをしたか。そうして今後あらためるというお気持でありますがどういうお考えでいくのか、その点をお伺いいたします。

　　　（「簡潔に要点だけ、遠回しをする必要はないですよ」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　静かに願います。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。いま簡潔に要点だけというご注文があり、また詳しく説明しろというご注文がございますのでお答えいたしますが、財政問題につきましてはいまにはじまつた問題じやなくて、要するに２７年にわたるアメリカの植民地支配の中から沖繩が余儀なく打ち込んできた事態がいま解決の目途をつけようとする時点でありますので、ご心配の点は今後日本国憲法に保証され、地方自治体の中での諸制度の中で妥結の道が解決できるということでございます。


（拍手）



　　第二公設市場の問題につきましては、先ほど申し上げました答弁と同じでございます。最後の小川清氏に関する問題につきましては、そのいきさつは先ほど建設部長からるる申し上げてありますが、まだご理解がいかない。従いましてこれをここで論争すると時間がありませんので、これは委員会の中でじつくりとやつていただきたいとこういうふうに考えます。


（拍手）









○　建設部長（水間平君）

　　風致地区の問題に関係しまして、財産権の侵害とはならないかというようなことでありますが、そのために住居地域あるいは商業地域の例をもち出したわけでありまして、財産権というものは絶対的なものではなしにその内容については法律でこれを定めるんだというようなことがあるわけであります。その風致地区に指定されたところの土地というものは、そのことによつて財産権の内容が規制されているというようなことなんであります。そのもうひとつは石嶺の工事の問題についてでありますが、ひとつだけ例をとつて申し上げますと電気工事を実際にやつておりました。１００坪の電気工事をやつている場合にもう９０％まで電気工事が終わつていた、あと１０％終わればいいというときにこの親会社がおかしくなつてきたということなんです。

　　　　　（「それはわかります」というものあり）

　　そこであと１０坪ぐらいをしなくちやいけないというときに契約をしなくちやいけないというときに私たちはいろいろ討議をしました。この電気工事をやつているひとは登録をしていないということをわれわれ知つていました。しかしだからといつていまここでそのひとに仕事をさせないでおいていた場合に、一体どういうふうなことになるかということも討議いたしました。その続きのものをだれが請負つてやつてくれるひとがいるだろうかということも討議しました。そうしてそのときこそやはりその現実に合わせてそういつた場合には処理づべきじやないかというようなことになつたわけなんであります。







○　又吉久正君

　　時間がございませんので、あとの質問はあとの議員にまかせますが、市長のおつしやつたように国の責任でやるということ、これは全然言いのがれです。国家としては市町村の事業に対してはすでに規則で定められている。何々事業には何％出す、何々事業には何％出すというようなことが決められておる。日本政府が那覇市の事業を全部引き受けてやるということはおそらくあり得ないと思う。市長はただ議会のがれの答弁だと私には思える。時間がございませんので次の議員にバトンタツチいたします。







○　比嘉佑直君

　　本員はバス問題について２、３質問いたします。日本においてはバス事業は斜陽産業で合併して観光事業など付帯事業で経営の立て直しをやらなければ生きる道はなく、国鉄をはじめ市営バスは軒並みに赤字経営だと言われている現状であつて、沖繩においてのバス業界はみな苦しい経営をしていると聞いております。そこで琉球政府では復帰に備えて今年の２月頃、バスの合併促進協議会というものが発足し統合問題が進められていると聞き及んでいるが、政府では琉球バスと首里バスの合併の交渉が進められているとのことだが、首里バスの大株を所有している市に政府から琉球バスと首里バスの合併の斡旋があつたかどうか。この前株主総会があつたようでございますが、株主総会で市の斡旋によつて役員人事問題で長時間紛争したと聞いているが、それは市も３万株を保有しているので市の意図する監査役ひとりぐらいを出そうということは当然であると思うが、来年の総会は取締役の改選もあると聞いておる。よつてそこで累積投票を要求して会社運営面にタツチし、役員人事に干渉する考えがあるかどうか。最後に首里バスの株の民間譲渡についての陳情が出されておりますが、現在継続審査ということになつておるのでその株を解放する意思があるかどうか、その３点お聞きしてあとは自席から質問いたします。







○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　ただいまのご質問にお答えいたします。バス企業におきましても他の企業と異ならず本土復帰を前にしまして統合の動きにありますし、市といたしましても統合には基本的に賛成であります。ご承知のように首里バスの資本金につきましては７万ドルのうち市が３万ドル持つておりますが、いまも申し上げましたとおり株主といたしましても基本的に統合は賛成であります。さらに琉球政府からその統合について斡旋があつたかということでありますが、それは部長と課長がこちらにまいりまして統合するということをいつております。その節には市といたしましても基本的には賛成である旨を申し述べております。それからこの前の株主総会におきまして監査役がひとり変わりました。それは前の監査役が辞任しましたのでひとり変わつております。取締役につきましては市といたしまして大株主であるにしましても何らそれを改選しようという意図はありません。来年の株主総会におきましても改選をしようというような意図は現在のところ何にももつておりません。それから最近首里バスの市の持ち株を譲渡をしてくれというような希望は業者からありましたが、統合の場合むしろ市民の立場から保有しておいたほうがよくはないかという考えからまだ処分のことは決めておりません。さらに首里バスの株主は約１００名おりまして、そのうちで小さい株主が９０名近くおります。この小株主の方々も市の株は保有しておいてくれというような希望がございます。さらに私が考えますのは、その株主総会におきまして合併の契約の話しがありましたが、その契約の内容は結局株主のことは何ら書いてありませんし、さらに働いている職員につきましてもどういうことになるか書いてございません。それで私たちとしましてはもつと株主の立場、それから従業員の立場も折り込んだ契約にすべきじやないかということで一応意見を申し入れておきました。といいますのは、現在首里バスの資産の評価は２万ドルちよつとになつておりますが、再評価いたしますと少なくても１０倍近い２０万ドルぐらいになるんじやないか、現在の評価額で引き継ぎますとそれだけの財産を吸収をする、会社の中に入つていくと。２万ドルの評価の資産でありますが、実際は２０万もあるわけです。そうしますと株主は非常に損な立場になるんじやないかとそういうふうな懸念がありましたし、さらに小株主にいたしましても何らそういう恩典はありません。また職員につきましても引き継いでどうするということも契約なんかに書いてありませんので、一応はもつと検討すべきじやないかという意見を申し入れておきました。

　　そういうことでいまご質問のありましたように基本的には賛成であります。反対する理由は何にもありません。さらに取締役についての改選に容喙するつもりはありません。それから株はいま申し上げましたとおりまだ譲渡する意思を決定いたしておりません。以上であります。







○　比嘉佑直君

　　助役のご答弁でよくわかりましたが、政府から市に対して斡旋の交渉があつたかという本員の質問に対して、合併に対しましては賛成というご意見でございますが、しからば５月２９日の首里バスの総会でも琉球政府の政策に協力するという意味において、また与論に応えるという意味において首里バスと琉球バスの統合の議案が出され一応撤回しておりますがそれはそれとして了といたします。そこで株主の取締役を累積投票なんか考えてないということでありますがこれも非常にいいと思います。そして会社の運営は会社にまかせて市は干渉しないほうがうんと利益が上がると思います。現在首里バスが窮々としているのも、過去において成績が悪かつたのも、余りにも市が干渉しすぎるという風評があるわけでございますが助役のご答弁によつて了といたします。それから市の保有株の譲渡問題はまだ検討してないということですがこれも合併に賛成であれば早くこれを促進し解決すべきが妥当だと思います。と申しますのは現実に市が保有しているために事実上合併が非常に遅れております。何といつても総会のときには３分の２の議決を要しますゆえ７万株に対する３万株。さらに合併しなければならないというご意思があるので、財産の評価においても相手を呼んで親しく話合いをなされて指導しながらこの保有株を早目に譲渡したほうが適当ではないかと思います。従つて現在のところ首里バスの３万株に対する収入といつてもないし、税外収入も期待できないのでこれを処分し、昨日の一般質問にもありましたように福祉事業に振り向けるとか、ほかの資金にもつと利用するとか別に振りあてたほうがいいと思います。私の質問に対す答弁は了といたしますが、株の譲渡によつて首里バスの運営面も黒字になる。そして統合いたしますと５９５,０００株と大きな株になります。統合してからでは市の３万株に対する魅力は余り出て来ないと思います。ですからなるべく早くこれを譲渡したほうがいいと思いますのでこういうふうに希望し提案するわけでございます。財産の再評価の問題も首里バスの株主の方々と話し合いをしていただくことを要望して質問を終ります。







○　宮里敏慶君

　　本員は都市計画事業。水道行政。社会事業。観光事業。財政。と５点について順を逐つて質問いたします。最初に都市計画事業に関連いたしますので軍用地の潰地についてお伺いいたします。市長は去る４月４日から１０日までの７日間上京し日本政府関係機関に対し那覇市の都市建設事業促進に関し強力な要請をなしその報告が議員に配布されておりますが、その報告書の中に軍用地開放要請はあるが軍用地の中に那覇軍港内の潰地が１万坪余りあるがその補償あるいは賃貸料のことについての報告がないのであります。該潰地はほとんどが旧垣の花の人の所有になつております。旧垣の花の地主は復帰したらどうなることかと大へん心配しておりますが市長はこの潰地について要請したかどうかお伺いいたします。次に水道行政についてお伺いいたします。市長は立候補のときの公約の一つに税金の引き下げ、水道料金の値下げなどを表看板にいたして、市民はそれを期待して当選されたが今日那覇市長として３年目を迎えます。市民税は２倍、３倍と上がり市民は大きな不満をもつています。那覇市の水道料金は世界一高いのであります。市民生活を豊かにするためには水道料金を安くすべきだと思うのであります。市民は水道料金が高いといいながらも仕方なく利用している実情であります。現在の水道料金を基礎として起債事業をするのか、水道料金の値下げはいつするのかお伺いいたします。次に社会事業について、特に青少年の不良化防止についてお伺いいたします。市長はいつも明るい、豊かな文化的な都市建設ということをいわれております。健康で明るい文化都市とは形の上では衛生的な上下水道施設と道路の整備、高層建築があれば一応文化都市となりますが、市民が健康で明るいものでなければ理想的な文化都市とはいえないのであります。人口の都市集中と相俣つて青少年の犯罪の場所も都市に求められるし、不良青少年のたまり場も都市へ都市へと流れて来ております。児童福祉法の第２条に、〞政府及び市町村は児童の保護者とともに児童が身心ともに健やかに生まれ、かつ育成されるようにつとめなければならない〞と謳つております。私たちの住む那覇市に増えてゆくこれら青少年を悪の道から引き戻し、あるいはまた悪の道へ踏み込まないような市民運動を展開すべきだと思つております。市長及び教育長はこの問題に対していかなるお考えをもつておられるかご見解をお伺いいたしたいと思います。４点目に観光事業についてお伺いいたします。沖繩の経済振興の三本柱の一つとして上げられてるのが観光事業の発展策といわれております。過去１０年間の観光客の当地訪問状況を見た場合に１９６５年頃から尻上がりに増加の一途をたどりその後、年をおうごとに活気を呈しております。たとえば６０年頃の観光客は僅か２万に過ぎなかつたが１０年後の６９年には８倍余の１６９,０００人に達しております。特にレジヤーブームといわれた６０年代後半から急激に増えて目立つております。このような観光客の増加に伴ない数字もうなぎのぼりに増大しております。６９年の総収入は３,３００万余ドルに達しており沖繩基幹産業の糖業につぐ収入をあげており沖繩は東洋のハワイと称する人もおります。沖繩はハワイに似て気候も暖かく空も明るく実に美しい自然の条件に恵まれた島であります。来年の復帰後においては軍事基地は次第に縮少され従つてこれまでのような基地収入は期待簿になります。それでその基地収入減を埋め合わせそれ以上の所得をあげるためにはどうしても観光産業を開発しなければなりません。現在の沖繩観光は宝石や皮革品、その他舶来品が買えるというシヨツピングの魅力が大きいのでありますが、しかし復帰すればこれらの魅力はなくなり国内レジヤーにかわるわけであります。また復帰すればパスポートがいらなくなり通貨交換するわづらわしさも省けて大衆観光としてますます活気を加えるものと思つております。観光産業といつても無為無策では大事なお客から見放されてしまいますが市長は那覇市の観光対策にいかなる構想をもつておられるか。次に財政に関連いたしますので〞市民の友〞についてお伺いいたします。〞市民の友〞は広報活動として平良市政を３０万市民にアツピールするために重要な役割りを果しているものと考えております。その〞市民の友〞はどのように配布され、何万部発行され、そしてその経費はいくらであるかお伺いいたします。以上で質問を終りあとは自席から質問いたします。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。軍用地の問題について本土政府と折衝しているけれども潰地の問題については何も言及してないがどうしているかということにつきましては、軍用地返還の問題がまず先決でありますが補償問題、復元補償あるいはその他の補償問題について、あるいは内部施設買い取りなどにつきましては琉球政府をとおして具体的な技術面の折衝は主としてもつと上のほうで折衝されておるわけであります。従いまして私が潰地の補償をしなくてもいいというような考え方でなく、またそれに関心がないというわけではございません。このことは那覇市だけではなくて全琉統一された要求としてそれぞれの担当部署でその業務をやりあるいは追究をやつていると私は承知しております。補償要求をしたかということでありますが、市長が補償要求しているのじやなくて、地主会というものから土地連合会をとおして具体的な案が示されております。市長はそれを絶えずバツクアツプやつてゆきたいこのように考えております。文化都市というけれども今のような状態では文化都市にならないんじやないか、また児童の環境にしてもよろしくないと、まことにご指摘のとおりでありまして明るい街づくりするためにこれから懸命の努力をしようというふうに就任以来心がけております。さらに観光事業についてもこれは那覇市の大きな問題でございまして、全琉各地に観光資源というものはありますけれども、終極するところ那覇市がその中心にならなくちやいけない。そのことにつきましては十分注目し、また政府にも注文をつけ、あるいはシヨツピング観光が今後も継続的にやれるような暫定措置を講じてもらいたい、というようなことは要請しております。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　お答えいたします。水道料金の値下げにつきましては去つた３月の定例議会で申し上げたとおりでございますが、なるほど料金値下げは市長の立候補当時の公約でもございますが、料金値下げだけが公約ではなくてそのほかに未給水地区の解消、並びに住民サービスの向上というふうな３つの点がありまして、これはいずをやるにしても金のかかる状態であります。そのうち最も急を要するのが未給水地区の解消じやなかろうか、ということで前年度から５ヵ年間で那覇地区内の未給水地区を全面的に解消していきたい、ということで５ヵ年計画を立てております。こういうことで現在のところそれに使う金の必要上料金値下げはできない状態にあります。さらに世界一高いという料金の問題がありましたが、これは過去の問題でありまして、現在昭和４４年度の日本の水道料金の基本料金の平均値は３５０円でございます。そのほかに日本じやあ加入金、あるいは分担金という名目で新規に加入する方々から多額の金を取つております。こういうふうなことで料金にはあらわれておりませんが、別途の方法で取つて水道事業をまかなつておるという状態で、現在の状態じやあ決して那覇の水道料金は高いという部類に入るのじやなしに、全国平均よりは少し高いという程度でございます。







○　市長公室長（平良清安君）

　　〞市民の友〞の件につきましてお答えいたします。印刷部数は６万５,０００部で、印刷代が月約４００ドル。配布方法につきましては琉球新報社に委託しております。琉球新報社は取次店を通じまして各世帯に配布しております。６万部を新報社に委託して配布させ、残り５,０００部を本土の関係市町村、関係市、あるいは官庁、沖繩内での官公庁に直接郵送しております。問題は配布につきまして自治会長会あたりでも届いてない、という指摘などがございましたので、アンケートをとりまして実際に配布されているかどうかを調べてみました。確かに自治会長あたりで指摘されたように若干配布漏れがありまして、その点につきましてはその都度委託しております。琉球新報社に指摘し配布漏れがないように最善の措置をしております。







○　宮里敏慶君

　　教育長のご答弁が残つておりますので、その後にまた私また一回質問しますが、青少年不良化防止について。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答え申し上げます。青少年の健全育成につきましては、われわれ教育にあるものはもちろん、世人一般の方々の非常に重大関心事のひとつでございます。市といたしましても青少年健全育成協議会を持たれまして、積極的に青少年の健全育成化に協力努力されてるおるわけでございます。われわれ教育委員会といたしましても、その具体的な問題としましては各中学校区に青少年健全育成の協議会をつくつていただきまして、中学校区小学校を含めたものをもつて健全育成の積極的な対策を取り組んでもらつているわけでございます。そのほかに社会教育の具体的な問題としましては、社会学級あるいは、家庭学級、あるいは公民館活動といつたようなもので、またそれぞれ具体的にはあらわれていくわけでございます。さらに積極的政策のひとつを申し上げますというと、夜間の補導の問題、それから生徒、指導教師の集会活動の問題、あるいは学警連の活動の問題や、補導員の制度などもございます。現在青少年の問題は数的にはまだまだ減つておりませんけれども、やや横ばい状態になつておるということになつておりますんで、これを従来の上昇傾向からくいとめることができつつあることをわれわれも将来に明るい見通しを持つておるわけでございます。







○　宮里敏慶君

　　水道の問題、〞市民の友〞の問題質問はありますが、教育長にお伺いいたします。いま那覇市だけでなく全沖繩の青少年、特に中学生などの不良化が毎日新聞をにぎわしております。そして一般父兄の話し合いは〞いまの先生は教育の根本もなく徳もなく、国家社会公益の奉仕の精神もなく、児童生徒の教育を受ける権利を無視して授業を放棄し、ストに参加することで教え子の信頼がないから児童生徒の中学生の不良化がふえておる。〞ということを一般父兄は話されておりますが、これについて教育長のご見解を承りたい。先生方の信頼がないから多いと。

　　　（「そうだよ。教育長はじめそうだよ」「われわれ父兄はそうは思わぬがなあ」という者あり）







○　教育長（譜久山朝直君）

　　ただいま教師の信念の問題についてご意見がございましたが、現代の教師として十分に教育に対する情熱と信念は多分に持つていると私は診断いたしておるわけでございます。

　　　　　　　　　　（「嘘を言うな」という者あり）

　したがいましてその具体的な面で過去の教師生活と現在の教師生活とではいくらか相違があると私も見ておるわけでございますが、教育的情熱と信念においてはいささかも変わることはない、というふうに思つておるわけでございます。

　　　　　　（拍手。「そんなことはないよ」という者あり）







○　宮里敏慶君

　　児童生徒は教育を受ける権利があります。


（　野次あり　）









○　議長（辺野喜英興君）

　　静かに願います。聞こえませんよ。







○　宮里敏慶君

　　教育を受ける権利があり、先生方はまた教える義務があると思いますがね。またわれわれ古い人は先生方は聖職だと考えておりますが、

　　　　　　　　　（「労働者だ」という者あり）

　教育長は先生方の地位についてはどういうふうにお考えになつておりますか。一労働者として見ておるわけでございますか。お伺いします。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答え申し上げます。人が人を教えるということはつとめて崇高なものでなければならぬと思うわけでございます。しかし過去の教育という場合の教育の実態と、現代社会における教育の実態とは大部そこに大きな開きがございますので、昔の聖職をそのまま現代に当てはめて過去の教師像を現代の教師像に持つてくるというのはいささか無理のような感じもいたすわけでございます。

　　　　　　（「そのとおり」という者あり。野次、拍手あり）







○　宮里敏慶君

　　いま教育の問題につきましてはまた次の議員の質問もあると思いますのでその辺でとめまして、水道行政についてお伺いしますが、先ほど水道局長は「市長は立候補のときに水道料金を安くするということは公約であつたが、他の面でサービスやつておる。」というご答弁でございますが、一体局長はその水道料金、市長の公約についていつ値下げするかはつきりお答え願います。

　　　　　（「アンマー膏薬になつているんだ」という者あり）

　できなければできない、でいいんです。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　水道料金の値下げはできません。今後とも値上げはあつても値下げということはできない、と断言いたします。


（　議場騒然　）









○　宮里敏慶君

　　局長にお伺いします。水道料金の値下げはできない、とはつきりおつしやつております。私はそのとおりだと思つておりますが、来年は市長の改選でございまして、来年市長選挙を前に値下げする意思はないかどうかはつきりお答え願います。

　　　　　　　　　　　　（　議場騒然　）







○　議長（辺野喜英興君）

　　あんた方あんまり騒ぐから聞こえませんよ。時間がないというのに







○　宮里敏慶君

　　来年は市長選挙があります。その選挙の前に水道料、市長の公約であるからという意味で値下げすることはないかどうか。市長にお伺いします。







○　市長（平良良松君）

　　諸般の状況を勘案いたしまして、来年のことは来年にきめたいと思つております。


（　拍手あり　）









○　宮里敏慶君

　　〞市民の友〞についてお伺いしますが、さつき部長のご答弁に経費が幾らということを私質問し、聞きもらしましたので言つてください。そしてから質問します。

　　　　　　　　　（「休憩、休憩」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　いま１４番議員は質問しているのに黙つておきなさいよ。

　　　　　　　　　　（「議長、休憩」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。




（午前１１時４９分休憩）

（午前１１時５０分再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　宮里敏慶君

　　私がなぜ〞市民の友〞について質問したかと申しますと、これは去る４月１４日の〞市民の友〞でございますがこの中に間違いが多い。まず読んでみます。一つ、職業訓練募集広告の中に、「受付け期間１９７１年５月１日から３月３１日まで」とあり、これは１か年余りも受付けるんですか。１９７１年５月１日から３月３１日までとなつております。もう一つ、「訓練期間は１９７１年７月１日から１２日まで」、こんな訓練期間はないと思います。これは間違いです。それから市長に手紙を出す月間というのがございました。この見出しに「市長に手続を出す月間」と大きい見出しになつております。市長に手続を出す月間というのは何のことですか。これは手紙を出すの間違いだろうと思います。この職業訓練所のこういう広告でもこれを希望する那覇市民はどんなに迷うかもしれませんよ。これは那覇市民だけでなく本土にも５,０００部発送して、本土の人が沖繩の首都那覇市の職員の常識を疑う。こんな印刷があるかといつて対外的に大きな信用をなくする。那覇市議会の議員も２００ドルの価値がないと言われぬとも限らない。もう少ししつかりしてもらいたいということでこの市民の友を読んでおりますよ。この一つの新聞だけでも過去において何回も発行されておりますがそのとおりだとみておりますが、そればかりではないと思います。このミスに対しての当局のご見解を承りたい。







○　市長公室長（平良清安君）

　　校正については非常に慎重にやつておるつもりですけれども、ただいま１４番議員から指摘を受けまして反省しております。今後十分担当者をして注意をさせますのでよろしくお願いいたします。







○　宮里敏慶君　公室長のさつきの休憩中における答弁の中に、配布委託料は３００ドルだといつていたが、しかしこの予算の中には６,０３０ドル計上されており、１２か月で割つたら５００ドルになるわけです。ご答弁ももつとしつかり真面目にやつて下さい。質問を終わります。







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。




（午前１１時５５分休憩）

（午後　１時０４分再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　高良文雄君

　　午前中議員の諸公には真剣に市行政の問題について意見を出され当局の側も誠意をもつて答えておるものと信じます。本員はただいまから教育問題について純粋の立場でご質問いたしますので教育長先生よろしくお願いいたします。本員は２０年余も教育界に従事し教育を真に正しい教育に戻すべく個人的には、本員として教育長の譜久山先生には本当に部下としてつかえたもんでありまして、けつして個人的な感情をもつて攻撃するもんではないということをご質問の前に申し上げておきます。委員会法第２０条によりますと「区委員会の委員に欠員を生じた場合は、当該委員会において、委員会の被選挙権を有する者のうちから３０日以内に、補充委員を選任する。」とあり、また第１３条の４項には「第２０条の規定により選任された委員の任期は、次の最初の選挙により選挙された委員が就任する日の前日までとする。」とあります。そうしますと３月２８日の選挙のときに４名を選挙すべきだつたと思いますが、委員会として４月３０日に文教局に照会したら選挙すべきだつたとの回答があつたと思うが、委員会のミスで選挙をしなかつたから次善の策として任命するほかはないということで５月４日に芳沢委員を再び任命したということになつておりますがそのとおりでございますか。４名選挙をすべきものを３名しかしていないということは無効ではないかどうか。教育長はどうお考えでございますか。法務局あたりからの回答はどうなつておりますかこれについてお尋ねいたします。


　　それから地教行法についてご質問いたします。地方教育行政の組織及び運営に関する法律というふうに正式には言われておりますが、本土復帰する時点で教育委員会は大部分の予想では任命制になることだと私は思います。教育委員会、教育長は現在のように公選できるというふうに思つておられますか。どういうふうになるかそれについて予想をお伺いしたい。それから３番目に教育長の任期についてであります。教育委員会法第８４条の第２項には教育長の任期について規定されております。それは通算して８年までは在任することができると、私はこう思います。教育長は８か年間過ぎておるのではないかと本員は思いますが、教育次長、教育長を通じて任期期間よりも現在まで約１０か月間超過しているというふうに思いますがどんなでございますか。また教育長は文教局から勧奨退職の相談があつたということを聞いております。そのとき教育長はその勧奨退職を受けないというふうに言われたということを私は教育委員会の者から聞いておりますが、教育長としては多分、教育長は特別職だからということでしようか。本員としましては教育長自体から現場の老令の教育に携わる職員に対しては、勧奨退職を直接当り、そしてそれを推進しているように思つておりますが、あなたはこういうことについてどうお考えでありますか。多分法の趣旨は一人の者に長い間教育長の座を独占せしめてはならない、教育の刷新、教育の純粋性の立場からこういうふうに言われております。それについて教育長自体、教育委員会としてはどういうふうにお考えでありますか。これについてご説明をお願いしたい。こういうふうに思います。ほかの点につきましては議席よりいろいろご質問を申し上げることにいたします。よろしくお願いいたします。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。去つた３月の教育委員選挙についてのご質問でございますが、確かに２０条によるものと１３条４項によるものによりまして、３月２８日に行なわれるところの教育委員選挙においては４名が選挙されるべきものであつたというふうに言えるわけでございます。われわれ事務局といたしましては任期満了の３名が改選に当るのでこれを今回の選挙で改選されるべき方々だというので、教育委員会の了承を得ましてこれを選挙管理委員会にお届けいたしました。市の選挙管理委員会はそれを選挙の法示の下に選挙をなさいましてこれは当選者が確定いたしました。さらに異議申立ての法定期間も経過いたしたわけでございますが、それが５月の１日において一事務職員から１３条４項の規定がある、ということを指摘されたわけでございます。そこでわれわれは急拠委員会を開催をお願いいたしまして、３名の方々の当選はさることながらお一人の欠員というのが今ここに生じておる。これをどうすればいいかというふうに委員会にこの審議をお願いいたしましたら委員会としましては慎重審議されました。また顧問弁護士等や、あるいは文教局等の意見も聴しまして独自の立場でもつてこれは補充選任すべきであるというふうにして、５月４日に補充の選任が行なわれたのであります。これがいわゆるいきさつでございます。その後いろいろと立法院でもこれは論議の焦点になりまして今日に及んでおるわけでございますが、われわれといたしましてもさらにこれを慎重にいたしまして文教局にもこの問題についてさらに照会を申し上げたりしたわけでございます。その照会に対する回答の文書がございますので一応読み上げてみます。これは文教局長から那覇の教育委員会あての回答文でございます。一つ、去る３月選挙で４名改選すべきものを３名改選したことは明らかに違法であるが、市町村議会議員及び市町村長選挙法（１９６８年立法第７４号）第１５５条の規定の期間内に異議申立てが文書でなされていないので、３名の改選については有効である。２つ３月の選挙で改選されるべきであつた補充委員については、その任期は３月２９日まででありそれ以降は当然その資格を失なうものと解する。３つ、３月の選挙で改選されなかつた１名の委員の補充方法については別添法務局見解にもあるとおり、欠員として補充委員を選任するか特別選挙を行なうかの２つが考えられるが、特に後者の場合には那覇市選挙管理委員会と十分に協議し関係機関（文教局、法務局）とともに調整の上責任ある措置を講じてもらいたい。というので結局５月４日になされたところの補充の選任ということはこれから見ましてもこれは事後の措置として適切であるというところの解釈が下つておるものとみておるわけでございます。それから次の問題に移らせていただきます。教育委員の任命制についてはどう思うかというご質問でございますが、教育委員の任命制については本土の復帰対策要綱におきまして、教育の制度は本土にそのまま準拠するというふうになつておるわけでございます。それに対しましてわれわれ沖繩の政府並びに中央教育委員会、並びに教育諸団体はぜひとも現在行なわれているところの公選制を存続させてもらいたいというところの要望がいま訴えられておるわけでございますので、教育長としましてはこのいずれになるということについての見通しはいまはつきり申し上げられないわけでございます。次に教育長の任期についてのご質問でございますが、なるほど私は那覇の教育長になりましてから今年で８年９ヵ月ほどになるわけでございますが、それは教育長の任期というものの条文の中にこういうことがうたわれておるわけでございますが、〞教育長及び教育次長の任期はそれぞれ４年とする、ただし教育長は同一地方教育区において２年を限つて再任することができる〞と、つまり６年できるという意味でございます。２項に〞教育次長が同一地方教育区において教育長に選任された場合は、通算して８年まで当該教育区に在任することができる〞教育次長が同一地方教育区において教育長になつた、私は教育次長から教育長にはなつておりません、中学校長からなつたわけでございまして、教育次長が同一地方教育区において教育長に選ばれたときとうたわれておりますんでこれに該当しないのでございます。それから私の選任された一番前の場合は那覇連合区の教育委員会でございます。任命は連合区の委員会でございます。那覇の委員会ではございません。連合区の委員会でございましてあとの任命は那覇の連合委員会でございます。同じじやないかということになるわけでございますが、中身の質が違うわけでございます。前の那覇の連合区委員会というのは浦添、那覇、南北大東を含んだ連合区委員会でございまして、あとの那覇の連合区委員会というのは久米島が入つておりますので、地域が違うし、いきおい任命権者が違うのでこの条文は８年以上経過しておるという要項は当たらないということに私は解釈し、またこれを連合委員会に申し上げたときも連合委員会もこれを了承いたしておるわけでございます。さらに〞君は長いこと教育長をつとめておるが勧奨の時分じやないか〞というご質問に対してでございますが、私は非公式には過去に３回も勧奨退職を申し出ておりますが、いわゆる山積している教育の問題があるのでいましばらくがんばれというのでこれを保留しておられるわけでございます。以上。







○　高良文雄君

　　教育長のご答弁について２、３質問をいたします。最初の教育委員選挙の問題について申し上げたいと思います。芳沢氏を再任命したのは５月４日でございますね、そうして３月２８日から５月４日まで４０日に近いと思つておりますが、委員会は委員会法２０条に違反するとこうお考えなりませんか。その４０日近くの期間の委員会の扱い方、その問題について怠慢ではなかつたか、いわゆる事務的な面で情勢上から誤りではなかつたかという点について事務当局のご答弁をお願いいたします。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。ご指摘のとおりでございまして、芳沢委員は５月１日にその委員としての条件を失つておりますので、３月２９日以降の氏の行動については委員会としては無効になるわけでございます。しかし残り９名の議決されたいろいろの事項についてはすべて有効でございます。







○　高良文雄君

　　それでは教育長や委員会は芳沢氏を再任命したことは無効だということをお認めになりますか。それから再任命をする前に法務局あたりに照会したり検討する必要がなかつたかどうか、そういうことについてご答弁をお願いいたします。











○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。再選任については違法でないというふうになつております。これはそれぞれの関係機関にもこの問題は十分照会してのことでございます。







○　高良文雄君

　　法務局からの文書がまいつておりますか。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。文教局から法務局へ照会されたものの中に法務局から文教局に回答されたものにいまのような解釈がついておるわけでございます。法務局からすぐ那覇の教育委員会に報告といつたものではございません。







○　高良文雄君

　　本員は教育行政について非常に疑問な点があるんじやないかというふうに思います。いわゆるこれは教育委員会の職員ひとりびとりについての問題ではなくて、教育行政の中にいわゆる同じ人が８年も１０年も同じ教育長におるということ、そこから問題が出たのじやないかというふうに感じます。これは先ほども申し上げましたように、私個人の発言ではありません。教育長を解任せよとかということについて何ら私は個人的な感情はありません。いわゆる国民の大事な教育をなれ合いの中で行なうことについては私は非常に懸念をもつたわけです。そこで教育長もこういうものについては非常にご熱心に研究されているということを聞いております。しかるに、やはりこの教育界にもつと新風を吹き込んで正しい日本国民としての教育が行なわれるよう、もつと教育界を新陳代謝し、さらに新風を吹き込んで復帰時点に堂々と本土の各府県に肩を並べて復帰できるような体制づくりをするには、やはり教育界の人事をもつと、新らしい若い教育長の力によつてなすべきだとこういうふうに私個人考えております。

　　願わしくば教育長もお帰えりになりまして教育委員の方々にはかりまして、〞私はもうだいぶ年をとつてきているんだと〞、正直に申し出ていただきたい。譜久山朝直先生個人について私は絶対的に信頼をし、また敬服するものです。今後の教育界にそういうひとつの悪い形体を残さんように、若い教育者をどんどん育てるという意味で、ひとつ教育委員会や教育委員の方ともはかりまして、もつとすばらしい教育界にすべく努力していただくように希望いたします。以上申し上げます。







○　金城重正君

　　一般質問をいたします。本員は５つにわたりまして、平良市長の基本的な姿勢についてお尋ねしたいと思いますが、まず１つは工事の施行について、２つ目は水道事業について、この２つを一般質問にあてまして、あと３つは時間がございませんので委員会のほうで質疑いたしたいと思つております。さてきのうの施政方針に対する質疑の中から革新市政がいかに口先だけの市民福祉であり前進的な市民本位の市制がなされておるということはちつとも感じられないわけであります。ご承知のように口先では公害を生まないような豊かな沖繩、豊かな那覇市を造らなければならんというております。しかし実行においてそのようなことがなされておるかどうか、ちつともなされてないわけであります。時間がありませんので具体的に一つ二つ上げて見ますというと最近新聞を賑わしておりますところのＰＣＰ問題、これが南部の市町村のほうでただいま悪影響を及ぼし非常に住民を困らせております。これについて琉球政府は前もつて知つておつたことなんだ。さらに、最近の新聞にいたりましては５月２６日のタイムスをみましても、国場川にもＰＣＰの劇薬があるんだ。これも琉球政府の厚生局は前々から知つておる。そういうことでありながら何ら手を打つていない。去る５月２８日のタイムスをみましても革新市町村の上野村では繁殖牛の問題に関して黒い霧を起こしております。那覇市においても汚職が続発しております。こういうように県民本位、市民本位の政治を行うといいながら実際的には何ら県民本位、市民本位の市政というものが行なわれてない、これが革新の実態であります。昨日のそして今日の質問で

　　　　　　　　（〞市長はどこへ行つたか〞というものあり）

　明らかになつたように、政治をするものは県民、市民と約束をしたからにはどんなことがあつてもこれをなし遂げるという姿勢を持たなければならない。それが税金の問題にしてもしかりであります。市民税を安めますといつたのは一体誰か、やつたかどうか。さらに物価の問題にしてもしかり、きようの一般質問の中においても豈はからんや水道局長に到つては水道料金はもはや安めることは出来ないというております。一体皆さん方の公約はどうなつたんだ。アンマー膏薬か。こういうような革新の実態これに対してわれわれ議会に参加するものとして決して納得がゆかないわけであります。そこで時間の関係で前置きはそのぐらいにいたしましてまず本論に入りたいと思います。まず水道事業についてでございますけれども私たち那覇市は革新市政になつて水道料金が安くなるであろうと期待しておつた。さらに水道公社を民移管し水道料金を安め豊かな水を供給するものと期待しておつた、これが本当に出来るでありましようか。それで最近の問題であります。ご承知のように最近旱魃が続いております。３月、４月、５月、その前から水がなくて市民に対し十分な水の供給が出来ない。５月の半ばから６月にかけて私たちの台所に赤い水が出ております。そういう中で市当局は実に市民不在のことをやつております。

　　　　　　　　　（「そうだ」というものあり）

　そこで今からただしてみたいと思います。一体市当局はこの水の確保について何ら間違いなく市民に豊かな呑みよい素晴しい水を供給するために水源地の確保というものをりつぱにやつておられるかどうか、これが第１点であります。さらに第２点目に工事施行についてでございますが、もはや今那覇市は無法地帯になつております。明かるい民主的な政治を行うというところの当局自体が革新が法を犯しても、理屈ばかりひねりまわして法律、条例、規則違反ばかりやつております。そこで私は市長の基本的な態度についてお聞きしたい。市長は従来まで法令、条例、規則これを守つて来たかどうか、また今後も守る意思があるかどうか、これについてお答え願いましてあとは自席から質問をしたいと思います。







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。




（午後１時３７分休憩）

（午後１時３８分再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。市長は法令、条例、規則を守る意思があるかというご質問でございますがあくまでもこれを守つてゆく決意でございます。それからただいま〞市長はいないじやないか〞というおとがめがあつたそうでございますが、まことに申しわけありませんが、生理的現象が生じまして出すべきものは出さないといけませんのでご了承下さい。

　　　　　　（「それは私の質問じやありませんよ」という者あり）







○　第二助役（前田武行君）

　　答弁いたします。市長が水道事業関係につきまして公約されましたのは第１に未配水地域の

　　　　　　　（「これじやないよ」というものあり）

　解消と完全給水対策をはかる。２番目に民移管の問題。３番目に水源地の開発。４番目に水道料金の値下げをはかると、こうなつております。そこでわれわれは値下げをはかるべく合理化を進め、努力しております。しかしまだまだ未配水地域が多い。それで、







○　金城重正君

　　本員が質問しているのは、水道問題については水源地の確保というものは公平に、りつぱにやられているかということでございます。







○　第二助役（前田武行君）

　　那覇市がみずから原水をもち浄水しておりますのは、青小堀、安謝その他を水源といたしまして取水しております。原水でさらに長田川、これは公社の水源であります。そこからいただいております。買い取つております。この水源地の確保については汚染問題が多くありまして琉球政府、それから他の市町村とも協力して水源汚染問題を絶えず積極的にこちらのほうで調査いたしまして汚染のないよう政府とも協力しあつてその対策を講じております。それから、日本からその旨の技師が見えたときも那覇市としてはその現場を案内するしその対策に努力しております。厚生省との折衝の中でも２２，０００トンの泊浄水場は限度に来てるんじやないかと。といいますのは那覇近郊における原水が近い将来には１０,０００トン以下にさがるんじやなかろうか、廃止しなければならないというような状態にあるというようなことも考えられるとその旨お話ししました。やはり小さい水源でも確保すべきだ。だからわれわれは現在もつている那覇市の水源についてはその確保に努力するが新しい水源は那覇近郊では得られないという状態であります。そうしますと、今度は政府がやつております水源の確保の問題についても日本政府と絶えずその問題をデイスカツシヨンして盛んにわれわれは要求を重ねている次第であります。







○　金城重正君

　　答弁は何も長たらしくやる必要はないのであります。那覇市の水源地をきれいに確保しているかどうかの問題であります。本論に入りましてお聞きしたのは那覇市の自己水源地の中で青小堀水源地、そこに長さ１,２００メートル余りの４インチパイプを、ある一人の業者によつて直結されている。専門家に聞いてみますと１日４００トン余りの水が養鰻池に放水されております。そこでこの青小堀水源池は従来まで約２,０００トンの水が給水されておる。そこで、いまの干ばつであります、その中で私たちが水がない、もう那覇市も内地から水を運ばなければならぬという時期に４００トンあまりの水が一業者のために放水されておりますけれども、これは当局は何月何日からこのパイプ工事が始まつて、何月何日に青小堀水源地に直結し、何月何日に市に申請があつて、何月何日に市はこれを許可したこれをおわかりであるかどうか。これについてご説明していただきたい。

　　　　（「市民に水を飲まさんでだれに飲ますんだ」という者あり）







○　第二助役（前田武行君）

　　答弁いたします。この問題につきまして青小堀所在地の市町村から話がありましたが、私のほうでお断りしております。それで那覇市水道局としてこれを許可しておりません。

　　　　　　　　（「何言うか」という者あり）







○　金城重正君

　　ただいまの助役の答弁はまさに的を射ておるんです。いまから説明いたしましよう。いま助役は、「許可は与えておりません」ということをおつしやつておるんです。いいですか。

　　その業者は初めに市長のところに来ておる。〞養鰻をするから水をくれ〞市長は、〞これは企業管理者の責任であるので第二助役のところに行つてもらいたい。〞そしたら第二助役は口頭で、〞取つてもいい〞ということを言うた。こういうことを私たちは伺つておるんです。そこで助役はそれに対して〞許可は与えてない〞と言う。５月の１５日許可願い申請が出されておるのを助役はわかるかどうか。１９日に許可がなされております。けれどもそれは本当になされなかつたのかどうか。これについて答弁していただきたい。

　　　　（「こんな無責任な答弁はやめなさいよ」という者あり）

　あんた方が議会をだますんだつたら絶対赦せないから議長、休憩してください。

　　議長もう一点つけ加える。助役はいま「所在地の市町村からもあつた。業者からもあつたけれども許可はしなかつた。」ただし私は６月の１１日に現場に行つて見たんです。見ると、その個人が引いてあるものの中から今度は宜野湾市の養鰻の池にやつぱり４インチのパイプがひかれて水が出ておる。宜野湾市の直営しておるところの養鰻の池なんです。これにこの業者のパイプが直接されてこれも青小堀水源池から水がいつておる。これがわかりますか。いつ宜野湾市と分水協定をやつたのか。これについてご答弁してもらいたい。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　１５番議員の質問にお答えいたします。青小堀の問題は非常に微妙な問題がございます。と申しますのは、昭和４年から那覇市が水道事業を開設するのに水利権の問題でもめております。それで当時、結局裁判ざたにまでなつて、そのときの議事録は現在もありますが、そのときの許可条件の中に青小堀の場合、あるいはテイーチ・ガー（一ツ川）とかその他の５つ６つの水源がありますが、そこからの取水について最終が昭和２３年として幾らづつ取りなさい、ただし記録に残つた最大の干ばつの場合でも、これこれだけは下流に流さなけりやあいけない、というただし書がついた水利権の譲渡の中で那覇に与えられた水利権の分は端数までは覚えておりませんが、大体一日２,５００トン前後の水利権がついております。ところが現在どういうふうになつておるかと申しますと、実は戦後どんどん那覇の人口もふえましてどうにもなりませんので、宜野湾市との話し合いで〞下流の農耕とかその他には迷惑のかからぬようにこの分を大目に見てくれませんか〞という話し合いのもとにいままでその規定を超過して取つておるのが実情でございます。その点につきまして、去つた３月に宜野湾市長から申し入れがありまして、〞いままで全部取つてもいいということにしておるが、この分は約束どおりある程度は下流に流してもらわぬとわれわれとしては困る。宜野湾市の市民感情からもぐあいが悪いので規定どおり流してもらいたい。〞ということで〞そういうふうなことを表ざたにされるのではぐあいが悪いから、じやあそういうことにしてわれわれのほうじやあ規定どおりに従つてなるべく下流のほうに流すようにいたしましよう〞という約束をしております。これは裁判の判決の結果に従がう、約束を守る以外にはないが、しかし水が十分ある、雨が降つたり何かするときは、そのときは宜野湾市でも大目に見てもらつて沖繩全体の、いまこういうふうな状態にあつて水事情が非常に苦しい状態にあるのでできるだけこの規定をオーバーしてももらうことを了承願いたい、という話をしておるのであつて那覇が宜野湾に対して水を与えるんだ、という権利じやないわけなんです。われわれが取るのが取り過ぎておるのを向こうから文句を言われたために、じやあこの分はやむを得ぬからわれわれとしては目をつぶる以外にはない、ということで、正式に文書で分水許可を与えるとかそういうふうな立場じやないことをご了解いただきたい。こういうふうに思います。







○　金城重正君

　　いま水道局長の答弁を聞いてみますと、これは絶対に赦してはならないことなんです。水利権は５０何年までか那覇市にあるわけです。さらに下のほうに流してくれ、下流のほうに流してくれ、であるならば流してけつこうなんだ。その４インチのビニール・パイプは千２,３百メートルの長さにわたつて青小堀水源池のまつただ中に突つ込まれておるんです。これを助役は〞許可しなかつた〞、ということだがはたして許可されてないかどうか、申請がなかつたかどうか。本員が４００トンというのは一人の業者が営業しておるところの養鰻池だけに４００トンということなんだ。私が６月の１１日にカンカン照る中を歩いてみたところ水がゴウゴウと流れておるんです。その中から今度は４インチパイプが宜野湾の養鰻池にいつておる。宜野湾の養鰻の池は４００トンでは足らないんです。７００～８００トンなんだ。これを当局はわかるかどうか、これについてはつきり答弁していただきたい。その前に本員がしかと説明いたしましよう。いいですか。４月の２０日にこの業者はパイプを養鰻池からずうつと青小堀水源池のところまで引いていつた。

　しかしこれが中途で止めてあつた。そこで「あんたはだれから許可をもらつてこのパイプを引いておるか」といつたら、「第二助役から口頭で許可をもらつた」こういうように私たちは伺つておる。そこでこの中途のビニール・パイプの線は２０日から工事して５月の初めまでにこれを延長した。そして５月の５日ちようど子供の日みんなが休みのときにこのパイプが青小堀の水源池の中に突つ込まれておる、直結されておる。そして市に許可願いを出したのが５月の１５日。１９日には許可されているということである。しかし実際に許可されてないのかどうか。許可されてなければよけいこれは問題なんだ。いま市民は水がない。当局はつい５月の初めに〞私たちはもう水がない、だから大量に使う方々には水を節水してもらわなくちやならぬ、市民にまで水を節水しなければならぬということでこの協力が必要だ〞と新聞にも出されておる。そのさ中に４００トンといわず、場合によつては７００トン、８００トンからの水がウナギに飲ますために取水されている。これについてはつきり答弁していただきたい。







○　第二助役（前田武行君）

　　お答えいたします。那覇市は許可しておりません。水道局事業管理者あるいは水道局は許可しておりません。







○　金城重正君

　　じやあ許可してなければよけい問題なんだ。一体全体あの青小堀水源池でそのような大量の水がウナギに飲まされておるんですけれども、あんた方はそれで責任を感じないのかどうか。感じておるかどうか。







○　第二助役（前田武行君）

　　お答えします。那覇市としては先ほども申し上げましたように、水道局からは許可しておりませんが、先ほど水道局長の答弁がありましたように那覇市の権利を分けた、という意味ではやつておりませんが、しかし彼が自体の権利を自体が行使していることについては私知つておりません。だが彼らが彼らの権利としてやつているとするなら、これは那覇市としては関与できない。ただお願いするほかにはないと思いますので

　　（「何言つているんですか、那覇市の水だよ。」「議長休憩してください。」という者あり）

　そのようにしかお答えできませんのでご了承ください。







○　金城重正君

　　休憩してください。これは退陣問題だよ。そんな中途半端なものがおるから那覇市はでたらめなんだ。休憩、休憩させてください。







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。




（午後１時５９分　休憩）

（午後２時００分　再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　お答えいたします。水利権の問題は非常に重要な問題でございまして、日本法においては水利権は慣習法としてその下流の農民にあるということになつておりまして、水によつて生活してきたという２,０００年の長い歴史に基づいて、日本側でも沖繩でも水利権の問題は非常に厄介な問題になつております。今まで慣習的に使つておつた水を分けてもらう場合に、農民にまず許可お願いをするわけでございますが、昭和４年から６年にかけての那覇の水道事業を開始するに当つて当時の宜野湾村民が猛烈に反対いたしまして解決はつかなかつた。昭和５年から着工の予定が延び延びになつて裁判によつてようやく水利権を裁判の判決によつて得たというのが実状でございます。だからそこから流れる水をすべて那覇に与えたということじやなしに、これだけ流れる中からどんな渇水期にあつても、最低はこれだけ流れるであろうからその半分を那覇市はもらおうということで、この水利権の設定はあとではつきりトン数を明示はいたしますが、今はつきり覚えておりませんがとにかく３,０００トン以下、２,５００トン前後の水は今後５０年にわたつてとつてもよろしい、それ以外はとつてはまかりならないというふうな権利でございますので、それ以外の水をもらう場合、戦後でも宜野湾市民に対しては低姿勢でこういうふうなこともあるが宜野湾市民には迷惑をかけませんが水利権で設定された以上に水を下さいということを今までお願いしてとつておるのが現状でございまして、われわれがもらつておる２,５００トンの水利権に対してこれを向こうに与えるということではありません。そういうことをひとつご理解いただきたいと思います。







○　金城重正君

　　この那覇市の青小堀水源地から水を無断で、那覇市の許可も得ないでとつておるという方々は富浜水産株式会社である。さらにその富浜水産株式会社の養鰻池は約６０坪から７０坪ぐらいの池が三つある。これは個人営業であります。さらにその隣に川をへだててそれの３倍ぐらいの大きさの宜野湾市営の養鰻の池がある。それにも直結されておる。そこでです、今水道局長はその周辺の方々にはある程度、当初は水利権は那覇市にあろうとも生活に困らないだけの水をあげるべきではないかいうことだが。これは本員も賛成である。また取つております。青小堀水源地には３本か４本の２インチ・パイプが入つておる。これは取られておる。しかしですよ、この養鰻というものはお互いの個人個人の生活のための水じやない、営業するための水である。それに対して許可も何も与えてない。また１９日に与えておるというのが本当であるならばある程度考えられる。「しかし当局は許可を与えていない」ということだが一体水道管理者、水道局長はそれをわかつておるかどうか。本員が調べた範囲内では助役が口頭で許可した。それが水道局長のところにいつて、水道局長は〞これは大変な問題になつた〞とあわて出して〞業者に申請を出さないと困りますよ〞とそこまでいつておる。一体当局はそれをわかつてるのかわかつてないのかはつきり答弁してもらいたい。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　養鰻業をやつておるのは個人であるというお話でございますが、宜野湾市当局からわれわれに対しての申し出ではあくまでも宜野湾市の市営であるということを市長から直接来ての話しであります。ただしそのそばのほうで今個人でやつておる人は昨年静岡県から呼んで、養鰻の指導を受けているが市自体が今後とも養鰻業を続けるんじやなしに、こういうふうな水を利用して宜野湾市民に復帰に当つて職業を与えようということであり、宜野湾市の方針として議会の議決を得て養鰻業をやつておる、ということでありましたので、宜野湾がそういうふうに使うんだつたら、われわれのほうが向こうから水をもらつておるわけでございますので、水はけつして那覇市に権利があるんじやなしに、権利は宜野湾にあるが、その中の半分を那覇市が分けていただいておるということで、向こうとしてもひとつわかつてもらえませんかということです。裁判の写しもございますので、幾らの水利権が設定されておるという写しも個々の場所にわたつてありますし、これはあとで委員会で提示したいと思います。それ以上の権利は那覇市の水道にはないということをここではつきりさせておきたいと思います。







○　金城重正君

　　今水道局長は宜野湾市は青小堀水源地から水を取つておるんだという答弁なんです。とんでもない話です。宜野湾市が養鰻しておる池にパイプをつないで水を取つておる水源地はふんしい川なんです。あんたどうして嘘を言う。宜野湾市は養鰻を市が直営するために養鰻池に水を入れるために取つておる川はふんしい川なんです。あんた行つたことはありますか、局長。青小堀から取つておるのは宜野湾市じやない。青小堀から富浜水産株式会社がパイプを入れて取つて、その養鰻の池のそばから同じく４インチパイプで宜野湾の養鰻の池に蛇口がいつておる。これについて水道局長おわかりであるか。もう１回答弁して下さい。嘘言うなよ。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　今の問題について最初から申し上げますが、ずつと以前から慣習的な問題でこの青小堀には３つか４つのパイプがつつ込まれておりました。２インチパイプがつつ込まれております。下のほうのフロ屋もこれを使つてずつと永年にわたつて営業をやつておりましたが、最近水が悪くてお客さんがつかないということで、約１年ぐらいになりますが、この２インチパイプの使用を止めておりました。そこを宜野湾市さんのほうでそのパイプから宜野湾の池のほうに、既設のパイプを延ばしておりましたがこれだけじや結局、養鰻の場合には水はそう大量に必要としないようでありますが、私は専門家ではないのでわかりませんが、これだけじや足りないので撤去するかわり４インチでやるという宜野湾市からの申し入れがありまして、もちろん流す方法は残流として下に流し、これからパイプをしぼつて分けていくという輸送の方法は別として市の名目でもつて４インチビニールパイプを敷設しております。これは私もよく見ておりますが中の１番端のほうで、両方の池に分けてもつていかれております。しかしこれだけでは将来延ばす場合は不足であるので、今まで伊差浜のほうの簡易水道に使つておりますが、これも解決がほぼついておるので将来、あれに切り換えるまでの間我慢してくれぬかというふうにお互いに約束をして、水道局との話し合いで向こうの水道部長もみえて、そういうふうにあまり角を立てずに向こうでも議会の問題もあるし、おそらく那覇市でも議会の問題があるしお互いに市対市で話し合いによつてうまくやろうじやないかということでやつておるわけでございまして、最初は２インチから直接市の分に敷き、４インチは向こうのほうにいつておつたのが２インチは徹去しまして、そして４インチから両方に分けていつております。







○　金城重正君

　　今水道局長は最初は青小堀水源地から市民からの要望があり、また市の要望があつてやらなくちやならぬ、こういうようなことをおつしやつておる。しかし宜野湾市の養鰻の池はふんしい川が水源地になつておる。これが宜野湾市の養鰻の池にホースがつながれたのはつい５月のはじめなんだ。なんで宜野湾市はふんしい川が養鰻のための水源地になつておるのに宜野湾市のほうからこれこれしかじかのことをやつてくれというようなことがあつた、とおつしやるのか。そのメインパイプは一業者がやられておる。それをずつと下流のほうで分けておる。さらに水道局長おわかりかもしれませんが、そこの下の護岸のほうに行つてご覧なさい。下にはちようど５０センチぐらいの大きな排水路がその養鰻の池から吸い込まれて流れる水はその下のほうにいつてこのぐらいの大きな排水路からごうごうと流れておる。これが一営業をしておる富浜水産株式会社の水の量でも４００トン、宜野湾市のほうのも合わせたら何百トン捨てるかもしれない。しかしながら許可もしてないというが個人の営業というものは許可を取つていないならばどういう措置をやるのか。もはや１か月にもなつておる。あんた方は市の財産をそのように管理するのか。その責任はだれがとるのか。市民に対しては赤い水を流し、水不足だと言いながらあのような鰻に水ばかり飲ましておる。それについて第二助役は管理者でありながらちつともこの問題についてはわからない。これで一体水道管理者としてつとまるのかどうか。その責任はだれがとるのか。１９日に許可がなつれというならば話はわかる。許可もない。一体どうするのか。明確にしていただきたい。







○　市長（平良良松君）

　　ただいま青小堀水源地についての宜野湾市と当市とのいざこざにつきましては、水道事業管理者並びに水道局長から経過報告がございました。市長といたしましてもかねて宜野湾市長から水源地の返還を要求されております。ただし口頭であります。しかし那覇の水事情は今直ちに返還するというわけにはいかないということで私は断りましたが、それでは宜野湾の産業政策上おもしろくないので何らかの手段を講じてくれということでありましたので、その点については水道事業管理者、あるいは水道局長と話し合いをしてくれということにしてあつたわけであります。そこで沖繩のことばに〞ヒイーとミジトウンナガムン〞というのがあります。この点は皆さんよく考えてください、那覇市には水源地というものはひとつもない、ほとんど他市町村のご好意によりまして那覇３０万市民が水を飲んでおるという現状であります。

　（「だから鰻にばかり水を飲ましているんじやないか」というものあり）

　　そのときに鰻に水を飲ませるんじやなくて、野菜にも水を飲ますし、ゴーヤー、ナーベーラーにも水を飲まさなくちやいけない、これが農村経営であります。ですから人間が水を飲んでしまえばあとは動物には飲まさなくてもいい、草木には飲まさなくてもいいということじやない、水の恩恵というものは森羅万象あらゆるものに浸透していかなくちやいけない。

　（「議長、議長、」というものあり）

　ちよつと待つてください、私が説明をやつておるんですから。そこでわれわれはいま全琉的に水源確保ということは、国の責任でひとつ統一して開発してくれということを申し上げておるわけであります。ご承知のように那覇市には水源地というものはひとつもない、その点はよくご承知のはずであります。もり一ぺん繰り返しますと他市町村のご好意によつて那覇市３０万市民は水を飲んでおる、そういうときに那覇市が昭和何年に、わずか戦前確保した権利をたてに他市町村の市民の意向を無視することができない、

　　　　　　　（「そうだ」という者あり）

　　これは沖繩県の政治、経済あらゆる中枢機能を果たしておる那覇市民が大手を振つて全県民に等しく政治、制度の恩恵が行きわたるような高い立場の配慮がなくちやいかんじやないかとそういうふうに私は考えるわけであります。そこで皆さんがおつしやるように水利権をたてにとつて言うならば、国頭から送水を断わられたらどうするか。そこでわれわれは全琉的に統一した水源の開発が必要である。しかしそれまでには那覇市の水事情も窮屈なので、返還要求はもうしばらく待つてくれということを私は宜野湾市長に頼み込んであります。そこで昭和８年に確立された、これは那覇市の権利だとおつしやいますけれども、昭和８年から今日まで戦争を隔てて世相というものはずいぶん変わつております。沖繩県民の権利というものは根こそぎ無視された時代が続いております。

　（「これと関係ないんじやないか答弁は、議長休憩」というものあり）

　ですからこの問題の解決につきましては、

　（議場騒然、「答弁させてください」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　静かに願います。







○　市長（平良良松君）

　　この問題の解決につきましては、（「そんなじやまするような答弁はどこにあるか、」「間違つたことをいうな」、「へ理屈ばかり言うな」「議長、休憩」というものあり）　　　　　　　　　　　　　　　　　（議場騒然）

　　あんたのほうが間違つておるんだ、これは決して間違いではありません。水問題についての見解の相違ははつきりさせなくちやいけない。

　　（「議長、休憩、休憩、」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。







（午後２時１９分休憩）

（午後２時４３分再開）











○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　金城重正君

　　先ほどの市長の答弁の中に革新市政の誤ちをあたかも間違いではなかつたかのように、それをあくまでも正当化しようとしておるところの暴言があつたんだ、まさに民主主義の危機であり自分の財産そのものも管理できないような、さらに市民には飲ますべき水も飲まさんで料金を安くすることもできない。そのかわり一業者やさらにほかの市のほうに分水協定なるものもなくして、勝手にあのようなことをしておる。そこで先ほど水道局長は２,５００トンまでは水を取水してもいいとこういう判決があるんだという答弁でありました。しかし、本員が調べたところ５月６日では青小掘水源地からはたつた８００トンしか取られてない、那覇市が取るべき２,５００トンの水というものは取られてない。そこで本員は市長の答弁、水道局長の答弁からするならばその青小掘水源地に対して那覇市は何の権利もありませんとしか受け取れない。その地域の人々がかつてに取るんだと言つたら市は仕方がありませんというようなことにしか相ならん。しからばこの青小掘水源地の登記はどこのもんになつておるか。所有権はどこのもんであるかそれについて答弁をしていただきたい。さらに当局はその〝許可は与えていない〟かということだがしかし本員がわかつたところ日報によりますと１５日に許可願いの申請がなされておる、１９日には許可したという日報があるやに承つておる。その日報をいますぐこの本会議に提出していただきたい。さらにその２,５００トンまでは那覇市が取つていいが、ほかは周辺の方々で使用してもいいというような判決があつたとおつしやつておりますがその原本を直ちにこの議会に提出していただきたい。そこで許可は与えたにしろ、与えないにしろその養鰻の池に３００トンから４００トン、両方合わせて８００トンの水が市民に供給されないで、一業者のためにその水がむだづかいされておる。市長はその周辺の方々は野菜に水をかけなくちやいかないとか、飲まなければならないとこういうような答弁をやつておりますが、はたしてあの青小掘水源地を何本のパイプが走つて、どこどこに水が使われておるかということを市長はおわかりかどうか、これについて市長自ら答弁をしていただきたいと思います。







○　市長（平良良松君）

　　水問題の論議でありますが、青小掘に何本のパイプが入つていて、どこどこへ何本つながつているかということは事務担当者で詳しくご説明をさせることにいたしますが、申し上げたいことは市が勝手に権利を放棄しているとか、市民には水一滴も飲まさないで断水しておきながら、そのような管理を怠つておるというお叱りは少し観点を変えて考えていただきたいと思います。まず水問題は先ほど申し上げましたように、那覇市は他市町村からすべて水を分けていただいて飲んでおる状態の中で既得権だけを振りかざして、他市町村の迷惑を考えないという考え方はこれこそ非民主的な考え方じやないか

　　　　（「その考え方自体が間違つがいるんだ」というものあり）

　私どもは就任以来、宜野湾市長から再々その水源地の返還の要求を受けております。しかし、那覇市の水事情はどうであつても宜野湾市も戦後どんどん人口がふえて、水の需要は他市町村に分けて与える余裕がないんだということをるる説明しております。そういうところで権利争いをしてもこの水問題の解決にはならんと思うんです。もう少し冷静になつていただいて、根本的にそれをどういうふうに解決していくかという英知をしぼつてもらうように、那覇市議会も誇りをもつて対処していただきたいとこういうふうに私お願いいたします。で詳しい事情は私担当者じやありませんので、ほんとならば市長が何にも知らんということになると無責任のそしりを受けるかも知れませんが、実際としてパイプが何本入つているとかそういう細かいことは存じません。そこで担当部長をしてお答えさせます。

　　　　　　　　（「無責任な発言だ」というものあり）







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　お答えいたします。青小掘の前のほうの個所は財産管理課有地になつて、財産管理課から那覇市水道局は借りております。それからそこに突つ込んで取つておつたパイプが幾らあるかということですが、過去から申し上げますと全部で８本ありましたが、これはもちろん１９５２年当初から那覇が取る前から取つております。そのうちの４件はすでに取ることをやめております。８件のうち４件はやめて現在は４件生きております。これは一番古いのが１９５２年からでずつと水を取つております。最近新らしいのがいま宜野湾市が取つておる、５月のそれだけでございます。

　　　　　　（「局長、宜野湾市じやないんだ」というものあり）

　宜野湾市のほうから産業課長も水道部長もうちのほうに見えて、これは市のもんであるとはつきり向こうのほうがそう言つておりますので、われわれはそういうふうに信じております。

　　　　　　　　　（「冗談じやないよ」というものあり）

　市長からもそういうふうにこれは宜野湾市のものでありますと言うておりますのでわれわれはそれを信じております。

　　　　　（「水道局長、あんた２,５００トンは取つてもいいという判決があると言つたでしよう」というものあり）

　　先ほど２,５００トンと申し上げましたのは水源地全部でございまして、戦前設定した７つほどの水源地がありますが、全部で２,５００トンじやなかろうかと思つておりましたが休憩中に聞いたらおそらく２,０００トンそこそこだつたということでしてこれは水道史に残つております。それから先ほど原本のことでございますが原本は戦争によつて消失しまして、戦前の水道史というのが那覇市水道局に一冊だけ残つておりますので、これの写しは委員会で後ほど提出できようかと思います。以上。







○　金城重正君

　　ただいま水道局長の答弁の中から、これは財産管理課から市が借地しておるんだということですが、そこで水道局長の説明からするならば当然那覇市は２,０００トンの水をそこから取水している。それが余ればほかのほうに分け与えていいというようなことに相なると思います。さらにその４インチパイプのほかの３本のパイプについては、前々に私たちは青小掘水源地から水を取りますからということで那覇市の認可を受けておる。ただしこの富浜産業というのは水産株式会社です。これは何ら市の水道局の認可を受けていないであるならば那覇市水道給水条例の第８条、その中に〞給水装置の新設、増設、改造および撤去工事をしようとする者は、あらかじめ市に申込み承認を受けなければならない〞ということがある。これに適応するしないは別として当然市はその業者に許可を与えている。それから取るならば話はわかる。さらに今水道局長は〞これは宜野湾のものでありますというようなことをいうておつた〞ということでありますが、その現場に行つてみますと市が直営でやつてるのと、富浜水産株式会社がやつてるのとは川を距てて全然別個のところになつている。じやこれを宜野湾市が〝これは市のものであります〟ということであるならば宜野湾市がその業者と結託しておるか、でなければ宜野湾市は那覇市に対して嘘をついて水を取つておるということになりますけれども、それについて水道局はどのようにお考えか答弁をしていただきたいと思います。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　この水源に関するパイプ工事の場合には今いう給水条例の工事施行規則には該当いたしません。これは呑める水になつて浄水場から十分清浄された水に適用する規則でございます。それは適用されておりません。今、個人の所有だということをいつておられますが、われわれのほうはあくまでも宜野湾市長から向こうの水道部長あるいは産業課長を通じて市自体がやるんだということをわれわれは受取つておりますので、それに対して市の所有であるとということの証明を宜野湾市からいただいて議会に提出してあります。宜野湾市はあくまでもわれわれにそういうふうに話しております。市のためにやるんであつて個人のためにするんじやないということをはつきりいつておりますのでその点はあくまでも宜野湾市当局のいうことを信じております。取水量についてでございますが、２,０００トン前後というのははつきり申し上げますと青小掘からいくら、アラナギからいくら、テイチ川からいくらと正確に分けられておりますが、これは旧時代の何で毎秒立方尺で表わしておりますのでこの点も換算してみないとはつきりしたことはいえません。現在一番多いときに最近の雨のあとは１１,０００トンぐらい取つております。もちろん雨が降らないときは２,０００トンぐらいというときもありますが、これはそのときどきの情況、あるいは汚染の情況によつてやつておりますし、また、一つ一つの水源について別にメーターはつけておりませんのでどこからいくら取つているという正確なデーターは出て来ません。牧港ポンプ場において根元に量水器を設置しておりますので、ここから出る全体の水量は把握できます。もちろんこれは後原川、牧港川の表流水全部を含んだ水利権の設定であります。一つ一つについてはのち程過去の記録がございますので調査してご報告したいと思つております。







○　金城重正君

　　あなたはその水利権というものを認めるかどうか。さらにもう一点はただいまの質問の中からあくまでも宜野湾市のものであつた、ただし現実にあるのはその養鰻池の前に富浜水産株式会社と書かれております。さらにその上の路のアメリカ貸住宅のうしろのほうにこの富浜水産株式会社がある。看板もあるんです。これを局長はご存知かどうか、これについてご答弁いただきたいと思います。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　お答えいたします。水利権があることは確信しております。それから富浜水産という看板があることもよく承知しておりますが、ただ宜野湾市のほうで〞このパイプは宜野湾市が敷設するものである〞ということをわれわれは聞いて信じているだけのことであります。







○　金城重正君

　　水道局長は、水利権は認めますとこういう答弁であります。さらに富浜水産株式会社のものではなくて宜野湾市のものであるということを信じておるということでありますが、一体当局は何の仕事をやつているんですか。

　　　　　　　　　　（「そうだ」というものあり）

　どうしてこれを調べないんだ。水利権を認めるならば、これが那覇市のものであるならば、そこから水をとる場合に当然那覇市の許可を得なければならないはずだ。許可がなくてもいいのか、本員個人でも青小掘のすぐ手前のほうで養鰻事業をやるということで自由に水を取ろうと勝手であるのか、それについてお答えいただきたい。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　お答えいたします。水利権という権利が全体に及ぼすもんじやなくて、水利権には量が設定されております。その量についてのみ那覇市は権利を有しておりそこから出る全部の水量に対して権利を与えるというものではありまん。その点はつきりご了解いただきたいと思います。







○　金城重正君

　　しからば５月の調査によりますと、市は５月６日で青小掘からの取水量が５００トンも落ちています。であるならば当局はそこに養鰻事業者が勝手にパイプを引いて水を取ろうとも、知らぬ存ぜぬであるのか。さらにもう一点は、その富浜水産株式会社の方々が第二助役のところに来て、その給水方について話しがあつたことは事実であるのか。さらに５月６日に水道局長はその事実がわかつて〞これは大へんだ〞ということで騒ぎ出したのも事実であるか、これについて答弁していただきたい。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　富浜水産なるものが第二助役のところに行つたことは知りません。それからこの点について水源係りのほうから私のほうに報告がありましたので〞これじや困るから〞ということで直ちに宜野湾市に電話しまして向こうの係り、産業課長並びに水道部長に同道して来てもらつて市で話し合いをやつたことがあります。しかし、当時この水産業の方が本土に行つているので帰つて来てから話し合いを一緒にやろうということであつたということも聞いておりますが、こういうふうなことで直接助役のところに行つたかどうか、そういうことは一切聞いておりません。







○　金城重正君

　　であるならば、職員から申し出によつて水道局長はそれがわかり、また宜野湾市と話し合つた。そして宜野湾市はその富浜水産株式会社の方々に話したかどうか。これは４月２０日から工事が始められており５月４日までは中止されております。これは本員が調べたところ第二助役と水道局長が〞それではいかんじやないか、許可をもらつていないんじやないか、だから止めるべきだ〞ということで一時止められております。それが５月５日の子供の日に秘かにこれが直結された。誰がさせたんだ。無断でやつたのか、これについて答弁していただきたい。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　確かに一時、そういうふうな話し合いがつくまでとりあえずこの工事は止めてもらいたいということで宜野湾市との話し合いもやつております。と申し上げますのは施設自体、そこに造つた施設自体は那覇市水道局の所有でございますので、施設を利用する場合にはあくまでも水道局の許可がなければいけないということになつております。ただし水利権については設定された分以上に現在向こうの好意に甘えてそれ以上に水を取つております。本来ならばその分は当然下流に流すべき義務があるのを宜野湾市の好意によつてほとんど全量といつておりましたので、この分に対して正式に宜野湾市長から申し入れがありまして、これに対して〞われわれとしては当然下流に流すべきであるがこういう水事情であるのでごかんべんいただきたい〞と。ただし、これは当然に宜野湾市市民に所属する水利権でありますので、この分についてはわれわれが許可を与えるとかということではなくて、当然、宜野湾市民の権利でありますということで、この水利権に対しては那覇市水道局は許可権を持つておりませんのでこれに対して許可を与えておりません。







○　金城重正君

　　であるならば、今の水道局長の答弁からすれば、那覇市の水源地がどういうような状態にあろうとも那覇市には一つも水源地がないから、その区域の市町村の勝手だということになる。そこには那覇市が２,０００トンも取るという権利そのものも何もなくなるんだが那覇市は一体それでいいのか。去る５月、６月の渇水期においてはもはや下に流れる水はない。その水の中から８００トンぐらいの水が取られております。一体革新市政は、水道局は市民に対してどういうように申し開きをするのか。さらにこれが許可を得ないで勝手にとられておる。もはや許可も何もいらないのか。これをはつきり答弁していたたきたい。さらに市民に迷惑を与えた責任を誰がとるのか。水道局長は〞勝手にとられては大へんだ。〞ということで５月の初めに〞一応このパイプをつなぐのは待つてくれ〞ということをいうております。しかし当局に何の権利もなければあなた方はそれをいう権利はないでしよう。しかしあれはあくまでも那覇市の施設を使つております。これについて答弁していただきたい。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　水の問題で市民に迷惑をかけておる、とおつしやいますが現在まで市民には十分水をおあげしております。ただし節水の呼びかけは、これは無駄な水は使わないように、ということで節水の呼びかけをしているのであつて、決して不自由しなさいということじやございません。それから水利権についてはどういうふうに設定されるかということもありますが、これも戦前非常に問題になりまして、本来ならば宜野湾市民と那覇市がうまく話し合つてそのまま了解が成り立つならば、水の分け前の案分が成立してしまうのでございますが、当時もこれで非常にもめまして結局裁判によつて裁定されたのが実情であります。現在でもこの記録が残つております。

　　　　　　（「２,０００トンだ２,０００トン」という者あり）

　　２,０００トンというのは仮りの何であつて、あとではつきりした各水源ごとの何は計算で立方尺で出しておりますので、それはあとで何しますが、その設定された量については那覇市が権利を持つておりますが、これをオーバーする分については那覇市は権利はありません。







○　金城重正君

　　であるならば、その５月５日から今日まで幾らの水がとられたか、その日報を早急に本会議に提案していただきたい。さらに、いま水道局長が市民に迷惑をかけていない、というこういうような答弁でありましたがもしかけておる事実があつたら水道局長は責任をとるかどうか答弁していただきたい。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　水道局長としては市民に迷惑をかけていない、と確信いたしますが、しかし水道需要者が現在５万４,０００世帯もありますので、それぞれの個々の問題についてまでいちいち水道局長が責任をとる、ということは現在に考えておりません。

　　（「これはまるつきり詭弁だよ」「そうだ」という者あり。拍手あり）







○　金城重正君

　　水道局長は、あんた方は、革新は言うたことには責任を持たなくちやあならきい。いま先市民に迷惑をかけておりません、と断言したんじやないか。議事録調べてみますか。水道局長、高良小学校は１週間にわたつて断水があり、給食ができなかつたんだということであるが、これをどう思うか。これについて答弁しろ。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　高良小学校の断水についても承知しております。これに対しましては直ちに消防長と打ち合わせて、消防車でもつて向こうに水を補給しております。こういうふうなたくさんな配管網の中でのいろんな問題によつて、場所によつてこういうことが起こると。そういういちいち細かい問題まで水道局長が責任をとつたんじやあ

　　　　　　　　　（「だれがとるか」という者あり）

　水道局長は何万人おつても足りません。

　　　　　　　（議場騒然。拍手あり。「休憩」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。







（午後３時１４分　休憩）

（午後３時１９分　再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　金城重正君

　　ただいまの、市長を頂点とするところの助役、部長はそれこそ横柄であり、みずからのなした仕事に対して責任をちつとも感じない。さらに不正だらけのことをやつておる。そういう中で市長はこの問題についてどういうようなお考えを持ち、責任をとらすかそれについて答弁していただくと同時に、業務日報これを水道局長はいつ出すのかはつきり答弁をしていただきたい。さらに高良小学校に対して１週間あまりの給水停止がなされておる。それも水がないためである。であるならば教育長はその子供にあげる給食費、これを返済する考えがあるかどうか。これについて３点答弁をしていただきたい。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　お答えいたします。先ほど要求にあつた資料は建設委員会に提出したい。水道局の問題があるときに建設委員会に提出したいと思います。

　　　　　　　（「どうして今できないんですか。あと１時間あるよ、取れるでしようすぐ。」という者あり）

　これはすぐにはいきませんので、じやああしたの委員会に、どつかの委員会に提出いたします。

　　　　　　（「ではあした本会議いいですか」という者あり）

　　それから高良小学校は一番高台にある関係で最近の水事情悪化のために、水道タンクからの、いやこの辺のそういうふうなわずかの水問題じやなしに、水道公社全体の問題として送水水圧が弱つたために水の行きが悪かつた、ということで切り換えをするために２、３日停水しておりますが、そのかわり消防車で水をお運びしますからご勘弁をお願いしたい、ということは直ちに向こうにも連絡して深くおわびも申し上げておるつもりでございます。

　　　　（拍手）。（「天災だ、天災だ」と傍聴席よりいう者あり）

　　　　　　（議場騒然。「人災だよ」という者あり）







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。高良小学校の給食の欠数につきましては学校当局とまだ十分連絡し合つておりませんので、早速連絡いたしまして給食費の問題については善処したいと思います。

　　　　　　　　　　（「市長、答弁」という者あり）







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。ただいまの高良小学校の断水の問題につきましては

　　　　　（「市長、責任をとらすかどうかなんだ」という者あり）

　こういうことはたくさん布設された水道網の中で突発事故とか、あるいはいわゆる天災によつて水圧が停滞しております。これは

　　　　　　　　　（「人災だこれは」という者あり）

　数ヵ月にわたる干ばつの結果、水道公社の送つておる水が少なくなり、そのため水圧が低くなり高台に水がゆきわたらないというような現象が従来もしばしばあつたんですが、そのたんびに水道局長を更迭したんでは水道行政はかえつてうまくいかないので、それには即刻緊急に臨機応変の対策をとつて市民になるべくご迷惑をかけないように努力をいたしておりますのでご勘弁を願いたいと思います。







○　第二助役（前田武行君）

　　先ほど市長が答弁したと思いますが重ねて答弁させていただきます。市長が申し上げましたように、水圧が弱い結果そのまま放置したんじやなくしてさらにその上に努力を重ねておりますので、そのような問題まで責任をとらす意思はないし私も責任をとろうと思つておりません。







○　金城重正君

　　水道管理者としてまさに無責任きわまる答弁でございます。子供に水を飲ますのはないが鰻に飲ます水はある。このような那覇市の市政、これが革新市政なんだ。さらにこういうように許可を与えて自からの権利というものを確立するのがやはり行政当局のつとめであるにもかかわらずそういうこともやつてない。そこでその富浜産業これとの関係。この水道パイプを撤去するかどうか。那覇市の財産を無許可で使つておりますけれどももう那覇市は手が出せないのか。この青小堀の水源地は市の財産なんだ。その市の財産を無断で使つておる。ただし水利権については水道局長の言う２,０００トンまでということは了といたしましよう。しかしその施設は那覇市のもんなんだ。那覇市の財産を無断で個人に使わしていいかどうか。これはもう撤去することもできないのかどうか。これについて答弁をしていただきたい。簡潔によろしゆうございます。







○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　お答えいたします。現在設置されているパイプを撤去させるかどうか問題につきましては那覇市と宜野湾市自体との問題でございまして、非常に複雑な問題もありますので今お答えするわけにはいきません。現在、宜野湾市一帯から水を取つて送水しており、送水管が実は終戦直後米軍によつてなされたために、水道用地を通らずに宜野湾の市有地、あるいは民間有地を通つて敷設してある違法工事もございますが、これに対しても大きな賠償の要求もやられておりますが、この問題も向こうの市が中に入つてもらつていろいろと善処してもらつておりますので、われわれの権利だけを主張すると向こう自体からも権利を主張されて、那覇市にとつて困難な問題が起こりますのでこの点については慎重に考えて、なお市長、助役、あるいは部長会議にもはかつて慎重に対処していきたい。こういうふうに考えております。







○　金城重正君

　　まさに無責任きわまる答弁で何回言うてもあきたらないのであります。そこで水道の問題について本員は委員会でとくと質疑をしていきたいと思います。次に移ります。市長は那覇市は法令、条例、規則を十分守つてきたし今後もそのようにやつていくんだ、とこういうような答弁がありました。ご承知のとおり私が申し上げるまでもなくもはやこれは公の問題になつておる。那覇市は平然と違法行為をやつておる。これは１７番議員の答弁に対しても建設部長の答弁は、まさに業法違反をやつておりますけれども仕方がなかつた。こういうようなことをおつしやつております。しからばです。市長が前に、法令、条例、規則を尊重していくという問題とまさに裏はらな、那覇市政の法令、条例、規則違反というものが行なわれている。そこでこの業法違反については、建設部長のところに琉球住宅株式会社の顧問弁護士が登録をした業者を連れて行きました。この方と契約をやつていただきたい。こういうようなことであつたけれども、建設部長はこれをしりぞけた。そこでこの工事は小川清という方が２万ドル余で契約をやつておる。建設部長は、個人でこの小川清という方と建設部長名で契約を結んだのか。市長名で契約を結んだのか。その点をお答えしていただきたい。







○　建設部長（水間平君）

　　顧問弁護士が業者を連れて来たということは私は知りません。聞いておりません。新聞で何かそういうふうなことを書いてありましたのでびつくりしているわけでございますけれども、そういうふうな人と会つたこともありませんし、そのことについて弁護士と話をしたこともございません。市の契約は市長名で行なうようになつております。







○　金城重正君

　　建設部長は１７番議員の答弁で「法に違反しておることはわかつておりました。しかし仕方なく小川清と契約を結びました。」という答弁がありました。これは知つて法を侵すということは知能犯になると思うか、建設部長はそれについてどう思うか。それから答弁していただきたい。さらに市長が先ほど来、また昨日の一般質問の中でもやはり法令、条例、規則に違反する者については、これは適当な処罰をやつていかなければならぬ、というような答弁があつたと本員は聞いております。であるならば公務員というものは、また行政を担当する者は当然法令、条例、規則は守つていつて市民の福祉というものを考えていかなければならない、にもかかわらずこのような業法違反をしておる。その部下に市長はどのような処置を与えたのか。市長のかわいい部下であるからそのままけつこうだろうということでいうままにやりましようということであるのか。どういう処分を与えたのか。これについて市長自から答弁をしていただきたい。







○　建設部長（水間平君）

　　建設業法の違反といいますのは、小川さん自身が未登録者であります。そのことは私たちあとでわかりました。下請業者ということもあとでわかりました。建設業法によると「建設業を営む者は登録しなければならない」ということを私は知つております。先ほどお答えいたしましたような事情で、この小川さんに仕事を続けてもらわない限り工事が規定内におさまらないというように判断しましたので、小川さん自身も自分は未登録だからちよつと問題がある、というようなことなども言つておりましたけれども、私たちがお願いをいたしまして、そういうふうな建設業法違反というようなことで問われるようなことがあれば、そのときにわれわれもその事情を説明していくならば法律もその辺はいろいろと考えてくれるはずだ。そのこと頼むということを言つてさせたいということであります。







○　市長（平良良松君）

　　法令、条例を守つて仕事をやることが原則であり当然でありますが、×××××××××××××××××××××××××××××××××××××

　　　　　　　　　　　　　（議場喧騒なり）

　たとえばこういう緊急事態の場合には、市民に迷惑をかけないように、しかも予算を無駄使いしないようにすることが最も優先して考えられなくちやいけないということで、こういう事情でこのような措置をとりましたと経過のご報告を申し上げると賢明なる議員の皆さんは十分ご理解いただけるものと私は考えて、こういう措置をとつたほうがよろしいということになつたわけであります。







○　金城重正君

　　本員はもう申し上げたくないんでございますけれども、本当にですよ、市政を担当したからには、みなさん方は野にある政治家ではない。あくまでも市民をリードし法令、条例、規則を守つていくのが当局の務めなんだ。それを〞もう法律もくそもありません。政権は私の手の中にあるから何でもやつちやえ〞こういう態度であつていいかどうか、少々の間違いであつた、済まなかつた、というような市民に対する詫びの気持ちがあるならばいざしらず、このような横柄な行政、法を侵してものうのうてとておる。このような革新市政、言いたくありません。そういう姿で本当に市長は胸に手をあてこれでいいかどうか。処分すべきものはしなくちやならない。泣いて馬謖を斬るということがある。こういうようなことで一体市民に対してみなさん方は条例、規則を守りなさいということが言えるかどうか。これが一つじやない。みなさん方ご承知のように第２公設市場の問題でも法律を侵し、小間切れに入札をやつた。まさに那覇市は暗黒街になつていると言われても仕方がない。そこで市長、この業法違反をやつておりますけれども、市長が業法違反一つだと考えたら間違いですよ、３つ侵しております。法律、法令、条例、規則を侵しておる。まず申し上げましよう。那覇市の建設工事施行規則第５条には〞工事の請負人となることのできる者は、法第４条の規定による登録を受けた者とする〞ということがある、これが２点であります。業法違反が１点、建設工事執行規則違反で２点、もうひとつは那覇市職員の服務規律に関する条例、これの第４条〞すべての職員は、その職務を遂行するに当つては、法令、条例、規則等を守り〞うんぬん。さらに宣誓書もある。宣誓書の中には〞私は地方自治の本旨を体するとともに職務遂行に当つては法令、条例その他の規定を守り、公務を民主的、かつ、能率的に運営すべき責務を深く自覚し、全体の奉仕者として誠実、かつ、公正に職務を執行することを固く誓います〞とある。一体全体市長の部下職員が３つの法令、条例、規則を犯しても市長はそれでいいのかどうか、これについで明快な答弁をやつていただきたい。市民のためには泣いて馬謖を斬るということがある。問題はやる気があるかないかの問題である、一体全体革新というものはあくまでもそのようなやり方でやるのか、これについて明快な答弁をやつていただきたい。

　　　　　　　　　　（「議長、休憩」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　体憩いたします。




（午後３時４２分　休憩）

（午後３時４４分　再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　市長（平良良松君）

　　ご指摘の点はごもつともでございますが、この場合取られるべき臨機の措置としてはこれが最上のものじやなかつたかということで取つたわけであります。すでに経過をご報告申し上げましたように、この工事はご承知のとおり那覇市としては大きな事業でございまして市営住宅の建設であります。これがあと４、５日、一週間立てば完結するという時点で請負業者が破産状態に陥つて、しかも従来から下請けをしていた零細企業の幾つかに資材の不払い、あるいは貸金の不払いなどがあつて、しかも企業主は不在の状態になつてしまつた。そこで従業員もストライキをやる、いままで品物を納入していた事業者も持つて来た品物を持ち帰るという状態ができてきたわけであります。そこでわれわれといたしましても協議の結果、積極的に市民が迷惑をこうむることを覚悟で法令、条例違反をするんじやなくて、むしろ市民に迷惑かけないように工事をさせるために、零細企業家にも損失を及ばさないように、いままで働いた賃金労働者にも気の毒な目に合わせないためにはこういう方法しか取れないという結論に立つてやむを得ずこういつた措置を取つたわけでございます。この経過をつぶさにご報告申し上げるならば、善良なる市民も賢明なる議員諸公もこれはご理解がいただけるものとして、ぜひともご理解していただきたいと考えるわけでございます。







○　金城重正君

　　先ほど市長はまさに１５番議員が指摘したように〞法律を犯しております〞ということは認めておるわけであります。したがつて、先ほどからいろいろと問題が惹起しておりますが、まさに那覇市はこういう無法地帯になつておる。さらに建設部長は建設新聞によりますと〞責任を取れといわれれば責任を取ります〞とこういうことを言うております。当然法を守るのが公務員であればいかなることがあろうとも法は法として守らなくちやならい、それと関連としてあと２つの条例、規則違反にもなる。これについが市長としてはどういうような分限処分をやつたのか、当然、当の部長自体も〞責任を取れというようならば取ろうと〞はつきり言つておる、当然これは市民に不利益を与えている。さらに琉球政府建設局長名でもつて平良那覇市長宛に、〞これは建設業法第９条の規定に違反しているということを確認とした〞という文書を送つておる。そこで〞その原因は業界の秩序を乱すものである〞ということを建設局長も言うておる。これについて仕方がなかつたからさせたとか、さらにその責任の所在も明らかにさせない、ということだがこれが平良市長のほんとうに賢明なる策であるのかどうか。私は平良市長がもつと市民のためを考えるならば、りつぱな行政、りつぱな部下職員を育成できるもんだとこういうように見ております。いま那覇市には市長がふたりおると言われておる。一体市長はだれであるのか、〞責任を取る〞というようなことを言うならば、先ほど申し上げましたように「泣いて馬謖を斬る」というような市長の態度でなければならないはずである、それについて市長はやるか、やらないかはつきり答弁をしていただきたいと思います。







○　市長（平良良松君）

　　この問題のいきさつはいままで申し上げましたとおりでございまして、まことに予測しない突発事項に対処するために取られた手段でございます。従いまして〞これを許すことができない〞ともし市民の側からそういう声が出るとすれば私が責任をもちます。







○　金城重正君

　　〞市民のほうからそういうような声があるならば責任を取りますと〞であるならばわれわれ議員も市民のひとりである。さらにこの５月１２日の沖繩建設新聞の中に市民の声があります。琉球建設業協会の専務理事の話がある。また建築界に権威のある沖繩建築会長の話もその中に載つておる。〞これこそ業界を混乱に陥し入れ、市民を混乱に陥し入れている〞という見解を述べておる。〞市民の声があるというならば当然市長は責任を取る〞といまおつしやいましたがそういう市民の声がある。さらに私たちが個人で聞いてもこれは琉球政府でも問題になつたといわれる、一体全体那覇市は法を無視してもいいかどうか、このような声がある、それに対して市長はどうお考えになるか。市長は責任を取るということであるならば責任を取らしてもらいたい。どのような責任を取らすのか。








○　市長（平良良松君）

　　先ほどからるるご説明申し上げておりますとおり、この突発事項の措置につきまして、私が取つた措置が先ほど申し上げましたように工事には支障を来たさない、零細企業家にも迷惑をかけない、賃金労働者にも損をかけない最善の方法として取りましたので、これがしばしば起きる問題でもないし、また私が積極的に最初から法令、条例違反を意図としてやつた仕事でもないわけでありますので、大方の市民の方々がご理解いただけることと考えております。どうぞそういうつもりでそういう経過のご検討をくださいまして十分ご理解をいただきたい。さらにこのようなことが業界に再び起らないように請負いの状況についてもこれから厳重に吟味して指導していくつもりでございます。







○　金城重正君　市長は先ほどの答弁といまの答弁と違つておる、〞市民の中から責任を取れということであるならば責任を取らします〞という答弁だつた。しかし市民の声は出ておる、前の水道局長の答弁とまつたく同じ、先言つたのと、あとで言うのと全然違つておる。業法違反ひとつであるならばまず考えられる、というよりは少々我慢もしようということになつておる。しかし公務員としてあるまじきことをやつておる、これでいいのかどうか。先ほどから申し上げておるように泣いて馬謖を斬るというような市長の腹がなければ一体この那覇市政はどうなるのか、いわゆる職員の綱紀粛正ということが再び出てきておる。いつも〞綱紀粛正をやります、やります〞ということだがこれでいいのかどうか。明快に答弁をしていただいて、責任を取らすならば取らせ、取らさなければ取らさない、とはつきりしてもらいたい。しかも答弁の中でははつきりと言われておる、それをどうお考えになるか。







○　市長（平良良松君）

　　先程からご説明申し上げておりますようにこの法令、条例違反ということは原則的にゆるされるべきものではない、しかし社会通念からしてこういうケースの場合はゆるされるべきものであろうということは考えられます。そこでわれわれはこの事態に処するためにこのような方法しかなかつた。しかし、先程から繰り返えしして申し上げておりますように法令違反によつて大きな工事が蹉跌を来たし、また下請業者が全部損害をうけ、労働者が迷惑をするというような法令違反であればこれは厳重に処罰しなければいけないが、むしろ反対に善意の拾収をやらなければいかんという考えの場合は社会通念としてはこれはゆるされるべきものじやないかというふうな解釈に立つております。なおそのことについて法律に明かるい第二助役に説明をいたさせることにいたします。

　　　　　　　（「第二助役は必要ないよ」というものあり）







○　第二助役（前田武行君）

　　この問題についてあえて期待可能性理論を論じたくはないが一応話してみたいと思います。刑事責任を問うには行為が客観的に違法であり、それから主観的に行為者に責任能力があり、故意または過失があることとせられています。

　　　　　　　（「またまた変なことをいう」というものあり）

　しかし、それだけでは足りないのであり、むしろその違法行為が非難するに価いするか否かにある。

　　　　　　　　　（「価いするわけだ」というものあり）

　非難に価するかどうかを決定するのが期待可能性であります。

　　　　　　　　　　　　（議場喧騒、野次あり）

　これは判例も出ております。最高裁の判例は１件しかありませんが、下級審、高裁においては多くの判例が出ております。そこで行為者がその諸般の事情のもとで行為したところの諸事情これに照らしてみて期待し得るか

　　　　　　　　（「もういいといつたら」というものあり）

　どうかを考えるわけであります。

　　　　　　　　　　　（議場騒然、野次多数あり）

　その際、違法な行為の代わりに他の違法でない行為がとられたかどうかということ。そうすると本件の場合は、建設部長が話したように、那覇市の建設事業を推進するためにこれ以外に通常人であればこういう方法しかとれなかつたであろうということであります。また第三者に損害も与えていないわけでございます。

　　　　　　　　　　　　（議場騒然、野次あり）

　そうするとこれは非難するに足りるもんではないということになろうかと思います。責任をとる程の事業ではない、このように考えます。


（拍手あり）



○　金城重正君

　　まさに法律家であるのか何だかわからない、ひとりよがりの法律論を並べております。法律は常識なんだ、それを恰もいいのがれしようとする第二助役の答弁、建設部長はあなたの部下なんだ。市長も法律を犯しているということを認めている。法令、条例、規則を犯したことを認めておる。さらに琉球政府も建設業法違反だということをはつきり認めている。それを何で第二助役が恰も当つているかのような詭弁を弄するのか。そういうことが革新のでたらめさということであります。従つて平良市長は〞市民の声として、まかりならんということであるならば責任をとる〞とはつきり答弁されております。

　　　　　　　（「時間を延長いたします」というものあり）

　そこで本員は当局が改慢の情があろうということを期待して、また泣いて馬謖を斬るであろうということを期待して次の機会に質疑を譲りまして質疑を終ります。







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後４時０２分　休憩）

（午後４時１０分　再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　平良　信一君

　　本員は通告書どおり小中校生のシンナー遊び、並びに５、１９ゼネスト及び特設授業について教育長にお尋ねいたします。最近の新聞紙上に毎日のように青少年の非行化を報じております。特に小中校生のシンナー遊びや、不良行為などは全琉的に拡がる傾向を見せております。警察本部防犯少年課の調べによりますと、ことしの５月７日現在全琉で２９０件で昨年１年間の発生件数の３５０件にせまり、このままの状態では昨年の２倍になりそうである。まことに不名誉な話である。ところでこのシンナーが青少年の体に与える影響は大きく、肝臓をはじめ肺など内臓に障害を起こすほか神経が麻痺してこれまでにも精神錯乱状態になり、自殺や自殺未遂もたびたび起きておる最も危険な遊びであります。しかもこのような危険なシンナー遊びは那覇市が最も多く全琉における件数の過半数を上回わつておる。このような状態を野放しにしてよいものでしようか。教育委員会や学校当局はもつと根本的にこの問題に対処していかなければいけないのではないでしようか。そこで教育長にお尋ねしますが、このような危険な遊びに対する今後の指導と対策についてご答弁願います。

　　第２点目に、５・１９ゼネストや特別授業に対し父兄や一部の教師、それに学生から最近の教職員会のあまりにも行き過ぎた政治活動は実に目にあまるものがあり、政治一色にぬりつぶされた感じだ、と非常に批判されております。米軍基地反対、毒ガス輸送反対等の大象運動、また選挙のあるところ教職員会あり、とまさしく政治一色でございます。また教室においては特設授業という名の政治偏向教育を持ち込んで、日本人としての教育基本法を守らない実に憂うべき現代沖繩教育界の危機というほかはないのでございます。

　　しかし私は全教員の皆さんが政治教員と申し上げるのではなく、中には教職員会の不当な弾圧にも動ぜず真の教育活動を実践している先生方も少なくないのであります。５・１９ゼネストの際あらゆる弾圧にも負けず、一部の先生方は子供たちに授業を平常どおり行なうとしたが、政治教員のためにストツプされております。はたしてこれでよいでしようか。純真な子供たちは〝おとなの社会はなんと複雑であり何でも数の暴力によつて解決できるんだな〟と、非常に不満をもらしております。またある中学生は、私たちの尊敬する先生方は自分たちの権利ばかりに走り、義務を忘れ、そして何よりもわれわれから学ぶ権利を奪つている。はたして学ぶ権利を奪つただけの効果があるのか、私たちはこれは疑問であると言つております。このように沖繩の教育界はもはや子供たちからも見離されておるようであります。ただでさえ本土の学童より学力が低下しているのに、先生方が政治活動ばかりで学童の授業時間を短縮したり、ますます差は開くばかりでございます。先生方は教える義務を忘れていやしないでしようか。教育長はこの現実をどう思つているのかご答弁願います。あとは自席から再度質問をいたします。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答え申します。シンナー等の問題については間違いなく学校、家庭、社会を心配させている問題でございます。このシンナー遊びという用語も最近は子供たちの興味をそそるという一面もありまして何か変わつたおもしろい遊びではないだろうか、というふうなことで好奇心を持たせることのようでありますので、最近はわれわれもこの用語に気をつけまして〞シンナー等乱用〞というふうに普通は言つているわけでございます。用語の問題はさておきまして、シンナーとは塗料を薄めたり溶かしたりするために使うものでその種類も多く、普通はラツカー・シンナーのことをシンナーと呼でおる。そのほかに接着材等物を張り合わせるために使われるものでその種類も多く、セメダイン、ボンド、コンパクトなどがある。あんがいこのシンナーのほうには非常に留意されているようでございますが、この子供さんたちの工作に使うところのセメダイン、ボンドというチユーブ入れがございます。これは普通の文房具店にはざらに販売しておる。そしてこれはいろいろ器具をくつつけて工作に使つている。







○　平良信一君

　　教育長、このシンナー遊びに対する対策だけでいいです。接着材などの販売はわかります。対策だけでいいです。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　はいわかりました。そこで去つた３月には保護者あてのビラをつくりまして、これを全保護者にお配りましてそれの防止並びに予防について子供さんの行動をこれで判定することができるような事項をお示しいたしておるわけでございます。

　　さらにそれだけでは不十分でございますのでわれわれとしましては日常生徒指導の協議会にこれを提案、あるいは学警連と申しまして学校警察連絡協議会、これとよく連絡し合つてその実態を把握する。それから中学校には補導員制度がございますので、この補導員の方には日夜学区域の中高校生の動態をキヤツチいたしておりますので、そういう補導員の方からの情報の交換あるいはＰＴＡ、あるいは公民館というふうにして多様にこの青少年の生活行動をキヤツチしまして、これを学校教育とタイアツプして調整していくように努力いたしておるわけでございます。しかし事実は、このシンナーの吸引は目に見えないような場所、たとえば墓地あるいは草むら、あるいはあき家といつたようないろいろなそういうおとなの目につかぬような場所を利用しますんで、なかなかキヤツチできないというのが実情でございます。これから後もますます努力していきたいつもりでございます。次に５・１９ゼネスト、並びに特設授業の問題でございますが、とにかく学校には教育課程がございまして、この教育課程は年間ちやんと制定されておるわけでございます。それからいわゆる臨時に授業を取り組む場合のことをこれを特設された授業というわけでございます。これは必ずしもストを前にしてなされるものではなくして、教育は非常に活動的で生きておるわけでございます。また社会も生きております。生きた事象をとらえて教育の場にこれを移して生かしていく、というところもあるわけでございますのでその裁量は学校長の責任においてなされるわけでございます。その際よく児童生徒の負担というものを考えていく、それから指導要領の趣旨によくかなうように努力していく、ということが一応注意事項として示されておるわけでございます。さて、最近の教師はよく偏向した教育をなされておる、ということがご指摘でございましたが、これはいつの世でも偏向教育は改めなければならない問題でございまして、われわれとしましても普段非常に留意しておるところでございます。ただ沖繩のおかれておるところの特殊ないわゆるこれまでの事情、いよいよあしたには返還協定の調印ということになると思うわけでございますが、沖繩の置かれたこの２０有余年の特殊な事情というものからしていかに平和というものを望んでいるかということは、教師のみならず一般住民も同様であり、そういうことが特に平和教育という教育基本法にうたわれている立場からしまして、こういうものを強調するということはまた当然の道でございますので、やつぱりそういつたものがときには強調されるということが、ある面では〞偏向〞というふうに見えるのじやないかと私は察しておるわけでございます。もし今後偏向教育があるとしますれば十分留意していきたい、と思うわけでございます。







○　平良信一君

　　シンナー遊びの対策につきましては、ただいまの教育長のご答弁から３月にチラシを各家庭に配つた、ということをおつしやつておりますが、このチラシは学生を通じて配つたのか、それとも各家庭に直接お配りになつたのか。もし学生を通じてお配りしてあるんでしたならば、中学生が家にそれを持つてこない、非常に危険なんですよ。

　　それにもうひとつは学警連、各中学校区の補導員あるいはＰＴＡのほうともいろいろと対策をお話し合いしていらしやる、ということをおしやつておりますけれども、おそらくＰＴＡの総会におきましてシンナー遊びがどれほど危険なものであるかということを父兄の皆さんに徹底してお話し合いしたことがありますかどうか。それから中学校校区の補導員でございますが、本員も以前４ヵ年ほど補導員をやりました。よく経験しておりますので知つておりますが、補導員が補導して回わるのは夜間でございます。夜間でございますのでなかなか生徒に会わない。このシンナー遊びはほとんど昼間、あるいは学校から帰つてから集団でもつてやつているような形跡がございます。今後そのようななまやさしい対策ではますますふえる一方じやないかと思います。それに対して教育長、学校当局はもつと真剣に根本的な対策を練つていく方針がありますがどうかお伺いいたします。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。配布の方法については学校を通じてなされましたので、いまのところ中学生の場合に生徒を通じてなされたか、ＰＴＡに直接配布したかその辺は不明でございますので、あとでこれも十分調査してそういう不備がございましたら今後十分注意して配布ものを考えていきたいと思うわけであります。それからＰＴＡ等に対する報告につきましては、これも学校長を通じましてさらに再検討して、不備がありましたらさらに徹底するように努力していきたいと思います。

　　それから補導員等の問題についてはご経験からご指摘がございましたが、なるほど昼間のシンナー乱用もずいぶん目立つているようでありますので、今後この問題についてはさらに検討して昼間の監視を十分いきとどくように努力していきたいと思います。







○　平良信一君

　　時間もありませんのでただいまのシンナー遊びは教育長のご答弁を了といたします。しかしもつと真剣にこういう問題については委員会や学校当局は対策を練つてもらいたいと要望いたします。それから５・１９ゼネストの学校の授業放棄でございますが、ここに教育速報というのがございますが、これから見ますると〞全校長は組織の一員として分会の決定に従がい、分会と行動を共にすること〞というようになつておりますけれども学校長はおそらく学校の管理者と思いますけれどもストに参加していいのかどうか。それから第２点目に出勤薄は分会の責任で管理し全員捺印しないことになつておりますが、先生方の中でどうしても授業をするんだという方たちもたくさんいらしやいます。そういう先生方が学校にいらしやつた場合に組織の力でもつて阻止するのか。また新聞からみますと阻止されておりますけれどもこれに対して教育長はどのようなご見解をもつていらしやいますかご答弁をお願います。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。私がこの教育速報というパンフレツトを見ましたのはごく最近でございます。従いましてその事実については十分把握いたしておりません。そこで今のご指摘のありましたところの問題については事務当局の係にこれをある程度調査を命じているわけでございます。校長がこういうものに参加することの是非については、校長は管理職でございますのでもちろん不適当でございます。学校の児童生徒を管理する重要な位置にあるのが学校長でございますので、参加するのは不適当でございます。そういうことはこれまでもたびたび学校長の職務という面で注意は与えております。それから出勤薄の管理の問題についてもこれは学校長の責任においてなされるべきものであるわけでございますので、そのようにおふくみ願いたいと思います。







○　平良信一君

　　ただいまの教育長のご答弁から当然学校長は管理職であるのでストに参加してはいけないとおしやつております。しかしこの教育速報からしますと全校長は組織の一員として、ということになつております。もし校長がストに参加した場合、その処置はどのようになされたか。また何名の校長がこれに参加されたか。これについてご答弁を願います。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答え申し上げます。そういう事実がまず仮りにあつたとしました場合には、これは教育長だけの処理問題ではございませんで、いわゆる教育委員会の審議にかけてなければならぬわけでございますので、今ここでそういう校長をどうするということは、私の側からはお答えするのを遠慮させていただきたいと思います。いわゆる教育委員会は自主的な法人でございまして、自主的な議決権と執行権を持つておるわけでございます。







○　平良信一君

　　それからストに参加した先生方の賃金カツトでございますけれども、この教育速報からは賃金カツトは基本的に不当であるとの態度を堅持する。ということになつておりますが委員会としましては、この賃金をカツトする意思があるのかないのか。この点をお尋ねいたします。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答え申し上げます。この問題はかねがねから文教局からも注意がございます。またわれわれとしましても学校長会において賃金カツトは当然であるということを申しわたしてあります。いきおい当日職場を放棄した者は賃金カツトになるわけでございます。







○　平良信一君

　　まだたくさんここに資料がございまして、いろいろとこの問題をただいしていきたいのでございますけれども時間がありませんのであとは委員会においていろいろと質疑したいと思いますので、次の質問者とかわります。







○　宮城武君

　　本員はお手元に通告してあります通告に従いまして質問を行ないたいと思います。ただし非常に時間の制約を受けておりますので１番目の都市計画事業、３番目の財政問題、それから４番目の行政執行の問題の中の長期財政計画について及び（ロ）の行政執行における問題点、以上についてはもし時間が許すならば質問いたすことにいたしまして、最初に教育行政についてご質問をいたしたいと思います。これまでのいろいろな議員の方々から質問されておるんですが、現在行なわれておる教職員会を中心とするもろもろの政治情勢等が日ましに活発化されておりますが、教育長は教育行政に対する政党の介入というのを好ましいものとお考えになつていらつしやるのか。それとも好ましくないとお考えになつておられるのか。その点をお聞きしたいと思います。

　　２番目に公務員の規律についてご質問をいたします。そのことは１５番議員並びに１７番議員からいろいろと質問されてきたことでありますが、私は当局の考え方の基本的な面について大きなあやまりがあると指摘をせざるを得ないのであります。その基本的な考え方というのもこれは大変恐しいことである。社会正義の維持、あるいは社会機構の運営、その秩序を乱す大きな危険性がはらんでいるということでございます。先ほどの答弁を総合して考えまするに、ドストエーフスキイの「罪と罰」というのがあります。その中の主人公であるところのラスコールニコフは大きな犯罪を犯している。彼の思想的な背景というものは何であつたか、自分が世の中のため、あるいは民衆のためということであるならばあえて人を殺してでも社会のためにはやつていこうという考え方である、ただし彼はあとで気がついた。それは何であつたか人間の存在なくして社会の確立というのはあり得ないし、社会運営というのはあり得ないということに気がつく。先ほどの答弁であの下請けをしておる方々が賃金不払いとなり、あるいはストを起こす、あるいは工期がおくれて市民に大きな損益を与えるという不安があつたればこそ、市民にとつては何が利益があるかを判断をしてあえて法をまげてでも、無許可業者と契約を結んだという答弁があつた。しかも市長の答弁の中には良識ある議員の方々であれば大いに理解できよううんぬんがあつた。私はそのこと自体が間違つておると思う。そのような考え方で社会の運営ができるでありましようか。確かに一部の方々、現在まで請負をやつてきて、あるいは下請けをやつてきた方々が自からの賃金はどうなるであろうか。あるいは入居者が幾らかおくれるということはありましよう。ただしそれより以上に大きな問題がはらんでおるということをあなた方は見逃がしておられる。これは何であるか、今日まで社会建設のため復興から発展への段階で大いに社会に貢献してきた既存企業者であります。登録企業者であります。その人々に大きな秩序の混乱をきたさせたということである。これは社会に対する一つの罪であると私は思う。しかも当局はこの指導助言的立場にあるし法の執行者なんだ。市民の利益を、公共の利益を擁護していくという立場にある執行者が法をまげて、なおかつ市民にこれが利益であつたので自分らはそういう判断をしたというんだが、あなた方に法を越えての判断の基準というのをだれが与えたのか。そういうのまであんた方に与えてないはずだ。それをあえてやつたというところに諸君の無能さがあるし独裁者と言われても仕方がないものがある。その点しつかりしてもらいたい。きようは市長を逃がしてまことに私は残念である。市長にそれを聞きたかつた。しかもそれだけではない、みなさま方は自治の確立とかなんとかいつておられる。カントは実践理性批判の中ではつきり言つておる。何人から見ても正しいという理論の確立、しかもそれがヒユーマン・リレーシヨンに則つた社会の運営、そこではじめて市民の良心、特に社会道義にささえられた良識の下でしか立派な自治の原則というものは生れてこない為政者が自から法を無視しておつてこれが市民の利益になるうんぬんは猿芝居の論議である。そんなことをぬけぬけと答弁をするところに疑問を感ずるわけでございます。法治国民の一員としてしつかりしてもらいたい。そこにおいて一つの一般の行為の基本たるものが法律であり、規則であり条例であるはずなんだ。それを守るべき者が守らなくて何で市民に強要できますか。そういうものを守り切れないで何で明るい社会をつくれるんだ。どうして市民を指導していくんですか。みなさんはそこをしつかりとお考え願いたい。しかも私は建設部長にも言いたい。あなたはこういう建設業間における大きな矛盾点、また今後改正していかなくちやならない問題点というのはあなたがよく知つておるはずなんだ。現実の矛盾点を私もよく知つておる。しからば知つておるがゆえにあなたはそれに対して改正の努力をすべきなんだ。行為を先にやるんじやない、執行者として法手続きを先にやつてのちにこの問題を解決していく姿勢がなければならないと思う。私はそういうところを指摘していきたい。その点ですよ。あなたはあなたの先輩である主税局長の糸洲氏をみならつてもらいたい。あの人の行政責任のとり方を見事にやつておる。立派なもんだ。そういういいところは大いに学んでもらいたいと思う。そこで申し上げたい。市当局のみなさんよく聞いて下さいよ。あなた方は去つた選挙後に自らかわいい部下の中で予算執行をやり過ぎたということであなた方はその職員を追放したんじやないですか、あれは何んですか。予算を多く使つたということは市民要求にこたえて少ない財源の中から仕事をやり過ぎたんだよ。やり過ぎて皆さん方はその部下を罰したんじやないか。何を言つておるんだ一体、どうしていまになつて市民のためには法を曲げざるを得ないというのか。そんなばかな話がどこにあるかと言うんですよ。人をばかにするのも休み休みにしてもらいたい。そういうような点から今回の皆さんの基本的なこの問題に対処していく姿勢を私は伺いたい。あとは皆さん方の答弁によつて自席で再質問いたします。

　　　　（「責任の持てる人に答弁してもらいたい」という者あり）







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。教育の現場における政党の介入ということは、これはきわめて好ましざかるものでございます。また別な形におきまして不当な支配に服することなく。







○　宮城武君

　　教育長、私が聞いているのは教育行政に対して政党の介入は好ましいか、好ましくないかそれだけだ。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　好ましくはございません。







○　宮城武君

　　それでけつこう。







○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　お答えいたします。市長がおりませんので私がお答え申し上げますが、石嶺の公営住宅の工事の問題につきましては、さつきからいろいろ問題があつたんでありますが、私たちとしましては行政の効果を余りにねらい過ぎまして、早くそれをうまく完結しようというようなことに重点がかかり過ぎたかと思います。そういう意味で条例、規則に違反をしたことは重々おわびしたいと思います。その問題につきましては、さつき市長から第二助役からも話がありましたのであえて申し上げませんが、いまご質問の職員の執務に対する態度につきましては法律規則というのはやはり社会秩序のためにありますし、しかも行政を執行するものの立場からは事務の規範でありますので、それを十分に守らせるようにしたいと思います。工事の問題につきましては、さつきから説明がありましたので説明を省きますが、姿勢としましてはそういうような態度で臨みたいと思つております。







○　宮城武君

　　教育長、あなたは私の質問に対して教育行政の中には政党の介入は好ましくないというご答弁をなさつておられます。私も全く同感であります。さて、しからば市長は施政方針に対する質問の中で、教育委員の公選制というのを打ち出しておられる。教育委員の公選制と今回の教育委員会の委員選挙のミスとは全然別個のものであると言つておられる。しかも教育委員選挙については単なる事務的なミスと言つておられる、そういうような答弁があります。それと関連いたしまして現在の教育委員は当然教育行政の中に介入をするわけでございますが、これには政党介入はないかどうかそれが１点、もう１点は今回の選挙において事務的なミスがあつたというんだが、この事務的なミスとは一体だれのミスであるのか、この２点、明らかにしてもらいたい。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。現在那覇の教育委員は７名でございますが、政党に属している方々ばかりでございます。そうしてその運営は何ら支障のない日々の運営をなされておりますので、そういう点からしますというと、この協力体制、理解体制にある教育委員会の運営は政党の参加によつて異常はないわけでございます。現行の状態において異常はないわけでございます。私が先ほど解釈いたしました政党の介入というのは、無理ないわゆる形における、

　　　　　　　　（「けつこう、けつこう」というものあり）

　政党の争いというふうに解釈したので政党の介入ということを申し上げたわけでございます。それから選挙のミスということについてでございますが、これは最初のことの起こりは任期満了の３名でそれはけつこうであると思いますが、あとのひとりも補充委員であつた方は、はじめての選挙の行なわれる方々の当選して、その就任する前日までがその効力だという条文の見落しが事実あつたわけでございます。そういうことで、われわれは選挙管理委員会には３名をいわゆる報告したわけでございます。しかし、その後のいわゆる経過をたどつてみまするというと、教育委員会には。







○　宮城武君

　　私が聞いているのは、このいきさつ過程というものは全部了解して知つております。それでこのミスというものは一体だれの責任かということを聞いておる、見落しは一体だれがやつたのか、それはだれがやるべきなんですか、それをお聞きしているわけです。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　これは那覇の教育委員会の事務局でございます。







○　宮城武君

　　さて、先ほどの助役の答弁に従いまして、役所職員の規律についてはこれが社会秩序の規範になるし、当然法律や条例、あるいは規則を守つていきたいと、これを遵守していくという、立場を堅持していくという答弁でございました、そのとおりでございますか。







○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　はい。







○　宮城武君

　　そうであるとするならば、皆さま方の執行の場における部課長、管理職というものは当然その上に立脚して自らを律し、自らが法に忠実な方々でなくちやならないはずである。もしもこの法に基づいて市民に不利益を及ぼす法律があるとするならば、これを改正の方向へもつていかなくちやあならないはずである。そういう手続きが全然行なわれてない、しかもそういう中でそのような法律を遵守すべき立場にある人が一部分の利益のみを観察してこれを違法行為にもつていく、そういう行為が果して許されるべきものであるかということなんです。私は法律は守つてもらいたい、規則は守つてもらいたいということを言つておる。それに対して助役の言われるようにほんとに法律を遵守し、また規律や条例規則を守つていくという姿勢があればこういう違法行為に対して、反則行為に対しては何かの刑罰があつてしかるべきだと思う。自分は律としないでしかも他人を律するというわけにはいかない。法は万人に平等でなくちやあならんと私は思う。あなた方は前にやつてきたんですよ。それについてどうなさるのか、今後改善の方法を考えておられるのかどうか、お答え願いたいと思います。







○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　いま申し上げましたとおり、われわれ執行者につきましては、条例、法律、規則は守るのは当然であります。いま言われておるのは石嶺の公営住宅の請負い工事の問題と思いますが、これにつきましてはさつき市長がこの問題について市長の考えを披瀝しております。自分としましてはそういうことがないよう今後管理者をはじめ職員に注意を促していきたい、そのように思つております。







○　宮城武君

　　当局の基本的な面についてどうも市長がおられないのが残念で、助役にご苦労を願つておるわけですが、その問題につきましては、私はいずれ委員会等で明らかにしていきたいとかように考えております。教育長に最後にひとつご質問いたします。あなたはいま那覇教育区委員会事務局の責任だといつておるが事務局の責任者はどなたですか。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。先ほどのご質問に事務的なミスはどこにあつたかというので、事務局にあつたと申し上げましたわけでございますが、これのいわゆる行政的な面に移りますというとこれはまたいささか、われわれも見解があるわけでございまして、確かに出発点においてはそういうふうな事務局側のひとつの手落ちがあつたということを申し上げております。







○　宮城武君

　　教育長、あなたはです、またここでひとつ詭弁を弄しようとなさつておられるが、教育長として事務的なミスはどこにあつたかと言われたから事務局はあると言われた、しかしそういう問題に発展してくるならまた見解があるんですということだがミスに一体どういう見解があるのか。そういうミスはミスとして認めろと私は言つておる。あなた方の問題で文教局長は今、まさに責任をとらんとしておる、あなたは自らの職責において部下の指導監督もなされていないわけだ、そこでそういうふうに大きな社会的なミスを起こす、それは私は法律的にはどうであれ、道義的にはあなたには大きな責務があろうと思う。指導者の一人としてそれに対して貴方は責任を感じておられるかどうかそこを答弁願いたいと思います。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。そういう事務的な一連のミスに対しては事務局を担当する教育長として責任を感ずるわけでございます。







○　喜舎場盛一君

　　一般質問を行います。まずはじめに土木部長にお伺いいたしますが、市の道路管理課の補修係に行きまして、道路補修のための石粉提供をお願いしたのでございます。規格の申請用紙に名前を書き入れて申請をいたしましたら自治会長の印鑑がなければ受付が出来ないということで二日間も帰されております。これは部長の命令によつてこういうようになつておるんだということでございますが、いつからこのような様式になつたのか、ご答弁願います。２番目に松川の二又原の２６４番地、平良市長宅の向いでございます。該地は河川に接触したところで子供の遊び場、小公園地帯だと本員は思うのでございます。ところがこの地域は付近住民の駐車場になつており今朝も５時に本員がまいりまして数えたところ、３１台の車が露天駐車ではなくて不法物、すなわち鉄筋とか、金網とかこういつたものがたてられまして、いわゆる鎖で柵代用にしてあります。鍵もかけてあります。一体平良市長はいつ頃からここに駐車場を造らせて、そして今までいくらお金をもらつたのか、はつきりお答え願いたい。３番目に、先程教育長は責任を痛感している、ということでしたが現在立法院における補正予算の連合審査委員会の席上において文教局長が責任を追究されております。もちろん那覇地区における学校管理の責任者といたしまして責任をとつてもらわなければならんわけでございます。それと平行いたしまして、いわゆる戦後２５年間の特殊な沖繩の事情を考えた場合に偏向的な政治教育もやむを得ないんだといつた答弁でございますが、しからば６月１１日に那覇地区教職員会のバレー大会をやつております。午後１時３０分からやつております。教育長はこのバレー大会に午後１時３０分から学校を休んで出席していいという印鑑を捺して各校長に配つております。どういう目的でこの大会がもたれたのか、あるいは年中行事として普通にいう学校法定授業時間に前々から取り入れられておつたのかどうか、お答え願いたいと思います。







○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。こういうような資材提供の用件は公共的な施設で直接市の管理に属しない工事に対して地域住民がその工事を行なうといつた場合に個人または団体に資材を提供するということになつております。自治会長名でなければならないということはいつたためしがありません。以上。







○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。子供の遊び場の問題につきましてはその範囲が私はつきりしませんので今調査をさせておりますが来次第ご返事申し上げたいと思います。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答え申し上げます。偏向教育ということを是認しているということは教育長としては毛頭ございませんから誤解のないようにお願いしたいと思います。それから６月１１日の教職員のバレー大会につきましてはその申し出につき吟味いたしたわけでございます。その結果、その趣旨は教材研究に伴う面と、教師相互の技術の向上というころの趣旨が前面に出ておりましてこの点了承いたしたわけでございます。さらに、その日の欠授業の分については年間の計画の中でよく調整するように通達しております。これは学校長でございます。その日はもちろん平常の勤務になるわけでございますから平常どおり勤務する。やむを得ず大会に参加出来ないものは各学校において平常勤務するようにという通達してございます。







○　喜舎場盛一君

　　土木部長は自治会長の承諾がなければ、こういつた資材提供の受付けは出来ないといつたような指示をしたことはないといつておりますが、補修係の仲村秀信という職員の前にこの地域の住民を代表いたしまして印鑑をそろえて行つたのでございます。ところが自治会長の印がなければ受付けないといつて帰されております。さらに１階のロビーにある市民相談室の職員である金城という人もわかつております。こうこうで受付けはしないけれども、ここから電話でどうすればいいか、ということで補修係に電話いたしまして尋ねたところ、最近になつて部長からの指示で自治会長なるものの印鑑がなければ受付は出来ないといつて断わられております。こういつた職員の指導性のなさ。翌日また行つて二日間帰えされております。三日目にやつとわざわざ繁多川の自治会長のところまで行つて印鑑をもらつて申請をしております。一体市民サービスとか何とか口ではいうけれども、自治会長なるものは市の職員であるのか、そうであるならば那覇在の何十名かの自治会長を職員なみになぜ市役所に勤務させておかないのか、本当にこういう指示をしなかつたのか、もう１回ご答弁願います。







○　土木部長（内間安春君）

　　こういう指示は私自身やつておりません。これは職員の誤解か、何かの間違かと思います。事実であるかどうか調べてみたいと思います。私自身はそういうことは聞いておりません。







○　喜舎場盛一君

　　駐車場の問題はあとにいたします。しからば教育長にお尋ねいたしますけれども、１１日のバレー大会は合議の上において認めたということでございますが、とかく復帰を前にいたしまして長年の沖繩の特殊事情からいたしまして本土における児童の学力に比較いたしまして大へん低いわけでございます。先程から５・１９ゼネストの休校問題、あるいは佐藤訪米に対する欠校、こういつた問題に対しとやかく答弁しておりますけれども、学校の授業は法定時間数があると思います。こういう法定時間はいつごろ計画されるのかお答え願いたい。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。学力向上の問題は常にわれわれ教育者の念頭にあります。その要素といたしましてはいろいろありますが、必ずしも沖繩の子供たち、われわれ郷里の子弟がいつでも学力が低いということではございません。さらに各種コンクールにおきましては現在優秀な成績をあげて本土の一流の場においてトツプに立つている事例も相当あります。また英語弁論大会において日本一になつた中学生が真和志、首里中学校から出たりしております。こういう事例は戦前にはむしろなかつたのであります。しかし、戦後にこういう事例が出たのはやはり沖繩の子供たちが素質において優秀である。ただしかし教育条件が十分備わらぬところにそういう全体的のレベルアツプが少ないんだということもいえるわけでございます。しかしこれはなお深く反省いたしまして学力向上に資していきたいと思うわけであります。なお授業時数を欠くということは文部省の標準の授業時数というのは年間でございます。その年間の授業時数によつて、いわゆる教育課程を廃止していくわけでございます。この余分はその学校の適当な処理によつてなされる、ということになつているのが普通でございます。







○　喜舎場盛一君

　　法定時間数から余分があるそうで、その余分をいわゆる教材の勉強とかそういうほうに回わしているということですがしからば５・１９とか、あるいはまたその他のストライキこういつたのも余分の、いわゆる時間をさいてやつておるのかお答えを願いたい。

　　もうひとつ、先ほど学力の低下はないんだ、というようなご答弁でございますが、本員の手もとに文教局調査によるところの資料がございます。これからいたしますと国語、算数、社会、理科、音楽、この５点からいたしましても相当の差がございます。ただ単に一つ二つの特殊な問題をとらえて教育長たる責任者が日本よりか沖繩の児童が学力は上だ、というような軽はずみな答弁をしては困る。先ほどの答弁の中にも１３番議員の教育速報の問題につきましても教育長は全体の責任者でございます。こういう資料が５月１９日前に、５月１２日に発行されております。こういつた資料が各学校、教員に教職員に配ばられておるのもわからない。あるいは前の佐藤訪米に対するあのストライキの時点でも各学校から薬品が相次いで盗難されております。その質問に対しましても、各学校の管理については教育長は知らない、というような答弁をしております。各分会から、各学校から報告を待たなければ、報告がこなければ私はわからないんだ、という答弁を当時の委員会においてなされております。一体こういう姿勢で教育長としての責任がつとまるのであるか。先ほど責任を痛感している、とご本人も言つておりますが、この責任をどういうふうにするんだということをいまそこではつきりお答えを願いたい。こういう不埓な責任者がおるからこそ那覇市の教育行政が前進しない、あるいは学力も向上しない。

　　　　　　　　　　　（「罪だよ」という者あり）

　はつきり答弁をしていただきたい。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答え申し上げます。先ほど学力の問題についてお答え申したわけでございますが、ややもするというと学力差、学力差というていかにも沖繩の子供たちが本土の子に劣つている、というふうなそういう印象づけを持つて本土復帰にあたるならば、またいつの日にか沖繩の子は劣等感を持つであろう、ということで私としましてはいつでもその優位性ということもある程度認めながら学力向上を推進していく、という気持ちからそう申し上げたわけでありまして、結局一般的な学力ということについては仰せのとおりでございます。


　　　　　　　　　　　（「そうだ」という者あり）

　十分検討いたします。それから薬品の盗難等につきましても、１回はそういうふうなしくじりがございましたが次からはそういうことがないように、十分教材教具の整備保管をはかるように注意いたしましたのでその後には起こつておりません。さらに教育長の責任はいかに、というふうな問いがございましたが、教育長としては常に教育者としての謙虚な気持ちで考えているわけでございますが、いまこういう議会の席上において責任をどうします、ということは申し上げられないわけでございます。私の任命は連合区教育委員会の任命でございまして、那覇区教育でもございませんし、また議会にそういうふうにお答え申し上げることは今の時点においてもいささか軽卒を欠くんじやないかと思うから遠慮させていただきます。


（議場騒然）










○　喜舎場盛一君

　　教育長は責任問題は議会において発言するのは軽卒だ、とおつしやつておりまするけれども、本員からいわすならば一日も早く責任を明らかにして、そして自分がそういう大任を果たすことができないんであるならば、こういうすばらしい議会においていち早く意思表示をいたしまして、そして連合教育委員会においてその手続きを取るのがあなたの最もりつぱな方法だと本員は思います。何も軽卒ではございません。３０万市民の前でございまするから軽卒ではございません。この場でいわゆる決意をしていただきたい。

　　　　　　　　　（「答える必要なし」という者あり）

　お願いします。

　　　　　　　（「答弁」「答弁の必要ないよ」「越権行為だよ」「越権行為じやないよ」「議長時間はどうなつているの」「心配するな」という者あり）







○　建設部長（水間平君）

　　松川の公園についてお答えいたします。いま５番議員から質問のありました地域は公園の指定を受けております。そのうち一部は整備されておりますけれども一部は未整理の状態であります。できるだけ早い時期にこちらのほうも整備していきたい、とこのように考えております。







○　喜舎場盛一君

　　できるだけ早い時期に、と言つておりますが、３ヵ年前からあんな畑地でいわゆる普通の露天ではございません。ちやんと違法物もあります。一日も早くそういつたのも撤去してもらいたい。

　　さらに教育長に申し上げますが、５・１９のストの際に１３番議員からも質問がございましたが、学校長が管理すべき出勤薄なるものも教職員会の分会長がこれを握つて、そしてその日の授業をボイコツトする、そういつた行為、あるいはまた文教局長が連合審査委員会の中であのようなことで６つの項目から追求されまして、その否を認めて進退伺いをしております。〞やる〞と意思表示をしております。その中には少なくとも那覇市の問題がございます。この教育委員の選挙のミスの問題があつてあなたの上司である文教局長がこのたび進退問題を、いわゆる予算審議が済んだ段階で伺うというようなことを言つておりますのに自分の上司の首を切らしておつて自分だけ涼しい顔をしてあなたはこつちに座つておつて、へたな教育行政をやる資格はないんです。

　　　　　　　　　　（「そのとおり」という者あり）

　一日も早くあなたも決意を表明していただきたい。このように要望を申し上げまして私の質問を終わります。







○　議長（辺野喜英興君）

　　これで一般質問を終わります。なお６月１０日の開会の日に日程をきめておきました。そのときに２１日この日も休会となつておりますけれども、追加議案並びに処理案件等がございますのでこの２１日休会として決定しておりましたけれども、その日に本会議を開きますので通知しておきます。

　　これにて散会いたします。

（午後５時２２分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







　　　　上会議録を調整し署名する。

　　　　　　１９７１年６月１６日







　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議長　　　辺野喜英興　　㊞







　　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名議員　宮里敏慶　　　㊞







　　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名議員　金城重正　　　㊞
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











１９７１年第１２９回那覇市議会定例会議事日程第６号

１９７１年６月２１日（月曜）午前１０時開議







第１　会議録署名議員の指名

第２　議案第８０号　１９７１年度那覇市一般会計予算の繰越使用について　　　　　　（市長提出）

　　　議案第８１号　土地売却契約について　　　　　　　　（市長提出）

第３　議案第４２号　資金前渡および前金払に関する条例を廃止する条例制定について　（総務委員長審査報告）

　　　議案第６２号　議決内容の一部変更について　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　議案第６４号　町界の一部変更について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　議案第６８号　土地買収契約について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　議案第６９号　土地買収契約について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　議案第７２号　専決処分の承認を求めることについて　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　議案第７３号　専決処分の承認を求めることについて　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

第４　議案第６３号　議決内容の一部変更について　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　議案第５５号　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出更正予算　　　　（建設委員長審査報告）

第５　議案第６７号　土地買収契約について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

第６　１９７２年度那覇市一般会計予算（議案第５４号）の一部訂正について　　　　　（市長提出）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　本日の会議に付した事件

　　　　　　　　（議事日程と同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～














１９７１年６月１８日　　










　那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿







総務常任委員長　　

黒潮隆　　　　










委員会審査報告書







　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから会議規則第１０１条の規定により報告します。







記






	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案第42号
			資金前渡および前金払に関する条例を廃止する条例制定について
			原案可決
	

	
			〃　第62号
			議決内容の一部変更について
			〃
	

	
			〃　第64号
			町界の一部変更について
			〃
	

	
			〃　第68号
			土地買収契約について
			同意
	

	
			〃　第69号
			土地買収契約について
			〃
	

	
			〃　第72号
			専決処分の承認を求めることについて
			承認
	

	
			〃　第73号
			専決処分の承認を求めることについて
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











１９７１年６月１８日　　










　　那覇市議会議長

　　　辺野喜英興　殿




建設常任委員長　　

比嘉佑直　　　　







委員会審査報告書




　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。







記






	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案第63号
			議決内容の一部変更について
			原案可決
	

	
			〃　第55号
			１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出更正予算
			〃
	







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











１９７１年６月１８日　　










　　那覇市議会議長

　　　　辺野喜英興　　殿







経済民生教育常任委員長　　

大浜長弘　　　　










委員会審査報告書







　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。




記





	
			事件の番号
			事件
			議決の結果
	

	
			議案第６７号
			土地買収契約について
			同意
	






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～










○　議長（辺野喜英興君）

　　これより、本日の会議を開きます。

　市会議員　平良玄昌殿は、去る１４日早朝自宅において急逝されました。平良議員は、昭和２７年宮古伊良部村会議員を経て上覇され、琉球海運株式会社に奉職中衆望を担つて昭和４４年８月本市会議員に当選、その豊富な学識経験は、市会における円熟の士として温厚なる人柄と共に市政のよき推進役として果されたご功績は、まことに大なるものがあり、その将来を期待されておりましたが、ここに卒然としてゆかれましたことは誠に悲しみにたえず惜別の情を禁じ得ません。

　　ここに謹んで御冥福をお祈り申し上げるため、議場にご出席の各位と共に黙禱を捧げたいと思います。

　　ご起立願います。







○　議長（辺野喜英興君）

　　黙禱







○　議長（辺野喜英興君）

　　ありがとうございました。

　　諸般の報告をいたします。市長から、追加議案ならびに議案の一部訂正について文書が送付されておりました。今期定例会中６月１６日から本日までに受理した陳情は、お手元に配布の陳情文書表のとおり、それぞれ、所管の常任委員会に付託しましたから、報告いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。

　本日の会議録署名議員は、高良文雄君、又吉久正君、を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　市長（平良良松君）

　　１６日の本会議で１５番議員のご質問に対する私の答弁の中で、〞時と場合によつては法令、条例を守つてはまずい結果になるといつた場合もあるうんぬん〞という部分は適正な発言ではないと反省いたしましたので訂正してお詫びを申し上げますとともに議事録からの削除をお願い申し上げまして、今後かかる事態が２度と発生しないように十分注意をし指導、監督をいたしますのでよろしくご了承の程お願い申し上げます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの発言どおりご了承願います。







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第８０号、１９７１年度那覇市一般会計予算の繰越使用について、議案第８１号、土地売却契約についてを一括して、議題といたし提案者の説明を求めます。







○　財政部長（伊波静男君）

　　議案第８０号１９７１年度那覇市一般会計予算の繰越使用について御説明申し上げます。

　　本案はいろいろな事情で年度内に事業が完了する見込みがないものについて１９７２年度にその予算を繰越しして事業を執行するため提案したものであります。繰越しする事業の内容を申し上げますと２款役所費が本庁１、２階の冷房工事等で７３、５３０ドル３款消防費が消防ポンプ自動車購入費で９、０００ドル４款土木費が道路橋りよう事業、埋立事業、河川護岸復旧工事都計街路事業および港湾建設事業等で３３７、６６５ドル６款社会及び労働施設費が公営住宅用地買収に伴う物件補償で９４９ドル７款保健衛生費が清掃工場職員厚生施設建設費で１６、０５０ドルで合計４３７、１９４ドルとなつております。

　　次に繰越しとなつた主な理由を申し上げますと、物件補償については、立ちのき者が近年の物価上昇により移転用地確保にかなりの日時を要していること、用地買収については、一部地主の反対にあい折衝に日時を要したこと、また抵当権が設定されている用地が多く所有権移転登記完了がおくれていること、道路工事については道路用地折衝に日時を要したこと、また地下埋設物等がありそれらの徹去にかなりの日時を要したこと、排水工事については下水道工事と同時施行しなければならず工事着手が遅れたこと、その他沖繩で入手困難な資材を本土に発注したため納品までにかなりの日時を要したこと等で年度内に事業を完了する見込みがないので本案を提出致しました。以上簡単に説明を終ります。よろしくご審議のほどお願いします。







○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第８１号土地売却契約についてご説明申しあげます。

　　本案は、さきに財産の処分について、議決を得たものでありまして、本件土地は、現在沖繩実務学園用地として琉球政府に賃貸している土地でございます。この程、政府との間に土地売買について合意を得て、仮契約を締結しましたので本案を提出した次第であります。よろしくご審議をお願いいたします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの当局説明に対し質疑に入ります。

　　　　　（「質疑なし」「委員会付託」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑なしと認め、議案第８０号、１９７１年度那覇市一般会計予算の繰越使用について、議案第８１号、土地売却契約についてはその審査それぞれ総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、議案第４２号、資金前渡および前金に関する条例を廃止する条例制定について。議案第６２号、議決内容の一部変更について。議案第６４号、町界の一部変更について。議案第６８号、土地買収契約について。議案第６９号、土地買収契約について。議案第７２号、専決処分の承認を求めることについて。議案第７３号、専決処分の承認を求めることについて。までの事件を一括上程し、総務委員長の審査報告を求めます。







○　総務常任委員長（黒潮隆君）

　　本常任委員会に付託されました議案２５件のうち、これまでに結論の出ました議案第４２号、第６２号、第６４号、第６８号、第６９号、第７２号、及び第７３号以上７件につきましてその審査の経過と結果を報告いたします。

　　初めに、議案第４２号「資金前渡及び前金払に関する条例を廃止する条例制定について」本条例は市町村自治法施行規則に掲げられた資金前渡及び前金払に関する経費以外で、特に市町村が必要と認めるものについては市町村自治法施行規則第７０条に基づき議会の議決を経て条例制定したものであるが、今回同規則の一部改正に伴ない前渡資金については７２条１項１２号、前金払については７４条１項８号により市町村の規則で定めて支出することができるように改められたので本条例を廃止するものであります。

　　次に、議案第６２号「議決内容の一部変更について」

　　１９７１年度公営住宅建設事業は、１９７１年度から１９７２年度までの２カ年継続事業として現在執行中であるが、当初住宅配分戸数３１０戸の予定が年度中途において２６２戸に減らされたこと、また建設場所が首里大名から石嶺に変更されたため事業総額及び年割額を変更する必要が生じ、１９７０年６月定例会において議決を得た議案第５１号「継続費を設定することについて」の一部を変更するものであります。議案第６４号「町界の一部変更について」本案は、１９７０年６月定例会で議決を得て告示した旧市街地の町界町名整理事業は、実施準備を進めている段階で、軍用地内にある高橋町１丁目と崇元寺町２丁目の各一部地域については調査検討した結果、該地域を泊１丁目、２丁目に編入すべく那覇市町界町名整理審議会の答申を得て町界の一部を変便するものであります。議案第６８号「土地買収契約について」、議案第６９号「土地買収契約について」は関連しますので一括して審査いたしました。

　　本案は去つた３月定例会において小禄支所建設予定地購入費として追加計上され、今回該用地買収交渉がまとまり、財産評価委員会の評価を勘案して１９７１年６月１日仮契約を締結したものであります。議案第７２号「専決処分の承認を求めることについて」本案はこれまでに３回にわたつて判決がなされ、１９６５年９月及び１９６８年５月の判決では市が勝訴し、その後原告の上告により地裁に差し戻され、１９７１年１月市は敗訴しております。

　　上告の可否について資料の収集、整備、確認等に日時を要し、期限間際に上告を決定したため議会を招集する暇がなく市長において専決処分したものであります。議案第７３号「専決処分の承認を求めることについて」本件土地は首里大名町にある公営住宅建設用地として１９６７年９月に琉生住宅株式会社から本市が買収し登記も完了したが、１９６９年１２月に原告から市が買収した土地のうち墓地敷地については原告の所有であるという訴えがあり、これまで係争中であつたが、今回原告の所有権が確認されたため、補助参加人の琉生住宅（株）が墓地売買代金を原告に支払うこと、墓地を移転する場合は那覇市が適正補償をする、ということで三者間において和解が成立し、また裁判所においても同事件の早期処理をはかつたため議会を招集する暇がなく市長において専決処分したものであります。なお、委員会の要望として今後、墓地を含んでいる用地の買収については十分調査検討の上その移転費は相手方に責任を負わしてから購入してもらいたい。

　　以上の審査の結果、議案第４２号、第６２号、第６４号についてはそれぞれ原案どおり可決することに決定、議案第６８号、第６９号については同意することに決定、議案第７２号、第７３号について承認することに決定いたしました。

　　以上ご報告申し上げ、各位のご賛同をお願いいたします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

　　　　　　　　　　　（「質疑討論なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第４２号、資金前渡及び前金払に関する条例を廃止する条例制定についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６２号、議決内容の一部変更については委員長報告とおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６４号、町界の一部変更について委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６８号、土地買収契約について委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６９号、土地買収契約について委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７２号、専決処分の承認を求めることについて委員長報告どおり承認することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は承認されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７３号、専決処分の承認を求めることについて委員長報告どおり承認することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は承認されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第４、議案第６３号、議決内容の一部変更について。議案第５５号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出更正予算を一括議題とし、建設委員長の審査報告を求めます。







○　建設常任委員長（比嘉佑直君）

　　議案第６３号「議決内容の一部変更について」議案第５５号「１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出更正予算」以上２件について、一括して審査の経過並びに結果の報告をいたします。本案は、１９７１年度から１９７２年度まで２ヵ年継続事業として執行中の１９７１年度下水道建設事業に対する政府補助金の減額に伴い、議決内容に一部変更を生じたこと、およびそれに伴う予算の更正であります。すなわち、１９７１年度下水道工事は当初予算で５５０、４８５ドルの支出を見込んだが、政府補助金の減額（４１４、２１２ドル）並びに補助金交付指令の遅延により年度末までに９５、３００ドルの支出しか見込まれず、その差額分４５５、１８５ドルを減額更正し、継続費の年度内変更をするものであります。

　　政府補助金が、減額となつた理由については政府建設局を通じ、米国民政府に対して、再三折衝し、当初見込み通りの補助額の確保に努力したが、７１年度は那覇、コザ、石川に次いで新たに浦添、宜野湾、嘉手納、美里、北谷等の各市町村が、下水道事業を開始したためにそこに補助金が配分されて減額となつた旨の当局見解であります。なお、今後の補助金の見通しとしては、７２年度は１９０万ドルを見込んだが、中部市町村の下水道事業開始に伴い若干落ちこむ見通しである。従つて復帰後はこれまで落ち込んだ補助額についても、国庫補助の確保に努力し、計画どおり７８年度までに完成すべく最善の努力をしたい、旨の当局説明を了承し、議案第６３号、第５５号については全会一致原案どおり可決するものと決定いたしました。

　　　よろしく　各位のご賛同お願いします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「質疑討論なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論なしと認め、採決に入ります。

　　議案第６３号、議決内容の一部変更について、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５５号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第５、議案第６７号、土地買収契約についてを議題とし、経済民生教育委員長の審査報告を求めます。







○　経済民生教育常任委員長（大浜長弘君）

　　議案第６７号「土地買収契約について」審査の経過並びに結果の報告を申し上げます。本案は、１９７２年度保育所建設計画に基づき、那覇市字宇栄原豆腐増原１２１３番地にその用地３８４坪の内、１９７坪を取得するためのもので坪単価９０ドルの１７、７３０ドルであります。残りの１８３坪については、議会の議決に付すべき契約による予定価格に満たない額で取得する事に地主との了解を得ているのである。同保育所建設計画は１２０名収容の大型保育所で工事着手の時期については新年度予算通過後政府への認可申請、諸設計、工事契約等の手続き完了後４ヵ月の工事期間を経て、年度内開所を目標にしていくが、早期に工事完了をみた場合は早い時期に開所すべく努力する旨の説明がなされております。なお、今回の用地取得については、７２年度の保育所建設予定として去つた３月に議会の議決を得ているものであるが、今回の取得方法を採用した主な理由は、従来の方法からは年度内執行に不慮を生じ、かなりの時期的遅れや、決算時に際し次年度繰越しが目立つのである。従つてそのような遅れを改善すべく予算の適正な執行という点から現年度で用地を先行取得し執行年度で未執行を生じさせない方法からである。委員会はなお若干の質疑を交わしたのであるが、結論として本案については、全会一致同意するものと決定いたしました。







○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。

　　　　　　　　（「質疑討論なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論なしと認め採決に入ります。

　　議案第６７号、土地買収契約については委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第６、１９７２年度那覇市一般会計予算（議案第５４号）の一部訂正についてを議題といたします。

　　本件についてはお手もとに配布のとおり市長から訂正申し出があります。その訂正の内容は１０ページ第３表、市町村債の起債の目的。第２項の第一牧志公設市場建設事業費とあるのを、第一の一を削り、牧志公設市場建設事業費に訂正したいという申し出であります。

　　この申し出のとおり訂正したいと思いますがご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて議案第５４号那覇市一般会計予算の一部訂正については申し出のとおり訂正することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　この際諸般の報告をいたします。

　　ただいま那覇市首里崎山町３の６３番地、宇座徳誠ほか４４名から「認定道路の補強工事並びにその整備方について」の陳情が提出されましたので、それを所管の建設委員会に付託しましたからご報告いたします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　本日の日程はこれで全部終了いたしました。これにて散会いたします。







（午前１０時５４分　散会）







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～










　　　上会議録を調整し署名する。
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	○　６月２８日（７日目）
	（午前１１時００分開議）



	（午後　６時０７分閉会）










○　出席議員（２７名）

　　　１番(社大)国吉辰雄君　　　１６番　高良文雄君

　　　２番　中村昌信君　　　　　　１７番　又吉久正君

　　　３番　瀬長フミ君　　　　　　１８番　仲本安一君

　　　４番　辺野喜英興君　　　　　１９番　金城吾郎君

　　　５番　喜舎場盛一君　　　　　２０番　黒潮隆君

　　　６番　仲村正治君　　　　　　２１番　久高友敏君

　　　７番　　欠員　　　　　　　　２２番　喜久山朝重君

　　　８番　上原綱正君　　　　　　２３番　宮城武君

　　　９番　金城甚松君　　　　　　２４番　真栄城嘉園君

　　１０番　島袋宗康君　　　　　　２５番　比嘉佑直君

　　１１番(人民)国吉辰雄君　　　２６番　安見福寿君

　　１２番　　欠員　　　　　　　　２７番　玉城栄一君

　　１３番　平良信一君　　　　　　２８番　　欠員

　　１４番　宮里敏慶君　　　　　　２９番　椿秀義君

　　１５番　金城重正君　　　　　　３０番　大浜長弘君







○　市町村自治法第６１条による出席者

　　　市長　　　　　　　　　　平良良松君

　　　第一助役　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　第二助役　　　　　　　　前田武行君

　　　収入役　　　　　　　　　呉屋永得君

　　　公室長　　　　　　　　　平良清安君

　　　秘書課長　　　　　　　　赤嶺宗一君

　　　企画課長　　　　　　　　篠原英一君

　　　人事課長　　　　　　　　宮平洋君

　　　復帰対策室長　　　　　　伊礼孝君

　　　総務部長　　　　　　　　親泊康晴君

　　　総務課長　　　　　　　　石川源三君

　　　行政管理室長　　　　　　楚南兼秀君

　　　用度管材課長　　　　　　阿波連宗政君

　　　市民課長　　　　　　　　金城勇君

　　　土地課長　　　　　　　　富山嘉新君

　　　市史編集室長　　　　　　外間政彰君

　　　泊港務所長　　　　　　　高嶺朝恭君

　　　首里支所長　　　　　　　中村幸永君

　　　真和志支所長　　　　　　仲里徳男君

　　　小祿支所長　　　　　　　小橋川秀義君

　　　財政部長　　　　　　　　伊波静男君

　　　財政課長　　　　　　　　上原繁栄君

　　　市民税課長　　　　　　　高江洲康次郎君

　　　資産税課長　　　　　　　渡口精雄君

　　　納税課長　　　　　　　　宮城信君

　　　経済民生部長　　　　　　備瀬政太郎君

　　　商工観光課長　　　　　　大嶺真雄君

　　　農林水産課長　　　　　　上原義広君

　　　民生課長　　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　年金課長　　　　　　　　久高暁君

　　　年金課主幹　　　　　　　平山登君

　　　保育課長　　　　　　　　渡嘉敷真太郎君

　　　保健衛生課長　　　　　　新垣弘君

　　　労政課長　　　　　　　　糸数昌秀君

　　　清掃工場長　　　　　　　糸数昭男君

　　　市民会館長　　　　　　　宮平勝哉君

　　　建設部長　　　　　　　　水間平君

　　　建設庶務課長　　　　　　照屋建勇君

　　　都市計画課長　　　　　　嘉手納是敏君

　　　公園緑地課長　　　　　　渡久地敬正君

　　　建築課長　　　　　　　　金城幸男君

　　　住宅課長　　　　　　　　知念盛信君

　　　区画整理課長　　　　　　上原武信君

　　　土木部長　　　　　　　　内間安春君

　　　土木課長　　　　　　　　宮城光徳君

　　　工事課長　　　　　　　　久高俊雄君

　　　道路管理課長　　　　　　赤嶺幸信君

　　　下水道業務課長　　　　　屋良利彦君

　　　下水道建設課長　　　　　稲福英男君

　　　港湾建設事務所長　　　　上原一男君

　　　会計課長　　　　　　　　平田つる子君

　　　水道局長　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　総務課長　　　　　　　　又吉盛弘君

　　　企画調査課長　　　　　　安田秀夫君

　　　経理課長　　　　　　　　宮平亀一君

　　　業務課長　　　　　　　　波平徳一君

　　　給水課長　　　　　　　　国吉長成君

　　　工務課長　　　　　　　　原国政浩君

　　　浄水課長　　　　　　　　吉田朝昌君

　　　消防長　　　　　　　　　具志清一君

　　　消防次長　　　　　　　　西原太郎君

　　　消防総務課長　　　　　　比嘉雅由君

　　　教育長　　　　　　　　　譜久山朝直君

　　　教育次長　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　総務課長　　　　　　　　浦崎直信君

　　　選挙管理委員長　　　　　赤嶺正一君

　　　選挙管理委員会事務局長　内間安秀君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　事務局出席者

　　　事務局長　　　　　　　　義永栄善君

　　　庶務課長　　　　　　　　玉城三郎君

　　　議事課長　　　　　　　　新垣襄二君

　　　議事係長　　　　　　　　永山盛広君







　　　記録係長　　　　　　　　山城正信君

　　　主長　　　　　　　　　　徳村政保君

　　　主長　　　　　　　　　　上原洋子君

　　　主長　　　　　　　　　　山川恵美子君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











１９７１年第１２９回那覇市議会定例会議事日程第７号

１９７１年６月２８日（月曜）午前１０時開議







第１　　会議録署名議員の指名

第２　　議案第３４号　那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第３５号　那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第３６号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第３７号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第３８号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第３９号　那覇市職員特殊手当支給条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第４０号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第４３号　議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例制定について（総務委員長審査報告）

　　　　議案第４４号　工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第４５号　那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定について　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第４６号　那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第４７号　那覇市行政財産使用料条例制定について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第５０号　泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第５３号　那覇市特別会計条例制定について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第６５号　土地売却契約について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第６６号　財産の処分について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第７９号　所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第８０号　１９７１年度那覇市一般会計予算の繰越使用について　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第８１号　土地売却契約について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第５４号　１９７２年度那覇市一般会計予算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

第３　　議案第４８号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第７０号　工事請負契約について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第７１号　工事請負契約について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第５６号　１９７２年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第７４号　専決処分の承認を求めることについて　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第５７号　１９７２年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第５８号　１９７２年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第４９号　那覇市排水設備資金貸付基金条例制定について　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第５９号　１９７２年度那覇市下水道事業特別会計予算　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第５１号　那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について（建設委員長審査報告）

　　　　議案第５２号　那覇市公営企業の契約の方法に関する条例の一部を改正する条例制定について　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第６０号　１９７２年度那覇市水道事業会計予算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

第４　　議案第７６号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　議案第７８号　教育区債を起こすことについて（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　議案第７７号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について　　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　議案第７５号　１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

第５　　認定第１号　　１９７０年度那覇市歳入歳出決算の認定について　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

第６　　認定第２号　　１９７０年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算の認定について　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　認定第３号　　１９７０年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出決算の認定について（建設委員長審査報告）

　　　　認定第４号　　１９７０年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計歳入歳出決算の認定について（建設委員長審査報告）

　　　　認定第５号　　１９７０年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について　　　　　　　（建設委員長審査報告）

第７　　報告第１３号　専決処分の報告について　　　　　　　（市長提出）

　　　　報告第１４号　専決処分の報告について　　　　　　　（市長提出）

　　　　報告第１５号　専決処分の報告について　　　　　　　（市長提出）

第８　　陳情第１２号　沖繩人権協会に対する負担金の予算計上方についての陳情　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　陳情第３２号　ガーナー森の一部使用（遊園地）はついての陳情　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

第９　　陳情第３０号　首里儀保町内道路路面補修工事並びに側溝設置方について　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　陳情第３２号　石嶺町内の排水路浚せつについて（陳情）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　陳情第６号　　高良地内道路改修工事について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　陳情第７号　　ＣＭ８号線上間本部落入口の急カーブの道路改修について　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

第１０　陳情第５号　　待遇改善に関する陳情　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　陳情第２０号　補助金予算計上方御協力依頼について（陳情）　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　陳情第３８号　農業関係補助金の復活並びに増額要求に関する陳情　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

第１１　継続審査申出について

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　本日の会議に付した事件

　　　　　　　　　　（議事日程と同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











１９７１年６月２６日　　










那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿




総務常任委員長　　

黒潮隆　　　　







委員会審査報告書







　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。




記





	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第３４号
			那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			〃
第３５号
			那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について
			修正可決
	

	
			〃
第３６号
			那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			〃
第３７号
			那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について
			修正可決
	

	
			〃
第３８号
			那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	









	
			議案
第３９号
			那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			〃
第４０号
			那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			〃
第４３号
			議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例制定について
			〃
	

	
			〃
第４４号
			工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について
			〃
	

	
			〃
第４５号
			那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定について
			〃
	

	
			〃
第４６号
			那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			〃
号４７号
			那覇市行政財産使用料条例制定について
			〃
	

	
			〃
第５０号
			泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			〃
第５３号
			那覇市特別会計条例制定について
			〃
	

	
			〃
第６５号
			土地売却契約について
			同意
	

	
			〃
第６６号
			財産の処分について
			原案可決
	

	
			〃
第７９号
			所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて
			〃
	

	
			〃
第８０号
			１９７１年度那覇市一般会計予算の繰越使用について
			〃
	

	
			〃
第８１号
			土地売却契約について
			同意
	

	
			〃
第５４号
			１９７２年度那覇市一般会計予算
			修正可決
	



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について（議案第３５号）の修正案







　那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定についての議案を次のように修正する。







　本則中〔「４人」を「５人」に改める。〕とあるのを

　　　　〔「４人」を「６人」に改める。〕に修正

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～










那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について（議案第３７号）の修正案










　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定についての議案を次のように修正する。







　第２条　第１号中

　　　　〔「８９０人」を「９７２人」に〕とあるのを

　　　　〔「８９０人」を「９７１人」に〕，







　　　　〔「１,２９８人」を「１,４２２人」に〕とあるのを

　　　　〔「１,２９８人」を「１,４２１人」に〕，







　同条中〔「合計１,６７４人」を「合計１,８１１人」に〕とあるのを

　　　　〔「合計１,６７４人」を「合計１,８１０人」に〕修正

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











１９７２年度那覇市一般会計予算修正案








	
			款
			項
			原案金額
			差引増減
			修正金額
	

	
			増
			減
	

	
			

			

			

			

			

			

	

	
			1総務管理費
			1,710,994
			

			3,056
			1,707,938
	

	
			５監査委員費
			20,724
			3,056
			

			23,780
	






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～










１９７１年６月２６日　　










那覇市議会議長

　　　辺野喜英興　殿




総務常任委員長　　

黒潮隆　　










委員会審査報告書







　本委員会に付託の１９７０年度那覇市歳入歳出決算の認定について審査の結果、下記の意見をつけ不認定するものと決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。







記







意見

１　不当と認める事項

　　　市場使用料および道路占用料の横領事件により現金２,１１６ドル９６セントの不足を生じた事

２　特に留意すべき事項

　　　政府支出金において、３６０万ドルの収入減を生じた事

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～










１９７１年６月２６日　　










　那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿

総務常任委員長　　

黒潮隆　　










陳情審査報告書







　本委員会に付託の陳情を審査の結果、下記のとおり決定したから会議規則第１３７条第１項の規定により報告します。







記








	
			受理番号
			件名
			委員会の意見
			審査結果
			措置
	

	
			陳情
第１２号
			沖繩人権協会に対する負担金の予算計上方についての陳情
			

			採択すべきものと決定　　
			市町において措置することを適当と認む
	

	
			〃
第３２号
			ガーナー森の一部使用（遊園地）についての陳情
			

			〃
			〃
	






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～










１９７１年６月２６日　　







那覇市議会議長

　　辺野喜英興　殿




総務常任委員長　　

黒潮隆　　










閉会中継続審査申出書







　本委員会は、審査中の事件について、下記により閉会中もなお継続審査を要するものと決定したから、会議規則第１０２条の規定により申し出ます。







記







１　事件

　(1)　陳情第１２号　下水道工事遅延による市税の減免、道路復旧舗装費の早期計上方について

　(2)　　〃第１４号　市有地の賃貸料改訂について

　(3)　　〃第１６号　市有地の賃貸料値下げについて

　(4)　　〃第２５号　泊港の漁港として開放要請について

　(5)　　〃第４１号　那覇新港営業倉庫建設用地割当陳情

　(6)　　〃第５０号　株式会社首里バス株民間に譲渡方の陳情

　(7)　　〃第４２号　土地譲渡に関する陳情

　(8)　　〃第５０号　バイパス並びに下水道工事遅延による公課の減免、土地建物に対する損害賠償及び同工事完成に至る間の企業損失と生活補償について

　(9)　　〃第１号　　木材処理場用地及び輸出港貸与に関する陳情

　(10)　 〃第２号　　土地随意譲渡陳情

　(11)　 〃第３号　　市立図書館の早期設立について（陳情）

　(12)　 〃第４号　　漁港損害補償申請について陳情

　(13)　 〃第８号　　那覇新港木材専用バース及び木材専用野積場指定設置に関する陳情

　(14) 　〃第９号　　那覇市安謝埋立市有地の譲渡又は貸与についての陳情

　(15) 　〃第３０号　アルミメツキ工場の増設に反対する陳情




２　理由

　　　上記１５件については、なお慎重に審査をする必要がある。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











１９７１年６月２６日　　







　　那覇市議会議長

　　　辺野喜英興殿







建設常任委員長　　

比嘉佑直　　










委員会審査報告書







　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。







記





	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第４８号
			那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			〃
第７０号
			工事請負契約について
			同意
	

	
			〃
第７１号
			工事請負契約について
			〃
	

	
			〃
第５６号
			１９７２年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算
			原案可決
	

	
			〃
第７４号
			専決処分の承認を求めることについて
			承認
	







	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			〃
第５７号
			１９７２年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算
			原案可決
	

	
			〃
第５８号
			１９７２年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算
			〃
	

	
			〃
第４９号
			那覇市排水設備資金貸付基金条例制定について
			〃
	

	
			〃
第５９号
			１９７２年度那覇市下水道事業特別会計予算
			〃
	

	
			〃
第５１号
			那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			〃
第５２号
			那覇市公営企業の契約の方法に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			〃
第６０号
			１９７２年度那覇市水道事業会計予算
			〃
	






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～














１９７１年６月２６日　　







那覇市議会議長

　　辺野喜英興殿




建設常任委員長　　

比嘉佑直　　　　　







委員会審査報告書







　本委員会に付託の１９７０年度特別会計決算について審査の結果、下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。







記





	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			認定
第２号
			１９７０年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算の認定について
			認定
	

	
			〃
第３号
			１９７０年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出決算の認定について
			〃
	

	
			〃
第４号
			１９７０年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計歳入歳出決算の認定について
			〃
	

	
			〃
第５号
			１９７０年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
			〃
	






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～














１９７１年６月２６日　　







那覇市議会議長

　　辺野喜英興殿




建設常任委員長　　

比嘉佑直　　　







陳情審査報告書







　本委員会に付託の陳情を審査の結果、下記のとおり決定したから会議規則第１３７条第１項の規定により報告します。







記





	
			受理番号
			件名
			委員会の意見
			審査結果
			措置
	

	
			陳情
第３０号
			首里儀保町内道路面補修工事並びに側溝設置方について
			

			採択すべきものと決定
			市長において措置することを適当と認む
	

	
			〃
第３２号
			石嶺町内の排水路浚せつについて（陳情）
			

			〃
			〃
	

	
			〃
第６号
			高良地内道路改修工事について
			

			〃
			〃
	

	
			〃
第７号
			ＣＭ８号線上間本部落入口の急カーブの道路改修について
			

			〃
			〃
	








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











１９７１年６月２６日　　










　那覇市議会議長

　　辺野喜英興殿







建設常任委員長　　

比嘉佑直　　　










閉会中継続審査申出書







　本委員会は、審査中の事件について、下記により閉会中もなお継続審査を要するものと決定したから、会議規則第１０２条の規定により申し出ます。







記




１　事件

　(1)　陳情第１７号　那覇高校裏（西側）排水溝並びに通路の整備方について

　(2)　〃　第１８号　末吉町風致地区指定解除についての陳情

　(3)　〃　第２２号　那覇市牧志第二公設市場発展促進に関する陳情

　(4)　〃　第２３号　石嶺団地内へのバス開通と子供の遊び場設置について

　(5)　〃　第２５号　天久地内道路の封鎖解除について

　(6)　〃　第２６号　牧志地内の仮橋設置に対する陳情

　(7)　〃　第２７号　国場地内の排水溝整備拡張について

　(8)　〃　第２８号　古波蔵地内のアスフアルト舗装について

　(9)　〃　第２９号　若狭海岸埋立並びに観光センター建設について

　(10) 〃　第３１号　認定道路の補強工事並びにその整備方について

　(11) 陳情第１５号　崎山団地から琉大女子寮東側に通ずる道路開設方について陳情

　(12) 〃　第１５号　真地地内道路整備について

　(13) 〃　第６９号　鏡原町内における道路の新設方について

　(14) 〃　第１３号　水道施設の早期施工、下水溝の新設および市道の敷設について

　(15) 〃　第１１号　琉生住宅小祿団地に対する水道施設の敷設について

　(16) 〃　第３６号　真地地内の上水道支線工事に対する陳情

　(17) 〃　第４３号　繁多川、識名、上間三地域の簡易水道還元補助について

　(18) 〃　第４６号　識名地内の簡易水道に関する陳情

　(19) 〃　第３９号　都市計画に基づく壺川地域の道路の復活陳情

　(20) 〃　第６１号　土地買い上げに対する陳情

　(21) 〃　第３９号　非細分地料の一部を区画理事業の工事費に充当還付することについて







２　理由

　　上記２１件については、なお慎重に審査をする必要がある。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











１９７１年６月２６日　　










　那覇市議会議長

　　辺野喜英興殿







経済民生教育常任委員長　　

大浜長弘　　　　　　　　










委員会審査報告書







　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。







記





	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第７６号
			那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について
			原案可決
	

	
			〃
第７８号
			教育区債を起こすことについて
			〃
	

	
			〃
第７７号
			那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について
			〃
	

	
			〃
第７５号
			１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算
			〃
	






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











１９７１年６月２６日　　










　那覇市議会議長

　　辺野喜英興殿







経済民生教育常任委員長　　

大浜長弘　　　　　　　　







陳情審査報告書







　本委員会に付託の陳情を審査の結果、下記のとおり決定したから、会議規則第１３７条第１項の規定により報告します。







記





	
			受理番号
			件名
			委員会の意見
			審査結果
			措置
	

	
			陳情
第５号
			待遇改善に関する陳情
			

			採択すべきものと決定
			市長において措置することを適当に認む
	

	
			〃
第２０号
			補助金予算計上方御協力依頼について（陳情）
			

			〃
			〃
	

	
			〃
第３８号
			農業関係補助金の復活並びに増額要求に関する陳情
			

			〃
			〃
	






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











１９７１年６月２６日　　










　那覇市議会議長

　　辺野喜英興殿







経済民生教育常任委員長　　

大浜長弘　　　　　　　　







閉会中継続審査申出書







　本委員会は、審査中の事件について下記により閉会中もなお継続審査を要するものと決定したから、会議規則第１０２条の規定により申し出ます。







記







１　事件

　(1)　陳情第１６号　Ｐ．Ｔ．Ａ公費負担の軽減に関する陳情

　(2)　〃　第２１号　し尿汲取料金改正の陳情

　(3)　〃　第１９号　農産市場の早期設置方について

　(4)　〃　第４９号　真和志公設市場使用料減免継続について陳情

　(5)　〃　第２４号　牧志公設市場政策についての陳情

　(6)　〃　第４２号　牧志公設西市場敷地返還請求に関する陳情

　(7)　〃　第２３号　牧志公設西市場敷地返還請求に関する再陳情

　(8)　〃　第２８号　牧志西公設市場問題について

　(9)　〃　第４０号　牧志西公設市場敷地の明渡しについて

　(10) 〃　第７号　　開南交番から平和橋に至る新設道路のでき上つている車道の部分の仮設市場の建物撤去に対する陳惰

　(11) 陳情第１９号　八軒食堂の家屋所有権返還について

　(12) 陳情第３３号　若松公設市場第２期工事に伴う仮設市場に対する補償請求について

　(13) 陳情第２２号　那覇市牧市第２公設市場発展促進に関する陳情

　(14) 陳情第２４号　第２牧志公設市場使用料減免措置の継続

　(15) 陳情第５４号　那覇商業高校周辺の国県市有地を解放し、那覇商業高校・高校の教育のために使用させる陳情







２　理由

　　上記１５件については、なお慎重に審査をする必要がある。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　これより、本日の会議を開きます。

　諸般の報告をいたします。６月２６日付、各常任委員長から、委員会の審査報告書、陳情の審査報告書、並びに閉会中の継続審査申出書が提出されておりました。

　　６月２６日付、宮城武君ほか３人から、市町村自治法第５５条の２の規定により、第３７号議案及び第５４号議案に対する修正案が、提出されておりましたので、後刻、ご審議願います。

　　さきに、沖繩市町村軍用地地主会連合会会長　比嘉貞信から提出のあつた「解放地の復元補償並びに関係地主の保護措置」に関する決議の要請依頼については、その取扱いを議会運営委員会に諮問してありましたので、その結果の報告を求めます。議会運営委員長　金城吾郎君









○　金城吾郎君

　　ただいま議長から報告を求められました沖繩市町村軍用地地主会連合会会長比嘉貞信から要請のありました「解放地の復元補償並びに関係地主の保護措置」に関する要請決議依頼についてご報告申し上げます。この取扱いについては議長から議会運営委員会に諮問がございまして、議会運営委員会といたしましては去る６月８日に第１２９回那覇市議会定例会の会期日程を決定した際に議題として検討いたしました。その結果１０日開催される定例議会のこの会期中においてもう一度議会運営委員会を開き案文を調整の上議会最終日の２８日に要請決議するという決定をみたわけでございます。そこで議会運営委員会は２６日午後１時からこの案文調整の為招集いたしましたが総務、建設両委員会の審議の状況その他諸般の事情によりまして議会運営委員会を開会するに到らなかつたわけでございます。そこで議会運営委員会委員長といたしまして各派に要請いたしまして、先に議会運営委員会において決定されている問題でありますからして各派から一名代表を出していただいて起草委員という形でこの案件の処理について委任をしてもらいたいという要請をしました。各派の了承を得まして昨２７日午後１時から各派の代表が集まりましてこの問題について検討を加えました。この要請の主旨は、１９６１年７月から１９７１年１月までに至る軍用地の開放約３００余万坪にわたる土地の復元補償あるいは損害補償さらに去る４月２２日と３０日に予告されましたところの１５２８,９０３坪に及ぶ軍用地の復元補償それに伴う損害補償これを５項目に分けまして要請をしてもらいたいという内容になつているわけでございます。このことを起草委員会において検討されましたけれども去る６月１７日に調印されました返還協定の調印以前において要請されたものであり、返還協定の内容とどういう関連になつているのかということについて検討を加えました。ご承知のように、琉球諸島及び大東諸島に関する日本国とアメリカ合衆国との間の協定いわゆる沖繩返還協定は９条までの条文になつている。その４条第１項で日本国の対米請求権は放棄されております。しかしながら同じ条文の第３項において次のように規定されております。アメリカ合衆国政府は琉球諸島及び大東諸島内の土地であつて合衆国の当局による使用中、１９５０年７月１日前に損害を受け、かつ、１９６１年６月３０日後この協定の効力発生の目前にその使用を解除されたものの所有者である日本国民に対し、土地の原状回復のための自発的支払いを行う。この支払いは１９６１年７月１日前に使用を解除された土地に対する損害で１９５０年７月１日前に加えられたものに関する請求につき１９６７年の高等弁務官布令第６０号に基いて行つた支払いに比し均衡を失しないように行う。この要請の主旨はこの条項によつて完全とまではいかないといたしましても、ある程度満たされるのではないか。さらにこの協定は日米両国国会において批准されるわけでありますけれども批准後２ヵ月後に効力を発する、という規定になつている。批准国会においてこの軍用地問題に関する内容も明かにされるのであろう。その時点において那覇市議会は要請決議してもいいではないかというふうな話し合いによりまして、単なる抽象的な要請決議をやるよりも具体性を帯びたほうが迫力があつてよろしいではないかという話し合いによりまして、そこで今回はこの要請決議は見送つたほうがよろしいという結論に達したわけであります。その審議中途におきまして３月定例議会において要請決議いたしました牧港米人住宅地域、与儀ガソリンタンク用地、あるいは那覇軍港、こういつた軍用地の開放要求を市の決議によつてなしており将来のもろもろの具体的な利用計画も含めてやるべきではないだろうかという意見をあつたわけでございます。そこで今回要請決議を見送ることにいたしたわけでございます。このことを委員長といたしましては議長に報告し議長から諸般の報告の中で議会にご報告願いたいという形で答申をする予定でありましたけれども委員の中から直接議運委員長から議会に報告してもらいたいという要請がございましたので、このように処置したことをご了承願いたいと思います。ご報告を終ります。







○　議長（辺野喜英興君）

　　沖繩市町村軍用地地主会連合会会長、比嘉貞信氏から、解放地の復元補償並びに関係地主の保護措置に関する決議の要請依頼については、ただいまの議会運営委員長のご報告のとおりでありますのでご了承願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、仲本安一君、金城吾郎君、を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第３４号、那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３５号、那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について。議案第３６号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について。議案第３７号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について。議案第３８号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３９号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第４０号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第４３号、議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例制定について。議案第４４号、工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について。議案第４５号、那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定について。議案第４６号、那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について。議案第４７号、那覇市行政財産使用料条例制定について。議案第５０号、泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について。議案第５３号、那覇市特別会計条例制定について。議案第６５号、土地売却契約について。議案第６６号、財産の処分について。議案第７９号、所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて。議案第８０号、１９７１年度那覇市一般会計予算の繰越使用について。議案第８１号、土地売却契約について。議案第５４号、１９７２年度那覇市一般会計予算。までの事件を一括して上程し、総務委員長の審査報告を求めます。







○　金城重正君

　　このたびの定例会におきまして議事の進行について新政会といたしましては打ち合わせをしなければならない時点と相なつておりますので暫らくの間休憩をしていただきたいと思います。

　　　　　　　　　　　（「賛成」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午前１１時１０分休憩）

（午後　１時２５分再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。

　議案第３４号、那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３５号、那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について。議案第３６号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について。議案第３７号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について。議案第３８号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３９号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第４０号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第４３号、議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例制定について。議案第４４号、工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について。議案第４５号、那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定について。議案第４６号、那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について。議案第４７号、那覇市行政財産使用料条例制定について。議案第５０号、泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について。議案第５３号、那覇市特別会計条例制定について。議案第６５号、土地売却契約について。議案第６６号、財産の処分について。議案第７９号、所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて。議案第８０号、１９７１年度那覇市一般会計予算の繰越使用について。議案第８１号、土地売却契約について。議案第５４号、１９７２年度那覇市一般会計予算。までの総務委員会の審査報告を求めます。







○　総務常任委員長（黒潮隆君）

　　本常任委員会に付託されました議案第３４号、３５号、３６号、３７号、３８号、３９号、４０号、４３号、４４号、４５号、４６号、４７号、５０号、５３号、６５号、６６号、７９号、８０号、８１号、５４号、

　　以上２０件についてその審査の経過と結果を報告いたします。

　　初めに議案第３４号、「那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について」本条例の改正は、市町村自治法の一部改正により、監査委員の設置は現行の任意制から必置制になり、同時に代表監査委員の選任方法も条例に規定する必要があり、本条例を整備するために提案されたものであります。結論として本案は原案どおり可決することに決定いたしました。議案第３５号「那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について」本案は行政事務の増加に伴い事業管理及び出納、その他の事務の執行監査の充実強化を図るために監査委員事務局職員１人を増員するものであります。これに対し事務局から４名の人員の要求をしたが、１名の増員しか認められなかつた。本土の類似市に於いては９名の事務局職員で執務を行なつている現状であり、今回市町村自治法の一部改正、並びに市町村財政法の改正、復帰対策等により、相当の財務事務の強化がなされるようである。との説明であります。

　以上の当局説明に対し、次のような修正案が提出されたのであります。

　本則中「４人」を「６人」に改め、２名を増員するものである。

　これに対し賛否の討論として、

　　反対討論

　　当局の説明では、復帰に対する対策ということから増員しなければならない。又、委任業務の施行という面からどうしても増員せざるを得ない。又、職員の横領事件等監査事務局職員の充実については当然配慮すべきであるが当局の説明では人員増の査定の中で、予算の範囲内でしか出来ないという説明であり、全員これを了解の上だと思料しましたが、一会派の方からこれをもう１人増員するということになり、修正案が提出されております。その審議の過程から当局は党利党略のための人事であり、主体性のない人事のやり方であると思いますのでこの修正案に反対するものであります。

　　賛成討論

　　那覇市の予算は大型化しており、特に７２年復帰を目前にいたしまして、教育委員会の予算が那覇市一般会計予算の中に入つてきます。こういう面からしまして、さらに那覇市の監査も年々業務が多くなつてきます。特別会計と、さらに一般会計の予算の監査の中で必要性が認められております。先程の反対討論の中で監査の重要性を認めるといつておりますので、そういう面から賛成いたします。

　　以上のように賛否の討論があり採決の結果賛成多数で修正案が可決されました。

　議案第３６号「那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について」本条例の改正は、７２年復帰に向けての諸準備態勢の確立と内部態勢の充実強化を図るとともに行政事務を合理的かつ能率的に運用し、もつて住民福祉の増進を図るため現在の１室５部を７部に改めるものであります。

　その改正内容は、現在の市長公室を公害問題の調査研究等を含めることにより企画及び調整機能の充実を図るため企画部に改めること。

　復帰と同時に国民健康保険法、福祉事務所が適用、設置され経済民生部の業務量がさらに増大するので、保健衛生部を新設すること。

　この改正の結果、一部３課１所２室１０係が新設されます。

　　以上当局の設明を了承し原案通り可決することに決定いたしました。

　議案第３７号「那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について」

　本案は職員定数条例を市長事務部局の織員１２４人、水道事業職員５人、消防職員８人、計１３７人を増員するものであります。

　その理由は７２年本土復帰に伴つて復帰と同時に諸制度が本土と同じになり、又、琉球政府から一部行政事務が市町村に移管されることになり、市町村の行政事務は大巾に増大し、かつ行政需要はますます複雑多岐化します。

　即ち国民健康保険法の即時適用、福祉事務所の設置および沖繩特別国体の開催による特別事業費等莫大な予算と大規模の陣容を要することになります。市民の生活水準は急激に上昇し、行政に対する住民の要求は年々増加する一方であります。

　特に保育行政、環境衛生事業、水道事業、及び消防力の充実強化等緊急を要するものであり、それ相応の増員を余儀なくされたものである。

　なお今回の１３７名の増員について各課からの要求は４００人余の多数にのぼつており、必要最少限に押えた定数増であるとの説明があり、これに対し活発な質疑が交されました。

　　宮城武議員から、行政の執行は最少の経費で最大の効果をあげ市民に利益を及ぼすのが行政の根本である。今回の増員については納得がいかない、との理由で修正案が提出されたのであります。その内容は、企画部、広報課、広報係、２人　総務部、研修係、２人　基本台張係、２人　三支所３人経済民生部、商工係１人　水産係１人　計１２人

　すなわち第２条第１号中〔「８９０人」を「９７２人」に〕とあるのを〔「８９０人」を「９６０人」に〕、〔「１,２９８人」を「１,４２２人」に〕とあるのを〔「１,２９８人」を「１,４１０人」に〕〔「合計１,６７４人」を「合計

　１,８１１人」に〕とあるのを〔「合計１,６７４人」を「合計１,７９９人」に〕修正するものであります。

　又、玉城栄一議員から先に御報告申しあげました議案第３５号「那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について」が修正可決になりましたので、それに伴う本案に対する修正案が提出されたのであります。

　即ち第２条第１号中〔「８９０人」を「９７２人」に〕とあるのを

　〔「８９０人」を「９７１人」に〕〔「１,２９８人」を「１,４２２人」に〕とあるのを〔「１,２９８人」を「１,４２１人」に〕同条中〔「合計１,６７４人」を「合計１,８１１人」に〕とあるのを〔「合計１,６７４人」を「合計１,８１０人」に〕修正するものであります。

　以上２つの修正案に対して賛否の討論が交わされたのであります。

　　宮城武議員の修正案に反対し、玉城栄一議員の修正案に賛成する討論として、今までの審議の中から復帰に対する内部の体制の充実、強化、特に福祉面の保育所の新設、沖繩国体の開催など新規の業務の発生する職員の増というのが主体である。本土と比較してまだまだの感があります。

　市の発展のためにますます強化しなければなりませんので宮城武議員の修正案に反対し、玉城栄一議員の修正案に賛成します。

　又、宮城武議員の修正案に賛成し、玉城栄一議員の修正案に反対する討論として、ただいまの討論の中に国体を迎える本土の市に比較して少な過ぎるので内部体制の充実のためにも当然職員を増やすべきだと云う趣旨の説明があつたが、これこそ遺憾である。

　理由は、行政執行は最少の経費で最大の効果を上げる、それだけ市民に利益を及ぼすことが第一の根本である。職員が多いから尊しとするものではない、要は職員の綱紀粛正、叱咤激励、住民に対する奉仕の体制をつくることが当局の使命である。

　いわゆる復帰に伴う委託費、すなわち健康保険、福祉事務所の問題、それに対しては賛成である。さらに保育所等２、３の問題がありますけれども、その外はほとんどが党利党略のための職員採用であることが審議の中から十分伺える。

　広報の問題、東京事務所の問題等も然りでありますので宮城武議員の修正案に賛成し玉城栄一議員の修正案に反対する。

　採決の結果、宮城武議員の修正案については賛成少数で否決となり玉城栄一議員の修正案が賛成多数で可決になり、委員会修正案として決定されました。

　　議案第３８号、「那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について」本条例の改正の内容は次の３点であります。第一点は、一般職員の給与を消費者物価の上昇と、それに伴う生計費の増大と、官公庁並びに民間給与等の上昇を考慮して改正したこと。これにより一般職員の給与は平均２０ドル（率にして平均１３.３％）上昇し、一般職員の平均給は１６９ドル９９セントになります。第２点、市町村自治法の改正により新たに琉球政府の基準に準じて扶養親族のあるすべての職員に対して扶養親族のあるすべての職員に対して扶養手当を支給することに改正したこと。これにより扶養親族を有する職員の生計費の補塡が出来たこと。

　第３点、臨時用人の給与については、本条例から適用除外し、市長において定める基準により規則で制定し、各任命権者に委任したこと。次に、本条例の別表２、一般職員の号給表からすると、一般職員の最高は９２号給で３２７ドル９５セントとなるが、現在の調子で春闘相場が続き、年２回の定期昇給を含める１～２年では特別職である収入役の給料を上回わることになり、不合理な面が生じることになるがこれに対し当局はどのように対処するか。これに対する説明は、三役等の特別職の給与については、那覇市特別職報酬等審議会の答申も出ているので、これを尊重し、７２年度内に財源の見通しがつけば引き上げたいとのことがあります。

　以上の説明を了承し、原案どおり可決いたしました。議案第３９号、「那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について」本条例の改正内容は、

　１　技術職員手当、守衛手当、下水道使用料等、滞納整理手当が新設されたこと。

　２　現行手当のうち、徴税手当、行旅死亡人取扱手当、運転手、修理工手当が改善されたこと。

　３　用人の手当が、本条例から適用除外され、各任命権者に委任すること。

　以上の説明を了承し、原案どおり可決することに決定いたしました。

　議案第４０号「那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について」改正の内容は、第１点、現在期末手当を支給する場合の算定基礎は、基準日現在の給料月額に支給率を掛けて算出しているのが、新らしく算定基礎に扶養手当を加えること。

　第２点８月１０日に支給される期末手当の現行１００分の１８０プラス１０ドルを１００分の２００プラス２５ドルに引き上げるものである。これは年々上昇の傾向にある消費物価やそれに伴う生計費の増大等、月々の生計費の赤子を補塡して盆における臨時的支出に充てるため。

　第３点、期末手当支給の際の在職期間の算定について必要な事項は市長に委任しようとすること。

　第４点、用人の期末手当についてはこの条例の適用からはずし、市長の定め　る基準により別に規則で制定できるよう各任命権者に委任しようとすること。以上４点の改正について当局の説明を了承し原案どおり可決することに決定いたしました。

　　議案第４３号、「議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例制定について」本条例は、市町村自治法の改正により法第３６条第１項５号および７号に規定する契約及び財産の取得および処分に関する最低基準が法令の施行規則に明示されることになり、市にあつては工事または製造の請負契約の予定価格が８３,３３３ドル、また不動産又は動産の買入れ又は売り払い（土地については面積が１件５,０００平方米以上のものに係るものに限る）にあつては予定価格が５５,５５５ドル以上と定められております。この規定に基づき本条例の制定にあたつては法令による基準の端数整理を行ない、その基準については工事又は製造の請負契約にあつては８４,０００ドル以上又不動産または動産の買入れにあつては５６,０００ドル以上に規定されております。なお工事請負契約についてはいろいろ問題も惹起するので、今後十分なる配慮のもとに工事の施工をしてもらいたいとの意見もありましたが、原案どおり可決することに決定いたしました。なお当局より本条例付則第２項中（１９５３年那覇市条例第４６号）とあるのを（１９５５年那覇市条例第３号）に訂正する旨の申し出がありましたので、これを了承いたしました。

　議案第４４号「工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について」この条例の廃止は市町村自治法の一部改正により、契約に関する事項が整備され一般競争入札、指名競争入札、随意契約、せり売等の規定並びに契約の手続規定が市町村自治法施行規則に条文化され、又競争入札の場合、落札者の決定の方法についても定められた最低制限価格制度が採用できるようになり、尚監督、検査についても義務づけられるようになります。これまで条例によつて規定されていた事項が、市町村自治法の施行規則中に規定され、整備されるようになり本条例を廃止するものであります。

　なお本案については原案どおり可決することに決定いたしました。

　議案第４５号、「那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定について」この条例の制定は市町村自治法第１７９条の６第２項の規定に基づいて普通財産の交換並びに適正な対価なくしての財産の譲渡、もしくは貸付の範囲等について一般的な事項を規定し、また財産の交換、出資の目的とし、もしくは支払の手段として使用し、適正な対価なくしての譲渡もしくは貸し付けについては条例で定める場合を除くほかは議会の議決によらなければならないことになつておりますので、この条例案では一般的に取り扱いできるものとして、普通財産の交換のできる場合、普通財産の譲渡または減額譲渡できる場合、普通財産の無償貸付または減額貸付できる場合、また物品の交換ができる場合、物品の譲与または減額譲渡ができる場合、物品の無償貸付または減額貸付できる場合についてそれぞれ規定されております。

　以上の説明を了承し、原案どおり可決することに決定しました。

　　議案第４６号「那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について」本案は市町村税法の一部を改正する立法が公布になり、それに伴つて市税賦課徴収条例の一部を改正するためであります。改正点は、

　(1)　「徴税令書」を「納税通知書」に改める。

　(2)　従来市の徴収金は市町村税、督促手数料、延滞金、滞納処分費で改正により過少申告加算金、不申告加算金、重加算金等が課されるようになつた。

　(3)　市税の減免は議会の議決で減免することができたが、改正により「当該市町村の条例で定めるところにより、減免ができるようになつた。

　(4)　障害者、未成年者、老年者、または寡婦の非課税範囲の限度を７００ドルから８８０ドルに引き上げた。

　(5)　市民税の申告が簡素化された。その内容は所得税の確定申告を提出した者、及び給与所得者で雇用主から給与支払報告書が提出されている者は、市民税の申告をしなくてもよいようになつた。

　(6)　均等割の税率が改正された。個人については、７２年度分は８０セントで従来のまま、７３年度分は９５セント、７４年度以降は１ドル１０センに改正された。法人については資本金３万ドル以上の法人及び相互会社は７２年度８ドル７０セント、７３年度９ドル９０セント、７４年度１１ドルに改められ、資本金３万ドル未満の法人については、７２年度５ドル２０セント、７３年度５ドル９０セント７４年度６ドル５０セントに改められた。

　(7)　個人所得割の税率が改正された。この税率改正は本度並に３ケ年で近づける改正であり、７２年度は本土税率の６０％、７３年度は本土税率の８０％、７４年度以降においては本土並となります。

　(8)　法人税率の税率が改められた。７２年度は１４.３％、７３年度は１１.６％、７４年度は８.９％と改められる。

　(9)　個人市民税の特別徴収制度が設けられた。従来市民税は全部普通徴収であつたのが、給与所得者は毎年９月から翌年の６月まで１０回で給与から天引され雇用主が市の指定金融機関へ払込まれることになります。

 (10)　退職所得者の現年度分離課税制度が設けられ税率が改正された。従来の退職所得は退職した年度の翌年課税で税率もほかの所得と同じであつたが、改正により退職金の支払を受けるときに課税し、特別徴収することになつた。税率についてもほかの所得に対する税率と同じであるが、当分の間その税額から１０％を控除するように改められた。

 (11)　固定資産の免税点が引上げられた。従来の免税点は土地が８ドル４０セント、家屋又は償却資産については、それぞれ２５ドルであつたのが、土地が２２０ドル、家屋が１４０ドル、償却資産が８３０ドルに改められた。

 (12)　個人事業税の事業主控除が現行の４８０ドルに対し、７２年度は６１０ドル、７３年度は７５０ドル、７４年度は８８０ドルに改められる。

 (13)　個人事業税の内、助産婦業、はり、あんま、きゆうを行なう事業装蹄工業については従来の１００分の５の税率が１００分の３に改められた。

 (14)　個人事業税の申告についても簡素化され所得税の確定申告を提出した場合、市町村には申告しなくてもよいように改正された。

 (15)　不動産取得税の税率が従来の１００分の１.５を、７２年度は１００分の２、７３年度は１００分の２.５、７４年度以後は１００分の３と改められました。

 (16)　不動産取得税の免税点が、土地の取得は８０ドル家屋の取得のうち建築に係るものは１戸につき２５０ドルその他のものは１戸につき１３０ドルであつたが、土地の取得は７２年度が１００ドル、７３年度は１２０ドル、７４年度以降は１４０ドルに改められ、家屋の取得の内、建築に係るもの１戸につき７２年度は３００ドル、７３年度は３５０ドル、７４年度以降は４１０ドル、に改め、その他のものは１戸につき７２年度は１６０ドル、７３年度は１９０ドル、７４年度以降は２２０ドルに改められる。

 (17)　この条例は公布の日から施行し、１９７２年度分の市税から適用される。

　以上１７点について改正がなされたのであります。本案の審議にあたつては、逐条審議を行なつたものでありますが、結論として賛否両論の討論がなされたわけであります。

　　反対討論

　　革新の公約は税金又は水道料金の軽減を図るということであるが物価は高騰し、水道料金も安くすることが出来なくなり、公約が無視されている。この市民税の審議の中から税率を引上げ７４年度までに本土税率まで引上げていく方針である。

　税率は条例で規定され、標準税率によつて実質的には０.６パーセント税が上る。市民の負担にならないように措置するのが為政者の責任である。

　従つてこの議案第４６号「那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について」は反対する。











　　賛成討論

　　本案は市町村税法の一部改正により当然市税賦課徴収条例が改正されるべきであり、税金が上るというが実質的には７０万ドルも減になつている。

　若し標準税率の変更があれば起債が出来なくなり、市町村交付税の交付額も減ぜられる、市の事業が停滞することになるので本条例改正には賛成する。以上賛否の討論がなされ採決の結果、可否同数となり、委員会条例第１４条の規定により、委員長の決するところにより、原案どおり可決することに決定いたしました。

　　議案第４７号、「那覇市行政財産使用料条例制定について」本案は市町村自治法の一部改正に伴い法第１７９条の１１、第３項の規定により、行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度においてその使用を許可することが出来、その使用の許可にあたつては法第１５８条の規定により使用料の徴収が出来るので、本市の行政財産を目的外に使用させる場合の使用料等の規定を制定したものであります。尚、使用料の算定基礎については、現行徴収額を勘案して規定づけ、減免措置、徴収の方法等も規定されております。以上の説明を了承し原案どおり可決することに決定いたしました。

　　議案第５０号、「泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について」本案は、新港湾施設の一部供用開始に伴い、港湾施設として給水施設を設けるため、従来水道局の管理であつた給水施設をこのたび港湾管理者に移転し、新たに給水施設を挿入し、別表２中５項に給水施設使用料を挿入し、新港湾の運営にあたりたいとの説明であります。これに対し若干質疑がありましたが、原案どおり可決することに決定しました。

　　議案第５３号、「那覇市特別会計条例制定について」本案は、市町村自治法の一部改正に伴い、那覇市下水道事業特別会計、那覇市土地区画整理事業特別会計、那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計、那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計、を設置するため条例を制定したい、これに対し、寄宮地区土地区画整理事業、並びに壺川地区土地区画整理事業に対して質しましたところ、現在中断している寄宮及び壺川の両区画整理事業については、特別会計の予算が計上された時点において措置したいとのことでありますので、これを原案どおり可決することに決定いたしました。

　　議案第６５号「土地売却契約について」本案は去つた３月定例会に於いて財産の売却について議会の議決を得たものでありますが、このたび、現賃借人である第一食糧株式会社との間で売買の仮契約が締結されましたので、本案が提出されております。又、価格についても、財産評価委員会において十分検討されておるとの説明があり各員これを了承いたしました。結論として本案については同意するものと決定いたしました。　　議案第６６号、「財産の処分について」本案は那覇市字安謝義理地原地先（第３次埋立地および第４次埋立地）２２９,０２５,６８７平方米（６９,２８０坪１合２勺）と那覇市鏡原町１丁目７４番雑種地2,155.38平方米（652坪）合計231,181,067平方米（６９,９３２坪１合２勺）を売却し、第４次埋立事業債の債還と１９７２年度各種都市計画関係事業の対応費に充当するためのものであります。処分方法は安謝第３次埋立地の一部および第４次埋立地については「港湾に関連する事業で公害発生のおそれのない事業者を対象に随意、指名、一般公入札により処分したい、また鏡原町１丁目の６５２坪の土地については文教局から小祿高校敷地拡張のためぜひ売却してもらいたい」との強い要請に基づき高校教育の発展という観点からやむを得ず処分することになつたということであります。論議の焦点は、小祿高校へ処分する土地の売却価格についてであります。現在坪当り１５０ドルの単価で処分しようとしているが、あの付近の評価は現在３００ドル内外で売却されている事実があるが、市の売却価格については適正ではなく財政法にも抵触すると思うがどうか。

　これに対し市としては１５０ドルを固持するわけではない。市長が最終的に決定するのであるから、単価の変動はあり得ると考えられる。また財政法には抵触しないと思うとの説明があり、この議案については反対するものではない、また７３年の沖繩国体の開催に向つて運動場の整備拡張については賛同するものであるが、この坪当りの売却処分の単価１５０ドルでは非常に安いので売却にあたつては財産評価委員会で十分検討し、適正な価格で処分してもらいたい、また鏡原町自治会長からも同敷地に子供の遊び場と公民館敷地として約１５２坪を要望している陳情もあるので、付近住民の趣旨も十分考慮に入れてもらうよう要望し賛成するとの意見が出され、全員これを了承し原案どおり可決することに決定いたしました。

　　議案第７９号「所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて」本案は那覇市字安謝義理地原地先、の第４次埋立地について既に港湾計画に基づいて完了いたしております。５６１,６４７.８０平方メートルを本市の行政区域に編入するため市町村自治法第３条第１項及び第３項の規定に基づき、提案されたものであります。本案についても原案通り可決することに決しました。

　　議案第８０号、「１９７１年度那覇市一般会計予算の繰越使用について」本案は年度内執行の見込みがないので１９７２年度にその予算を繰越して使用するものであります。繰越の事業は、第２款役所費７３,５３０ドルは（本庁庁舎１・２階の冷房工事費）第３款消防費９,０００ドルは（消防ポンプ自動車購入費）第４款土木費３３７,６６５ドルは（道路橋梁事業、埋立事業、河川護岸復旧工事、都計街路事業、港湾建設事業費）第６款社会及び労働施設費９４９ドルは（物件補償費）第７款保健衛生費１６,０５０ドルは（清掃工場職員厚生施設建設費）合計４３７,１９４ドルであります。

　繰越の理由といたしましては、物件補償については立退き者が近年の物価上昇により移転用地の確保にかなりの日数を要したこと、用地買収については一部地主の反対にあい、折衝に日時を要したことと抵当権が設定されている用地が多く、所有権移転登記の完了がおくれたこと、道路工事については地下埋設物等の撤去にかなりの日時を要したこと、排水工事については下水道工事と同時施行しなければならなず工事着手がおくれたこと、沖繩で入手困難な資材を本土に発注したため納品までにかなりの日時を要したこと、以上の理由で年度内に工事完了ができず予算繰越をしたとの説明であります。

　以上の当局説明を了承し本案は原案どおり可決することに決定いたしました。

　　議案第８１号、「土地売却契約について」本案は１９６９年６月の議会において財産処分の議案が可決されたものであります。現在、沖繩実務学園用地として琉球政府に賃貸している土地でありますが、このたび政府との話し合いが決定し、仮契約を締結したものであります。価格についても財産評価委員会の評価を上回わつて契約したとのことであります。

　以上の説明を了承し、同意することに決定いたしました。

　　議案第５４号、「１９７２年度那覇市一般会計予算」については、７２年度から予算様式が改められましたので、歳入歳出予算事項別明細書を中心に歳入歳出とも款を逐つて審査いたしました。その主なるものを申し上げますと、本年度予算総額は、歳入歳出とも２９,１４７,７２４ドルとなり、前年度より７,２６１,６６７ドルの増となつております。歳入、１款市税７７６,２７３ドルの増は、市町村税法の改正に伴い市民税の個人分については７２年度より特別徴収制度が施行されますので、徴収率を前年度より７.４５パーセント引き上げたことにより４２０,８４５ドルの増となつたのが主なものであります。３款市町村交付税３３２,０５０ドルの増は、実績によるものであります。５款、使用料及び手数料のうち、第２牧志公設市場使用料７５,８９４ドルは、全館使用するものとして、そのうちの５０％計上してあります。また、牧志（第一）公設市場使用料８５,６５８ドルは、同市場が来る１２月までに建築工事を完了しますので、７２年１月からの６ヵ月分が計上されております。６款２項、政府補助金のうち、６目「土木事業政府補助金」３,９１５,２７７ドルの増は、臨時国体のための安謝橋、儀保町間道路工事補助金（日政１００％）３,４９４,９４４ドルがその主なものであります。

　次に歳出、２款総務費、１項１目「一般管理費」のうち、特別旅費１３,０１０ドルは本土出張旅費で、市長４回、助役３回、収入役１回、部長３人の各１回、課長７人の各１回、係長２人の各１回分と九州地区野球大会への派遣旅費（２,５６４ドル）であります。

　３項１目、戸籍住民登録費のうち、戸籍住民票ムービーレコーダー方式改製事務に要する経費として、６６,０４０ドル計上されておりますが、これは現在のバインダー方式が７２年度より住民基本台帳法が制定されますと、戸籍、住民票、印鑑登録が一つになるムービーレコーダー方式に切りかえるための経費であります。次に、建設常任委員会の審査に係る

　歳出　４款「衛生費」３項「下水道費」４項「上水道費」

　　　　８款「土木費」１１款「災害復旧費」については、全会一致原案どおり可決することに決定、

　経済民生教育常任委員会の審査に係る

　歳出　３款「民生費」

　　　　４款「衛生費」１項「保健衛生費」２項「清掃費」

　　　　５款「労働費」

　　　　６款「農林水産業費」

　　　　７款「商工費」

　　　１０款「教育負担金」については、賛成多数で原案どおり可決するものと決定した旨の通知を受けております。なお、本予算については、玉城栄一委員、宮城武委員から各々修正案が提出されました。

　　玉城委員の修正案、

　　議案第３５号「那覇市監査委員定数条例の一部を改正する条例制定について」職員１人増員をさらに１人増員するために、

　議案第３７号「那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について」の市長事務部局の吏員の増員８２人のうちから、１人を削減するため本予算の歳出第２款　１項総務管理費「１,７１０,９９４ドルを１,７０７,９３８ドル」に５項監査委員費２０,７２４ドルを２３,７８０ドルに修正する。

　　宮城委員の修正案、

　　議案第３７号の修正案に関連して、市長事務部局職員の増員１２４人から１２人を減員することに伴なう予算の削減並びに祖国復帰協議会への補助金１,０００ドルを削る修正であります。その修正の内容は、

　歳出　２款１項総務管理費１,７１０,９９４ドルを１,６９７,７７０ドルに

　６款３項水産費３０,０６０ドルを２７,００４ドルに

　７款１項商工費４０７,９４４ドルを４０４,８８８ドルに

　１４款　予備費１０,０００ドルを４７,６７２ドルに修正するものであります。これらの修正案に対し、討論に入つたのであります。

　◎　宮城委員の修正案に反対し、玉城委員の修正案に賛成する討論

　　　行政需要の増大とともに本市の予算は年々大型化し、これにつれて監査の業務量も増えている現状から監査の充実強化を図るべきであるという見解に立ち玉城委員の修正案に賛成する。

　◎　宮城委員の修正案に賛成し、玉城委員の修正案に反対する討論

　　　本予算は、市民不在の予算編成である。平良市長は、豊かな明るい那覇市の建設というスローガンを掲げて、市政３年を担当してきたが、いまだに革新という名のつく予算編成が見られない。

　　財政硬直の中から自らの非を認めて１３８人を増員するというような市民不在の予算編成であり、党利党略のための予算である。よつて、宮城委員の修正案に賛成する。以上の討論の後、採決に入つたのでありますが、採決の結果、宮城委員の修正案に対しては、賛成少数で否決され、玉城委員の修正案については、賛成多数で可決するものと決定し、修正した部分を除くその他の原案については、可決することに決しました。

　以上、報告申し上げまして各位のご賛同をお願いいたします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。







○　宮城武君

　　ただいま総務委員長から報告のあつた事項でございますが、これはすべて法令、あるいは条例、規則等に基くものを中心としてやつているわけでございます本会議開会以来基本的な面でいろいろと当局の姿勢についてどうしてもただしておかなければならない点があります。これは何かと申し上げますと今回の条例制定、改廃等に関しまして今日まで当局がとつて来られた姿勢について基本的な問題でどうしても市長にご答弁願いたいのでございます、それをぜひおゆるし願いたいと思います。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）

　動議としてお願いいたします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後　２時１０分休憩）

（午後　２時２５分再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。

　　委員長報告に対し質疑に入ります。

　　　　　　　　　　（「質疑なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑なしと認めます。ただいま議題となつております案件のうち、議案第３７号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について、及び議案第５４号、１９７２年度那覇市一般会計予算に対しては宮城武君ほか３人から修正の動議が提出されておりました。この際提出者の説明を求めます。









○　宮城　武君

　　議案第３７号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定についての修正案のご説明を申し上げます。

　　本案は皆様方のお手もとに配布してあるとおりでございます。内容につきましては職員を減ずる案でございますが、企画部の広報課広報係２名、総務部研修係２名、基本台帳係２名、各支所１名づつ、及び経済民生部商工係１名、水産係１名、計１２名の減ずる案でございます。

　　その理由といたしましては、私どもの那覇市の復帰に備えましていろいろと準備しなくちやあならない事務量が非常にふえた、というふうな当局のご説明があつたんでございますが、いろいろ細部にわたつて検討いたしました結果、この部分は復帰との関連において必ずしもふやさなくて十分やつていける、という結論に達し、市民要求にこたえ市民福祉につながる予算の効率的な執行という面からそれだけの人間を削減してもさしつかえないんじやないか。またそれだけ削減したことによつて何ら市民に迷惑を及ぼすようなことはない、というふうな結論に達し修正案を提出した次第でございます。

　　よろしくご検討のほどお願いいたします。

　　議案第５４号、１９７２年度那覇市一般会計予算修正案のご説明を申し上げます。

　　その案は、皆様方のお手もとに配布してある写しでご覧のとおりでございます。その中みをご説明申し上げますと、先ほど３７号との関連におきましてその人件費の減でございます。この修正案は先ほど黒潮総務委員長の報告と全く同じでございますので省略したいと思います。ただひとつ違う点は、補助金の欄で祖国復帰協議会への補助金、それが１,０００ドル減の案になつております。

　　その祖国復帰協議会について端的にご説明申し上げますと、今日まで祖国復帰に対する県民世論の高揚、及びそれを政治的に反映させていくというふうな立場での復帰協の労を多とするものでございますが、いまや返還協定も結ばれ、来年４月には復帰するであろうといわれている時期に、もうこれから復帰協の使命は終わつたのじやなかろうか、というふうなのが１点。またもう１点は、委員会での審議の過程の中で７２年度復帰協議会の活動目標なるものが発表されたのでございますが、８項目ございます。この８項目すべて今後政治的に解決していかなくちやならない問題点だけでございます。それ以外には何もございません。まあ〞その他〞というのがございますが、その他の中には何が含まれるかわかりませんが具体的に出てきた８項目の中ではこれは政治的に解決をしなければならない問題点のみでございます。

　　よつて、現在琉球政府の、屋良政権を中心にしてやつておる県民会議、あるいは各自治体等でそのことの処理が十分行なえる、という判断に立ちまして減じた次第でございます。よろしくご審議のほどお願いたします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑に入ります。

　　　　　　　　　　　（「質疑なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑なしと認めます。







○　中村昌信君

　　これは数字が違つていますよ。休憩してください。







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午後２時３３分休憩）

（午後２時３６分再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。

　　討論に入ります。ただいま上程されておる議案のうち、議案第３５号、議案第３７号、議案第４６号、議案第５４号いずれも賛否両論ありましてその討論があるわけです。残りは全部全会一致になつております。

　　では一括して討論に入ります。







○　黒潮隆君

　　一括討論ですね、賛成討論はいいですか。







○　議長（辺野喜英興君）

　これはもう一ぺん申し上げますよ。

　　いまこの議案２０件、議案が上がつております。一括して質疑を打ち切りまして討論に入つておるわけです。これはいま私が申し上げるように議案第３５号、議案第３７号、議案第４６号、議案第５４号については賛否両論ありましてこれは委員会でも討論なつております。残りは全会一致で可決になつておるので討論はないと見ております。まああればそれでいいですよ。それで一括して討論に入つておるわけです。

　　　　　　　　　（「討論は一つ一つ」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　はい。議案第３４号、那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について討論に入ります。

　　　　　　　　　　（「討論なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３４号については討論なしと認めます。

　　議案第３５号、那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について討論に入ります。

　　　　　　（「議長２３番」「反対から先」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午後２時３８分休憩）

（午後２時４０分再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　宮城武君

　　本員は議案第３５号、修正可決されました委員長案に反対し、原案に賛成する討論を行ないます。

　　本案は那覇市監査委員事務局職員を１名増員する案でございますが、委員会の審議の過程の中で一人増員によつて仕事を十分滞りなくやつていける、という監査委員会事務局の答弁があつたのであります。しかしそういう答弁を総員聞いておりながら、しかも会期末になつて昨日特定政党よりどうしても修正して、当局案に一人増にしてもつていきたいという、いわゆる党利に基づいた提案がなされ、しかも与党であられる諸君がそれに賛成をするというふうなへんちくりんな案に変わつたのであります。そのことは何をものがたるのかと申し上げますと、まともな論理でもつていくということではなくして、議会対策上どうもかけ引きされたような人事提案だと本員は考えざるを得ないのであります。またそう言われてもやむを得ないような実態が背景にあるわけでございます。私どもは勇気をもつて正々堂々と立派に一人増員でなしていけると言われた事務局の賢明な答弁を信じて一人でけつこうだと思つておるような次第でございます。よつてこのような党利党略、あるいは一つの妥協の産物として出てきたような案に対しては反対し、当局から最初に出された原案に賛成するものでございます。以上で討論を終わります。







○　玉城栄一君

　　議案第３５号那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定についての委員会案に賛成の討論を行ないます。本議案につきましては先ほどの委員長のご報告にもございましたように、総務委員会におきまして本員から修正案を提案いたしまして、委員会案として決定をみたのでございます。先ほどこの委員会案についての反対討論中に、党利党略的なかけ引き的な、あるいは議会対策上そのような増員がなされたのではないかという討論がございましたけれども、けつしてそのようなものではないわけでございまして、総務委員会におきまして監査委員事務局の増員問題につきましては委員諸公全部、その増員の必要性は認めておられたのでございまして、けつして私公明党所属ではございますけれども、公明党のためにかけ引きをして増員したとそのようなけちな修正案を出したことはございません。そのようなことでこの委員会案についての反対の理由にしては非常に薄弱でございまして、筋が通らないのでございます。今さら本員が申し上げるまでもなく、この監査業務というものがいかに重要なものでありこの機関の充実強化によつてこそ本市の行政を公正にして合理的かつ効率的な運営の確保ができるのでありまして、まして、まして復帰と同時に教育予算並びに福祉予算の監査業務が新たに加わわつてくれるのでありまして、７２年度予算におきましてご承知のとおり教育予算は１,２８１万４,８０５ドル、実に一般予算の５０％近い膨大な予算でありまして、それに福祉関係も新らたに加わわつてくるわけでございます。現在ご承知のとおり本市の監査委員事務局は局長以下４人で構成されておりまして、本市における行政需要が年々増大するに従いまして会計事務も複雑化しこれに対する監査も厳正確実に行なわれなければならないのでありますが、現在の職員数ではその職務を十分まつとうすることは困難であると監査事務当局の説明も総務委員会においてはされているのであります。不幸にして前年度におきましては公金横領事件がすでに２件も発生しておりまして、今こそこの監査機関の充実強化こそは他の何よりもまして優先して緊急に強化されねばならぬ重要な問題でございまして、賢明なる議員諸公におかれましては３０万市民の代表とされこの監査委員事務局の強化のため、この委員会案にご賛同されることを切にお願いを申し上げる次第でございます。







○　人民（国吉辰雄君）

　　本員は議案第３７号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について、委員会案に賛成する討論を行ないます。

　　まず、議案第３７号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定については、提案理由の中にも詳しく説明がされております。先ほどの委員長報告の中にもありましたとおり、委員会においても討論を具体的にやつているわけでございます。

　　そこで問題点を重点的に指摘いたしたいと思います。本案は議案第３６号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定とも関連します。事務分掌条例は、現行の「市長公室」を公害問題の調査研究等も含めて、企画調整機能をより充実強化するために「企画部」に改めています。

　　また、復帰に伴なつて国民健康保険や福祉事務所の設置など、現在でも行政部門の広い経済民生部がますます業務が増大するので、行政運営を円滑にするために経済民生部を分部して、保健衛生部を増設しています。すなわち現行の１室５部を７部として、１部の増設となつています。

　　次に、職員定数条例では、市長事務部局の職員として、まず国民健康保険法の規定に従つてその業務を復帰時点で開始するために、国民健康保険準備室を新設し最低２５人の職員が必要であります。これは類似都市に比べ３７％の人事配置でしかありません。ちなみに鹿児島市においては同じ被保険者を有するだけではございますが、６７人の職員を置いております。同じく復帰時点で琉球政府から事務移管されることになつている福祉事業の諸業務を受け入れるため、福祉事務所の設置準備室の新設に伴う職員２５人の配置であります。これも琉球政府から出されている基準では、本市においては４２人の職員配置が必要だとされています。本土に比べ社会保障制度のきわめて立ち遅れていることと合わせて、市民福祉をとなえる議会の立場からもこの業務の充実強化は急を要するものと考えます。

　　また、保育所の新設に伴う増員については児童憲章の精神に従い、乳幼児の保育所への収容率は本市は３３.７％で近年逐次上昇していますが、本市の「保育所の児童措置計画」には未だほど遠いものでしかありません。そこで小祿保育所の新設による保母及び用務員として１６人の増員となつていますが、すこやかに生れ育つ子供たちのために当然至極の増員配置だと考えます。次に、保健衛生部の新設に伴う清掃事業の充実強化のためについては、全市民の日常生活と密接なつながりをもつ清掃課の新設により、市民の健康増進及び環境衛生面の充実をはかり、より一層市政に反映させるための清掃事業の充実強化と車輛購入と合せて８人の増員を認めるものです。さらに、東京事務所の設置による増員の理由は、現在、中央官庁及び関係機関との交渉、連絡、資料及び情報の収集などの業務は琉球政府東京事務所に依頼、またはオブザーバーとして出席をお願いしたり、直接文書か出張して交渉に当つているのが現状であります。ところがこのような業務は本土復帰することによつてその必要度は一段と高まることと、市政に果す役割の重要性からの設置であり、そのための職員配置はぜひ必要となります。本土の類似都市でも、３人から７人の職員を東京において事務所をもつております。金沢市、佐世保市、下関市等その他ほかにもたくさんの市がそういうふうな東京事務所を設置しておるのが現状でございます。また、用地課の新設とその増員については、用地買収及び物件補償事務は主として建設部庶務課用地係で取扱つており、７１年度と７２年度の予算額比較で２.６倍であり、さらに７３年、７４年と年々増加の見通しであります。この理由は、本土復帰に伴う都市計画街路、公園、公営住宅、及び福祉施設などの事業に対し日本政府補助金の増大によるもので、これらの事業を効率的に推進するため用地課を新設し内部体制の強化をはかり、なお他課で扱つている用地買収事務の一元化もはかるものであります。従つて用地取得業務を強化し都市建設事業の円滑化のために７人の増員の必要となると考えます。

　　その他公害を含めて、企画調整機能を充実強化のため６人、公聴、広報を強化するため２人、市民会館の施設管理に３人、職員の資質向上の研修制度の充実に２人、復帰に伴う住民基本台張制度準備として２３人、各支所へ１名づつの３人、市民税課の法改正による特別徴収制度実施のための４人、償却資産賦課事務強化のため１人、消費者保護法開始による新規業務１人、泊漁港の新規業務１人、年金窓口業務１人、安謝新港の７月１日供用開始に伴い４人、保健衛生業務の強化に３人、港湾の補修並びに背後地の建設計画のため３人、出納審査業務の強化のため２人と以上１２４人となつております。

　　さらに、水道会計においては、識名ポンプ場の新設、漏水防止、その他の業務強化のため５人の増員を要し、消防職員については復帰した場合、政令で救急業務が義務づけられるのと、本土類似都市の消防行政の基準に近づけるため８人の増員は最低必要だと考えます。以上、市長事務部局１２４人、水道事業５人、消防本部８人、監査委員事務局１人、合計１３８人となつております。その主な理由は、はじめに申しましたように本土復帰によつて諸制度が適用されるためであり、市町村行政事務は大幅に増大し、行政需要はますます複雑多岐化することが十分予想されます。そこでちなみに本市の職員は多いんじやないかというふうな意見も出ておるわけでございますが、本土類似都市との比較を例示したいと思います。ここでは時間の都合上、富山市に限つて申し上げます。人口において富山市は２６万９,０００人、那覇市が２７万６,０００人、これは昭和４５年１０月１日現在の資料でございます。その職員数は富山市において２,１６４名、那覇市は１,２６４名、職員ひとりに対する人口比においては富山市が１２４名に対しわが那覇市は２１９名であります。約倍ということでございます。財源ではどうなつているか、25,92万7,000ドルが富山市でございまして、わが那覇市は22,22万7,000ドルというふうに、以上ほかにも例がたくさんございます。絶対的に足りないというのがこの数字が教えております。２６年間も日本本土から切り離されて、この那覇市の職員の定数条例の面でも格差が出ておる。そこでこの格差を是正すると、皆さんが言われておる格差是正はこの職員条例の定数条例にもあらわれていることをここに認めなければいけません。増大する市民の諸要求にこたえるための機構改革に伴う本案は、委員会案のとおり認めるべきであると本員は考えます。議員各位のご賛同をお願いして賛成討論を終わります。







○　真栄城嘉園君

　　本員はただいま提案されました那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定についての修正案に賛成し、総務委員長の報告にありました修正案に反対の討論を行ないます。ただいま１１番議員からるる委員会修正案に対する討論がありましたけれども、ただ残念なことは修正案に対する反対のことばがなかつたのが残念であり、むしろ提案理由の説明みたいなかつこうになつていたことを残念に思います。本員はただいま１１番議員の討論の中にありました公害問題、あるいは市民税課の問題、年金課の問題、保育課の問題、国民健康保険の問題、福祉事務所の問題、港湾の問題、環境衛生の問題、あるいは会計の問題、会計監査の問題、こういつた定員増についてはわれわれは賛成をいたしております。ただ問題は広報課の件ですが、現在広報係がありますけれども広報課というのが必要であるか。これは事務分掌条例とも関連いたしましてここに２名増員したいというような案に私たちは反対をするのでございます。申し上げますのは市史編集事業費は増大しておりますけれども、広報費は増大していない、よつて課を設置する必要がないというようなことでございます。

　　さらに、現在行政管理課というのがございますけれども、これが事務管理課になる。そこに２名増員ということになつております。これにも反対をいたします。行政管理課は那覇市事務分掌規則から申し上げますと、「行政組織および定員に関すること」あるいは「行政運営の総合調整に関すること」「事務能率に関すること」というようなことになつております。しかしながら現在の行政管理課はそのような仕事をしていない、はつきり申し上げます。と申しますのは行政管理課の前身は行政監察課であります。しかしながら現在まだ行政監察規程というのがありまして、その中に行政監察うんぬんというのがたくさんございます。事務能率を点検し、総合調整する行政管理課がこのような状態ではこれに２名増員する必要は、もうとうないというようなことでございます。さらに真和志支所、首里、小祿の各支所１名増員でございますけれども、この根拠についてもただ「定員が必要であります」とか「事務量の増加で」というようなことで具体的に示されておりません。そういつたことで私たちは反対をいたします。また商工観光課、及び農林水産課の問題にしても今の内部体制で十分やつていけるというような確信のもとに修正案に賛成するものでございます。

　　ちなみにこの問題はただ職員を増員すればいいというだけの問題じやないのでございまして、これに要する経費が約１８万ドル必要である。昨年の同年期と比べまして、３３％上昇いたしまして１３５万ドルも人件費が増加しております。この中身はどうか、内部体制にあつては全くおそまつでございまして、たとえば道路を堀り起こす、水道を布設する、あとの補修、複元補償そういつた問題が全然なされない、半年も放置されている、あるいは下水暗渠が詰まる。どこに電話をしていいのかわからんというのが現在の那覇市の実態であります。こちらからいわなければ何もやらないというふうに成り下つているのが現在の那覇市の機構といわれてもいたし方ないというふうに私は考えます。そういつた意味で私はむしろ増員ということよりも内部体制の確立が急務である、職員研修も必要であるというようなことを申し上げましたが、先ほど申し上げました広報課の問題、事務管理課の問題、そういつた定員増については賛成できず、修正案に賛成するものでございます。よろしく各位のご賛同をお願いいたします。







○　又吉久正君

　　議案第４６号、那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について、本案につきましては提案理由にもございますとおり、市町村税法の一部改正に伴う賦課徴収条例の改正になつているわけでございますが、この改正案を見た場合控除額の引き上げについては賛成するものでございますが、それに伴つて税率が倍近くも高くなつていく、この算定基準から見た場合、平均して０.６％の税率の増である。しかも市民税の所得割を見た場合、４００ドルの部分に対しまして１９７２年度の税率が１.２％で税額が４ドル８０セント。１９７３年度が１.２％より１.６％に上がる、その４００ドルに対する税額が６ドル４０セント。さらに１９７４年度におきまして、４００ドルの課税所得に対しまして２％、やや倍近くの８ドルという税額が出てきている。さらにもつと申し上げますと、７,０００ドルより１１,２００ドルの場合を見た場合は１９７２年度に税率４.８％で４３０ドル８０セント税額。さらに１９７３年度で６.４％、税額が５７４ドル４０セント。さらに１９７４年度の税率が８％、約倍になりましてその税額が７１８ドル。さらに所得額の８,５００ドルより１３９,０００ドルに対しまして７.８％の税率になりまして、税額が９,５２０ドル。さらに１９７３年度におきましては１０.４％で税額が１２,７３６ドル。１９７４年度におきましては１３％、約倍の１５,９２０ドルという税額になつているわけでございます。

　　こういうふうにして、なぜ那覇市がその税率を上げなければいけないかということでございます。税率を上げなければいけない理由としては一般財源が乏しい、さらに市の今度提案されている３７号議案にもありますとおり、１３８名も増員すると人件費が毎年１３０万ドルも増になつていく、４カ年ではいまの倍になるという計算になる。さらに今度１３８名の増で１８万ドルも人件費の増になる。先ほど３７号議案にもわれわれとしては福祉関係港湾関係、あるいは消防関係については２４番議員の説明があつたとおりそういうほうには賛成するわけでございますが、その他においては賛成しかねる。こういうふうな人件費も相当出ている。さらにもう１点申し上げますというと、牧志第二公設市場の市長の行政の運営のまずさに生じた独立採算制の市場の赤字が１９７０年度で８５,４９６ドル出しております。７１年度で１６,０１０ドル、７２年度で８１,４２４ドル合計２８２,９２４ドルの収入減になつております。さらに４４年とこの赤字が莫大な数字にのぼつて来てる。これは市長の市場運営のまずさから生じて来た赤字であり、そういつた赤字を補塡するために市の税金を大巾に引き上げたということについて真つこうから反対し本案に対して反対するものであります。

　　　　　　　　　（「賛成」「上等」というものあり）







○　中村昌信君

　　議案第４６号、那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について当局の提案に賛成する討論を行います。本件につきましては１９７１年３月２９日に琉球政府立法院議会において可決された市町税法の一部改正する立法の公布に伴ない市税賦課徴収条例の一部を改める必要が生じたのであります。このことは委員長報告にもありますように従来の徴収令書を納税通知書と改め、また従来市の徴収金は市町村税、督促手数料、延滞金、滞納処分金、とあるのを改正によつて過少申告加算金、重加算金となつております。また市税の減免は従来議会の議決を経て減免されたのが改正によつて、当該市町村条例の定めるところにより、減免することが出来るようになつております。さらに障害者、未成年者、老年者、または寡婦の非課税の限度額が７００ドルから８８０ドルに１８０ドルも引き上げられております。また市民税の申告についても簡素化されております。たとえば今日まで申告していたものが今回から雇用主が給与支払報告書を提出するようになつており、この点申告をしなくてもよいことになつております。さらに個人市民税が特別徴収制度が設けられ今日までわれわれ個人で支払つていた市民税が今回から給与所得者は毎年９月から翌年の６月までの１０回で給与から源泉徴収し雇用主が市の指定金融機関へ払い込むことになつており大へん市民には便利になつております。また退職所得においてもしかりであります。従来、退職した年度の翌年度課税でほかの所得と同じであつたのが改正によつて支払いを受けるときに課税され、また特別徴収することになつております。また、税率においても当分の間税額から１０％を控除するように改正されております。また税法改正による市民税の負担において現行１,２００ドルの収入の夫婦が２ドル６セント支払つてるのに対し７２年が１ドル９２セント、７３年にはゼロになります。夫婦と子供１人で２,５００ドル収入の場合７１年度１３ドル７１セント支払つているのが７３年度には３２セント減になります。また夫婦と子供２人で３,０００ドル以下が７１年度において１９ドル６２セント支払つているのが、７３年度には６３セントと減になります。夫婦と子供３人で収入が３,４００ドルの場合、７１年度２４ドル１４セントと課税されているのが７３年度には２８セントと減になります。また総務委員会における審議の中で明らかなように年間７０万ドルも軽減になるようであります。

　　また本土並所得税の減税も行われ、諸控除も３ヵ年間で本土並に引き上げられることになつています。ただいま申し上げたとおりでありますが、新政会代表は一部を取りあげて税金が倍になるといつておりますがまつたくおかしな話であります。さらに個人事業税の申告についても簡素化され所得税の確定申告をした場合、市町村には申告をしなくてもよいように改善されております。また個人事業のうち助産婦や、はり、あんま、きゆう事業等従来１００の５の税率を１００分の３に改正されております。以上申し上げましたように７２年復帰に伴ない立法院においても与野党ともに県民の幸わせのために改正された法であります。新政会はこの条例制定にも反対しておりますがここに問題があると思います。新政会代表は総務委員会においても市長は税金を安くすると公約をしながらこのような条例改正案はおかしいと反対討論をしておりましたが、議員各位もご承知のとおりこの条例改正は平良市長が市民税を引き上げるのではなく皆さん方の所属している自由民主党の立法院の２０名の議員さんたちも一緒になつて作つた法律であり、

　　　　　　　　　　（「ようし」というものあり）

　よつて現在各市町村とも市町村税賦課徴収条例の改正が行われておりましてわが那覇市においてもこの賦課徴収条例の改正が提案されているのであります。また標準税率引き下げうんぬんもありましたが、本員が調査したところによればこのようになつています。まず標準税率の意義について。地方税法においては税目によつて標準税率、制限税率、一定税率、および任意税率の四つの税率の定めがあります。標準税率とは、地方団体が課税する場合に通常よるべき税率であり、財政上特別の必要があると認める場合においてはこれによることを要しない税率である。従つて、市町村の財政上余裕がある場合には標準税率は地方交付税の額を定める際に基準財政収入額の算定の基礎として用いられるし、このことは地方財政法第１条第１項の第５号、また標準税率を下廻わる税率で課税する場合には地方債をもつて学校、道路、河川、港湾その他の公共施設、または公用施設の財源とすることが出来ないことも記されております。地方財政法第５条第１項第５号、さらに標準税率を下廻わる税率で課税したことがその市町村として確保すべき収入の徴収等を怠つたと認められる場合においてはその市町村に対して交付すべき地方交付税の額の一部の返還を命ぜられることがある。地方財政法第２６条うんぬんとなつております。以上のとおり新政会がいう標準税率以下にした場合はこれこそ大へんなことになり何ら反対する理由はありません。今こそ７２年本土復帰に向けて３０万那覇市民が復帰不安のないように条例の整備や法の改正等１日も早くするのが私たち議員の任務であり、与野党を問わず当局と一体となつてやつていかなければならないのではないでしようか、賢明なる議員の皆さん議案第５６号について本案が全会一致でとおりますようご協力をお願い申し上げまして本員の賛成討論を終ります。







○　中村昌信君

　　本員は議案第５４号、１９７２年度那覇市一般会計予算の宮城武議員の修正案に反対し総務委員長の報告のとおり決することに賛成の討論を行ないます。本件につきましては総務委員会において４日間にわたり款を逐つて慎重に審議を行いましたところ歳入、歳出において別に問題になるところはありません。よつて委員長報告のとおり原案を認め可決すべきことを主張いたします。まず議案を中心に申し上げますと１９７２年度予算案は１９７０年の７月の市町村自治法の一部改正により財政関係が大巾に改正され、特に歳入歳出の見積りだけではなく、従来単独議決を経ていた経続費や繰越明許費、債務負担行為、市町村債、一時借入金及び歳出予算の項の流用を含めて予算内容とすることになり、また様式についても文言方式に改められ、予算計上方法についても人件費、物件費を含めて事業ごとに区分、計上され１９７２年度予算案はすべての新しい様式に基いて調整がなされております。また平良市政３年目を迎えて、特に財政硬直化の中において１９７１年度予算より約７７５万５,５００ドルの増による大型予算で２,９１４万７,７２４ドル。そのうち自己財源が１,８８８万２５０ドルで６４.８％、依存財源１,０２６万７,４７４ドルで３５.２％となつております。

　　このように財源難の中で平良市長は革新施策を反映し、１９７２年度予算は都市計画事業の推進、生活環境の整備拡充、産業基盤の整備、執行体制の強化等３０万那覇市民の福祉優先をした予算編成であり、このことは本員が申し上げるまでもなく審議の中で全員が周知のとおりであります。

　また特に新規事業といたしましては、安謝橋から首里の儀保町に至る道路拡張工事費に３５１万４,４３０ドルをはじめ、道路新設工事事業１２本に３０万１,５２２ドル。公園整備費として希望が丘、首里緑地公園、児童公園７ヵ所の整備事業に２３万９,５３２ドル。石嶺公営住宅１種、２種の３００戸総額６６万６,４０８ドル。小祿保育所の建設等、保育所の給食センターの改築費として７万４,６０１ドル。さらに産業の発展に伴なう人口の都市集中等、市民生活の向上による汚物の排水は年々増加してくる今日、保健衛生費の独立を見たことは市民に対する公衆的福祉の増進と公衆衛生の向上等とし、環境の強化をはかるものとして敬意にたえません。またこれに伴なう焼却炉３０トン工場の増設、ロードパツカー４台の購入、衛生パトロール車の購入等で４２万６,５００ドル。那覇新港の上屋倉庫の建設、第４次埋立地の整備４８万３,１２４ドル。消防力の強化に１万９,６７０ドル、商工事業の実態調査費に８,４７４ドル、農業振興費と施設費に２万４,９１０ドル。また復帰に伴ない住民基本台帳整備費に６万６,４００ドル、国民健康保険準備費に１０万１,４１６ドルと福祉施設事務所の設置準備費３万８,１５２ドルを、都市計画事業の事前調査費に８,４７４ドル。また教育予算において３５万２,５１２ドル強の増加。また災害費において３万２,５１２ドルが計上されております。

　　このように苦しい中で市民福祉を重点にされた予算編成であり、よつて何らのこの議案に対して反対する理由はありません。本員は委員長報告のとおり賛成し、議員各位のご賛同をお願いいたします。また宮城武議員の修正案に対して反対する理由は、常に新政会代表は平良市長が当選して以来３ヵ年間３０万那覇市民の代表としてのことを忘れ、７０年度予算審議においてもしかり、７１年度予算審議においてもしかり、また今年度の７２年度予算審議においても同じように、ただ反対せんがための反対を行なつております。一昨日も総務委員会において新政会代表の討論において同じように平良市長、革新市長をして屋良主席が生み出した財政硬直化云々、革新というのは紙に画いたボタモチ云々、

　　　　　　　　　（「そのとおり」という者あり）

　１３８名の増員は市民不在で、市民を忘れた予算の組み方云々で、明るい平和な那覇市は建設できない云々。そして過去３ヵ年間バラバラ事件と同じように土地を売り払つて、そして今度も土地を切り売りして

　　　　　　　　　（「そのとおり」という者あり）

　土地の切り売りのバラバラ事件だ、と言つておる云々。ただ反対せんがための反対であり、３０万那覇市民の利益にならない修正案でありますので、本員はこの修正案に対し反対をいたします。

　　以上、宮城武議員の修正案に反対し、委員長報告のとおり決することに賛同いたし、本員の討論を終わります。







○　金城重正君

　　本員は議案第５４号、１９７２年度那覇市一般会計予算につきまして宮城議員の修正に賛成し、委員長報告に対しまして反対する討論をいたしたいと思います。さて、先ほど２番議員が情熱を込めましてどこかの綴り方を読んでおつたんでございますけれども、その中で本員はまさに２番議員が当局をほめるということは与党であるがゆえにけつこうなことだと思います。ただし、平良市政の３ヵ年をふりかえつて虚心坦懐に胸襟を開いて前向きの姿勢で当局を叱咜激励するというような、いわゆる賛成討論であるならばいざしらず、１から１０までほめ称えるということは、皆さん方が平良市政を誤まらしめるということに相なる。こういうように本員は考えるわけであります。

　　そこで、この７２年度の一般会計をひもといてみますと、まさに２番議員が説明がございましたように、財政硬直ということに相なつておるわけでございます。この財政硬直はだれが起こしたか。屋良改権就任して３年、平良革新市政就任して３年、みずからの手でみずからの予算を組む中においてみずからの財政硬直云々、をおつしやることは、まさに市民不在の那覇市の行政であるということを言わざるを得ないのであります。そこで今度の予算の中で、まず歳入の部を私どもが見てみまするというと、この歳入というものはまことに財政硬直の中で一応予算を組まれておる。そこで本来平良市長が市民と約束したような前向きの姿勢で行政を行なうことであるならば、もつともつと歳入にはたくさんの増というのが見込まれるわけであります。しかしあにはからんや先ほど１７番議員の説明の中でもございました、いわゆる平良市長の失政であるがゆえに皆さん方ご承知のように、あの牧志公設市場の問題が第二公設市場から入るところの金が７０年に８万５,４９０ドル、７１年度で１１万６,０１０セント、７２年に８万１,４２４ドル、合計いたしまして２８万２,９２４ドルという大きなマイナスを市民に与えておるのは事実であります。いわゆるこれはこのようになつたのは平良市長がまことにもつてこの議会で嘘ということをやらなければこういうような大きな収入の減というものはあり得なかつたんではないか。

　　　　　　　　　（「市長弁償しなさい」という者あり）

　当然これこそ平良市長は責任を感じ、今後の行政にみずからの身に、みずからの心に鞭を打つて前向きの姿勢でやらなければならぬ、ということが如実にあらわれておるわけでございます。

　さらにそれと関連いたしまして、いわゆるバラバラ事件を起こしておる。総務委員会の席上の中でも当局の説明の中ではこのバラバラ事件は、正しい方法ではなかつたがいたしかたなかつた、とこのような答弁を総務委員会の中でも言われております。こういうようにいたしまして、市場の使用料の問題、さらに土地の切り売り、いわゆる西新町の問題、古波蔵の土地の問題、ガーナー森の土地の問題、すべて土地を切り売りいたしまして、これをこの市の一般財源として組み入れておる。そこで私どもが賛成じやない。

　　　　　　　　（「賛成したじやないか」という者あり）

　そこで私どもが考えまするに、いわゆる平良市長は歳出の面では実に先ほど話がありましたように、機構改革をいたしまして１３７名という職員をまたまた採用いたしまして、市民の税金をむだ使いし、あくまでも党利党略のための市政にしようとしておる。この那覇市は今失業対策のための職業安定所たらんとせしめようとしておるこういうようなやり方。これを見てみまするというと、１３７名を増員する中において実に１８万ドルという人件費の増をやつておるわけであります。１８万ございましたらもつとやるべき仕事は那覇市には山積しておるわけであります。さらにみずからの口の中から財政硬直をうつたえておるわけであります。であるならば、この１８万ドルあるならばもつともつと市民の側に立つたところの市政というのがおのずから行なえるわけでありますこれを一ヵ年間見てみまするというと実に１３０万６１８ドルという人件費の増であります。

　　先ほど１１番議員の賛成討論の中に、いわゆる那覇市はほかの市に比べて職員が少ない、という発言があつたわけであります。私はもつてけしからぬ賛成の討論だと思うわけであります。いわゆる多いがゆえに尊しとするものではないんであります。職員が多いから行政能力があがるということはめつたにあり得ないんであります。いわゆる当局はみずからの姿勢を改めて綱紀を粛正し、そして真に住民の側に立つたところの市政を行なうということであるならば、また今日までの平良市長の口で約束したようなことであるならば当然現在の職員で、しかし移管事務によるところの福祉事務所の問題、健康保険の問題については私どもも賛成しておりまするけれども、そのほかについてはほんとに平良市長が市政を思うならばこれをもつて増員というものは考えないのではなかろうか、とこういうように思いましたけれども、これが今度また増員される。私は実に情ない思いをするわけであります。

　　そこで、平良市長は今日まで私ども市民と公約したものが、水道料金を安めます、物価を安めます、税金を安めます、議会があるたびごとにこういうことを申し上げております。しかし、政治をする方はほんとうに自分の約束というものはどういう障害があつても成し遂げるだけの気迫がなければ政治家としてはつとまらないんであります。いわゆる今度の人員の増にいたしましても、ただ口先だけの問題であり、また水道料金の問題にいたしましても平良市長はこの演壇で、「私の任期中に水道料金を安めます。私の任期はあと３ヵ年あります。その間で水道料金は安めます。」ということを議事録の中にもピシヤツと残つておる。しかしこの議会においてもはやもう水道料金は安めることはできません。しかも舌がかわかないうちにまたそのようなことをおつしやておるわけであります。もつて私は残念に思うんであります。

　　また税金の問題におきまして、先ほど１７番議員から話がありましたように再度市民税を上げていかなければならない。いわゆる現在の平良市政というものは実に市民不在の市政であるということを私たちは言わざるを得ないわけでございます。さらに予算案の中で平良市長は子供の遊び場をたくさんつくります。また保育所をポストの数ほどにつくります。ただしこの予算案を見てみますというと、何らそのような革新市政、いわゆる口で言うたことが全然裏づけされていない。やつぱり市政を行なうものはただ口先きだけで〞ああやります〞〞こうやります〞と言うだけではいかないんです。その裏づけするところの財政的な措置というものを十分考えなければならない。この予算をひもといて見ましても何らそういうものの裏づけというものは一つも見られないのが、この７２年度の那覇市一般会計の内容でございます。いわゆる革新のみなさん方は平良市長を中心にして、〞こういうこともやります〞〞ああいうこともやります〞と約束してまいりましたが何ら一つだにこれがずば抜けて、革新の特色というものが何ら出ていないのがこの内容であります。さらに私たちは残念に思うんでありますけれども、きのうの総務委員会で討議をいたしました。政治団体であるのに対してまた補助金を出し、これが１,０００ドルの補助というものが計上されておる。そこできのう私はある市民から電話をいただきました。一体全体、私たちは青少年団スポーツ団体というものをつくつて、それを全国に派遣する。さらに沖繩でも青少年の育成のために、また不良化防止のために十分やろうと思うけれども金がない。それも自分たちの浄財をひもといてこれをやつておるんだと、すなわち子供たちというものは将来、沖繩を背負うところの子供たちである。今の風潮ではこの子供たちは悪の道に行かないとも断言できない。そういう青少年の情緒の浄化の意味からいたしましても、いわゆるこういう政治団体に１,０００ドルの補助金を与えるよりも私たちに与えていただけないかな、と、みなさん政治の衝にあるもの私たち市民はかく思うけれどもどう思いますか、ときのう電話をいただいた。こういうようにして市民は、今や革新政府になり革新市長になり、今泣くに泣けないような立場で私どもにあのような電話をよこさせております。さらに私は私事を申し上げたくございませんけれども、私の子供が現在６年生でございます、その６年生が今野球のチームの中に入つており、そこで〞おとうさん、私たちは野球をやりたいけれども、学校はこれを許可してくれない〞学校から帰えりますとユニホームを着て、そして学校に行つてやりたいけれども学校は土曜、日曜しか開けないのでできない。どこか広場はないかなあ。こういうようなことで〞とうちやん、どこかないかなあ〞と言われましたときに、政治の場にある私どもは実に涙が出る思いであります。そのためには革新は約束したように子供の遊び場、子供がすくすく育つような環境の整備というものを十分やつていかなければならない。ただしこの予算案の中に、そのような政策具現というものは一つも謳われていない。ただ小さな公園、子供の遊び場をつくりましよう、ということで、小さい遊び場も必要でありますけれども、小学校に行つている、あるいは中学校に行つている子供たちは今から芽生えようとするところの青少年をいかに育成するかというところに、いわゆる市政の総力をあげることによつて立派な市政というものは実現可能であると本員はそのように考えますけれども、この予算案の中には、何らのそのようなことが謳われてない。そこで時間がございませんけでども、こういう革新市政が言うておるようなこの７２年度の一般会計予算はなつていない。私は平良市長がもつと前向きの姿勢で十分な市民に応えるような、部下職員一体となつて市民に応えるような姿勢をとるべきだとこういうように思う次第でございます。

　　従いましてこの７２年度の予算書をひもといて見ても、何ら革新の色というものは一つも出ていない、いわゆる人事の問題にいたしましてもすべてが党利党略のために、この那覇市政がなり下がろうとしておる。そういうところを平良市長は銘記いたしまして、今後前向きに市政を行なつていただきたいことを申し上げて、本員は宮城議員の出した修正案に賛成し委員会報告に反対する討論をこれで終わりたいと思います。議員諸公のご賛同をお願い申し上げます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　討論終結し採決に入ります。議案第３４号、那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３５号、「那覇市監査委員事務局職員定数条例の一部を改正する条例制定について」採決に入ります。

　　本案の委員長の報告は、修正でありますので、まず、委員会の修正案を起立により採決いたします。委員会の修正案に賛成の諸君の起立を求めます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　起立多数であります。よつて委員会の修正案は可決されました。







○　議長（辺野喜英興君）

　　次にただいま修正議決した部分を除く原案について起立により採決いたします。修正部分を除くその他の部分を原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて修正議決した部分を除くその他の部分は、原案のとおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３６号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定については委員長の報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３７号「那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について」採決に入ります。

　　まず、本案に対する宮城武君ほか３人から提出された修正案について起立により、採決いたします。

　　本修正案に賛成の諸君の起立を求めます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　起立少数であります。

　　よつて宮城武君ほか３人から提出の修正案は否決されました。







○　議長（辺野喜英興君）

　　次に本案の委員長の報告は、修正でありますので、まず委員会の修正案を起立により、採決いたします。

　　委員会の修正案に賛成の諸君の起立を求めます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　起立多数であります。

　　よつて委員会の修正案は、可決されました。







○　議長（辺野喜英興君）

　　次にただいま修正議決した部分を除く原案について起立により　採決いたします。

　　修正部分を除くその他の部分を原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。

　　よつて修正議決した部分を除くその他の部分は、原案のとおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３８号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３９号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第４０号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第４３号　議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例制定について、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第４４号　工事その他の請負契約条例を廃止する条例制定について、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第４５号　那覇市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例制定について、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第４６号　那覇市税賦課徴収条例の一部を改正する条例制定について。委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第４７号　那覇市行政財産使用料条例制定について。委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５０号　泊港港湾施設管理使用条例の一部を改正する条例制定について、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）







　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５３号　那覇市特別会計条例制定について、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６５号　土地売却契約について、委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６６号　財産の処分について、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７９号　所属未定地を那覇市の行政区域に編入することについて、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第８０号　１９７１年度那覇市一般会計予算の繰越使用について、委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第８１号　土地売却契約について、委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５４号、「１９７２年度那覇市一般会計予算」の採決に入ります。

　　まず　本案に対する宮城武君ほか３人から提出された修正案について起立により、採決いたします。

　　本修正案に賛成の諸君の起立を求めます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　起立少数であります。

　　よつて宮城武君ほか３人から提出の修正案は否決されました。







○　議長（辺野喜英興君）

　　次に本案の委員長の報告は、修正でありますので、まず委員会の修正案を起立により、採決いたします。

　　委員会の修正案に賛成の諸君の起立を求めます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　起立多数であります。

　　よつて委員会の修正案は、可決されました。







○　議長（辺野喜英興君）

　　次にただいま修正議決した部分を除く原案について起立により、採決いたします。

　　修正部分を除くその他の部分を原案のとおり、決することに賛成の諸君の起立を求めます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。

　　よつて修正議決した部分を除くその他の部分は、原案のとおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　時間を延長いたします。休憩いたします。

（午後３時５６分　休憩）

（午後４時２３分　再開）




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、議案第４８号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について。議案第７０号、工事請負契約について。議案第７１号、工事請負契約について。議案第５６号、１９７２年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算。議案第７４号、専決処分の承認を求めることについて。議案第５７号、１９７２年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算。議案第５８号、１９７２年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算。議案第４９号、那覇市排水設備資金貸付基金条例制定について。議案第５９号、１９７２年度那覇市下水道事業特別会計予算。議案第５１号、那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定について。議案第５２号、那覇市公営企業の契約の方法に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第６０号、１９７２年度那覇市水道事業会計予算。までの案件を一括して議題といたします。

　　委員長報告に入る前に議案第４８号中ミスプリントがありますのでご訂正をお願いいたします。議案第４８号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例の条文中、「第２８条第１号」とあるのはミスプリントであるため、「第２８条第２項第１号」に訂正をお願いいたします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　なお、議案第４８号から、議案第６０号までは全議案全会一致でございますので、この際委員長の報告は省略いたしたいと思います、これにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて、那覇市議会会議規則、第４０条第３項にあります、〞委員長の報告は、討論を用いないで会議にはかつて省略することができる〞これが適用できるわけでありますので、いまはかつたところご異議ないようでございますので委員長の報告は省略いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　質議、討論省略し採決に入ります。

　　議案第４８号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７０号、工事請負契約については原案どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７１号、工事請負契約については原案どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５６号、１９７２年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算については原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７４号、専決処分の承認を求めることについては原案どおり承認することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は、承認されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）







　　議案第５７号、１９７２年度那覇市山下地区土地区画整理事業特別会計予算については原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５８号、１９７２年度那覇市小祿地区土地区画整理事業特別会計予算については原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第４９号、那覇市排水設備資金貸付基金条例制定については原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５９号、１９７２年度那覇市下水道事業特別会計予算については原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５１号、那覇市水道局企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例制定については原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５２号、那覇市公営企業の契約の方法に関する条例の一部を改正する条例制定については原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６０号、１９７２年度那覇市水道事業会計予算については原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第４　議案第７６号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について。議案第７８号、教育区債を起こすことについて。議案第７７号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について。議案第７５号、１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算、までを一括上程し経済民生教育委員長の審査報告を求めます。







○　経済民生教育常任委員長（大浜長弘君）

　　議案第７６号、第７８号、第７７号、第７５号、以上４件について、審査の経過並びに結果の報告を申し上げます。

　　まず、議案第７６号「那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について」

　　今回の一部改正は、同規則第２条第３項中、「および現場手当」を「通勤手当および扶養手当」に改めると共に、給与表を改めるため提出されております。給与改正の算定基礎は、政府人事院勧告の８.８％を基にプラスして、平均１７ドルを上昇したものであります。

　　ちなみに、改正後の新規採用時の各階層の給与を申し上げますと、中学卒（２号給）８３ドル１０セント、高校卒（８号給）９４ドル５０セント、短大卒（１５号給）１０９ドル７０セント、大学卒（２１号給）１２７ドル３０セントとなつております。

　　次、議案第７８号「教育区債を起こすことについて」

　　本案は、学校施設の充実を図る上から、前島小学校、城北小学校に屋内運動場、泊小学校に水泳プール、壺屋小学校外４校に便所を、それぞれ７２年度に建設するためのものであります。屋内運動場、水泳プールについては、政府支出金１７７,７００ドルがありますが、残りの区負担分２６７,３００ドルのうち、２３８,０００ドルは起債で充当せねばならず、今回沖縄銀行から年７.３パーセントの利率、償還期限１０年で借り入れる事になつたものである。

　　なお、現在までの基本施設達成状況は、屋内運動場７棟、水泳プール８基設置されているが、まだ１８校が未設置であるため、７２年復帰後も日本政府に対し、沖縄の教育事情を十分説明し、教育基本施設については、少なくとも８割以上国庫負担してもらうべく特別措置を講ずるか、暫定期間を設定してもらうかして早期に本土並の教育水準に引上げるべく、復帰要綱に織り込んでいる。旨の説明がなされております。以上、議案第７６号、議案第７８号については、それぞれ全会一致原案通り可決するものと決定いたしました。

　　次、議案第７７号「那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について」本案は、教育委員への報酬を現行の１００ドルから１５０ドルに引き上げると共に、期末手当の支給も可能である事から、今回、諸般の事情を勘案して委員への期末手当も支給し、更に学校医への従来までの年額報酬を４０ドルアツプして９０ドルにするものであります。

　　委員会は、以上の当局説明に対して、議案第７５号とも関連して予算上の措置並びに算定を得るまでの経過を聴取した後、修正案が提出されたのであります。

　　その理由としては、区教育委員の報酬を現行の１００ドルから１５０ドルに引き上げる事については、沖縄の現状からして、復帰を目前に、教育格差を是正するためには、予算全体にも苦難点があろうに、そのような中で事業費の伸びと人件費の伸びは、均衡を保たねばならない。然るに、このような一方的な人件費の増大には、予算編成上における事業費の目的すら達し得ない。従つて現時点において区教育委員報酬の増額は認めることはできない。

　　委員会は、以上の修正案に対し質疑を交わした後、討論に入つたのであります。

　　まず、修正案に反対し、原案に賛成の討論から申し上げますと、教育委員報酬の増額については、過去５年も放置されており、昨今の教育委員の審議課程の実績、及び現在の物価の上昇等から、１５０ドルに増額するのは妥当であり、公選委員に対する報酬を現行のままにするのは上記の理由から理解がいかないのである。従つて、修正案に反対し、原案に賛成するものである。

　　次に、修正案に賛成し、原案に反対の討論を申し上げますと、教育委員の報酬の引き上げについては、たしかに過去５ヵ年間配慮されてはないが、復帰目前の沖縄の現状としては、委員の報酬増額より、不足を生じている教育施設や備品の拡充、充実に努力するのが優先されるべきであると思料する。

　　よつて修正案に賛成し、原案に反対するものである。以上の討論の後、起立による採決の結果、修正案に対する賛成者、原案に対する賛成者が可否同数のため、委員長裁決の結果、修正案は否決され、原案どおり可決するものと決定いたしました。

　　次、議案第７５号「１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算」について、１９７２年度の教育予算編成は、本土復帰に際しての教育の較差を是正する必要から、基本施設の整備充実、更に職員の待遇改善、教育指導、高齢者に対する勧奨退職の実施等の要項を施策として編成されております。

　従つて、本年度予算総額は、１２,８１４,８０５ドルで前年度より１,５２６,６３９ドルの増を示し、前年度より１３.５％の伸率である。

　　一方、歳出においては、人件費、学校維持管理費、校地借地料、学校給食費等の消費的経費として１０,３７５,９７３ドルで全体の８１％。施設維持管理費、学校建設費として２,３３７,４０９ドルで全体の１８.２％、公債費償還金として１０１,４２３ドルの０.８％となつております。

　　まず、歳入、款を逐つて説明申し上げます。１款１項１目「市教育費負担金」２,９３２,０００ドルについては、前年度より３５０,５５１ドルの増を示しておりますが、教育委員会は、当初、市負担金要求額を５,１５６,００１ドルとして再三の要求と折衝を重ねたのでありますが　市財政の都合上、最終的検討の結果、２,９３２,０００ドルに決定したものである。

　　これに対し、次の意見が述べられております。７２年度における市全般の予算伸率は２５％もあるのに比べ、市負担の教育費伸率が１１９％では低すぎる。従つて教育行政の前進、施設の充実、強化の面からも教育費に重点をおいた施策をなすべきであり、現在の負担率では不均等である。教育当局としても、復帰時点に際しての教育実状を強く訴え、要求通りの予算確得には、今後も強力に折衝を進めてほしい。

　　２項「教育税収入」については、前年度の当初予算の実績をかんがみ、７２年度においては、過年度分収入を予定してなく、市徴税課と調整した結果、費目存置の方法をとり、その結果によつては７３年度からは廃目にすることも考慮している。

　　３款「政府支出金」１項「政府負担金」１目「教職員給与負担金」の７,７２８,０４９ドルについては、小、中学校の教員、補充教員及び事務主事への人件費、勧奨退職手当等の必要諸経費である。２目「校舎建築費負担金」１,３５３,８４９ドルの中には、前年度からの継続事業費２４８,６０９ドルが含まれており、それを差し引いた額は１,１０５,２４０ドルで、前年度予算より実質的には１８７,９９１ドルの減となつている。その事に対して当局は、校舎割当が７１年度において５９教室であつたが、７２年度は８６教室に増大したにもかかわらず、それに伴う分の負担金は交付されず、７１年度の分がそのまま引継がれたものである。

　　ちなみに、現在までの間仕切り教室実数と７２年度における校舎建築予定上の計画を申し上げますと、小学校１１４教室、中学校１９教室計１３３教室あり、その内、現在工事中の分を除くと１０７教室になる。従つて７２年度の校舎建築割当分からして、７２年４月までには６３教室に解消するものである。２項１目「学校教育補助金」は、前年度より３３,９３９ドルの増を示し、計１８２,２４３ドルとなつております。

　　増となつた主なものは、図書館充実費、風疹障害児学級設備補助、教具教材補助等であります。

　　４款「使用料及び手数料」は、１１４,４５９ドルでありますが、本款は主に幼稚園授業料、入園料、補習学級授業に要する経費で、これらは前年度より７,６６０ドルの減となつております、まず、幼稚園においては前年度より学級数に減が生じたためのもので、１４６学級から１３９学級になつている事、それに伴ない入園料も減額を生じた訳である。

　　補習学級については、在籍減により１５学級から９学級に減じたものである。第５款「諸収入」について、今回は、１,８５０ドル計上しているが、これは、浦添高校敷地の一部が区教育委員会所有の財産であるためにこれを今年度で政府に買い上げてもらうためのものである。同敷地売却は、７１年度ですべて売却する予定になつていたが、政府財政の都合上、買い上げが不可能になつたために、７２年度に買い上げてもらう事で文教局とも折衝を済ませている旨の説明であります。

　　現在までの売却状況を申し上げますと、７０年度に売却を開始し、２,５１９坪の内、２,３７１坪は７１年度までに売却済みで、残地分の１４８坪を今年度、坪単価１２ドル５０セントで買い上げてもらう予定である。

　　第７款「教育区債」３０６,４５５ドルについては、７８号議案との関連で、前島小学校、城北小学校の体育館建設に要する区負担分、更に泊小字校の水泳プール、壺屋小学校外４校の便所建設に要する経費で２３８,０００ドル、石田中学校の体育館建設及び開南小学校の水泳プール建設費６８,０００ドルとなつております。

　　次に歳出について申し上げます。１款「教育総務費」１項１目「教育委員会費」は２１,５１５ドルで、前年度より９,９５６ドルの増が示されておりますが、主に１節「報酬」の１２,７４４ドル、３節「職員手当」の５,１９７ドルであります。特に１節「報酬」に関しては、区教育委員の報酬を現行の１００ドルから１５０ドルに増額したためのもので、その理由としては、過去５ヵ年間も教育委員報酬の増額についてはすえおきされている事、その間の物価の高騰にもそぐわない事、教育予算の編成時期である３月から５月にかけては、常勤職員並に出席し、予算の編成に当つている事等であり、各委員一致の結果である。なお、特別手当として、教育委員会職員に対する特別手当（夏期、年末）にならい、４８.５割＋１５ドル支給されることになつております。

　　委員会は教育行政の四囲的見地から検討すると共にその妥当性についても質疑を交わしたのであります。６目「補習学級費」７８,９３６ドルについては、２５,３６６ドルの増となつているが、主に補習学級数が１５から９学級に減少したため、その教員数も１５人から１３人に減じたが、その２人の教員が勧奨退職者に該当するため、３節「職員手当」でそれに要する退職金３１,４３４ドル支出するためである。２款１項「小学校費」１目「教職員費」は、５,０５５,２４３ドルで、７６４,８０１ドルの増となつております。各節における主な増について申し上げますと、２節「給料」３,１４２,６０９ドルは、教諭１,０５０人、事務職員３４人に対するもの、３節「職員手当」１,６１７,３８２ドルは、上記教諭並びに職員への期末手当及び退職手当等であります。これらのほとんどが政府補助金によるもので、教育区の一般財源支出は25,109ドルで９節「旅費」に計上されております。

　　なお、２節「給料」において、教職員の５.１９ゼネスト参加のため教育現場の正常な勤務状態につかなかつた教員に対する処置は、あくまでも事務的に処分し、給与減額の手段を講ずる旨の説明であります。　２目「学校管理費」は７８８,１９９ドルで、１１２,８１４ドルの増で、その主なものは、２節「給料」１４６,７５７ドル、３節「職員手当」７８,０６６ドルであります。まず、１節については、７７号議案との関連で、学校医の報酬を従来の４０ドルから９０ドルにアツプするためのもので、４６人分を計上したものである。２節「給料」は区職員９６人分の給与に新規採用職員５人分を含めたもので、ほとんどが事務職である。この５人の職員増は、７２年４月開校予定の宇栄原小学校に配置するもので、事務職、世話人、看視人等でその採用は来年１月頃を予定している。１４節「使用料及び賃借料」の１０１,９７２ドルは、小学校校地の借地料で、高良小学校外１６校分でありますが、委員会の方でも校地買い上げの問題は今後の大きな課題であり、政府にもその打開策として要求方を強く依頼している訳である。４目「教育振興費」の１６４,１９９ドルは、前年度より３４,３９２ドルの増であるが、主に１８節「備品購入費」で区負担分の教具教材費と学校割当分が増になつた事と、政府補助の分として普通教材費が２２,７６２ドル増えたのが主なものである。

　　７１年度の教具教材の達成率と、７２年度の達成予定率について比較すると、７１年度は小学校で６８.９パーセント、中学校で６８.５パーセントであるが、７２年度はその達成率に１０パーセントの増をみ、小学校７８.９パーセント、中学校７８.５パーセントの達成見込みである。

　　なお、７１年度の小学校教具教材達成率の６８.９パーセントは平均であり、各学校別については教育研究所、各学校への具体的調査として、資料の提出を要求している時点であり、近日中にその結果が判明するので、それを中心にして本土の備品基準の達成に努力していきたい旨の説明がなされております。５目「学校建設費」１,１０６,３８７ドルは、政府補助金の８２９,５０８ドルを得て前年度より２４５,０２９ドルの増を示している。

　　これらは主に、１５節「工事請負費」の１,０７８,７８８ドルであるが、今回、７８号議案との関連で、壺屋(4)　開南(4)　大道(5)　の各小学校に風疹児用教室として１３教室を新築改装するものであります。現在全琉で風疹児童数は４００名もおり、那覇区においては、９７名で、ほとんどが難聴児であり、従つて発語能力も不十分であるし、補聴器を利用した残存聴力しかないのであるが、２年次からは普通教育を受けられるように、この対策には今後も努力する。この育成効果については、団体社会の中で育成指導しているので、在宅治療児童に比較した場合、性格的、活動力の面からも数段の効果が上つているとの説明であります。２項「中学校費」４,００３,６６５ドルは、前年度より３２１,２４８ドルの増となつております。増の主なものとしては、１目「教職員費」、３目「学校給食費」４目「教育振興費」で、４２６,７００ドルの増額でありますが、２目「学校管理費」、５目「学校建設費」で１０５,４５２ドルの減額となつておりますので、差引き３２１,２４８ドルの増であります。

　　まず、増になつた分のうち、１目「教職員費」について説明いたしますと、

　　３節「職員手当」中、「退職手当」として、勧奨退職４人、普通退職１０人の計１４人の退職者を予定しています。

　　なお、現在那覇区に勧奨退職該当者が１０７名おり、その内、７１年３月31日現在の退職者は２１名で残り７２名のうち、６９名については７２年３月までに退職の予定である。

　　次に減になつた分について説明しますと、２目「学校管理費」１４節「使用料及び賃借料」の５５,６４１ドルは、校地借地料として、真和志中学校外５校及び新設校１校（首里に建設予定）の計上である。これについて、７０年度の校地借地坪数は５５,５１９坪であつたが、７１年度は、新設校地を含めると、約７０,０００になり、これを買い上げるのは、区の財源では無理な負担額であり、琉球政府や、日本政府の責任で負担してもらうべくその対処策として、文教局を通して日本政府にその調査資料を提出しており、早期の解決策を訴え続けているのである。５目「学校建設費」６０２,０３４ドルは、前年度に比べ、５０,３０８ドルの減を生じているが、それは１５節「工事請負費」においての減であり、７２年度において体育館建設、水泳プールが、小学校費に割当てられたためである。３項「幼稚園費」７０８,０２９ドルは、前年度に比較すると、４７,８４３ドルの減となつておりますが、それは２目「幼稚園建設費」の減額１６８,１２９ドルから、１目「幼稚園管理費」の増額分を引いた額であります。

　　まず、１目において増となつた主な節は、２節「給料」３節「職員手当」で、人件費の増大を示しておりますが、２節については、政府補助金147,808ドルが含まれております。

　　なお、本予算の明細書４１ページ中、（項）１「幼稚園管理費」とあるのはミスプリントで、（項）３「幼稚園費」に訂正してもらいたい旨の申し出がなされております。

　　以上、審査の概要を申し上げましたが、議案第７５号については、仲村正治議員から修正案が提出され、次のような理由が述べられております。

　　１９７２年度那覇教育区予算で、市負担分として５００万ドル要求したのは学校現場から施設の拡充、備品の充実について２５％増の要求があつたためである。然るに、市一般会計予算総額が２５％の増率を示しているのにかかわらず、教育負担分には１４パーセント程度の増額を提示し、最終的調整の結果２,９３２,０００ドルで教育負担分を決定しているのは、納得がいかない。又教育区の本年度予算上、１,５２６,６３９ドルの増額になつているが、その中には継続費が２４８,６０９ドル含まれており、実質的には1,278,030ドルの増としかならない。

　　更に予算執行の内容からすると、教育委員会報酬、教職員給与等の人件費が１,４０２,７３７ドルで、実質的増額を上回つている状態である。このような予算編成は、現在の苦しい財政状態からしても、人件費、事業費の均衛が十分計られた予算編成でなく、一方的に人件費に重点を置いたものである。従つて本予算内容からは、主要目標である教育施設の充実は図れないものと判断し、本予算を次のように修正する。

　　歳出１款「教育総務費」１項「教育総務費」の２９１,２３８ドルを５,８９７ドル減額し、２８５,３４１ドルに修正して、その減額分を歳出５款「予備費」に組み入れ１１,８９７ドルとし、教育事業費として適切に執行してもらいたい。

　　以上の修正案に対し、委員会は討論に入つたのであります。まず、修正案に反対し、原案に賛成の討論から申し上げます。

　　修正案において示された中で、７２年度予算は人件費が多いので、事業費に重点をおくべきであるということで、５,８９７ドルを５款「予備費」に組み入れているが、予備費はあくまでも当初予想しえない事態が発生した場合に対処する費目であり、前年度同様の６,０００ドルで十分である。又事業費の増額については、将来要求すべき課題である。従つて以上の理由から、修正案に反対し、原案に賛成するものである。

　　次、修正案に賛成し、原案に反対する討論を申し上げます。本予算における修正額５,８９７ドルを予備費に組み入れるのは、あくまでも事業費として執行することを前提にしているものである。又今回の総予算額からも職員費については膨大な伸びを示している反面、教育施設、備品費については、少額の予算である。重大な時期に直面している現在、少しでも、児童の教育面に使用する事がより効果的であると思料する、

　　よつて、修正案に賛成し、原案に反対するものである。以上の討論の後、採決の結果修正案に対する賛成者と、原案に対する賛成者が、可否同数のため、委員会条例第１４条の規定により、委員長採決の結果、修正案は否決され、原案どおり可決するものと決しました。

　　以上報告申し上げ、よろしく各位のご賛同を得たいのであります。







○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑に入ります。







○　金城重正君

　　議案第７７号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定についてお伺いたしたいと思います。議案第７７号の別表中１００ドルを１５０ドルに、５０ドルを９０ドルに改めるということでございますが、５０ドルを９０ドルに改めるということは誰の報酬であるのかこれを説明して下さい。







○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　５０ドルを９０ドルに改めるのは校医でございます。２４名分が現在５０ドルであるため９０ドルに改めるということであります。







○　金城重正君

　　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の中に学校校医年額４０ドルとございますがどうして議案の中には５０ドルということになつているのか、それをご審議したかどうか。







○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　それについては議案第７７号だけの質疑が行なわれ規則の中までは質疑を行なつておりません。条例の差しかえがされてないということでございますか。







○　金城重正君

　　差しかえしてないということでございますね。議員のこの例規集の中には４０ドルとしかない。それはいつ決定し、いつ差しかえやられたか。それ討議されましたかどうか。







○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えします。いまのご質問の件については質疑されておりません。







○　金城重正君

　　しからば当局のほうからこれを趣旨説明をさしていただきたいと思います。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。ただいまの校医手当の４０ドルが５０ドルに改正になつたのは１９７０年の７月８日の規則第１０号によるもので、お手もとにあるものは差しかえしてないのでまことに失礼いたしたわけでございます。

　　それから５０ドルを９０ドルに増額してあるということは政府の校医に対する交付税の積算基礎がお１人９０ドルとなつているので、今回それを９０ドルとして計上したわけでございます。







○　金城重正君

　　ただいま教育長の説明によりますと、７０年の７月の８日に規則１０号これで改正したんだということですけれども、これは委員会のほうで改正されたのか。これについて説明していただきたいと思います。委員長、これは審議してないわけですか。







○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　はい、審議してないです。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。昨年の６月のこの議会において保証人をいただきましてそのまま交付しておるわけでございます。







○　金城重正君

　　ちよつと休憩してください議長。







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午後４時５９分　休憩）

（午後５時０２分　再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　金城重正君

　　ただいま教育長の説明によりまするというと、教育委員会からは事務局にその改正したものを送付してあると。ただし事務局のほうでやつていない、ということでございますね。そうですか。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　事務局の係職員の話ではそういうふうになつております。







○　金城重正君

　　いわゆる、こういう定例会におきまして、私ども条例や規則、それから予算案そういうものを参考にして私ども審議をやつていかなければなりませんけれども、そういう改正した場合にはできるだけ早くそういう差しかえをやつていただかないというと、議員としていわゆるこれはこうあるべきだ、と。こうやらなくちやならぬということにつきまして、いわゆるミスを起こす場合があるんで、その点教育委員会のほうも那覇市の事務局のほうもひとつ気をつけてやつていただきたいと思います。そこで差しかえがまだ行なわれていないということでこれは了解いたしたいと思います。

　　委員長にお尋ねいたしたいと思います。先ほど委員長の報告の中でもこの教育委員会の予算について人件費が多くなつたんであつて、事業についてはそうあまり予算の増というものがないんだ、というようなことで新政会の議員からそういう趣旨の反対の説明があつたということを承つておりますが、この教育予算の歳出予算節別分類比較表というのを見てみまするというと、給与のほうで６９万１,４４４ドル、職員手当のほうで７４万５,１０１ドルの増になつておりまして、約１４０万ぐらいの職員の給料、それから手当の増になつておるわけであります。しかしその事業内容について見てみまするというと、ほとんど増というのは少々ございますけれども、こと新しいものはほとんどないような状態であります。たとえば工事の問題にいたしましても、請負費は８万５,１０５ドルの増しかなつていない。しかし、現在の学校の問題をいろいろ聞いてみまするというと、学校の施設とそういう面が多分に本土と比較いたしまして十分じやない。さらいそのＰＴＡの負担がいまだに軽減されない。そういうようなことでございますけれども、その人件費の増、なぜこの人件費の増がこういう莫大な金額になつたのか。事業費はそうふえていないけれども人件費だけが多くふえておる。そういう面についてご審議をされたかどうかこれについてお答え願いたいと思います。







○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。先の委員長報告の中にもありましたように、委員会の予算の中で非常に人件費が膨大な数を示しておりますけれども、その委員会の給与の査定と申しましようか、あれは政府の人事院の勧告に従つて、ただし政府職員並みに、政府職員等と同様に基準を置いた査定をしているためにその分だけは現在の市職員のアツプよりは少しいいように感じられます。

　　そのように非常に人件費が伸びているんじやなくして、これは政府あるいは市職員においても同様にいえることじやないかと思います。以上。







○　宮城武君

　　７５号議案いつしよにやつていいですか。







○　議長（辺野喜英興君）

　　はい。







○　宮城武君

　　７５号議案、１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算についてお伺いいたします。

　　その中で小学校の校舎建築がございます。普通教室２３教室できるようになつておりますが、これはどこにできるのか。審議なされていたらお知らせ願いたい。







○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えします。予算の事項別明細書の２９ページにあります１５節の工事請負費で、校舎のほうは小禄小学校の普通教室が５。城西が普通教室が６、宇栄原が校舎が１８、以上３校であります、あとは校舎の新築とか便所とか、水泳プールとかそういうふうになつております。







○　宮城武君

　　与儀のバイパスの道路計画によつて与儀小学校側に２１メーター食い込んでいるということがあります。しかも琉球政府においては７１年度予算で計上されております。それに対しまして与儀小学校はそうしますと校庭も切れれば校舎も切れるものだと本員は思うんですが、それに対応する措置を委員会の中で審議なされたかどおかお伺いいたします。







○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。与儀小学校の水洗便所の新築の分だけが予算に入つておりまして、今ご質問のありましたバイパス道路によつて切られるというふうなことは質疑にありませんでした。







○　宮城武君

　　もし委員会の中で審議しなかつたとすれば教育委員会としてもおかしいんじやないか、と思います。と申し上げますのは７１年度予算の中で琉球政府で計上されておりますし、当然与儀小学校というのは引つかかつてくると、しかも校舎も切れるということもはつきりしております。そういうふうなことが今議会で出されてこない、またそういうことが審議の対象にならなかつたのであれば教育委員会のご説明でも求めたいと思いますが、できたら答弁願いたいと思います。







○　経済民生教育委員長（大浜長弘君）

　　お答えいたします。今度審議いたしましたのは７２年度の予算審議しましたので、そういうふうな段階ではそういうふうな質疑はありませんでしたので、その点について委員会の答弁をお願いいたします。







○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。今ご質問のありましたバイパス道路の設計図をわれわれ委員会、事務局は見たわけでございますが、それによりますとやつぱし神原小学校、与儀小学校が校地の一部にかかるように図面はなつておりますのでびつくりしまして学校当局とも連絡をとりまして、このバイパス路線の設計変更について即時陳情いたしております。その後もこの問題については大変注意いたしておるわけでございますが、建設局の側もこういう設計ができておるから協力して欲しい、というふうなまた依頼状がまいつておりましたので、委員会としてはあくまでもまだ了承しておるという形ではございません。何か話によりますというとこれは一つの計画案であつてまだかたまつていないということも承つておりますので、われわれとしましてはなお一層この学校敷地の部分が欠けるということに対して、非常に重要視いたしておるわけでございます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑終結し討論に入ります。







○　喜舎場盛一君

　　議案第７７号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について反対の討論を行ないます。いろいろと委員会のほうでも細く審議をしてきたんでございますが、要するにこの案は教育委員の報酬を１００ドルから１５０ドルに引き上げると、さらに校医の５０ドルを９０ドルに引き上げる。この校医の５０ドルから９０ドルに引き上げる件と、さらに期末手当を支給する。その点については何ら異議をはさむものではございません。委員長報告にも出ておりましたが、教育委員の報酬が５か年間すえ置きになつておると、これは事実でございます。ところがこの５か年の間にいろいろと報酬を引き上げるべく委員会のほうでも検討し、各委員の意見も出し合つたのでございますが残念ながらいろいろ疑義がございまして引き上げることに対して意見が一致しないということもあつたわけでございます。今日あらゆる社会情勢によりまして、１００ドルから１５０ドルに引き上げねばならない、そういうこともわかるんでございまするが、ところが本年度の教育予算、さつきから論じあつておりますけれども、莫大な人件費をかけておるのに対しまして、最も現在急務とされておる児童生徒の学校の設備、あるいは備品等の整備については微々たる予算の計上しかされておらない。これは復帰を前にいたしまして大変残念なことでございます。それと同時に教育委員の報酬が１００ドルで安いというようなことであるならば、今度新設されますところの期末手当これがいわゆるあるわけでございますから何ら１００ドルが少ないというようなことには当らないわけでございます。そういつた点からこの委員の報酬を上げると、さらにはご承知のように同委員会におきましては委員選挙について大きな失態をしております、しかもそのミス、あるいはまた７名の委員がおられますけれどもこの７名の中には不適当な人も加わつております。またこういう責任ある委員のみなさんは世間に対しまして大きなミスを起こした。こういうミスに対しても少しく市民の代表としての責任感、これを感じとつてもらうためにもやはりこの際報酬を上げるべきではない。このように考えるわけでございます。以上申し上げ本案に反対の討論といたします。







○　久高友敏君

　　ただいま上程になりました議案第７７号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について、議案第７５号、１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算に関連いたしまして一括して賛成討論を行ないます。ただいま反対討論の中にもありましたが教育委員会の委員の報酬及び費用弁償の規則の一部を改正することについては、１００ドルから１５０ドルにするのは事業費が多い。つまり那覇区教育委員会の予算の中で占める事業費よりか人件費が増大しておる、ということが理由のようであります。さらに教育委員会の委員の選挙についてのミスがあつたと、そういうようなミスを起こしており上げるのはまかりならぬというようなことが趣旨のようでございますが、本員が考えた場合にミスを起こした場合はやはり罪であり、もし罪を起こしたならばみんな辞めていただかなければならない、ミスを起こした、それだけ罪にあたいするのは全員辞めてもらわなければならないのじやないか、報酬はあくまでも報酬として認めていかなければならない、と申し上げますのはさつきの反対討論の中にもありましたとおり、過去５年間もそのまますえ置きにされておると、物価の上昇によつて那覇市の市役所もそのとおりでございますが、賃金、給料、報酬は上がつております。さらに教育委員会は那覇市議会のように同じ法人であるし、同じ公選によつて選ばれております。従つて教育費の予算のうちで人件費が多いということは理由にならないんじやないか、と申し上げますのはその給料、人件費、あるいは職員の定数、これはわれわれ那覇市議会で決めたことであります。つまり給与についてもわれわれ市会が認めております、また人員についても認めております。これを人件費が高いということは当らぬじやないか。さらに委員の報酬も１００ドルから１５０ドルにするのは高いということは、那覇市の議員が今２００ドルであります、われわれ那覇市の市会議員で去年の１９７０年の７月から１９７１年６月までで那覇市の経済民生教育委員会の出席日数を見ても６２日しか出ていません、しかしながら那覇区の教育委員会は同じ７０年の７月から７１年６月までの出席日数が８８日であります。これからしてもけつして高くはないと本員は考えるわけでございます、公選で市民の信任を得た那覇市議会議員は２００ドルが正しい、教育委員は１００ドルで正しいという理論はどこを押しても出てこない。従つて私はこの教育委員の報酬は当然１００ドルから１５０ドルに上げるべきである。したがつてミスをおかしたということはつまり悪い事であるが、もし事実これがミスであるならばミスをおかした人はやめていただかなきやならん、これが原則であります。なぜそのミスをおかした人たちを残すのか、これはやめていただかなければならない。これが正しい行き方であります。しかし中には適格者もおるというなら適格者も不適格者も同じように取り扱うのはまずいんじやないか、適格者は当然これは認めるべきだと私は思います。不適格者は次の選挙でやめていただく、このような理由からいたしましてこの委員の人件費の増大ということは那覇市議会でもやはり給与の格づけ、あるいは定員数も決定したことだから物価の上昇にしたがつて上つていくのは当然であります。これは財源をどこに求めるかということもわれわれに付された問題だと思います。

　　皆さんこのようにして、われわれ那覇市が負担すべきであるかどうかということを、われわれ日本国民の子供を教育するからには当然国庫の負担、あるいは県の負担によつて子供の教育をすべきであつて、この財政が苦しいから給与を下げるかということは当たらないと私は思います。そういう意味において本案に対して当局案に賛成し、修正案に反対するものであります。以上を持ちまして私は原案に賛成する討論を終わります。







○　仲村正治君

　　本員は日程第４、議案第７５号、１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算に対する反対の討論をいたします。まず沖縄は７２年復帰を目前にいたしまして、沖縄の児童の学力の低下が非常に大きな問題になつておるわけでございます。その原因といたしましては学校の教育施設の立ちおくれ、あるいは教師の知悉の低下にもよるものだと思うわけでございます。私たちは復帰を控えてその格差をできるだけ縮小していくように努力をしているわけでございますけれども、現実といたしまして那覇にはまだ２００近くの間仕切り教室の中で子供たちはすし詰め授業をやつているような状態でございます。そういう意味からも私たちは教育予算に対しましては一段と力を入れていかなければならないと思うわけでございます。このことにつきましては、私は野党、与党問わずいなめない事実だと思つております。

　　そういう意味で那覇区教育委員会といたしましては、本年度の学校現場からの要求といたしまして５００万ドル。那覇市一般歳入歳出予算の負担としましても、ぜひとも５００万ドルを出してもらわなければその学校現場の要求に応ずることができないということでございましたけれども、これからの事業を一気にやるということもどうかということで、調整の結果まず本年度において２５％の教育施設の増進をはからなければならないということで、３５９万ドルをぜひ那覇区教育委員会の７２年度予算の中に繰り入れてくれという要求をしたということでございますけれども、財政硬直を理由に２,９３２,０００ドルしか割り当てられていない、そのために当初２５％の増進達成目標が１４％しか達成されないという事情になつておるわけでございます。その予算の内容を検討してみました場合に、教育委員会の予算が前年度より１,５２６,６３９ドル増額になつております。しかしその内容を検討してみました場合に、繰越費が小、中学校の校舎の建築のため２４８,６０９ドルも含まれている状態でございます。

　　そういう意味で実質的な７２年の予算の伸びというものが１,２７８,０３０ドルにしかならない、しからばその予算の伸びの内容をいま一度検討してみなければならないと思うわけでございます。教育委員会の事務局費、小学校の教職員費、給食関係の人件費、中学校の教職員費、給食ならびに幼稚園管理費、この人件費を合計いたしますとなんと１,４０２,７３７ドルの増額になつているような状態でございます。そういたしますと実質的な予算の伸びと、人件費の増大部分を比較いたしますとむしろ教育関係の予算は減額になる、事業費としては減額になつているとしかいえないわけでございます。もちろん、十分に現場の要求にこたえることもできないという理由といたしましては、いま琉球政府における財政硬直、あるいは那覇市における財政硬直を理由にあげておりますけれども、一体全体この財政硬直を起こした責任はだれにあるか、こういう中で子供たちの教育は国家の責任でおいてなさるべきであるといつておられますけれども、そういうことであればなぜ日本政府からそういう予算を獲得することができなかつたのか、そこいらの責任を追求したいわけでございます。予算の内訳をもつと詳しく申し上げますならばまず７２年度予算の消費的経費が前年度が７９.４％に比較いたしまして８１％に増大している。こういう事実をわかつていただかなければなりません。

　　反面、建設的経費でございますが、これが７１年度が全予算に占める割合が１９.６％でございます。７２年度はなんと１８.２％と低下の一途をたどつておるではございませんか。このようなことで一体私たちがいまかかえている教育の学力の低下の是正、格差の是正ということがいつそれが達成できるかという疑問をもつわけでございます。苦しいのはよくわかります。そういう苦しいときには人件費も事業費もバランスの取れた予算の編成をやつてもらはなければならないと思うわけでございます。先ほど申し上げましたように当事者として当然その予算、財政の確保ということは当事者の責任においてなされるべきことでありますけれどもそういうことをしていない、そういう意味からも今回教育委員の報酬を上げるということの予算もばかにならんと思うわけでございます。市長も施政方針の中で引き続き教育行政を増進させるといつておりますけれども、いま申し上げましたようなことではたして那覇市の教育の増進ということがはかれるか非常に心配するものでございます。よつてこのような不均衡な予算に対し賛成するわけにはまいりませんので、私は以上を申し上げて反対の討論といたします。議員各位のご賛同をお願いいたします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　討論を終結し採決に入ります。議案第７６号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定についてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７８号、教育区債を起こすことについてはただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　　（「異議なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７７号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について、原案どおり可決することにご賛成の方のご起立を求めます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　多数であります。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７５号、１９７２年度那覇教育区歳入歳出予算。について原案どおり可決することにご賛成の方のご起立を求めます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　多数であります。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第５、認定第１号、１９７０年度那覇市歳入歳出決算の認定についてを議題といたします。総務委員長の審査報告を求めます。







○　総務常任委員長（黒潮隆君）

　　認定第１号、１９７０年度那覇市歳入歳出決算の認定について、審査の経過と結果を報告いたします。本決算は５月１３日より６月４日までの１４日間にわたつて歳入歳出とも款をおつて慎重に審査を行ないました。

　　７０年度決算額は歳入において収入率７４.５％で前年度より１.９％の歳入減となつており、歳出においては執行率７２％で前年度より執行率が２、３％低下しています。その審査の主なものを申し上げますと、

　　歳入１款市税において２８２,７５８ドルの増収となつておりますが、これは徴収率については前年度と変わらないが、調定額が予想以上に伸びたことによるものであります。３款公営企業及び財産収入において３６７,６８２ドルの減となつておりますが、これは第３次泊・安謝間埋立地を処分するため一般公入札に付したが落札者がなく処分できなかつたことによるものであります。６款、使用料及び手数料において牧志第二公設市場の購買客の入りが悪いため使用料３０％を減免措置したことにより８０,２５０ドルの収入減となつております。

　　なお市場使用料において３６９ドル１３セント、道路占用料において１,７４７ドル８３セントの職員による横領事故が発生しております。これについて市当局は、まことに遺憾である。今後公金が収納されてくる過程でチエツクできるよう改善していきたいという説明がありました。７款、政府支出金３,５９７,２８０ドルの減は琉球政府の財源難により翌年度に繰越ししたこと、そのほか用地買収及び物件補償において地主との折衝が難航したことにより年度内に執行できなかつたことによるものであります。１３款、市債において１,３０６,５７２ドルの減は、首里石嶺、大名公営住宅建設用地買収が難航したこと、第４次泊・安謝間埋立事業が資金借入先である琉球銀行との折衝に日時を要したこと、公会堂建設については工事着手がおくれたこと等により年度内に執行できなかつたものであります。

　　次に、歳出２款、役所費１６項「委員会費」において執行率が非常に悪く、１,９５７ドルの不用額を生じております。

　　これについて当局としては、今後各種委員会の目的に沿いこのような不要額を生じせしめないよう積極的に推進していきたい、という説明がなされております。

　　５款、港湾費２項１目「施設費」において１２,２００ドルの不要額が生じているが、これは北岸角壁工事による落札差額であります。次に建設常任委員会の審査に係る歳出４款「土木費」６款「社会及び労働施設費」８項「公園費」中２目「建設費」９項「住宅費」８款「産業経済費」３項「市場費」中２目「建設費」については全会一致認定することに決定、経済民生教育常任委員会の審査に係る歳出６款「社会及び労働施設費」８項中２目「公園建設費」９項「住宅費」を除く。７款「保健衛生費」８款「産業経済費」（３項「市場費」中２目「建設費」を除く）については賛成多数で認定することに決定した旨の通知がありました。

　　委員会は審査の後、討論に入つたのであります。反対討論本決算は不認定とすべきである。その理由として今回、初めて決算の段階において職員による横領事件が２件も発生している。これは平良市政の行政のまずさ、職員に対する規律のルーズさに起因している。

　　さらに政府支出金については多額の減収を来たしたため歳出において、たとえば土木費の執行率はわずか56.1％となつている。これに対して役所費は１００％近い執行率を示しているということは、市民のための行政がなされていない、ということを示しており、よつて本決算は認定すべきでない。

　　次に、賛成討論として本決算の歳入減額は安謝新港建設事業を含めたところの本土政府援助のあり方に問題があるためである。

　　なお用地買収の難航により年度内に執行できなかつた事業等については翌年度に繰越されてほとんど執行している。したがつて本決算は認定すべきである。

　　採決の結果、本決算については賛成少数で不認定とすることに決定いたしました。以上報告申し上げます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

　　　　　　　　　　（「質疑なし」というものあり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結し、討論に入ります。







○　中村昌信君

　　本員は認定第１号、１９７０年度那覇市歳入歳出決算の認定について委員長報告に反対し当局提案どおり賛成の討論を行ないます。本件につきましては去る５月１３日以来１４日間にわたり当局説明を聴取し予算執行の適否を審査いたしました。その結果、決算の計算はいずれも正確であつたのであります。また、１９７０年度における決算規模を前年度と比較すると４,０６７,６４７ドル５０セントと歳出は３,８７０,０８９ドル５８セントと増加しており増加率は歳入において３０％、歳出において２９.３％になつています。また会計監査委員会からも指摘されているように７０年度における予算の執行の実態をみると、土木費を中心とした建設事業に重点がおかれているが、これらの費用はほとんど政府支出金や起債を財源としているため政府指令および起債認可の遅れ等に起因する未執行が多いことは残念であります。しかし新政会のいう事業計画のない杜撰さからうんぬんは当らないのであります。このことは先程申し上げましたとおり日本政府との予算年度の問題、起債認可の遅れ、また用地買収および物件補償で地主との折衝等が難航したことになつており、やむを得ないことだと思います。また公金横領事件の問題にいたしましてもまことに遺憾ではありますが不幸中の幸いと申しますか市当局に対する被害額全額が完納されたことは喜ばしいことであります。今後は職員に対して市民の奉仕者として綱紀の粛正を促し、絶対にこのようなことが発生しないよう要望し認定第１号を委員長報告に反対し当局の提案どおり認定することに賛成し討論を終わります。







○　宮城武君

　　認定第１号、１９７０年度那覇市歳入歳出決算の認定について委員長の審査報告に賛成の討論を行ないます。那覇市が市制５０周年を迎えるにあたりまして、今日まで那覇市の歴史上、あるいは議会政治上見ることが出来なかつた決算書が提出されたわけでございます。その冒頭に掲げられてるのが実に残念ながら横領事故による不足金が計上されております。私ども市民を代表し市政を司る一員といたしまして、このような決算書に承認を与えるということは断じてゆるせないものだと確信いたすものであります。これまで那覇市における市政の執行及び職員の規律の確立等、とかく口うるさく議会においても叫ばれて来たのでございますが、残念ながら平良市長にして決算報告書の中に汚職事項を明記せざるを得なかつたということは返す返すも那覇市の歴史の上に残念でならないのであります。しかもその事故が決算の出納締切前に発覚しております。当局のやり方いかんによつてはこのような不祥事を記録としてとどめなくてもよかつたんではなかろうかと本員は思うのでございます。しかしながらこれまでの類例のないようなこういう事故を私どもの後世に資料として残こさなければならないことはその衝にあつた市長としても実に残念であろうと本員は考えるのであります。私どもはこのような不祥事を二度と繰り返しちやならないということを強く訴えるとともに７０年度決算報告の中に監査委員から指摘されたもろもろの事件がございます。そういうのをしかと当局においても十分勘案しこの指摘に対しては謙虚に襟を正して聞き入れ、以後の予算執行には十分なる態勢で臨んでもらいたい、ということをつけ加えたいと思うのでございます。

　　なお７０年度の予算の中で多額の繰越を出し、あるいは未執行分を出し、実際の執行率におきましても予算総額の約７２％程度だと本員は理解しております。しかもその中で実際にうまく使われた予算というのは人件費であり、人件費程度のものである。あと事業執行にいたつてはあまりかんばしくないというのが７０年度の決算でございます。

　　このような当局の姿勢を見ました場合に、市民との約束あるいは市民との公約をした、市民の側に立つ市政であれば予算に盛られた数々の事業というのはすべからず執行し、もつて市民の付託にこたえていくというのが当局の姿勢でなくちやあならない、と本員は思うのでございます。

　　よつて７０年度の決算報告は第１番目にあげました汚職という問題点を出した、ということが１点。２番目に予算執行の状態がかんばしくない。この２点を指摘いたしまして、委員長報告にありました不承認、報告に賛成の討論を終わります。







○　議長（辺野喜英興君）

　　討論を終結します。採決に入ります。

　　日程第５、認定第１号、１９７０年度那覇市歳入歳出決算の認定については、これは委員長の報告は不承認であります。よつて原案に賛成の諸君の起立を求めます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　起立多数であります。よつて認定第１号、１９７０年度那覇市歳入歳出決算の認定についてはこれを認定とすることに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第６、認定第２号、１９７０年度那覇市区画整理事業特別会計歳入歳出決算の認定について。認定第３号、１９７０年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出決算の認定について。認定第４号、１９７０年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出決算の認定について。

　認定第５号、１９７０年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について。までの事件を一括して議題といたします。

　　本件はいずれも全会一致でございますので、この際委員長の報告を省略いたしたいと思いますがご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて委員長報告は省略いたします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいま議題となつております案件に対して質疑に入ります。

　　　　　　　　　（「質疑討論なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　質議討論なしと認め採決に入ります。







○　議長（辺野喜英興君）

　　認定第２号、１９７０年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算の認定について、認定することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて認定第２号、１９７０年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算の認定については認定されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　認定第３号、１９７０年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出決算の認定について、認定することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて認定第３号、１９７０年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出決算の認定について、は認定されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　認定第４号、１９７０年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出決算の認定について、認定することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて認定第４号、１９７０年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出決算の認定について、は認定されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　認定第５号、１９７０年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について、認定することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて認定第５号、１９７０年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について、は認定されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第７、報告第１３号、専決処分の報告について、報告第１４号、専決処分の報告について、報告第１５号、専決処分の報告について、までの事件を一括議題といたします。

　　本件につきましては、招集日当日市長から報告書を手もとに配布してありましたので、それによりご了承願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第８、陳情第１２号、沖縄人権協会に対する負担金の予算計上方についての陳情、陳情第３２号、ガーナー森の一部使用（遊園地）についての陳情、日程第９、陳情第３０号、首里儀保町内道路路面補修工事並びに側溝設置方について、陳情第３２号、石嶺町内の排水路浚せつについて、陳情第６号、高良地内道路改修工事について、陳情第７号、ＣＭ８号線上間本部落入口の急カーブの道路改修について、日程第１０、陳情第５号、待遇改善に関する陳情、陳情第２０号、補助金予算計上方御協力依頼について、陳情第３８号、農業関係補助金の復活並びに増額要求に関する陳情、までを一括して議題といたします。

　　本件もそれぞれ全会一致でございますので、委員長の審査報告を省略したいと思いますがご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて委員長報告は省略いたします。







○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいま議題となつております案件に対して質疑に入ります。

　　　　　　　　　　（「質疑討論なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論なしと認め採決に入ります。

　　陳情第１２号沖縄人権協会に対する負担金の予算計上方についての陳情は採択することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本陳情は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　陳情第３２号、ガーナー森の一部使用（遊園地）についての陳情は採択することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本陳情は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　陳情第３０号、首里儀保町内道路路面補修工事並びに側溝設置方について、採択することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本陳情は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　陳情第３２号、石嶺町内の排水路浚せつについて（陳情）採択することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本陳情は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　陳情第６号、高良地内道路改修工事について、採択することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本陳情は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　陳情第７号、ＣＭ８号線上間本部落入口の急カーブの道路改修について、は採択することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本陳情は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　陳情第５号、待遇改善に関する陳情、は採択することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本陳情は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　陳情第２０号、補助金計上方御協力依頼について（陳情）は採択することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本陳情は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　陳情第３８号、農業関係補助金の復活並びに増額要求に関する陳情、は採択することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本陳情は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　なお採択になつた陳情については市長において措置することを適当と認め、これを市長に送付しかつその処理の経過並びに結果の報告を請求します。







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１１、陳情第１２号、下水道工事遅延による市税の減免、道路復旧舗装費の早期計上方について、陳情第１４号、市有地の賃貸料改訂について、陳情第１６号、市有地の賃貸料値下げについて、陳情第２５号、泊港の漁港として開放要請について、陳情第４１号、那覇新港営業倉庫建設用地割当陳情、陳情第５０号、株式会社首里バス株民間に譲渡方の陳情、陳情第４２号、土地譲渡に関する陳情、陳情第５０号、バイパス並びに下水道工事遅延による公課の減免、土地建物に対する損害賠償及び同工事完成に至る間の企業損失と生活補償について、陳情第１号、木材処理場用地及び輸出港貸与に関する陳情、陳情第２号、土地随意譲渡陳情、陳情第３号、市立図書館の早期設立について（陳情）、陳情第４号、漁業損害補償申請について陳情、陳情第８号、那覇新港木材専用バース及び木材専用野積場指定設置に関する陳情、陳情第９号、那覇市安謝埋立市有地の譲渡又は貸与についての陳情、陳情第３０号、アルミメツキ工場の増設に反対する陳情、陳情第１７号、那覇高校裏（西側）排水溝並びに通路の整備方について、陳情第１８号、末吉町風致地区指定解除についての陳情、陳情第２２号、那覇市牧志第二公設市場発展促進に関する陳情、陳情第２３号、石嶺団地内へのバス開通と子供の遊び場設置について、陳情第２５号、天久地内道路の封鎖解除について、陳情第２６号、牧志地内の仮橋設置に対する陳情、陳情第２７号、国場地内の排水溝整備拡張について、陳情第２８号、古波蔵地内のアスフアルト舗装について、陳情第２９号、若狭海岸埋立並びに観光センター建設について、陳情第３１号、認定道路の補強工事並びにその整備方について、陳情第１５号、崎山団地から琉大女子寮東側に通ずる道路開設方について陳情、陳情第１５号、真地地内道路整備について、陳情第６９号、鏡原町内における道路の新設方について、陳情第１３号、水道施設の早期施工、下水溝の新設および市場の敷設について、陳情第１１号、琉生住宅小禄団地に対する水道施設の敷設について、陳情第３６号、真地地内の上水道支線工事に対する陳情、陳情第４３号、繁多川、識名、上間三地域の簡易水道還元補助について、陳情第４６号、識名地内の簡易水道に関する陳情、陳情第３９号、都市計画に基づく壺川地域の道路の復活陳情、陳情第６１号、土地買上げに対する陳情、陳情第３９号、非細分地料の一部を区画整理事業の工事費に充当還付することについて、陳情第１６号、Ｐ、Ｔ、Ａ公費負担の軽減に関する陳情、陳情第２１号、し尿汲取料金改正の陳情、陳情第１９号、農産市場の早期設置方について、陳情第４９号、真和志公設市場使用料減免継続について陳情、陳情第２４号、牧志公設市場政策についての陳情、陳情第４２号、牧志公設西市場敷地返還請求に関する陳情、陳情第２３号、牧志公設西市場敷地返還請求に関する再陳情、陳情第２８号、牧志西公設市場問題について、陳情第４０号、牧志西公設市場敷地の明渡しについて、陳情第７号、開南交番から平和橋に至る新設道路のでき上つている車道の部分の仮設市場の建物撤去に対する陳情、陳情第１９号、八軒食堂の家屋所有権返還について、陳情第３３号、若松公設市場第２期工事に伴う仮設市場に対する補償請求について、陳情第２２号、那覇市牧志第２公設市場発展促進に関する陳情、陳情第２４号、第２牧志公設市場使用料減免措置の継続、陳情第５４号、那覇商業高校周辺の国県市有地を解放し、那覇商業高校、高校の教育のために使用させる陳情、までを一括議題といたします。

　　本案件については各常任委員長から目下委員会において審査中の事件につき、会議規則第１０２条の規定によりお手もとに配布いたしました申し出書のとおり閉会中の継続審査の申し出が提出されております。

　　おはかりいたします。ただいまの案件につきましては委員長からの申し出書のとおり閉会中の継続審査に付することにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本件につきましては委員長からの申し出書のとおり閉会中の継続審査に付することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　おはかりいたします。今期議会で議決されました事件の条項、字句、数字、その他の整理を要するものにつきましては、会議規則第４２条の規定に基づくその整理を議長に委任されたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

　　　　　　　　　　（「異議なし」という者あり）







○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて条項、字句、数字その他の整理は議長に委任することにしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　去る６月２４日、第４７回全国市議会定期総会が東京都文京公会堂で開催され、永年勤続する議員２０年以上辺野喜英興、職員１０年以上徳村政保君がそれぞれ表彰されましたのでご報告申し上げます。







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午後６時０４分　休憩）

（午後６時０６分　再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。

　　これにて１９７１年、第１２９回那覇市議会定例会を閉会いたします。







（午後６時０７分　閉会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







　上会議録を調整し署名する。







　　１９７１年６月２８日







　　　　　　　　　　　　　　議長　　　　辺野喜英興　　㊞




　　　　　　　　　　　　　　署名議員　　仲本安一　　　㊞




　　　　　　　　　　　　　　署名議員　　金城吾郎　　　㊞
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